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1. 研究事業の概要 

1.1. 背景と⽬的 
原⼦⼒災害、放射線テロまたは核攻撃（以下：RN テロ・災害）、放射線障害防⽌法

の対象事業所（以下：RI 事業所）での労災事故など、発⽣あるいは災害の種類によっ
て区別されることなく、初動対応や緊急被ばく医療は実施される必要がある。しかし、
それぞれの発⽣場所あるいは災害の種類によって、対応する初動機関、医療機関が分
かれており、それぞれの体制整備、⼈材育成が実施されている(図 1-1)。 

 
図 1-1 災害の区分と対応機関 

 
原⼦⼒災害対策指針は東電福島第⼀原発事故の経験を踏まえ、被ばく医療等の体制

の充実、強化が図られている。しかし、国、⾼度被ばく医療⽀援センター、原⼦⼒災
害医療・総合⽀援センター、地⽅公共団体等が⾏なっている研修について、研修内容
の重複、対象者のミスマッチ等が⽣じており、研修を整理・体系化し、効率的・効果
的な⼈材育成を⾏うことが必要であると原⼦⼒規制庁により⽰されている1。また、こ
れまでの実施された研修で使⽤されている講義資料は研修毎に講義を担当する講師
が作成していること、全ての研修が体系的に整理されておらず講義内容の重複がある
といった研修を受講する側としては体系化、標準化されていないといった課題も指摘
されていた。過去に作成された原⼦⼒災害医療に関わる基礎研修 e ラーニングは、原
⼦⼒災害対策重点区域（24 道府県）の原⼦⼒災害医療の関係者にのみ公開されている
ことから、閲覧、使⽤が制限されている。さらに多数の公衆等への迅速な避難と適切
な避難退域時検査の両⽴の困難等も⽰されており、原⼦⼒災害対策指針等に基づく防

 
1 原⼦⼒規制庁；平成 30 年度第 3 回原⼦⼒規制委員会 資料１「原⼦⼒災害拠点病院等の
施設要件」の⾒直しの⽅向性について, 平成 30 年 4⽉ 18 ⽇ 
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護措置及び医療対応の実際的な運⽤に必要な解決策を⾒出す必要がある。 
また、RI 事業所での事故や RN テロ・災害等に対応できる体制については整備が遅

れている。RI利⽤の拡⼤、昨今の核セキュリティへの国際的な取り組みを鑑みると、
これらの対策は喫緊の課題である。放射線障害防⽌法の改正により数量の極めて⼤き
い RI の許可届出使⽤者⼜は⼤規模研究⽤加速器施設の許可使⽤者を対象に、危険時
の措置の強化として消防、警察、医療等の対応機関との連携が求められている。国⺠
保護に関する基本指針では、核攻撃等による医療、防護措置等の必要性が⽰され、オ
リパラ・テロ対策推進要綱では、テロ等発⽣時の救護体制の強化として、多数傷病者
の搬送体制の整備等が⽰されている。 

初動対応でも医療機関での初期診療でも、テロ災害や局地災害の発⽣直後に、放射
線や放射性物質が単独で使⽤されているとは限らず、特に CBRNE テロ災害対応で
は、放射線や放射性物質以外の化学剤や爆発物、⽣物剤などの脅威についても、防護
措置や検知などは同時に実施することが求められる。さらに、化学剤や爆発物、⽣物
剤などが使⽤された可能性があると判断される場合も、放射線や放射性物質の存在も
考慮して対応することが求められる。初動対応や初期診療で、他の脅威に気づかずに
対応してしまうと被害が拡⼤したり、⼆次被害が発⽣したりする。全ての脅威に対し
てそれぞれの特性に応じた適切な対応をすることが All hazard approachである。 
本研究事業では、原⼦⼒災害に限らず、RI 事業所での事故、RN テロ・災害等に対

応可能な被ばく医療体制構築のため、対応機関の初動対応、初療のマニュアル、専⾨
的⽀援、⼈材育成について、現⾏の原⼦⼒災害対策指針等の体制等に基づき検証し、
対応機関が包括的に被ばく医療を実践できる対処能⼒の実効性を向上させる⽅法を
明らかにし、原⼦⼒災害等における防護措置及び医療対応の実際的運⽤⽅法を明らか
にする。 

 
1.2. 研究内容 

原⼦⼒災害対策指針では、原⼦⼒災害対策重点区域（24 道府県）での被ばく医療体
制整備が進められているが、それ以外の地域（23 都県）も含め、全国の RI 事業所で
の放射線事故、労災事故など危険時の措置の強化、国⺠保護に関する基本指針では武
⼒攻撃事態等、緊急対処事態における放射線テロまたは核攻撃等の放射線緊急事態で
の医療、放射線防護措置等の必要性も⽰されており、包括的かつ実際的な被ばく医療
の体制整備が求められている。 

また、多⼈数を対象とした実際的な放射線防護及び医療対応についての検討、包括
的に被ばく医療を提供するためのガイドラインやマニュアル、効果的な現場運⽤のた
めの研修⽅法等について、課題の整理、抽出および実施体制の整備等が求められる。
さらに、放射線防護、放射線管理、被ばく医療、線量評価等に関して専⾨的⽀援体制、
情報共有システムの整備が必要である。 
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原⼦⼒災害での医療や対応と、RI 事業所での放射線事故、労災事故あるいは放射線
テロまたは核攻撃等の放射線緊急事態での初動対応と医療対応については、放射線の
測定や除染、放射線防護の技術や技能は同じである。⼀⽅で、発災の状況や事前の初
動や医療の体制については、原⼦⼒災害は原⼦⼒施設での災害であり、発災の場所が
限定されることから原⼦⼒災害対策重点区域（24 道府県）に限定されて体制整備がな
され、⼈材育成や資器材の配備などがなされてきた。放射線テロ災害は、発災場所が
事前に特定されることはなく、多くは CBRNEテロ災害、危機管理の⼀環としてそれ
ぞれの地域で教育や体制整備が⾏われており、関係組織がそれぞれ教育や体制整備を
実施している。このような相違点を明確にし、それぞれの対応⼒が向上することによ
り原⼦⼒災害が発⽣した場合でも、全国の初動対応機関、医療機関から⽀援が得られ
ること、放射線テロ災害や RI 事業所での放射線事故発⽣時でも、遅滞なく必要な被
ばく医療が提供できる体制の整備が可能となることが期待される。 

このため本研究では、これまで量⼦科学技術研究開発機構（以下：量研）で実施し
てきた緊急被ばく医療体制整備、各種セミナー、協⼒協定病院等を活⽤し、【調査研
究１】初動対応⼿順の検討とマニュアル等の作成、【調査研究２】医療機関での受け
⼊れ体制整備、【調査研究３】専⾨的⽀援体制の整備、【検証１】モデル地域での検証
の区分に分けて実施する（図 1-2）。さらに本研究では、化学剤、爆発物、⽣物剤によ
るテロ災害等の知⾒を取り⼊れ、原⼦⼒災害のみでなく、RI 事業所や輸送中の事故、
核攻撃等も含め、初動対応の⼿順、医療等を検討する。 
最終的な研究成果としては、包括的被ばく医療の体制構築のために、次の項⽬を⽬

標とする。 
l 地域の実情に合わせた研修やマニュアル、ガイドライン等の最適化 
l 研修内容の標準化 
l 研修の体系化、効率化 
l 原⼦⼒災害時の医療に関しては、⼈材育成の⾼度化 
l 原⼦⼒災害時の医療に携わる⼈材の⼀元管理 
l 包括的被ばく医療の⼈材育成 
l 専⾨的⽀援体制の整備 
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図 1-2  研究の概要 

1.3. 研究計画 
本研究は、平成 30 年度（2018 年度）から３年間の調査研究を計画している。研究

区分ごとの計画を⽰す。 
 

1.3.1. 調査研究１：初動対応⼿順の検討とマニュアル等の作成 
迅速、的確な初動対応、関係機関間の連携による実効性向上を⽬的とする。 
H30 年度（2018 年度）は原⼦⼒災害等の研修、演習あるいは有識者等から初動対

応機関、RI 事業所の原⼦⼒災害等への対応、多機関連携に関連する情報を収集するこ
とにより課題を⽐較・抽出して整理する。R元年度（2019 年度）は脅威の迅速な検知
と All hazard approach も含めた初動対応⼿順及び多⼈数のスクリーニング⽅法等を
検討し、マニュアル、教材等を作成、検証する。R2年度（2020 年度）は、マニュア
ル等を再検証し、各地域の実状に合わせて改善する。また、オンラインでの研修の教
材についても作成、検証する。 

 
1.3.2. 調査研究２：医療機関での受け⼊れ体制整備 

全国の医療機関の被ばく医療の診療能⼒の向上により迅速かつ適切な被ばく医療
を提供する⼿段の開発を⽬的とする。 
H30 年度（2018 年度）は量研放医研の協⼒協定病院、有識者等の協⼒を得て、現

4



場除染なしまたは乾的除染で医療機関が傷病者を受⼊れるために必要な体制、教育等
について課題を抽出する。さらに既存の原⼦⼒災害医療の研修の体系を整理し、既存
のテキストを改定し、研修による⼈材育成の実効性を向上する。R 元年度（2019 年
度）は、多⼈数の被災者への対応を含めた、医療機関での初療マニュアル、教材を作
成、効果的研修法を検証する。R2 年度（2020 年度）は、マニュアル等を再検証し、
医療機関の実状に合わせて改善する。また、オンラインでの研修についても、実習、
机上演習を含め効果的な研修⽅法を検討、検証する。 

 
1.3.3. 調査研究３：専⾨的⽀援体制等の整備 

専⾨的⽀援の充実による初動対応、被ばく医療の実効性向上を⽬的とする。 
H30 年度（2018 年度）は、専⾨機関、染⾊体および物理学的線量評価ネットワー
クを活⽤した被ばく線量評価、被ばく医療等の専⾨的⽀援に必要な項⽬、課題を整理
する。R元年度（2019 年度）は、専⾨的⽀援について、具体的⼿順、⽅法、器材等を
検討する。初年度から平⾏して平常時、災害時に活⽤できる専⾨的⽀援における情報
共有システムについて課題等を整理し、システムを設計する。また、既存の広域災害
救急医療情報システム（EMIS）や健康危機管理⽀援ライブラリー（H-CRISIS）との
連携についても検討する。 

 
1.3.4. 検証１：モデル地域での検証 

H30 年度（2018 年度）は、原⼦⼒災害対策重点区域（24 道府県）及びそれ以外の
地域（23 都県）で研修等を実施するモデル地域を選定する。R元〜R2年度は、モデ
ル地域で効果的な現場運⽤のための研修法を検討し、調査研究１〜３へ反映する。ま
た、R2年度はオンラインでの研修についても検討、検証する。 

 
1.4. 実施体制 

本年度は、調査研究１〜３および検証１のそれぞれの担当者を図 1-3のように割り
振り、本研究を実施した。 

 
研究代表者：富永隆⼦ 

       量⼦科学技術研究開発機構 量⼦医学・医療部⾨ 
 ⾼度被ばく医療センター放射線緊急事態対応部 
 

表 1-1 研究協⼒者⼀覧（50⾳順、敬称略） 
1 井瀧千恵⼦ 弘前⼤学 ⼤学院保健学研究科看護学領域 

2 伊藤勝博 弘前⼤学 医学部附属病院⾼度救命救急センター 
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3 岩熊真司 東洋紡株式会社 AC製品事業部特需グループ 

4 宇佐俊郎 ⻑崎⼤学 ⻑崎⼤学病院 
国際ヒバクシャ医療センター 

5 ⼤津留晶 福島県⽴医科⼤学 放射線健康管理学講座 

6 奥村徹 ⽇本中毒情報センター   

7 河本志朗 ⽇本⼤学 危機管理学部危機管理学科 

8 河野恭彦 国⽴研究開発法⼈ 
⽇本原⼦⼒研究開発機構 

核燃料・バックエンド研究開発部⾨  
核燃料サイクル⼯学研究所 
放射線管理部環境監視課 

9 國府⽥洋明 帝京⼤学 医療技術学部スポーツ医療学科 
救急救命⼠コース 

10 近藤久禎 国⽴病院機構 
災害医療センター 
厚⽣労働省DMAT事務局 

臨床研究部・災害医療部 

11 酒井明⼦ 福井⼤学 医学部看護学科 

12 隅⽥博⾂ 広島⼤学 広島⼤学病院診療⽀援部 

13 ⾼⽥千恵 国⽴研究開発法⼈ 
⽇本原⼦⼒研究開発機構 

核燃料・バックエンド研究開発部⾨  
核燃料サイクル⼯学研究所 
放射線管理部線量計測課 

14 武⽥聡司 国⽴病院機構東埼⽟病院 放射線科 

15 ⽥崎修 ⻑崎⼤学 ⻑崎⼤学病院救命救急センター 

16 永岡美佳 国⽴研究開発法⼈ 
⽇本原⼦⼒研究開発機構 

核燃料・バックエンド研究開発部⾨  
核燃料サイクル⼯学研究所 
放射線管理部環境監視課 

17 中川貴博 国⽴研究開発法⼈ 
⽇本原⼦⼒研究開発機構 

核燃料・バックエンド研究開発部⾨  
核燃料サイクル⼯学研究所 
放射線管理部放射線管理第１課 

18 ⻑⾕川有史 福島県⽴医科⼤学 放射線災害医療学講座 

19 花⽥裕之 弘前⼤学 ⼤学院医学研究科救急・災害医学講座 

20 廣橋伸之 広島⼤学 原爆放射線医科学研究所 
放射線災害医療研究センター 
放射線医療開発研究分野 

21 細井義夫 東北⼤学 ⼤学院医学系研究科 
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放射線⽣物学分野 

22 安⽥仲宏 福井⼤学 附属国際原⼦⼒⼯学研究所 
原⼦⼒防災・危機管理部⾨ 

23 ⼭⼝芳裕 杏林⼤学 医学部救急医学教室 
⾼度救命救急センター 

24 ⼭本荘⼀郎 エス・ティ・ジャパン 危機管理製品部 

25 ⼭本尚幸 原⼦⼒安全研究協会 放射線災害医療研究所 

26 吉村崇 ⼤阪⼤学 ラジオアイソトープ総合センター 
同位体化学研究室 

 
表 1-2 研究参加者⼀覧（50⾳順、敬称略） 

1 北村尚志 量⼦科学技術研究開発機構 量⼦医学・医療部⾨ 
⾼度被ばく医療センター 
放射線緊急事態対応部 

2 ⾦ウンジュ 量⼦科学技術研究開発機構 量⼦医学・医療部⾨ 
⾼度被ばく医療センター 
計測・線量評価部 

3 栗原治 量⼦科学技術研究開発機構 量⼦医学・医療部⾨ 
⾼度被ばく医療センター 
計測・線量評価部 

4 ⼩林圭輔 量⼦科学技術研究開発機構 量⼦医学・医療部⾨ 
⾼度被ばく医療センター 
被ばく医療部 

5 相良雅史 量⼦科学技術研究開発機構 量⼦医学・医療部⾨ 
⾼度被ばく医療センター 
被ばく医療部 

6 數藤由美⼦ 量⼦科学技術研究開発機構 量⼦医学・医療部⾨ 
⾼度被ばく医療センター 
計測・線量評価部 

7 ⽴崎英夫 量⼦科学技術研究開発機構 量⼦医学・医療部⾨ 
⾼度被ばく医療センター 
被ばく医療部 

8 ⾕幸太郎 量⼦科学技術研究開発機構 量⼦医学・医療部⾨ 
⾼度被ばく医療センター 
計測・線量評価部 
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9 堤弥⽣ 量⼦科学技術研究開発機構 量⼦医学・医療部⾨ 
⾼度被ばく医療センター 
被ばく医療部 

 
図 1-3  令和 2年度（2020 年度）実施体制 
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図 1-4  本事業のマイルストーン 
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2. 【調査研究 1】 初動対応⼿順の検討とマニュアル等の作成

2.1. 本年度の研究計画 
原⼦⼒災害、RN テロ・災害あるいは RI 輸送中の事故時の初動対応と関係機関の多

機関連携について、実効性向上を⽬的とし、今年度は、RN テロ・災害等を想定した
初動対応機関との研修あるいは実際に放射線計測等を⾏う訓練を実施し、昨年度まで
に作成した教材、初動対応⼿順（フローチャート）、マニュアルを⾒直し、最新の情報
を踏まえ改訂する。また、傷病者の搬送等に関連した資料等を作成する。 

2.2. 検討の経緯と内容 
原⼦⼒災害と放射線取扱事業所等での労災事故、放射線テロでは、初動対応に様々

な相違がある。まず、原⼦⼒災害は原⼦⼒施設の⽴地隣接地域でのみ初動対応が求め
られるが、全国に所在する事業所での労災事故や放射線テロでは、発災場所が限定さ
れない。そして原⼦⼒災害では、事象の進展や防護措置など対応が想定されているこ
とが多いが、労災事故や輸送中の事故、放射線テロでは、事象そのものが被ばく事故
や汚染事故など多様であり、対応する組織の対応能⼒もそれぞれの組織で異なる。そ
のため、平時の体制整備として、原⼦⼒防災体制として実施されている原⼦⼒災害対
策重点区域（24 道府県）のそれ以外の地域の初動対応機関の資器材や教育の体制は異
なっている。しかしながら、放射線防護措置、放射線測定、除染などの基本的な技能
や放射線、放射線防護等の基本的な知識が必要である事については同じである。今年
度は、東京オリンピック・パラリンピックの開催が延期となり、競技会場がある地域
の初動対応機関では、RN テロ・災害等を想定した研修、訓練について関⼼がさらに
⾼まっていた。 

また、新型コロナ感染症（COVID-19）対策による緊急事態宣⾔の発出に伴う研修
開催の制限、新しい⽣活様式での研修や訓練の実施が必要となり、オンラインでの研
修の実施も必要となった。感染症対策と相まって、⽣物剤テロへの関⼼も⾼まった。
そこで、モデル地域での研修等（【検証１】）では、オンラインによる研修も実施し、
その⽅法やオンライン向けの教材などの新たな作成にフィードバックした。 

これらの相違や必要な対応を踏まえ、原⼦⼒災害、放射線事故、放射線テロ災害等
に関連する訓練、研修、演習、学会等に参加あるいは開催し、最新の情報を収集し、
初動対応のためのフローチャートとマニュアル、教材、傷病者の搬送等に関連した資
料等を作成した。教材は研修等で使⽤し、項⽬の追加や修正等を⾏った、また、フロ
ーチャート、教材等は、研究協⼒者、研究参加者が 2回の検討会で検討し、取りまと
めた。本事業で作成したフローチャートやマニュアル、検討内容は、初動対応計画等
に参考となるように、初動対応機関が実施する教育や訓練で、紹介、説明した。 

なお、検討会は、調査研究１および３、検証１をまとめて開催した。 

10



 

 

 
1. 第 1回検討会 

⽇時： 2021 年 1⽉ 18 ⽇(⽉) 14:00 ‒ 16:00 
⽅式： リモート会議 
議題： 議題１ CBRNEテロ災害のテキスト改訂と新規作成 
 議題２ マニュアルと汚染対策（患者搬送時の養⽣）資料について 
 議題３ CBRNEテロ災害関連の研修について 
 議題４ オンライン基礎研修の開催報告 
 議題５ CR警報器の活⽤と専⾨的⽀援について 
  

2. 第 2回検討会 
⽇時：2021 年 2⽉ 17 ⽇(⽔) 14:00 ‒ 15:00 
⽅式： リモート会議 
議題： 議題１ 前回議事録確 
 議題２ CBRNEテロ災害のフローチャートの検証 

 議題３ 情報共有システムについて 
 議題４ その他 

 
2.2.1. CBRNEテロ災害の初動対応の教育 

これまで抽出した CBRNE テロ災害での初動対応機関向けの教育に関する課題を
元に、CBRNEテロ災害に必要な研修項⽬、講義項⽬を検討し、講義資料等の教材を
作成した。今年度は、新型コロナ感染症（COVID-19）対策として、集合型の研修の
開催が制限されたことから、オンラインによる研修を実施した。オンラインの研修で
は、講義時間が⻑すぎると集中して聴講することが困難になる傾向があると考え、⼀
つの講義時間を 20〜30 分に設定し、これまで作成した「放射線テロ災害対処」と「化
学剤テロ災害対処」は対象者の習得レベルを考慮した短縮版を作成した。さらに研修
会での講義で実際に使⽤したのち、必要な項⽬の追加や修正を⾏った。また、感染症
対策が⽇常となったこともあり、⽣物剤テロへの関⼼が⾼まったことから、「⽣物剤
テロ災害対処」の講義資料を新たに作成した。 

さらに、昨年度実施した救急⾞の養⽣実習の内容を反映させ、汚染がある傷病者の
搬送時の救急⾞とヘリコプターの汚染拡⼤防⽌対策である養⽣に関する資料を作成
した（別添資料）。 

 
(1) CBRNE災害対処千葉連携研修会（資料 2-1） 

CBRNE災害対処千葉連携研修会は千葉県警察本部、千葉市消防局、量研が中⼼と
なって、千葉地域での CBRNEテロ災害対処の能⼒向上のために 2014 年度から開催
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している研修会である。今年度は、新型コロナ感染症（COVID-19）対策のため、千
葉市消防局と量研のみで実施した。講義と測定器の取り扱い実習はオンラインで実施
し、図上訓練と⼀次トリアージ・除染訓練は、集合して実施した。⼀次トリアージ・
除染訓練については、訓練後検討会をオンラインで実施した。これにより、オンライ
ンでの研修の開催⽅法を検討し、今年度作成した講義資料、初動対応のフローチャー
トとマニュアルについても検討し、改訂に反映した。 

 
表 2-1 2020年度 CBRNE災害対処千葉連携研修会 開催⼀覧 

 
⽇時 ⽅式 内容 

参加⼈数（⼈） 
千 葉 市
消防局 

県 内
消防 

量研 

1 2020 年 8 ⽉ 25 ⽇ 
9:30 ‒ 12:00 

オンライン 講義「化学テロ災害対処」 
講義「爆発物テロ災害対処」 
デモンストレーション「化学
剤検知」 
講義「放射線テロ災害対処」 
講義「⽣物テロ災害対処」 
デモンストレーション「汚染
検査」 

177 155 6 

2 2020 年 9 ⽉ 18 ⽇ 
9:30 ‒ 12:00 

オンライン 講義「消防局の特殊災害対
応」 159 171 3 

3 2021 年 1 ⽉ 29 ⽇ 
9:00 ‒ 12:00 

実働 ⼀次トリアージ・除染訓練 33 参加 
なし 3 

4 2021 年 2 ⽉ 22 ⽇ 
9:30 ‒ 11:00 

オンライン ⼀次トリアージ・除染訓練後
の検討会  参加 

なし 3 

5 2021 年 3 ⽉ 29 ⽇ 
9:00 ‒ 12:00 

図上訓練 化学剤、放射性物質、爆発物
の複合によるテロ災害 26 参加 

なし 4 

 
(2) 特殊災害（CBRNE）教育訓練（資料 2-2） 

警察機動隊員への特殊災害教育訓練に参加する機会があった。放射線、化学剤、爆
発物、⽣物剤によるテロ発⽣時の初動対応について本年度作成した資料を⽤いて講義
を⾏い、化学剤検知、放射線検知のそれぞれの実習、爆発物、化学剤、放射性物質の
３つの脅威がある想定での検知活動を中⼼とした訓練を実施し、教材の検証と活⽤⽅
法を検討した。 

 
2.2.2. CBRNEテロ災害訓練 

昨年度作成した CBRNEテロ災害の初動対応について All Hazard Approachでのフ
ローチャートとマニュアルに関して、訓練を通して検証し、改訂に反映した。 

 
(1) 放射線テロ想定訓練（資料 2-3） 

洋上の船舶で発⽣した爆発物、放射線テロの実働訓練に参加する機会があった。こ
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れにより、爆発物テロと放射線テロの複合テロ災害でのトリアージ等について検討し、
初動対応のフローチャートとマニュアルの改訂について検討した。 

(2) ⼀次トリアージ・除染訓練（資料 2-4） 
本年度作成したフローチャートの⼿順を⽤いて、消防機関による⼀次トリアージと

除染の実動訓練を実施した。⼀次トリアージと除染の⼿順を確認し、化学テロ災害あ
るいは放射線テロ災害で多数傷病者発⽣時に、1 時間でどの程度の⼈数を除染できる
のか確認したり、トリアージや除染を担当する部隊⼈数と器材の配置、動線などを検
証した。 

(3) CBRNE災害対応訓練 
消防機関による化学テロ災害を想定した実動訓練により、本年度作成したフローチ

ャートの⼿順の出動から現場検知活動、救助、医療機関への搬送、活動隊員の PPEの
脱装までを検証した。本訓練の参加者からの意⾒をマニュアルの改訂に反映した。 

(4) CBRNEテロ災害図上訓練（資料 2-5） 
CBRNE災害対処千葉連携研修会の⼀つとして、図上訓練を実施した。想定は、化
学剤、放射性物質、爆発物の３つの脅威が存在するシナリオとし、All hazards approach
による初動対応の⼿順を検証した。 

 
2.3. 結果 

昨年度までに作成した教材と本年度作成した教材を⽤いて、原⼦⼒災害、放射線事
故、放射線テロ災害等での初動対応について、研修を実施し、教材の活⽤⽅法を検証
し、教材の改訂に反映させ、講義資料として完成した。オンラインでの研修⽅法につ
いても実施⽅法を検討し、課題を整理した。また、CBRNE テロ災害の All hazard 
approach の視点で、昨年度作成した初動対応のフローチャートとマニュアルを訓練
で検証し、参加者等の意⾒を含め、改訂した。 

 
2.3.1. CBRNEテロ災害の初動対応の教材の作成 
(1) 講義資料作成（別添資料） 

消防、警察等の初動対応機関向けの CBRNEテロ災害対処に関する講義資料として
昨年度作成した教材を⼀部改訂し、さらに⽣物剤テロ災害対処の教材を新たに作成し
た。また、オンライン研修では、⼀つの講義時間が⻑くなると、集中⼒の低下などが
懸念されたため、「放射線テロ災害対処」と「化学剤テロ災害対処」は講義時間が 20
〜30 分となる短縮版を作成した。形式としては、原⼦⼒災害時の医療体制に関する標
準テキストと同様にスライドとその解説を作成し、講義聴講後にも復習や⾃⼰学習が
可能となる教材とした。CBRNEテロ災害対処の全ての初動対応に関する基礎的な知
識のための教材が完成した。 
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表 2-2 本事業で作成した初動対応機関向けの教材 

 資料 
1 放射線テロ災害対処 
2 放射線テロ災害対処（短縮版） 
3 化学剤テロ災害対処 
4 化学剤テロ災害対処（短縮版） 
5 爆発物テロ災害対処 
6 ⽣物剤テロ災害対処 

 
(2) 救急⾞・ヘリコプターの搬送時の汚染拡⼤防⽌対策（別添資料） 

放射性物質が⾐服や体表⾯に付着した傷病者を搬送する際には、救急⾞やヘリコプ
ターの汚染拡⼤防⽌対策が不可⽋となる。平成 30年度に本事業で参考資料として「原
⼦⼒災害、放射線事故・テロ・災害時の患者搬送における汚染拡⼤防⽌」を作成した
が、量研で実施している NIRS放射線事故初動セミナーで実施している救急⾞の養⽣
実習での指導内容も反映させ、新たに「救急⾞・ヘリコプター 搬送時の汚染拡⼤防
⽌対策」の資料を作成した。 

 
2.3.2. CBRNEテロ災害での初動対応⼿順の作成 

昨年度、All hazard approachによる初動対応⼿順も考慮して、CBRNEテロ災害の
初動対応⼿順のフローチャートとこのフローチャートの各項⽬についての解説を
「CBRNEテロ災害初動対応マニュアル」として作成した。今年度、このフローチャ
ートについて再度検討し、傷病者の処置の流れとして、緊急性が⾼い場合は、除染よ
りも救命処置を優先することをより明確にした（図 2-1）。 

マニュアルの解説についても、訓練の参加者から、レベル B防護装備でのバッグバ
ルブマスクによる呼吸補助は困難であること、化学剤への処置で「新鮮な空気」とい
う表記が何を指しているのか、具体的な除染⽅法などの質問があったため、レベル B
防護装備では、2⼈で呼吸補助を実施することや新鮮な空気とは化学剤の混⼊がない
空気であることなどの説明を解説に追記した。 
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図 2-1 初動対応のフローチャート 
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ダーティボムを想定した幾つかの実働訓練に参加し、爆発による外傷と放射性物質
による汚染がある状況での⼀次トリアージの⼿順について検討した。多くは、トリア
ージの⽅法としては START法を採⽤していたが、爆傷での救命処置は外出⾎のコン
トロールが優先される1。このため、START 法以外のトリアージ⽅法として、SALT
法（Sort-Assess-Lifesaving Interventions-Treatment and/or Transport（並び替え-評価
-救命処置-搬送））2、MPTT法（Modified physiological triage tool）3、MPTT-24（MPTT
法から GCSを取り除いたもの）がある。 

さらに、化学剤も同時に使⽤された場合には、神経剤については、⾃動注射器によ
る解毒剤の投与が、医師・看護職員以外の現場対応者によっても実施できる状況とな
っており4、現場での処置の重要な項⽬である。神経剤による症状の確認と⾃動注射器
による解毒剤投与の判断も必要になる。そこで、⼀次トリアージと除染の部分の⼿順
について、MPTT-24 によるトリアージを取り⼊れたフローチャートを作成した（図
2-2）。ウォームゾーンの中にも緊急性のある負傷者の処置エリア、緊急性はないが継
続した観察と介助が必要な負傷者の除染エリア、緊急性はなく、介助も不要である負
傷者の除染エリアに分けて負傷者の処置、除染を実施することを明記したフローチャ
ートとした。 
⼀次トリアージ・除染訓練を実施した消防局では、MPTT-24 でのトリアージとは
呼吸数と脈拍数の数値が異なる。数値は各地域の消防組織で使⽤しているものに合わ
せるべきである。この訓練での症状想定が、化学剤テロの訓練では、歩⾏の可否、意
識状態で判断でき、爆発物・放射線テロの訓練では、⼤量出⾎、歩⾏の可否、意識状
態で判断できるようにしたため、概ね混乱なく、想定通りのトリアージができていた。
実際には⿊タグ判断や⾃動注射器による解毒薬の投与、⽌⾎や呼吸補助の実施により
他の被災者への処置が困難になる場合などがあり、今回のように迅速な対応には救急

 
1 ⽶国の Tactical Combat Casualty Care (TCCC)1)- 3)および Tactical Emergency Medical 
Services(TEMS)4)に基づいた “MARCH” が望ましい。このアルゴリズムは、M:Massive 
hemorrhage(⼤量出⾎の制御)，A:Airway(気道確保)，R:Respiration(緊張性気胸の解除と
呼吸管理)，C:Circulation(静脈路確保とショックの治療)，H:Head injury(低酸素や低⾎圧
などによる頭部外傷の悪化を回避)/Hypothermia(低体温の治療と回避)で構成される。通
常の救急医療の外傷救護においては，ABCDE の順番で救護・処置がなされるが，銃撃・
爆弾テロに対する救護においては、気道確保・呼吸・循環の前に、四肢からの⼤量出⾎を
制御する必要があると いうアルゴリズムである。 
2 2008年にアメリカから発表されたトリアージ⽅法。⼤災害やテロなど⼤勢の死傷者が出
ている場合のトリアージ⽅法である。 
3 2017年にイギリスから発表された⽅法。Vassallo J, Smith JE, Wallis LA Major incident 
triage and the implementation of a new triage tool, the MPTT-24 BMJ Military Health 
2018;164:103-106. 
4 化学災害・テロ対策に関する検討会 「化学災害・テロ時における医師・看護職員以外
の現場対応者による解毒剤⾃動注射器の使⽤に関する報告書」令和元年 10 ⽉ 30 ⽇ 
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隊との連携が不可⽋であり、更なる検証が望まれる。 
 

図 2-2 ⼀次トリアージ・除染のフローチャート 
 

2.3.3. CBRNEテロ災害での初動対応における課題 
(1) 被ばく管理 

放射線テロ想定訓練では、1回⽬は想定として 100mSv/hを超える現場であったが、
努めて被ばく線量を局限する認識が低く、被災者及び隊員共に⾼線量を被ばくする活
動となっていた。また、活動後の個⼈線量計の値を確認する着意に⽋けていた。この
点は２回⽬の訓練では修正され、⾼線量地域からのショートピックアップ及び脱⾐後
Cold zoneで指揮本部へ報告ができていた。 

2回⽬の訓練では、爆発現場に進⼊後 1〜2分程度で個⼈線量計が鳴動（40mSv）し
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た想定を 2名に付与したが、同じ⾏動をしていた隊員の被ばく量が撤退線量を超えた
状況をその後の活動に反映させず、2名は現場から離脱するのみとなった。この２名
は warm zoneでの待機後、線量限度のアラーム設定を 60mSvに変更し、再度現場対
処を⾏っているが、現場の線量率と被ばく線量の関係を判断することで 100µSv/h以
下の現場での活動を継続することも可能である。個⼈線量計のアラームと現場から撤
退するべき状況の判断と被ばく線量限度との関係を整理しておくことが望まれる。な
お、個⼈線量計 40mSv のアラーム鳴動後に 100µSv/h 以下の現場で時間管理を徹底
して活動することは、要救助者の状態や⼈数等を考慮すると許容できると思われる。 
Hot zoneでの活動とWarm zone、Cold zoneでの活動でそれぞれの線量限度が設定

されることもあり得ると思われる。可能な限り被ばく線量は少なくすることが原則で
あり、不要に緊急時対応の 100mSvを全員に適応するべきではないが、活動時に緊急
事対応の線量限度 100mSvを全員位適応する場合は、実際の被ばく線量を可能な限り
低減して活動することが徹底されるべきである。 

(2) ⾼線量率の現場での対応 
放射線テロ想定訓練では、空間線量率により進⼊経路の指⽰を⾊分けしているのは
視覚的に分かり易く、他の機関と連携する場合でも情報共有がなされるので⾮常によ
いが、この⾊分けの意味と指⽰要領等について関係機関での事前の認識共有及び共通
のマニュアル化も必要となる。ただ、100µSv/h 以上の現場と 100mSv/h 以上の現場
では時間管理が全く異なることと致死線量の被ばくをする危険性が異なることから、
この区別を現場において明確に認識共有できるよう表⽰することが必要である。 
１回⽬では、100mSv/h以上の区域でターニケットによる⽌⾎を実施し、100mSv/h

以下の区域（40~50mSv/h）までショートピックアップ、その後現場でのトリアージ
等を実施していた。２回⽬はさらに扉による放射線の遮蔽効果が期待できたより低い
線量率の区域（30~100µSv/h）にショートピックアップした後にターニケットでの⽌
⾎、トリアージなどを実施していた。現実としては、ターニケットは爆発後数分以内
に処置することで救命率が上がるものであるため、爆発から数⼗分経過してからのタ
ーニケットによる⽌⾎効果にはあまり期待できない。このため、負傷者の被ばくの低
減および活動隊員の被ばくの低減の観点ではより空間線量率が低い区域へのショー
トピックアップを先に実施する⽅が、効果があると思われる。ただし、現場の状況で、
拍動性の出⾎が持続しているような場⾯であれば、⾼線量の現場でも⽌⾎処置を優先
することも必要であるが、マニュアルで簡単にパターン化することは困難であり、今
後このような現場における救命率を上げる対策に関する検討の深化が望まれる。 

(3) 多数傷病者の除染 
ある消防機関の CBRNEテロ災害対処の活動計画では、化学テロ災害でも放射線テ

ロ災害でも⽬標は１時間で 200 ⼈の除染である。今回の除染の訓練での結果は以下で
ある。 
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①化学テロ災害での除染結果；31分で 100名の除染を実施 
②放射線テロ災害での除染結果：30分で 87名の除染を実施 
今回の検証では⽬標値をほぼ達成できる⾒込みがあった。 
脱⾐にかかる時間が訓練であったため⾮常に短く、実際には⼀⼈当たりの脱⾐にか

かる時間は⻑いと予想される。また、汚染が付着している場合は拭き取りによる除染
が必要となり、より多くの被災者の除染を実施するには、除染のエリアを増やす、汚
染検査の⼈数を増やす必要がある。 

除染不要の被災者や歩⾏可能者にできるだけ⾃分で⾏動してもらえるよう、⼤きな
⽂字の表⽰や誘導ロープの展張等、被災者の流れを円滑にさせる処置が必要である。
これら得られた知⾒は、実動訓練を実施した消防機関のマニュアルに反映することに
なっている。さらに、他の消防機関でもマニュアルに反映されるよう情報共有を図る。 

(4) 汚染検査 
化学剤の汚染検査としては、検知紙を利⽤したが、揮発性のものであれば、⽬視及
び検知紙での確認はできず、ほぼ全ての被災者の⽔洗による除染）は不要であり、有
毒ガスの内包を防⽌するための脱⾐は念のため実施する必要がある。この判断の訓練
が今後は必要であり、実⾏できれば⼤量被災者発⽣時の迅速適切な対応が可能と考え
る。 

放射線テロ災害の想定でも、脱⾐による除染後、汚染検査を実施し、40,000cpm以
下は汚染無しと判断して、ふき取りによる顔⾯等の除染を実施しないことがある。し
かし、この数値は原⼦⼒災害時の除染の基準（OIL4）であり、この数値以下でも放射
性物質の付着は存在しており、汚染拡⼤防⽌の処置（除染あるいは被覆）は必要であ
る。さらに、warm zoneでの応急処置、汚染検査、除染後に汚染が残存していても cold 
zoneへ搬出し、cold zoneの救急救命⼠による観察と処置のため全⾝を被覆していた
シートを再度開いていたため、汚染拡⼤することになったりしており、処置の⼿順も
整理する必要があった。 
⼀次トリアージ・除染訓練では、放射線テロ災害の汚染検査は、汚染検査の担当が
明確でなかったことから⼀次トリアージエリアと除染エリアの⼊り⼝で２度検査す
ることになっていたため、脱⾐前の汚染検査の担当の活動部隊を調整しておく必要が
ある。ただし脱⾐エリアが⼗分に確保でき、⼀次トリアージエリアでの被災者の滞留
が起きないのであれば、脱⾐前の汚染検査を省略して全員脱⾐、脱⾐後の汚染検査と
することも⼀考である。しかし、被災者が多数である場合は、脱⾐前の簡易汚染検査
により、要除染と除染不要の被災者を区別することで脱⾐エリアでの滞留を防⽌する
ことが可能であると推察される。この点は更なる検証が必要である。 

なお、放射線テロ災害時の除染の基準値が明⽂化されていない。専⾨機関として助
⾔、⽀援する場合にも、ある程度、判断基準を定めておくべきである。 

(5) CBRNEテロ災害時の負傷者対応 
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CBRNE テロ災害図上訓練の想定は、爆発による外傷、神経剤による症状の発症、
放射性物質による汚染とした。爆発による⼤量出⾎に対する⽌⾎、神経剤による症状
に対する新鮮な空気のエリアへの早急な救助と解毒剤の投与が放射性物質による汚
染への対応より優先されることは徹底されており、ホットゾーンでの⽌⾎の実施は検
討されていた。神経剤による症状（痙攣や呼吸停⽌など）に対する⾃動注射器での解
毒剤投与をホットゾーンで実施するのか、救助後のウォームゾーンで実施するのか、
明確に計画されていない課題があった。想定では、救助までの時間によって、神経剤
による症状が悪化してしまうことから、⼀度に救助できる要救助者の⼈数とその後の
救助に要する時間によっては、迅速なショートピックアップと現場での早急な解毒剤
の投与が必要と判断される可能性もある。この際、被災者が残存する発災現場の空気
の汚染をいかに軽減するかが課題となり、液体で存在する化学剤を汚染拡散防⽌シー
ト等で覆い揮発を防⽌する等、被害極限のための検討も必要である。現時点では、明
確な判断基準はなく、また、レベル B装備の⼿袋での⾃動注射器の取り扱いには慣れ
ていないという課題も抽出され、マニュアルに反映した。 

(6) 動線の交差 
化学剤テロ災害でも放射線テロ災害でも、除染する被災者と除染不要の被災者の動

線が交差するエリアの設置で、また、緊急性ある被災者の除染所は⼊⼝と出⼝が同じ
で、汚染区域と⾮汚染区域の区分が不明朗であったため、汚染された被災者と隔離し
た動線を整理して交差しないようにすることを提案した（図 2-3）。 
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図 2-3 動線の案 
 

(7) 除染エリアの設営 
⼀次トリアージ・除染訓練では、緊急性ある被災者の処置・除染をテント内で実施

していた、意識がある被災者は脱⾐をするためプライバシーの保護が必要であるが、
意識のない重傷者ではその必要はなく、むしろ重傷者は汚染物質が付着している可能
性が⾼く、この場合、閉鎖された天幕内は有毒ガスが充満し危険となる可能性があり
ため、テントの必要性については検討すべきである。 

(8) また、放射性物質の汚染が⼿指にあり、⼀番⾼い汚染であれば、まずは⼿指の拭き
取りをしてから脱⾐をした⽅が汚染拡⼤防⽌となる。歩⾏可能者の場合、必ずしも
脱⾐の後に拭取りによる除染という流れではないことも考慮すべきである。All 
hazards approach 
⼀次トリアージ・除染訓練では、化学剤テロ災害と爆発物・放射線テロ災害の想定

が事前に分かっている状況から開始したため、⼀次トリアージエリアでの検知は、化
学剤の検知のみ、あるいは放射線の検知のみとなっていた。化学剤と放射性物質が同
時に使⽤された場合なども想定して、テロ災害の状況の評価が確定するまでは、化学
剤も放射線も同時に検知する⽅が良い。そのため、どちらの脅威も検知することが必
要であるとの認識を強調してマニュアルを普及させる必要がある。 

CBRNEテロ災害図上訓練では、通報内容には爆発による多数傷病者の発⽣、化学
剤による症状の発⽣を⽰していることから、爆発物、化学剤への対応ほか、爆発物と
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放射性物質を組み合わせたダーティボムの可能性も念頭に、放射線への対応も出動時
から開始されていた。集結場所、ゾーニングは爆発物、化学剤への対応を優先し、検
知器材は、化学剤、放射線の両⽅を使⽤開始していた。被災者の汚染検査場所、誘導
経路は検討されていたが、検討時間が不⾜していたためか、被災者の汚染検査、除染
⽅法の具体的な⽅法と実施体制については、検討がなかった。今回の想定であれば、
脱⾐、拭き取りによる除染の後、放射性物質の汚染検査、化学剤の残存を確認する検
知紙による検査が必要となる。しかし、放射線測定器と検知紙の両⽅を同時に使⽤す
る想定がなされていないことから、迅速性を重視した簡易除染及び除染に引き続く残
存確認のための検知の実施要領については検討が必要である。 

(9) 爆発物テロ災害での安全確保 
CBRNE テロ災害図上訓練の想定では未爆発の不審物件があるため、2 回⽬の爆発

による被害も想定した対応が求められる想定であった。不審物から距離を取る事によ
る安全確保のほか、建物の構造や不審物の位置などによる危険性の判断について、警
察との連携に関しても考慮されつつ検討がなされていたことは、より実践的であった。
今後は、配備されているシールドなどのより有効な活⽤⽅法について検討が必要であ
る。 

 
2.3.4. CBRNEテロ災害対応の教育における課題と対策 
(1) オンラインでの研修の実施 

今後もオンラインでの研修開催は推奨される状況である。講義については、⼀度に
数百⼈の参加も可能となることから、⾮常に効率的に実施できる。また、録画機能を
使⽤すると、当⽇のウェブセミナーに参加できなかった職員も、後⽇録画を視聴する
ことで、同じ講義を受講することが可能である。 

今回実施したオンラインでの研修では、参加者の聴講の様⼦を画⾯上で確認できる
ことで、講義を違和感なくでき、双⽅向の質疑応答ができたことでより学習効果があ
ったと思われる。 

測定器の取り扱いと汚染検査はデモンストレーションを⾏なった。測定器が準備で
きた参加者は、各⾃で測定器を使⽤した実習として参加し、質疑応答を⾏った。デモ
ンストレーションは、ウェブカメラで、⼿元や測定器の表⽰画⾯を映し出した。画⾯
が暗いことで微妙な⾊の違いなどが分かりにくい部分があった。また、ウェブカメラ
はズーム機能がなく、⼿元を映し出すときは、カメラに測定器を近づけたりしたこと
で、画⾯が揺れてしまった。また、カメラには⼿振れ補正機能もないことから、カメ
ラを動かすものの画⾯がブレてしまい、フォーカスが合わないこともあった。三脚の
使⽤や複数台のウェブカメラを配置して、カメラを切り替えるなどの対応でより鮮明
かつ多くの情報を提供できると思われる。 
参加者が実施している汚染検査の状況も画⾯で確認でき良かったが、双⽅向でのや
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りとりが少なく、参加者に状況や具体的な検査の⽅法を双⽅向で確認しながら実施す
べきであった。 

このオンラインでのデモンストレーションと実習の経験から、より⾒やすい画像で
オンラインでの実習等を実施できるよう原⼦⼒災害時の医療の研修を含め、ウェブカ
メラの設置⽅法やビデオカメラの使⽤要領などを⼯夫した。 

 
(2) 初学者と専⾨部隊との研修の同時開催 

消防向けの研修の講義では、事前に解説付きの資料を配布し、⼿元に資料がある状
況での聴講であったため、講義内容は初学者でも理解できたと思われる。短時間での
講義では、集中して聴講できていた様⼦であった。しかし説明を初学者向けに合わせ
たため、CBRNEテロ災害対処の基本的知識を有する参加者にとっては、物⾜りない
ことは否めない。 
受講⽣の特性（CBRNEに関する基礎知識の程度、職務に応じた関⼼事項の差異等）

により、同じテキストを使⽤しつつ、充当する時間の軽重を調整する必要があり、短
縮版を作成した。 

 
2.4. 考察 

昨年度までに作成した教材やマニュアルをさらに改訂し、実際に研修や訓練で使⽤
することで検証した。CBRNEテロ災害に関する教育や教材、初動対応⼿順、それぞ
れの今後の展開、活⽤について考察した。 

 
2.4.1. CBRNEテロ災害に関する教材の活⽤ 

原⼦⼒防災体制が整備されていない重点区域以外の地域における機関が CBRNE
テロ災害対応をする場合は、被ばく医療、原⼦⼒災害時の対応の基礎知識や資器材を
有していることは稀であると思われるが、近年は、CBRNEテロ災害対応のための資
機材の配備や教育の機会が増えているようである。昨年度までに CBRNEテロ災害時
の初動対応に関連する項⽬を整理し、安全と危険、リスク、防護対策の効果、および
相互の関係性と判断⽅法、効率的かつ効果的な資器材の使⽤法等について教育、研修
のための教材を作成した。今年度は、これらの教材を最新の知⾒や研修で得られた知
⾒等を反映させて改訂し、新たな教材を作成したことで、放射線、放射性物質、爆発
物、化学剤、⽣物剤の脅威を網羅する教材⼀式が揃った。さらに放射性物質による汚
染がある傷病者を救急⾞やヘリコプターで搬送する際の汚染拡⼤防⽌対策のための
資料も作成できた。これで CBRNEテロ災害の初動対応の基本的知識を習得するため
の教材は揃ったと推測する。今後は、この教材を多くの⼈が活⽤できるように、原⼦
⼒災害時の医療の研修に関する標準テキストと同様に、これらの教材をダウンロード
できるようにウェブサイトに掲載する。本研究事業の研究協⼒者は、消防、警察、⾃
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衛隊、医療機関等でテロ災害、被ばく医療に携わってきた経歴があり、知⾒が⽣かさ
れた教材、資料となっている。 
 

2.4.2. CBRNEテロ災害の初動対応⼿順 
昨年度作成した CBRNE 全ての脅威を考慮した対応を展開した初動の⼿順のフロ

ーチャートと各項⽬の解説のマニュアルについて、研究協⼒者と実際に使⽤した初動
対応機関の関係者から聴取した意⾒等を反映し、改訂した。このフローチャートを⽤
いた実働訓練、図上訓練では、この初動対応におけるフローチャートが⼗分に活⽤で
きることを確認できた。救命率向上のためには、現場対応での迅速な医療処置の実施
あるいは早期の医療介⼊に繋げる必要がある。しかし、放射性物質、化学剤、爆発物
による外傷が同時に発⽣した場合は、多くの観察と評価、判断が必要となり、それぞ
れに時間を要してしまう。フローチャートを使⽤する以外に、測定器の取り扱いや除
染の⽅法、トリアージの具体的な数値、隊員や資器材の配置、エリアの設定と動線な
どの個別の要素を確実に実⾏できるように演練することも必要である。これらは
CBRNEテロ災害に関する教育の充実との相乗効果により対処能⼒の更なる向上が⾒
込める。 

 
2.5. 結論 

これまで抽出した課題を元に、CBRNEテロ災害への初動対応に必要な知識と技能
を習得する講義や研修のための教材を作成、改訂し、原因物質が判明しない初動対応
での All hazards approachも含めた対応⼿順のフローチャートとマニュアルを完成し
た。CBRNE テロ災害の発⽣現場では、対応者の安全を確保した上で、検知、除染、
現場医療等を実施し、医療機関へ迅速に搬送する体制が求められる。この現場活動の
「病院前医療体制」は、放射線テロ災害のみでなく、化学テロ、爆弾テロなどと共通
するところもあるため、これらの対策および関係機関と連携して、教育や訓練等を含
めた体制の強化、整備が求められる。そのため、作成した教材等が最⼤限に活⽤され
るようウェブサイトでの公開や研修等での活⽤を図る。本事業は本年度で終了するた
め、第三者評価を事業として実施することはできないが、今後は、多くの組織や機関
で活⽤されることで、第三者による評価とフィードバックが得られることを期待し、
最新の知⾒や状況に応じて、更なる改訂ができるように関連する事業等で継続するこ
とも図る。 
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資料 2-1 
令和２年度第 1回 CBRNEテロ災害対処千葉連携研修会 

 
1. 開催⽇ 

2020年 8 ⽉ 25 ⽇（⽕）9:30 ‒ 12:00 
 

2. 開催⽅法 
オンラインによるウェブセミナー（zoom meetingを使⽤） 
 

3. 参加機関・参加⽅法 
千葉市消防局（177 名）、千葉県内消防（155 名）、量⼦科学技術研究開発機構（6 名） 
オンラインでの接続は 35ヶ所程度（重複あり） 
消防署や講堂等に職員が集合し、プロジェクターに投影あるいは PC やタブレットの
画⾯を共有して、数⼈から数⼗⼈が聴講した。 
 

4. 講師 
岩熊真司（東洋紡、量研機構） 
北村尚（量研機構） 
富永隆⼦（量研機構） 
 

5. 研修概要 
9:30 ‒ 9:35 開催あいさつ、通信確認 
9:35 ‒ 10:00 講義１「化学テロ災害対処」（25 分） 
10:00 ‒ 10:20 講義２「爆発物テロ災害対処」（20 分） 
10:25 ‒ 10:35 デモンストレーション「化学剤検知」（10 分） 
10:40 ‒ 11:05 講義３「放射線テロ災害対処」（25 分） 
11:05 ‒ 11:25 講義４「⽣物テロ災害対処」（20 分） 
11:30 ‒ 11:50 デモンストレーション「汚染検査」（20 分） 
 各消防署で準備した RadEye B20を使⽤予定 
11:55 ‒ 12:00 閉会あいさつ 
※講義、デモの間には適宜休憩をいれる。 
 

6. 研修内容 
(1) 講義 

対象者が CBRNEテロ災害対処の初学者が多いことから、安全規制研究事業「包
括的被ばく医療の体制構築に関する調査研究」で作成した「化学テロ災害対処」「爆
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発物テロ災害対処」「放射線テロ災害対処」「⽣物テロ災害対処」の教材をそれぞれ
講義時間 20 分から 25 分の基本的内容に改定し、使⽤した。 

(2) デモンストレーション「化学剤検知」 
擬剤を使⽤して、救助隊などに配備されている化学剤検知器（LCD3.3）および
化学剤検知紙の⾊の変化をデモンストレーションし、現場活動での検知器と検知
紙の特性に合わせた使⽤⽅法について説明した。 

(3) デモンストレーション「汚染検査」 
各消防署に配備されている RadEye B20（表⾯汚染計）とマントルを使⽤して、

測定器の使い⽅と汚染検査の⽅法についてデモンストレーションし、測定器とマ
ントルを準備できた消防署では、参加者数名が汚染検査を実施した。 
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資料 2-2 
特殊災害（CBRNE）教育訓練 

1. 参加者 
警察本部機動隊員 約 20名 
講師： 岩熊真司（東洋紡） 
 ⼭本荘⼀郎、時⽥健⼀（エスティジャパン） 
 富永隆⼦（量研機構） 
 

2. 教育訓練概要 
1⽇⽬ 
10:00 ~ 12:00 講義「CBRNEについて」（⼭本） 
 昼⾷ 
13:00 ~ 13:50 講義「放射線テロ災害対処」「⽣物剤テロ災害対処」（富永） 
 休憩 
14:00 ~ 17:00 実習「各種検知器の取り扱い」（⼭本、時⽥、富永） 
 
2⽇⽬ 
9:30 ~ 10:20 講義「化学テロ災害対処」（岩熊） 

10:20 ~ 11:00 簡易机上演習（岩熊） 
11:00 ~ 12:15 実働訓練（岩熊、⼭本、時⽥、富永） 
 昼⾷ 
13:30 ~ 15:00 実習（岩熊、⼭本、時⽥、富永） 

 
3. 準備資器材 
(1) 放射線測定器 

RadEye PRD-ER 2台 
RadEye B20     4台 
RadEye SPRD   2台 

(2) チェッキングソース（法規制外密封放射性同位元素） 
Co-60 0.4M Bq 1個 
Co-60  3.4K Bq 1個 
Sr-90  2.3K Bq 1個 
Cs-137  0.4M Bq 1個 
Am-241    4K Bq 1個 
Am-241    6K Bq 1個 
γ線種  0.4MBq 1 箱 (Am-241 40.5kBq, Ba-133 40.3kBq, Cs-137 
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40.9kBq, Co-57 39.9kBq, Hg-203 84.5kBq, Mn-54 41.1kBq, Na-22 38.2kBq, Y-88 
43.2kBq) 

(3) パウチマントル 20枚 
(4) 検知紙（2×1cm） 50枚 
(5) ガーゼ 5枚⼊り 10袋、キムタオル 15枚、ゴム⼿袋６双 
(6) 検知棒：現地で材料調達し作成 
(7) 使い捨てマスク 100枚 
(8) 消毒⽤エタノール 500ml 
 

4. 教育訓練内容 
(1) 講義「CBRNEについて」 

過去の CBREN テロ災害の事例を説明し、化学剤
や爆発物等に対する検知器の概要や検知原理の説明
がなされた。 

(2) 講義「放射線テロ災害対処」「⽣物剤テロ災害対処」 
放射線テロ災害対処のテキストは昨年度作成し、
⽣物剤テロ災害対処の資料は、本年度作成した資料
を使⽤し、現場対応要領について効率的に知識を付与することができた。 

(3) 講義「化学テロ災害対処」 
昨年度作成したテキスト（４０分⽤）を使⽤し、
４０分間の講義を実施した。途中活発な質問があり、
受講者の関⼼が⾼い項⽬について重点的に講義がで
きたが、やや時間不⾜となり警察の活動に必要な事
項に焦点を絞って講義を実施した。 

(4) 簡易机上演習 
化学テロ、爆発物テロの単独の脅威の想定の他、その後の実動訓練に合わせてダ

ーティボムの爆発前と爆発後の想定で初動対応について質問し、考えさせ発表す
る形式で講義を実施した。 

(5) 実習「各種検知器の取り扱い」 
化学剤、⽣物剤、爆発物、放射性物質のそれぞれの

検知器の概要と使⽤⽅法を簡単に説明し、擬剤や規
制対象外の放射性物質を⽤いて実際に測定した。実
際の反応を確認できたことで、それぞれの剤や放射
性物質の反応や測定器の取り扱い⽅法について、実
践的な実習となった。 
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(6) 実働訓練「爆発物等の初動対応」 
爆発物、化学剤、放射性物質を複合させた想定で、
爆発物の分析、処理を前提に実施したが、ダーティ
ボムとして放射線の検知、化学剤の検知も実施した。
しかし、放射線及び化学剤を検知していたにもかか
わらず、現場への進⼊・救助にあたり、呼吸器保護
装備を装着せず、爆発物に対する対応のみに終始し、
汚染検査や汚染拡⼤防⽌等も実施されていなかっ
た。 

(7) 実習「化学剤検知」 
擬剤を⽤いた検知を⾏い、検知器による揮発した
有毒化学剤の検知、及び検知紙による汚染箇所の確認につ
いて、実際に検知器により検知するまでの時間や検知紙の
反応⾊を実体験させた。 

(8) 実習「汚染検査」 
パウチしたマントルを使⽤した汚染検査を実施した。さ

らに表⾯汚染計で測定し、空間線量計で測定した値を単位
の相違、数値の相違として確認したことで、汚染検査と空間
線量率の測定の相違を体験させた。 

 
 
  

29



 

 

資料 2-3 
放射線テロ想定訓練 

1. ⽇時 
2020年 10 ⽉ 6⽇(⽕)9:30 ‒ 17:00 
 

2. 開催概要 
09:30〜09:40 訓練説明 
09:40〜10:00 訓練設定、装備装着 
10:00〜11:30 簡易想定訓練：１ 
11:30〜12:00 前段訓練統裁部検討会 AAR : After Action Review 
12:00〜13:00 昼休憩 
13:00〜13:10 訓練説明 
13:10〜13:30 訓練設定、装備装着 
13:30〜15:00 簡易想定訓練：２ 
15:00〜16:00 後段訓練統裁部検討会 AAR 
16:00〜17:00 全体検討会 AAR 

 
3. 訓練想定 
洋上の船舶で爆発テロが発⽣し、負傷者 9 名が発⽣した。爆発現場では放射線を検知
し、負傷者は爆傷、汚染がある。化学剤の検知はなく、負傷者に化学剤による兆候は認
めない。 
 

4. 訓練概要 
① 進⼊：発災から通報受信後、対応部隊が船舶に到着し、CBRNEテロを想定して化
学剤検知器、放射線測定器、ガス検知器、個⼈線量計を携⾏して進⼊開始。進⼊経
路及び空間線量率の上昇に伴う危険度を⽮印と⾊で視覚的に明⽰している。 

② 救助と放射線検知活動：100µSv/hを発災現場で確認し、ホットゾーンを設定。爆
発現場では最⼤ 100mSv/h を⽰す中、歩⾏不能となった 9 名の被災者を緊急処置
及び搬出の優先順位を判断しながら救助にあたった。 

③ 搬出及び除染活動：背後より抱きかかえ隊員１名で１名の被災者のショートピッ
クアップ及び隊員２名による担架搬送によりウオームゾーンまで搬出、その後、 
脱⾐、拭き取りによる除染を実施し、コールドゾーンに控える救命⼠へと引き渡し
迅速な救命処置を実施した。 
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資料 2-4 
⼀次トリアージ・除染訓練 

1. ⽇時 
2021 年 1⽉ 29 ⽇(⾦) 9:00 ‒ 12:00 
 

2. 参加者 
(1) 消防局 
W Z活動隊 18 ⼈、除染隊 5⼈、負傷者役 10名 

(2) 量研機構 
放射線緊急事態対応部；訓練指導 3名（岩熊真司、北村尚、富永隆⼦） 

 
3. 訓練概要 

事前に⼤型除染システムなどは展開済み 
9:00 ‒ 9:10 講義；⼀次トリアージ・除染フロー 
9:10 ‒ 9:20 講義；化学テロ災害、放射線テロ災害での除染⼿順 
9:20 ‒ 9:30 移動 
9:30 ‒ 9:45 PPE装着 
9:45 ‒ 10:30 訓練；化学テロ災害での除染 
10:30 -10:45 休憩 
10:45 ‒ 11:30 訓練；放射線テロ災害での除染 
11:30 ‒ 11:50 訓練；PPE脱⾐ 
11:50 ‒ 12:00 評価、撤収 
 

4. 訓練内容 
(1) 講義；CBRNEテロ災害時のWZ活動隊の活動内容としてフローチャート（共通事
項）を解説し、化学テロ災害、放射線テロ災害の各項⽬を説明した。 

(2) PPE 装着；WZ 活動隊、除染隊は、化学テロ災害時もし
くは放射線テロ災害時の PPEを装着。 

(3) 訓練；化学テロ災害での除染 
① 要救助者の想定；脱⾐⽤の感染防護⾐を着⽤し、想定

の症状はカードに記載したものを各⾃が提⽰した。 
緊急性有り（⾚タグ）；マネキン３体 
要介助（⻩⾊タグ）；13名 
歩⾏可能者（緑タグ）；87名 

図 症状カード 
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② 模擬汚染：擬剤をマネキンあるいは感染防護⾐に塗布し、化学剤検知紙で汚染
の有無、除染後の確認ができるようにした。 

	

	

	
 

③ 配置と動線 
(4) 訓練；放射線テロ災害（ダーティボム）での除染 
① 要救助者の想定；脱⾐⽤の感染防護⾐を着⽤し、想定の症状はカードに記載し

たものを各⾃が提⽰した。 
緊急性有り（⾚タグ）；マネキン３体 
要介助（⻩⾊タグ）；13名 
歩⾏可能者（緑タグ）；87名 

図 ⼀次トリアージ 
状態の確認と検知紙での汚染検査 

図 ⾚タグの処置 
状態の確認と検知
紙での汚染検査 

図 除染 
襟元に汚染付着あ
り、ハサミで切っ
て脱⾐の介助 

図 ⼀次トリアージ 
状態の確認とターニケットの⽌⾎ 

32



 

 

② 模擬汚染：パウチしたマントルをマネキンあるいは感染防護⾐の内側に貼付
して体表⾯汚染検査ができるようにした。汚染は RadEye	B20 で 150cpm 以上
とした。脱⾐前の汚染検査は簡易汚染検査（頭部、顔⾯、両⼿、両側靴底）と
した。 

③ 配置と動線 

(5) 訓練；PPE脱⾐ 
化学テロ災害、放射線テロ災害での脱⾐時の注意点について説明し、⼆⼈ひと組で
脱⾐を実施した。脱⾐後に表⾯汚染計で汚染の有無を確認し、個⼈線量計の値を確
認して終了。 

  

図 ⾚タグの処置 
状 態 の 確 認 と 脱
⾐、汚染検査 

図 除染後の汚染
検査 
脱⾐後は確実に汚
染検査を実施 

図 PPE 脱⾐ 
脱⾐時の注意点を説明後、⼆⼈１組で脱⾐を実施 
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資料 2-5 
CBRNE災害図上訓練 

1. 日時、場所 
2021年 3月 9日(火) 9時~12時 千葉市消防局作戦室 

 
2. 参加機関・参加人数 
千葉市消防局；訓練参加者 21名、ファシリテーター２名、調整 3名 
量研機構；ファシリテーター4名 
千葉県庁；見学 3名 

 
3. 演習範囲 
発災から現場保存（病院搬送前）までの現場活動 

 
4. 演習目的 
災害発生から活動終了までの現場初動対応者が行う活動を対象に、各部隊が連携して

対応する。机上演習には２つの目的を設定する。 
目的 1：演習参加者は各部隊の活動計画（マニュアル）と現場の裁量に鑑みかつ他

機関と連携して、演習班ごとに部隊の活動目的達成のための最善の活動手

順を検討する。 
目的 2：化学剤、放射性物質、放射線、爆発物の複合した脅威に対する初動対応を

整理する。  
 

5. 演習シナリオ概要 
l 想定発生日は 7月末の平日、夏の日中。 
l 幕張メッセでは大規模イベント開催中につき、千葉県警はイベント警備を実施中。 
l イベント来場者から幕張メッセ警備へ、エスプラナード中央付近に不審物が留置
されているとの通報がある。 

l 警備員が現認に向かう途上、エスプラナード中央付近で爆発により負傷者が発生
する(9時 30分)。 

l メッセ職員その他からの 110番および 119番通報により県警、消防が出動(消防
は多傷病出動)。DMAT派遣要請。 

l 現着した消防救助隊等が現場に進入したところ負傷者近くで放射線を検知、同刻
不審物件捜索を行っていた警察官がエスプラナード南西側入り口付近にて不審

物を発見。 
l 化学剤、放射線検知により消防は NBC 対応へ切替、県警は NBC 隊が出動。不
審物件発見のため県警爆処理隊が出動。併せて消防より放医研へ現場支援要請。 

34



 

 

l 県警爆処理隊は、不審物件の検査、検知、処理（移動）に 50 分の時間を必要と

する。 
l 県警 NBC隊は不審物件の周辺の線量率の測定、現場捜査のみ実施する。要救助

者の救助は行わない。 
 
以後爆発等の活動危険が伴う状況にて、現実的な部隊展開、迅速な負傷者救出と医療

介入、汚染検査や除染等被災者対応、現場保存等について演習にて検討する。 
 

6. 被災者数と想定 
・ イベントホール内滞在者：北西側非常口から脱出したため、全員負傷汚染無し 
・ エスプラナード滞在者：100人 無傷、神経剤（サリン）症状あり（軽症（縮瞳））、

放射性物質の汚染あり、神経剤の汚染なし（被災者は検知器、検知紙では反応なし） 
・ 負傷・汚染あり：16人（青色１〜16）、症状は救助の時間により変化する（要救助

者一覧のファイル参照）。 

 

 
7. 処置のタイミングと容態の変化 

① 救助・処置なし 

要救 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 

0分後                 

10分後                 

20分後                 

30分後                 

40分後                 

 
 
 

スプラナード滞在者（歩⾏
可能緑 100 ⼈）と負傷者
（歩⾏不能⻘⾊１〜16）は
地図上にポストイットを
貼付しておく。 

35



 

 

② 10:10（40分後）までに救助・処置（呼吸補助、止血、解毒剤投与）した場合 

要救 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 

0分後                 

10分後                 

20分後                 

30分後                 

40分後                 

 
8. ダーティボム 放射性物質＋神経剤(想定) 
放射性物質：137Cs(セシウム 137) 1GBq、神経剤：サリン 500ml 
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3. 【調査研究２】医療機関での受け⼊れ体制整備 
3.1. 本年度の研究計画 

全国の医療機関の被ばく医療の診療能⼒の向上により迅速かつ適切な被ばく医療
を提供する⼿段の開発を⽬的とする。 

研修体系のフォローアップとテキストの改訂として、昨年度提案した原⼦⼒災害医
療の研修の体系化に基づいて実施される研修の状況をウェブ配信等により調査し、研
修の課題を整理し、作成した標準テキストを改訂する。また、昨年度提案した医療機
関での対応⼿順、初期診療マニュアルを⾒直し、最新の情報を踏まえ改訂する。被ば
くあるいは汚染のある傷病者の医療機関での受け⼊れに必要な体制整備のために作
成した初期診療マニュアル等の活⽤⽅法について検討する。 

 
3.2. 検討の経緯 

調査研究２を担当する研究協⼒者、研究参加者による検討会を 4 回開催（第 1 回〜
第 4 回）し、以下の項⽬について議論した。 
l 原⼦⼒災害医療に関する研修の体系化と研修制度 
l 原⼦⼒災害医療に関する研修で使⽤する標準テキスト改訂 
l 原⼦⼒災害医療に関するオンラインでの研修実施⽅法 
l 標準テキストの公開後の利⽤状況 
l 被ばく医療の初療のフローチャートとマニュアルの活⽤ 
l 医療機関での初期診療における安全管理 

 
研修体系のフォローアップとテキスト改訂、さらにオンラインでの研修実施の検討

のため、下記の研修を実施、研究協⼒者、研究参加者にウェブ配信した。今年度は、
新型コロナウイルス（COVID-19）感染症対策のため、集合して開催する研修の開催
が制限され、中⽌したことから、オンラインでの研修についても、実習と机上演習を
含めて、その実施⽅法や教材について検討し、検証した。新型コロナウイルス
（COVID-19）感染症対策は、今後も終息するまでの数年および別のパンデミックが
発⽣した場合にも、研修による⼈材育成の継続性の課題となると予想される。 

さらに、年度当初には新型コロナウイルス（COVID-19）感染症対策のため、⼊院
患者の診療をする医療機関から、準備のために病棟のゾーニング、職員へのゾーニン
グと PPE 着脱の講習会の依頼があり、これまでの放射線防護や放射線管理、PPE 着
脱に関連した教材や講義資料を活⽤した教育⽅法についても検討した。 
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【実施した研修】 
1. 原⼦⼒災害医療派遣チーム研修  
2. オンライン原⼦⼒災害医療基礎研修 
3. オンライン原⼦⼒災害医療派遣チーム研修 
4. オンライン講師養成研修 

【ウェブ配信した研修】 
1. 原⼦⼒災害医療中核⼈材研修  
2. 原⼦⼒災害医療派遣チーム研修  
3. オンライン原⼦⼒災害医療基礎研修 
4. オンライン原⼦⼒災害医療派遣チーム研修 
5. オンライン講師養成研修 

 
検討会の開催⽇程は下記の通りである。全てリモート会議形式とした。 

1. 第 1 回検討会 
⽇時： 2020年 9⽉ 29⽇(⽕) 15:00 ‒ 16：30 
⽅式： リモート会議 
議題： 議題１ 今年度の計画 

 議題２：研修ウェブ配信に関する検討 
 議題３：オンライン研修の検討 
 議題４：テキスト改訂案 

2. 第 2 回検討会 
⽇時： 2020年 10 ⽉ 29⽇(⽊) 14:00 ‒ 16:00 
⽅式： リモート会議 
議題： 議題１ 第１回検討会議事録確認 
 議題２ 新研修体系の各研修の⽬的と⽬標 
 議題３ 甲状腺簡易計測研修について 
 議題４ オンライン研修の開催について 
 議題５ 標準テキストのダウンロード状況 

3. 第 3 回検討会 
⽇時： 2020年 12⽉ 18 ⽇(⾦) 14:00 ‒ 15:30 
⽅式： リモート会議 
議題： 議題１ 第２回検討会議事録確認 
 議題２ オンライン基礎研修の開催について 
 議題３ 講師養成研修開催について 
 議題４ 研修制度とステップアップ案 
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4. 第 4 回検討会 
⽇時： 2021 年 2⽉ 10 ⽇(⽔) 14:00 ‒ 16:00 
⽅式： リモート会議 
議題：議題１ 第３回検討会議事録確認 
 議題２ オンラインでの研修の開催について 
 議題３ 研修管理システムの使⽤感について 
 議題４ その他 
 

3.3. 結果 
3.3.1. 原⼦⼒災害医療に関する研修の体系化 

今年度は、昨年までに提案した研修の体系化における各研修の⽬的と⽬標、対象者、
内容を整理した（表 3-1）。「原⼦⼒災害医療中核⼈材研修」「原⼦⼒災害医療派遣チー
ム研修」「ホールボディカウンター研修」の実習と机上演習の内容については、これ
まで各⾼度被ばく医療⽀援センターで実施されてきた内容を基に整理した。さらに、
2018 年度に提案した原⼦⼒規制庁の委託事業として実施してきた原⼦⼒災害医療の
研修体系化（図 3-1）を【検証１】での研修の実施の結果も踏まえて、再度検討し、
2019 年度は修正案（図 3-2）を提案した。今年度はさらに研修制度と運⽤⽅法の検討
を踏まえ、さらに修正案（図 3-3）を提案した。 
「簡易甲状腺計測研修」は、これまで量研機構でのみ実施してきたが、原⼦⼒災害
時に相当数の被験者に対して甲状腺簡易計測を⾏う⼈材の育成を⽬的として再設定
し、「原⼦⼒災害医療基礎研修」の受講修了者でも、受講できるように研修内容を再
検討し、講義⽤の標準テキストと実習のハンドアウトを作成した。 

研修体系化の昨年度提案したものと変更した点としては、「簡易甲状腺計測研修」
は、「原⼦⼒災害医療基礎研修」修了すれば受講できることとし、「講師養成研修」は、
中核⼈材研修の講師として活躍できる⼈材の教育を⽬的としていることから、「原⼦
⼒災害医療中核⼈材研修」修了のみでも受講できることとした。 
各研修にはコースコードを付与し、コードは昨年提案と変更していない。 
研修制度としては、各研修の修了証の有効期限を修了年度から 3 年後の年度末と

し、有効期限内に同じ研修もしくは上位の研修を受講修了することで、研修体系化の
研修受講歴があるものとすることを提案した。また、講師養成研修修了後には、本研
修制度の講師として認定、登録し、研修での指導歴として 3 年で最低 3 回以上の指導
歴を有することで、講師資格を更新することを提案した（図 3-4）。 
来年度以降は、提案した原⼦⼒災害医療に関する研修の体系化で各地域、⾼度被ば

く医療⽀援センター、原⼦⼒災害医療・総合⽀援センター等で開催予定である。研修
の体系化としてのステップアップ案と研修制度は、基幹⾼度被ばく医療⽀援センター
に設置された「被ばく医療研修認定委員会」に提案した。同委員会で基準等が設定さ
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れ、研修および受講者の修了認定がなされる予定である。さらに研修と⼈材の⼀元管
理のシステム（被ばく医療研修ポータルサイト）も基幹⾼度被ばく医療⽀援センター
で構築しており、来年度から稼働する予定である。 
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診
療
時
の
汚
染
検
査

放
射
線
管
理
要
員
の
役
割

30
分

W
BC
計
測

W
BC
で
の
計
測

原
⼦
⼒
災
害
事
例

30
分

被
ば
く
医
療

受
け
⼊
れ
か
ら
外
来
処
置
終
了
ま
で
の
⼀
連
の
流
れ
を
実
施

原
⼦
⼒
災
害
医
療
派
遣
チ
ー
ム
の
活
動

30
分

原
⼦
⼒
災
害
時
の
救
護
所
活
動

30
分

原
⼦
⼒
災
害
時
の
リ
ス
ク
コ
ミ
ュ
ニ
ケ
ー
シ
ョ
ン

30
分

線
量
評
価
の
概
念

30
分

体
外
計
測
法

30
分

バ
イ
オ
ア
ッ
セ
イ
法

30
分

公
衆
の
線
量
評
価

30
分

原
⼦
⼒
災
害
対
応

40
分

甲
状
腺
簡
易
検
査

30
分

⾼
度
専
⾨
被
ば
く
医
療
研
修

40
1
⾼
度
専
⾨
的
対
応
が
必
要
な
患

者
の
診
療
に
必
要
な
専
⾨
知
識

の
習
得

⾼
度
被
ば
く
医
療
⽀
援
セ
ン

タ
ー
の
職
員

⾼
度
被
ば
く
医
療
⽀
援
セ
ン
タ
ー
連
携
会
議
等
で

調
整

な
し

な
し

な
し

放
射
線
測
定
器
の
取
り
扱
い
実
習
の
ポ
イ
ン
ト

20
分

防
護
装
備
着
脱
実
習
の
ポ
イ
ン
ト

10
分

医
療
施
設
養
⽣
実
習
の
ポ
イ
ン
ト

10
分

除
染
実
習
の
ポ
イ
ン
ト

10
分

傷
病
者
汚
染
検
査
実
習
の
ポ
イ
ン
ト

10
分

W
BC
計
測
実
習
の
ポ
イ
ン
ト

10
分

被
ば
く
医
療
実
習
の
ポ
イ
ン
ト

20
分

体
外
計
測
研
修

40
3

原
⼦
⼒
災
害
拠
点
病
院
等
で
の

W
BC
計
測
、
甲
状
腺
簡
易
計

測
で
の
管
理
、
評
価
、
指
導
が

で
き
る
⼈
材
お
よ
び
⾼
度
被
ば

く
医
療
⽀
援
セ
ン
タ
ー
で
の
体

外
計
測
に
よ
る
線
量
評
価
を
実

践
で
き
る
⼈
材
の
育
成

原
⼦
⼒
災
害
時
の
各
地
域
で
の

線
量
評
価
お
よ
び
甲
状
腺
簡
易

計
測
の
管
理
者
あ
る
い
は
責
任

者 ⾼
度
被
ば
く
医
療
⽀
援
セ
ン

タ
ー
の
職
員

量
研
機
構
で
作
成
し
た
テ
キ
ス
ト
を
使
⽤

ー
演
習
問
題
を
⽤
い
た
線
量
評
価
の
討
議

甲
状
腺
簡
易
計
測

⾼
線
量
BG
で
の
甲
状
腺
簡
易
計
測
と
評
価

バ
イ
オ
ア
ッ
セ
イ
研
修

40
4

⾼
度
被
ば
く
医
療
⽀
援
セ
ン

タ
ー
で
の
バ
イ
オ
ア
ッ
セ
イ
に

よ
る
線
量
評
価
を
実
践
で
き
る

⼈
材
の
育
成

⾼
度
被
ば
く
医
療
⽀
援
セ
ン

タ
ー
ま
た
は
原
⼦
⼒
事
業
所
等

の
職
員

バ
イ
オ
ア
ッ
セ
イ
に
必
要
な
基
礎
知
識
の
講
義

ー
な
し

バ
イ
オ
ア
ッ
セ
イ

管
理
区
域
内
で
の
バ
イ
オ
ア
ッ
セ
イ
の
実
習

放
射
線
事
故
災
害
と
被
ば
く
医
療

40
分

被
ば
く
線
量
推
定
〜
染
⾊
体
分
析
を
中
⼼
に
〜

40
分

原
⼦
⼒
災
害
拠
点
病
院
の
被
ば

く
線
量
推
定
に
携
わ
る
職
員

次
の
想
定
と
設
問
を
含
む
机
上
演
習
を
実
施
す
る
こ
と
。

1.
原
⼦
⼒
災
害
医
療
派
遣
チ
ー
ム
の
待
機
要
請
が
あ
っ
た
場
合

の
対
応

2.
原
⼦
⼒
災
害
医
療
派
遣
チ
ー
ム
の
派
遣
要
請
が
あ
っ
た
場
合

の
対
応

3.
原
⼦
⼒
災
害
医
療
派
遣
チ
ー
ム
を
医
療
機
関
等
で
受
け
⼊
れ

る
場
合
の
対
応

4.
派
遣
先
の
原
⼦
⼒
災
害
拠
点
病
院
で
の
活
動

被
ば
く
傷
病
者
対
応

除
染
キ
ッ
ト
を
使
⽤
し
た
汚
染
・
被
ば
く
し
た
傷
病
者
対
応

な
し

な
し

甲
状
腺
簡
易
計
測

甲
状
腺
中
ヨ
ウ
素
の
測
定
実
習

甲
状
腺
簡
易
計
測
に
携
わ
る
要

員原
⼦
⼒
災
害
医
療
派
遣
チ
ー
ム

要
員

基
礎

10
1

原
⼦
⼒
防
災
に
関
わ
る
関
係
機

関
の
職
員

・
放
射
線
の
基
礎
、
影
響
、
防
護
、
汚
染
検
査
、

除
染
、
安
定
ヨ
ウ
素
剤
、
避
難
退
域
時
検
査
、
避

難
と
屋
内
退
避
に
つ
い
て
理
解
す
る
。

原
⼦
⼒
防
災
に
関
係
す
る
基
礎

知
識
、
測
定
器
の
知
識
の
習
得

原
⼦
⼒
災
害
医
療
基
礎
研
修

な
し

原
⼦
⼒
災
害
で
の
被
ば
く
医
療

に
携
わ
る
医
療
従
事
者
、
医
療

関
係
者

次
の
想
定
と
設
問
を
含
む
机
上
演
習
を
実
施
す
る
こ
と
。

1.
原
⼦
⼒
災
害
拠
点
病
院
で
の
汚
染
を
伴
う
可
能
性
の
あ
る
傷

病
者
の
受
⼊
れ
に
関
し
、
受
け
⼊
れ
準
備
、
診
療
⼿
順
、
被

ば
く
線
量
評
価
に
つ
い
て
検
討
す
る
。

2.
原
⼦
⼒
災
害
時
の
住
⺠
対
応
に
関
し
、
医
療
機
関
等
で
の
受

け
⼊
れ
準
備
、
多
数
汚
染
者
へ
の
対
応
に
つ
い
て
検
討
す

る
。

な
し

な
し

⾼
度
専
⾨

染
⾊
体
分
析
研
修

40
5
原
⼦
⼒
災
害
、
放
射
線
事
故
時

に
染
⾊
体
分
析
に
よ
る
線
量
評

原
⼦
⼒
災
害
医
療
中
核
⼈
材
研
修

20
1

被
ば
く
・
汚
染
の
あ
る
傷
病
者

を
医
療
機
関
で
対
応
す
る
た
め

に
必
要
な
知
識
と
技
能
の
習
得

・
医
療
機
関
で
の
受
け
⼊
れ
の
準
備
や
初
期
対

応
、
放
射
線
障
害
の
診
断
と
治
療
、
線
量
評
価
、

メ
ン
タ
ル
ヘ
ル
ス
、
放
射
線
管
理
要
員
の
役
割
に

つ
い
て
理
解
す
る
。

・
放
射
線
測
定
器
の
取
り
扱
い
、
測
定
⽅
法
、
除

染
の
技
能
を
習
得
す
る
。

専
⾨

30
3

ホ
ー
ル
ボ
デ
ィ
カ
ウ
ン
タ
ー
研
修

30
2

原
⼦
⼒
災
害
医
療
拠
点
病
院
で

の
被
ば
く
線
量
推
定
、
測
定
を

⾏
う
⼈
材
の
育
成

30
1

原
⼦
⼒
災
害
医
療
派
遣
チ
ー
ム
研
修

原
⼦
⼒
災
害
医
療
派
遣
チ
ー
ム

の
活
動
に
必
要
な
知
識
と
技
能

の
習
得

な
し

画
像
診
断
練
習

ギ
ム
ザ
染
⾊
法
に
よ
る
⼆
動
原
体
分
析
、
FI
SH
法
に
よ
る
転
座
分
析

簡
易
甲
状
腺
計
測
研
修

原
⼦
⼒
災
害
時
に
相
当
数
の
被

験
者
に
対
し
て
甲
状
腺
簡
易
計

測
を
⾏
う
⼈
材
の
育
成

内
部
被
ば
く
線
量
評
価
の
計
算
演
習
問
題
に
よ
る
計
算

講
師
養
成
研
修

40
2

専
⾨
研
修
の
実
習
の
指
導
ポ
イ

ン
ト
の
習
得

専
⾨
研
修
の
修
了
者
で
、
以
後

講
師
と
し
て
活
動
す
る
者

な
し

な
し

な
し

全
国
の
染
⾊
体
分
析
の
専
⾨
技

術
者
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図 3-1  2018 年度に提案した原⼦⼒災害時の医療に関する研修体系化案 

図 3-2  2019 年度に提案した原⼦⼒災害時の医療に関する研修体系化案 

42



 

図 3-3  本年度修正した原⼦⼒災害時の医療に関する研修体系化案 
⻘⽮印が新たに提案してステップアップの経路 

 

図 3-4 研修体系化での有効期限等 
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3.3.2. 原⼦⼒災害医療に関する⾼度専⾨研修 
昨年までには、⾼度専⾨研修の「講師養成研修」については内容等を提⽰してお

らず、さらに基幹⾼度被ばく医療⽀援センターでも、研修が実施されなかったことか
ら、この研修については、原⼦⼒災害医療中核⼈材研修の７つの実習について、指導
のポイントを整理して、受講者に伝達する研修内容とした。本年度は試⾏的にオンラ
インで主に 

前述の新たな研修体系化の中で⾼度専⾨研修として、⾼度被ばく医療⽀援センタ
ーと原⼦⼒災害医療・総合⽀援センターの職員を対象とした研修を提案している。昨
年度に本研究事業において、「バイオアッセイ研修」と「染⾊体分析研修」を実施した
が、本年度は、「⾼度専⾨被ばく医療研修」「体外計測研修」「バイオアッセイ研修」
「染⾊体分析研修」は、基幹⾼度被ばく医療センターの委託事業として実施された。 

 
3.3.3. 原⼦⼒災害医療に関する研修で使⽤する標準テキスト改訂 

本年度は、これまで作成した標準テキストを使⽤して、基礎研修、原⼦⼒災害医療
中核⼈材研修、原⼦⼒災害医療派遣チーム研修を実施して使⽤し、標準テキストを改
訂した（別添資料）。主な改訂は、次のとおりである。これまで作成した標準テキスト
を表 3-2 に⽰す。前述の研修体系化の基礎、専⾨の研修でこれらの標準テキストを使
⽤することが、「被ばく医療研修認定委員会」で認定される研修としての条件の⼀つ
となっている。 

 
・ 避難所等の運営について、感染症対策を追加 
・ 放射性同位元素等の規制に関する法律(RI 規制法、RI 法)の名称変更に伴

う修正 
・ 簡易甲状腺計測研修の内容変更に伴う修正 
・ 原⼦⼒災害医療派遣チーム研修の講義タイトルの変更 
・ その他：誤字等の修正 
 

【改訂した標準テキスト】 
・ 原⼦⼒災害医療基礎研修１ 原⼦⼒防災体制 
・ 原⼦⼒災害医療基礎研修２ 放射線の基礎 
・ 原⼦⼒災害医療基礎研修４ 放射線防護 
・ 原⼦⼒災害医療基礎研修８ 避難と屋内退避の⽀援 
・ 原⼦⼒災害医療中核⼈材研修６ 放射線管理要員の役割 
・ 原⼦⼒災害医療派遣チーム研修１ 原⼦⼒災害医療派遣チーム 
・ 原⼦⼒災害医療派遣チーム研修２ 原⼦⼒災害医療派遣チームの活動 
・ 専⾨-WBC・甲状腺５ 原⼦⼒災害対応 
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・ 専⾨-WBC・甲状腺６ 甲状腺簡易検査 
・ 専⾨-WBC・甲状腺  甲状腺簡易検査実習ハンドアウト 

表 3-2 作成した標準テキスト⼀覧 
テキスト 
原⼦⼒災害医療基礎研修 
 1 原⼦⼒防災体制 

2 放射線の基礎 
3 放射線の影響 
4 放射線防護 
5 汚染検査・除染 
6 安定ヨウ素剤 
7 避難退域時検査 
8 避難と屋内退避の⽀援 

原⼦⼒災害医療中核⼈材研修 
 1 医療機関の原⼦⼒災害対策 

2 医療機関での初期対応 
3 放射線障害の診断と治療 
4 外部被ばくと内部被ばくの線量評価 
5 原⼦⼒災害時のメンタルヘルス 
6 放射線管理要員の役割 
7 原⼦⼒災害事例 

原⼦⼒災害医療派遣チーム研修 
 1 原⼦⼒災害医療派遣チーム 

2 原⼦⼒災害医療派遣チームの活動 
3 原⼦⼒災害時のリスクコミュニケーション 

専⾨研修 WBC・甲状腺 
 1 線量評価の概念 

2 体外計測法 
3 バイオアッセイ法 
4 公衆の線量評価 
5 原⼦⼒災害対応 
6 甲状腺簡易検査 
7 実習ハンドアウト 

医療機関向け研修 
 1 原⼦⼒災害拠点病院等 研修資料 
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3.3.4. 原⼦⼒災害医療に関するオンラインでの研修の検討 
2019 年度は新型コロナウイルス感染症対策のため、集合して開催する従来の研修

の開催が制限されたことから、オンラインでの研修実施の需要が急速に⾼まった。し
かし、原⼦⼒災害医療の研修は、測定器の取扱い、除染などの実習と机上演習も研修
内容に含まれていることから、オンラインでの研修実施には、実習と机上演習をオン
ラインで実施する⽅法を検討する必要があった。 

そこでオンライン研修について、⽅法、メリット、課題、実習と机上演習の具体的
⽅法について次のように検討、整理した。 

 
(1) ⽅法 

• Liveでのオンライン配信：⼤学のオンライン講義のようにウェブ会議システム
を利⽤した研修 

• Live 配信した講義をビデオ録画し、いつでも視聴できるようにウェブサイトで
配信 

• 既存のパワポの標準テキストに⾳声⼊⼒し、いつでも視聴できるように配信 
• e-learning⽤の教材を別途作成 

(2) メリット 
• Liveでのオンライン配信では、参加者と双⽅向のやり取りが可能で、質疑応答

が可能。また、参加登録により、修了認定が可能。実際に講義をするので、講
師の習熟度の向上も可能。 

• ビデオの配信、パワポ資料の配信、e-learningでは、いつでも誰でも気軽に⾃⼰
学習できる。 

(3) 課題 
• Liveでのオンライン配信では、参加登録などがこれまでの研修⽣募集とは異な

る⽅法となる。また、受講者が⾃⾝で PC、カメラ、マイク、ネット環境、ウェ
ブ会議システムのアプリのインストールなど準備が必要となる。ただし、web
開催の学会などを参考にでき、新しい⽣活様式が定着してくるとハードルは下
がると思われる。 

• 実習⽅法の検討が必⾄ 
• 机上演習は、ウェブ会議でグループ毎にホストを分けて実施可能か否か 
• 参加状況の確認 
• 習熟度の確認⽅法、修了認定 
• ⾃⼰学習の場合は、視聴の確認ができないと修了認定ができない。 

(4) 実習と机上演習のオンライン研修での具体的⽅法の検討 
• 遠隔地で実習参加のためのキットの郵送が必要 
• PPE の着脱：受講者に PPE ⼀式を事前に郵送して配布。オンラインで解説し
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ながら PPE着脱する。 
• 測定器の使⽤⽅法：各原⼦⼒災害拠点病院が保有する測定器を使⽤。オンライ

ンで解説しながら、測定器の基本的な使⽤⽅法を習得する。 
• 除染：除染に必要な資材⼀式（ガーゼ、ラミシーツ、吸⽔性シート、綿球、デ
ィスポ鑷⼦、ディスポ膿盆、ビニール袋、創傷モジュール、空気式マネキン（⾜
のみ）など）を事前に郵送して配布。可能であれば各原⼦⼒災害拠点病院でマ
ネキンを準備する。空気式マネキンに創傷ムラージュを貼付し、オンラインで
解説しながら、受講者が各⾃で除染を実施する。 

• 施設の養⽣：デモンストレーションを⾒せ、オンラインで Q&A 対応。あるい
は各施設でグループごとに参加しているのであれば、各施設の養⽣を実施。 

• 机上演習：ウェブ会議をグループ毎で開催し、画⾯共有も使⽤して、議論でき
るようにする。グループ毎の発表は、別のウェブ会議室で全員参加として切り
替える。多少、⼿間がかかる。 

• PPEの着脱、測定器の使⽤法、除染、机上演習ができれば、派遣チームも実習
を含めてオンラインで開催可能。 

• 中核⼈材研修は、各施設でグループによる参加とし、各施設での受け⼊れから
除染終了までの⼿順について、リモートで指導、助⾔できるようになれば、オ
ンラインで開催可能。 

 

それぞれの項⽬を検討し、本事業では、Liveでのオンライン配信を試⾏的に実施す
ることとした。課題としてあげた参加状況の確認は、リモート会議のツールによって
は、リアルタイムでアクセス状況を確認でき、事後にアクセスしていた時間を確認す
ることも可能である。 

 

図 3-5 リアルタイムでの
アクセス状況の確認 

図 3-6 実施後のアクセス状況の
確認 
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3.3.5. オンライン研修のための実習キット 
前述の検討の結果、オンライン研修での「測定器の取扱い」と「除染」の実習につ

いて実施⽅法を検討し、それぞれの実施のためのハンドアウトを作成した（資料 3-1、
資料 3-2）。 

 
3.3.6. 標準テキストの公開後の利⽤状況 

作成した標準テキストは、誰でもがダウンロードし、活⽤できるように量研機構の
ウェブページで 2020 年 3⽉より公開した。活⽤状況を把握するためにダウンロード
を希望する者には、勤務地（47都道府県）、勤務先属性、使⽤⽬的を申請した後にダ
ウンロードサイトの IDとパスワードを送付する仕組みとした。また、それぞれのテ
キストのダウンロードのためのクリック数を把握できる。2020 年 3⽉から 2021 年 2
⽉までにダウンロードのための登録数は 199 件、すべての資料のダウンロードのため
のクリック数は 1,679 件であった。⽉毎の登録数（図 3-7）とクリック数（図 3-8）を
⽰す。 

 
原⼦⼒災害医療研修テキストのダウンロード 
URL : https://www.qst.go.jp/soshiki/101/37231.html 
 
テキストダウンロード申請 
https://www.qst.go.jp/ques/questionnaire.php?openid=18&check 
 

 
3.3.7. 被ばく医療の初期診療のフローチャートとマニュアルの活⽤ 

原⼦⼒災害時の医療の研修と⽐較して、原⼦⼒災害以外の研修として、これまで作
成した教材や診療マニュアルなどを活⽤する研修の機会が⾮常に少ないことから、以
下の項⽬による放射線テロ災害医療セミナーについて検討した。セミナーでは、初期
診療のフローチャートと汚染の程度や部位を記載できる記録⽤紙（図 3-9）も活⽤す
る予定である。 
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【放射線テロ災害医療セミナーの項⽬】 
(1) 講義 
① 放射線の基礎 
② 放射線防護・管理の基礎 
③ CBRNEテロでの防護・安全管理の概要 
④ 放射線の⼈体影響（急性障害、局所被ばく） 
⑤ 放射線の⼈体影響（晩発性影響、疫学調査） 
⑥ 爆発物テロでの医療対応 
⑦ 医療機関における緊急被ばく医療 
⑧ 染⾊体分析による被ばく線量評価 
⑨ 内部被ばく線量評価（体外計測、バイオアッセイ法） 
⑩ 放射線事故、テロにおけるリスクコミュニケーション 

(2) 机上演習；放射線テロ（⾼線量被ばく、内部被ばく、体表⾯汚染の全てがあ
る）のシナリオで実施 
シナリオ案；男性 1 名が公園のベンチで 1 時間ほど昼⾷を取っていたが、悪⼼
があり、トイレに向かったところ、ベンチから 10mほどのところで、ベンチ
の下に放置されていた鞄が爆発し負傷した。 
検討項⽬；医療機関のゾーニング、職員の役割分担、初療 

(3) 実習 
① 放射線測定器の取扱；遮蔽、距離、速度を考慮した実習 
② 汚染検査；管理区域内での⾼線量の場での汚染検査も体験 
③ 防護装備着脱 
④ 除染；蛍光剤を使⽤した除染および⾼濃度の汚染がある場合の対応 
⑤ 施設養⽣ 
⑥ シナリオに基づいた緊急被ばく医療；机上演習の想定で医療機関での初療

を実施、創傷部に⾦属⽚（Co-60）、内部被ばく、⾼線量被ばく 
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3.3.8. 医療機関での初期診療における安全管理 

今年度は、 年度当初に新型コロナウイルス（COVID-19）感染症対策のため、⼊
院患者の診療をする医療機関に対して、これまでの放射線防護や放射線管理、PPE着
脱に関連した教材や講義資料を活⽤した、病棟のゾーニング、職員へのゾーニングと
PPE着脱の講習会を実施した。講習会は、実際に対応にあたる看護師を中⼼とし、病
棟のレイアウトに合わせたゾーニングをその場で検討し、助⾔しながら、必要なゾー
ンの設定、動線の確認を⾏った。PPE の着脱については、放射線管理のための PPE
着脱の指導要領に加え、感染症対策のための⼿指衛⽣や相違点の説明を整理し、下記
の指導を実践した。原⼦⼒災害医療の研修では、通常の感染症対策に放射線管理の考
え⽅を加えていくことを説明するが、その逆の教育⽅法である。これらは、パンデミ
ック禍における被ばく医療と感染症対策の両⽴として、原⼦⼒災害時の医療における
研修でも、指導要領として標準化されることも望まれる。 

 
1. PPE着⽤の順番と指導ポイント 

(1) ⼿指衛⽣：⼿洗い、アルコール消毒、PPEを取り出すのは消毒後の⼿指で
実施 

図 3-9 フローチャートと記録⽤紙 
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(2) ガウン着⽤：紐や側腹部で結ぶと外しやすくなる。 
(3) ビニールエプロン：⼆重に着⽤する場合 
(4) シューカバー：着⽤する場合 
(5) マスク：⿐梁に隙間ができないように調整する。 
(6) 帽⼦：髪が出ないようにする。 
(7) フェイスシールド 
(8) ⼿袋：⼆重に着⽤。内側の⼿袋中にガウンの袖を⼊れる。 

 
2. PPE脱⾐の順番と指導ポイント 

(1) ビニールエプロン：⼆重に着⽤している場合 
(2) サージカルマスク：N 95 マスクの上につけている場合 
(3) フェイスシールド：汚染されている前⾯に触れない。 
(4) 帽⼦：髪に触れないようにする。 
(5) ガウン：裏返しながら脱ぐ。外側は極⼒触れないようにする。 
(6) 外側の⼿袋：ガウンと⼀緒に外す。 
(7) ⼿指衛⽣：内側の⼿袋のまま、アルコール消毒する。 
(8) シューカバー：⽚⽅ずつ脱ぎ、脱いだ⽅の⾜はコールドゾーンへ出す。な

るべく外側や特に床と接触していた部分に触れないようにする。 
(9) ⼿指衛⽣：内側の⼿袋のまま、アルコール消毒する。 
(10) マスク：汚染された前⾯に触れないようにする。 
(11) 内側の⼿袋：汚染された表に素⼿で触れないようにする。 
(12) ⼿指衛⽣：⼿洗い、アルコール消毒 

 
昨年度に検討課題としていた医療機関の職員の安全確保についても検討した。対応

する職員の安全確保は必須であり、CBRNEテロ災害で、最初に化学剤の脅威を否定
できない場合は、化学防護服の着⽤、全⾯マスクと吸収⽸による呼吸保護が望ましい。
また、これらの着⽤には、事前に練習して、適切に着⽤できるようになっておく必要
がある。⼀⽅で、全⾯マスクは⾼価で、対応する全職員分を準備することは困難であ
り、また、全⾯マスクを装着した状態で患者対応をすることは症状の確認が難しく、
患者の不安感を増⻑する点において好ましくなく、使い捨てのサージカルマスクより
も安全性があり、重装備にはならない程度の簡易防毒マスクも必要となるものと思わ
れた。化学剤への対応で、後から放射性物質による汚染が判明しても、⼗分に対応可
能であると考えられる、繊維状活性炭が使⽤された簡易防毒マスクが開発されていた
ため、使⽤感を確認した。確認⽅法としては、医療関係者 18 名に対し簡易防毒マス
クを装着してもらい、今後の改善に資する事項についてアンケート調査を実施した。 
装着感では、全般、肌触り、重量感を確認したが、肌触りで２名の否定的意⾒の他、
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概ね特に違和感なし及び良好との回答であった(図 3-10)。密着感では、間隙、圧迫感、
⼤きさを確認したが、顎部に間隙ができるもの３名、圧迫感１名の他、概ね特に違和
感なし及び良好との回答であった（図 3-11)）。安定性では、顔を動かした時及び会話
時を確認したが、会話時にずれを感じるもの２名の他、概ね特に違和感なし及び良好
との回答であった。（図 3-12）装脱着の容易性では、装着し易さ、締め紐の具合、外
し易さを確認したが、締め紐の具合で６名の者がマスクから外れやすい、締め難いと
の意⾒があり、改善の余地がある。装着については２名の否定的意⾒があったが、習
熟により解決できるものと思われる（図 3-13）。 

 

3.4. 考察 
3.4.1. 原⼦⼒災害医療の研修の今後の展望 

本事業で提案した原⼦⼒災害医療の研修として体系化案、標準テキスト、研修制度
により、今年度は原⼦⼒災害医療基礎研修、原⼦⼒災害医療中核⼈材研修、原⼦⼒災
害医療派遣チーム研修、講師養成研修を開催した。特にオンラインで原⼦⼒災害医療
基礎研修、原⼦⼒災害医療派遣チーム研修、講師養成研修はオンラインで実施したこ
とで、今後の研修開催⽅法の選択肢が増えたと考える。オンラインでの実習と机上演
習についても、⼯夫次第で効果的に実施できることを⽰すことができた。今後、さら
に実施⽅法や実習のキットなどの開発や、オンラインと対⾯式の研修を組み合わせた
ハイブリッド型の研修により、効果的な研修ができると期待する。 
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研修制度については、本事業で提案した研修制度、研修体系を基に基幹⾼度被ばく
医療⽀援センターに設置される被ばく医療研修認定委員会において研修の認定基準
や研修終了の基準等が決定された。令和３年度より新体系化の研修が実施されること
になっていることから、本研究事業の成果が原⼦⼒防災体制整備において活⽤される
⾒込みである。 
今年度、多くの研修の開催⾃体が制限されたことから 5〜8 ⽉までの標準テキスト

のダウンロード数は⾮常に少なかったが、9 ⽉以降に研修が徐々に再開された後は、
標準テキストのダウンロード数が増加している。このため、各地域で被ばく医療研修
認定委員会が認定した研修が開催されるようになると、標準テキストの利⽤が進み、
本事業の成果が広く活⽤されると⾒込まれる。 

昨年度までにできていなかった講師養成研修の内容を検討し、試⾏的に実施したこ
とで、中核⼈材研修の実習の指導のポイントについては、実習の指導をこれまで担っ
てきた講師間の認識は、ほぼ共通していることが確認できた。今後は、これらの共通
認識を、講師として活躍する新たな⼈材にも習得してもらうようにする必要がある。 

⾼度専⾨研修のうち、体外計測研修は基幹⾼度被ばく医療⽀援センターの事業で実
施された。 

 
3.4.2. 包括的被ばく医療に関する課題と今後の展望 

外部被ばく、内部被ばく、放射性物質による汚染の傷病者に対する処置、診断、治
療は、原⼦⼒災害でも放射線事故、テロでも発⽣原因にかかわらず同じである。その
ため、医療機関での処置については、事故や災害発⽣の原因ごとに区別する必要はな
い。しかし、その教育に関して、原⼦⼒災害対策重点区域（24道府県）とそれ以外の
地域（23都県）では、機会に差があり、それぞれ別の教育⽅法を⽤意する必要がある。
また、原⼦⼒災害対策重点区域以外の地域において、被ばく医療の教育や訓練を実施
するには、CBRNEテロ災害対応などの動機付けが重要である。なお、これまでの被
ばく医療における放射線管理やゾーニング、PPE 着脱の指導要領に感染症対策を追
加することで、パンデミック禍における原⼦⼒防災、被ばく医療の実践にも役⽴つ。
今後は、パンデミック禍における放射線事故、テロ、災害への対応、原⼦⼒防災、被
ばく医療についても対策を講じることが不可⽋である。さらに、原⼦⼒災害対策重点
区域（24道府県）以外の地域の医療機関に対しては、感染症対策に加える放射線管理
や汚染拡⼤防⽌対策を整理して、相違点を説明、助⾔することで、効果的な教育が可
能であると考える。 
今年度検討した放射線テロ災害医療セミナーは、令和 3 年度から量研機構で実施す

る予定である。また、テロ災害時の医療機関における初期診療では、放射線と放射性
物質のみでなく、化学剤や⽣物剤に対しても防護措置が必要である。放射性物質の汚
染拡⼤防⽌対策、防護措置として、個⼈防護装備を使⽤するが、医療機関ではサージ
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カルマスクあるいは防塵マスクを選択することが多いが、揮発性の化学剤に対しては、
まずは呼吸保護が重要である。放射性物質、⽣物剤、化学剤のどの脅威に対しても、
今回検証した簡易防毒マスクは、⾮常に有効であり、診療を妨げることなく使⽤でき
ると考える。 

 
3.5. 結論 

研修体系化、研修制度、標準テキストを完成させたことから、令和 3 年度から新し
い研修体系による研修が開催できる準備が整ったことは、本事業の成果である。 

また、原⼦⼒災害以外の被ばく医療については、医療機関向けの研修教材を作成し、
初期診療の⼿順を検討し、フローチャートと初療マニュアルを作成した。今後は、こ
れらの成果物を多くの⼈が活⽤できるように公開し、放射線テロ災害医療セミナーを
実施していく予定である。 
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資料 3-1 
オンラインでの測定器取扱い実習のハンドアウト 

1. 資器材 

消耗品として輸送により提供する資器材（除染実習と同じ） 
No. 品名 個数 

1 空気式マネキン（脚） 
（模擬汚染、傷ムラージュ貼付済） 

1 

2 8 折ガーゼ（5 枚⼊り） 1 
 

受講者（原⼦⼒災害拠点病院）が準備する資器材 
No. 品名 個数 

1 GM サーベイメーター 1 台 
 

2. 準備 

除染実習の前に実施することを前提とする。 
(1) 実習準備（各受講者） 
① 各受講者に GMサーベイメーターを準備してもらう。 
② 空気式マネキン（脚）に空気を⼊れ、膨らます。 
③ 可能であれば、⼿元が写るように PC等のカメラを設定する。 

(2) 実習配信準備（講師） 
① 配信⽤機材（iPad）の画⾓を調整し、アプリ等を⽴ち上げ、配信準備する。マ

イクは iPadの⽅を使⽤する（発⾔中の画⾯がメインになるため）。 
② 空気式マネキン（脚）に空気を⼊れ、膨らます。 
③ GMサーベイメーターを準備する。 

 

3. オンライン測定器取り扱い実習手順 

(1) GMサーベイメーター取り扱い 
① GMサーベイメーターの電源を⼊れる。

HVやバッテリー残量等⾃動でチェックさ
れる。 

② 時定数3、レンジ300としバッググランド
を測定する。 
※天然の放射性同位元素等が
あるため、測定値がゼロには
ならないことを理解する。 

 
(2) 測定⽅法 
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① マネキン脚の創傷部を測定 
１）創傷部から2〜3cm程度離して測定する。 
２）創傷部から15cm程度離して測定する。 

 
 
※距離の違いによる測定値の違いを確認する。 
 

② マネキン脚全体を表⾯から2〜3cm程度離して測定 
１）ドレープの縁から縁までを毎秒3cm程度で動かす。 
２）ドレープの縁から縁までを毎秒20cm程度で動かす。 

 
 

※検出器の移動速度の違いによる測定値の違いを確認する。 
 

③ マネキン創傷部から２cm程度離して 
１）時定数３にして、測定する。 
２）時定数３０にして、測定する。 

時定数切り替え時には「RESET」を押すこと。 
     ※時定数の違いによる針の動きを確認する。 
 

4. オンライン汚染検査実習手順 

① 全⾝の汚染検査を実施する場合、優先順位としては１）創傷、２）顔
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⾯、３）その他全⾝（背部も忘
れずに測定）となることを説明
する。 

② GMサーベイメーターを時定数
3、レンジ300としてBGを測定
する。 

③ マネキン脚表⾯から2〜3cm離し
て、毎秒3cm程度の速度で測定す
る。 

④ 有意な測定値を⽰したら最⼤値を
⾒つける。 

⑤ 創傷部をガーゼ（5枚）で覆い、汚
染検査する。数値の違いを確認す
る。 

 
 
汚染検査については、除染前、１回⽬除染後、２回⽬除染後、以降除染後、

処置完了時⾏う。 
なお創傷部と検出器の間にガーゼなどの有無により測定値が変わるので注意

すること。ガーゼ等があるために検出器との距離が開いたり、ガーゼが遮蔽体に
なる。 
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資料 3-2 
オンラインでの除染実習のハンドアウト 

 

1. 資器材 
消耗品として輸送により提供する資器材 

No. 品名 個数 
1 空気式マネキン（脚） 

（模擬汚染、傷ムラージュ貼付済） 
1 

2 ディスピン 1 
3 膿盆 1 
4 ボトル（ポリ洗瓶） 1 
5 メッキンドレープ⼩(60×60cm) 2 
6 メッキンドレープ⼤(90×90cm) 2 
7 メッキンドレープ丸⽳ 12cm 1 
8 8 折ガーゼ（5 枚⼊り） 2 
9 テープ 1 

10 テープ幅広 1 
11 肌⾊テープ 1 
12 滅菌カップ⼊り綿球 1 
13 吸⽔シート 3 
14 ビニール袋 15L（10 枚⼊り） 1 

 
受講者（原⼦⼒災害拠点病院）が準備する資器材 

No. 品名 個数 
1 GM サーベイメーター 1 台 
2 ゴミ袋 適宜 
3 ゴム⼿袋 3 双 

 
2. 準備 

(1) 創傷汚染の作成 
① 模擬汚染の元（⽟川温泉の華 1包 10 g）

をチャック式ポリ袋に⼊れる。 

② 傷ムラージュの下に模擬汚染を⼊れ、空
気式マネキン（脚）に肌⾊テープで貼付す
る。 
GMサーベイメーターで 200〜300cmp 程度を検知する。除染効果は検証でき
ない模擬創傷である。 
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(2) 資器材の送付 
模擬汚染付の創傷を貼り付けた空気式マネキン（脚）は、空気を抜いて、折りたた
む。資器材⼀式を段ボールに⼊れ、受講者へ送付する。 

(3) 実習準備（各受講者） 
④ 各受講者に GMサーベイメーターを準備してもらう。 
⑤ 空気式マネキン（脚）に空気を⼊れ、膨らます。 
⑥ ポリ洗瓶に⽔を⼊れる。 
⑦ その他の資器材を使⽤できるように机に並べる。 

 
⑧ 可能であれば、⼿元が写るように PC等のカメラを設定する。 

(4) 実習配信準備（講師） 
講師以外にホスト側で操作するアシスタントがいた⽅が良い。 
① 配信⽤機材（カメラ、iPad）の画⾓を調整し、アプリ等を⽴ち上げ、配信準備

する。画⾓は、ゴミ袋などの周辺の資器材まで写るようにする。ビデオカメラ
を使⽤する場合は録画していないとスリープするか電源が落ちてしまう。 

② 空気式マネキン（脚）に空気を⼊れ、膨らます（2 つ準備する）。 
③ メッキンドレープを創傷部の上下どちらか１⽅に巻き付け、辺縁をテープで

１周貼付する。 
④ ボトル（ポリ洗瓶）に⽔を⼊れる。 
⑤ 受講者に配布した資器材⼀式を机上に準備する。 
⑥ ディスポ⽩⾐を着⽤し、ゴム⼿袋⼆重（内側はテープで⽬張り）で装着する。 

 

3. オンライン除染実習⼿順 
① 受講者は基本的にカメラは on、マイクはミュートとし、質問時はマイクを on に

することを説明する。⼈数が少ない場合はマイク onのまま実施してもよい。 
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② テーブル上にすべての機材を広げるよう指⽰し、資器材
を説明する。模擬汚染は天然の放射性同位元素であるこ
とも説明する。 

③ ゴム⼿袋を⼆重に装着し、内側はテープで⽬張りしてい
ることとする。 

④ 机上にメッキンドレープ 90×90cm（1枚あるいは 2枚）
を広げ、ゴミ⼊れとしてビニール袋を準備する。 

⑤ マネキン脚全体と創傷部
の汚染検査をする。 

⑥ 汚染箇所が判明したら、
除染範囲以外の部分をド
レープ等で覆い、汚染拡
⼤防⽌する。⽳あきメッ
キンドレープを創傷部に
合わせて貼付する。創傷
部の上下をメッキンドレープ 60×60cmで被覆しても良い。 

⑦ ディスポ膿盆に吸⽔シートを置き、マ
ネキン脚の下に⼊れる。創傷部に被せ
たメッキンドレープをつたって除染の
⽔がディスポ膿盆に流れ込むようにす
る。 
メッキンドレープを上下に巻き付けた
場合は、流れた⽔を受け⽌めるように膿盆を脚の下に置く。脚が転がらないように
テープで固定しても良い。 

⑧ ディスピンと綿球（ガーゼでも良い）を
使⽤し、ポリ洗瓶で⽔をかけながら除
染する。 

⑨ メッキンドレープ、吸⽔シートを取り
除く。 

⑩ 外側の⼿袋を交換する。 
⑪ 汚染検査する（汚染は残存）。除染の効果がなくなるまで 2、
３回除染を繰り返すことを説明する。実習時間が短い場合
は、メッキンドレープはそのままで汚染検査しても良い。 

⑫ ガーゼで創傷部を被覆する。メッキンドレープを取り除く時に創傷部にお線をつ
けないようにする。 

⑬ 質疑応答 

60



 

4. オンライン実習（派遣チーム）⼿順 
① 除染キットの内容を解説 
② 前述のオンライン除染実習の⼿順通りに実施 

 

5. 資器材取り扱い注意点 
(1) テープの跡 
丸⽳メッキンドレープなどのテ
ープ跡が残ってしまう。市販のテ
ープ剥がしを使⽤して拭き取る
ことが可能。 

(2) 汚染の元 
天然の放射性同位元素（⽟川温泉の華）を使⽤しているが、チャック付ビニール袋
から漏れないように、ビーニール袋の⼝の部分をしっかりとテープを貼り付ける。 
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4. 【調査研究３】専⾨的⽀援体制等の整備 

4.1. 本年度の研究計画 
専⾨的⽀援の充実による初動対応、被ばく医療の実効性向上を⽬的とする。 
専⾨機関、染⾊体および物理学的線量評価のネットワークを活⽤した被ばく線量評

価、被ばく医療等の専⾨的⽀援に必要な項⽬、課題を整理する。平常時、災害時に活
⽤できる専⾨的⽀援における情報共有システムについて課題等を整理し、システムの
設計を完了する。また、既存の広域災害救急医療情報システム（EMIS）や健康危機管
理⽀援ライブラリー（H-CRISIS）との連携についても検討する。 

 
4.2. 検討の経緯 

昨年度は、G20 ⼤阪サミットでの実際の対応を含め、現地派遣の専⾨家による脅威
や原因物質の検知結果を派遣元の災害対策本部等で共有できるシステムとして
CBRNE クラウドシステム等の最新の検知器、検知システムを使⽤した検討を⾏った。
これを踏まえ、さらに機動的に原因物質を検知できる⽅法を検討した。 

情報共有システムについては、既存の広域災害救急医療情報システム（EMIS）の
項⽬等を確認し、現在の体制に合わせて原⼦⼒災害拠点病院、原⼦⼒災害医療協⼒機
関の情報を更新することを提案した。 

量研機構で運⽤している「緊急被ばく線量評価情報共有・伝達システム」を本年度
に改修する予定であったことを利⽤して、量研機構からの専⾨家派遣時の情報共有、
量研機構以外の⾼度被ばく医療⽀援センター、原⼦⼒災害医療・総合⽀援センターの
派遣者との情報共有について、検討し、システムの項⽬について概要の設計を完了し
た。 

これらは、研究協⼒者、研究参加者が 2 回の検討会で検討し、取りまとめた。なお、
検討会は、調査研究１および３、検証１をまとめて開催した。 

 
4.3. 結果 
4.3.1. 検知システム等の機動性向上 

本研究事業で検討した検知システムは放射線モニタリングシステム（ラジプローブ
システム）と CBRNE 情報共有システム(CBRNe クラウドシステム)であり、各シス
テムの概要を⽰す。 

1. 放射線モニタリングシステム（ラジプローブシステム） 
可搬型の機材は、放射線測定器と制御⽤スマートフォン、通信機器から構成

され、測定結果等を地上通信もしくは、衛星通信でクラウドサーバーにも伝送
する。伝送された情報は、モニタリングマップ、核種分析のスペクトル、線量
率時間変化、積算線量、中性⼦線量、周辺映像が⼀画⾯として、サーバーにア
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クセスできるパソコンやタブレット等で閲覧可能である。さらに、制御⽤のパ
ソコンを⽤いることで、放射線測定器として、⾼線量γ線・中性⼦線検出器、
携帯型ゲルマニウム半導体検出装置（⾼精度測定装置）、⾼感度⼩型線量計
（CsI(Tl)シンチレーション検出器）を接続できる。これらは環境モニタリング、
核種分析など⽤途に応じて選択する。 

 
図 4-1 ラジプローブシステムの概要 

 
2. CBRNE 情報共有システム(CBRNeクラウドシステム) 

CBRNE 情報共有システムは、化学剤検知器と放射線測定器をネットワーク
化させて、検知情報、位置情報等をクラウドサーバーに転送し、このクラウド
サーバーを通じて測定現場の携帯端末と対策本部等の遠隔地の端末で情報共
有ができるシステムである。本システムでは、化学剤検知器は、イオンモビリ
ティ・スペクトロメーターであり、放射線測定器は、空間線量率、各種識別が
可能である器材を使⽤している。さらに、以下のマニュアル類を横断的に検索
でき、検知結果とリンクし、警戒区域や新⼊統制ライン等を地図上に表⽰でき
る。 
・ 緊急時応急処置指針（Emergency Response Guidebook：通称 ERG） 
・ 総務省消防庁 BC 災害マニュアル（平成 28 年度 救助技術の⾼度化等

検討会報告書）からの引⽤ 
・ 総務省消防庁特殊災害室「医療機関、研究機関その他の放射性同位元素等

取扱施設等における消防活動上の留意事項に関する検討会」の報告書から
の引⽤、および添付資料個票（RI,装備機器，発⽣装置） 

・ 爆発物探知ハンドブックからの引⽤（元 科学警察研究所爆発研究室 中
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村順先⽣監修） 
 

図 4-2  CBRNeクラウドシステムの概要 
 

4.3.1.1. 専⾨家派遣での活⽤ 
放射線モニタリングシステム（ラジプローブシステム）は、量研の研究成果の⼀つ

であり、原⼦⼒災害や放射線テロ災害での活⽤も考慮している。 
原⼦⼒災害時には原⼦⼒災害医療派遣チームが全国各地から被災した道府県の原

⼦⼒災害拠点病院やその他の地域で活動することが想定されており、活動時の安全危
険情報として活動地域の放射線モニタリングの結果を活動しているチームが共有で
きると、より安全に安⼼して活動できることになる。 
放射線テロ災害時には、傷病者を受け⼊れる医療機関でのエリアモニターとして使

⽤することも可能である。この場合も処置エリアのモニタリングにより、RN テロ災
害の対応に慣れていない医療機関に対して、放射線管理の助⾔に役⽴つと考える。ま
た、RN テロ災害の現場活動でも、放射線の検知結果をリアルタイムで共有できるこ
とから、初動対応機関に対して、より早く放射線管理や放射線防護に関して助⾔がで
きることになる。RN テロ災害や被ばく医療の専⾨家は少数であり、専⾨家が即座に
RN テロ災害の現場や傷病者を受け⼊れている医療機関に派遣され助⾔できる体制で
はないため、遠隔地で放射線モニタリングの結果を共有でき、放射線管理や防護、被
ばく医療について助⾔できるのは⾮常に有⽤である。 
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4.3.1.2.   初動対応での活⽤ 

これらのシステムの運⽤⽅法は、検知を担当する者が検知現場に持参して測定する
ことを前提にしている。しかし、実際の運⽤を図上訓練や実動訓練で検討すると、
CBREN テロ災害の活動計画では、検知隊の活動開始は、発災現場から 100m以上離
れた場所からとなることが多い。このため負傷者が倒れている場所に到着するのに時
間がかかったり、発災現場のある程度の範囲の検知をするには時間がかかったりする
ことになる。また、被災者が多数いる場合は、検知活動よりも救助を優先した場合、
検知結果の判明が遅れる可能性がある。そこで、無⼈のクローラーに CBRNeクラウ
ドシステムの検知器とスマートフォンを搭載し、無線操作により安全な位置から発災
現場の検知が可能となる⼯夫をした（図 4-3）。また、クローラーに搭載するスマート
フォンと遠隔地のPC あるいはタブレットでリモート会議ツールを利⽤して通信する
ことで、操作側と発災現場の被災者とが双⽅向で会話をしたり、呼びかけたり、カメ
ラによる症状や状況を確認することが可能となる（図 4-4）。これにより検知を担当す
る隊員よりも早い段階で現場の検知や状況確認が可能となる。CBRNE テロ災害訓練
で使⽤していたものを確認したところ、ある程度⾒通しがよく、⾛⾏経路に障害物な
どがなければ、この⽬的を⼗分に達することができていた（図 4-5）。 

図 4-3 CR 警報ユニット
とクローラー 

図 4-4 CR警報ユニットとリモート会議アプリ 
遠隔地で現地の被災者と通話ができる。 

図 4-5 訓練でのクローラー型 CR警報ユニット 
無線操作により被災者に接近 
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4.3.2. 情報共有システムを活⽤した専⾨的⽀援 

2018年度は、量研機構で運⽤している「緊急被ばく線量評価情報共有・伝達システ
ム」の機能の中で、専⾨家派遣で活⽤できる機能としては、複数の職員間での情報共
有としての掲⽰板機能とラジプローブシステムの閲覧機能を提案し、情報共有システ
ムに派遣先である量研放医研以外の場所からアクセスが可能となるように設定を変
更した。これを基に、昨年度は、情報共有システムのページの構成として、ログイン
画⾯、掲⽰板、放射線モニタリング、EMIS、原⼦⼒災害拠点病院の基本情報等、原⼦
⼒災害医療派遣チームの活動状況を提案した。今年度は、ページ構成を再検討（図 4-
6）し、各構成ページの機能を検討し、システムの概要として設計を完了した。 

また、原⼦⼒災害医療派遣チームの派遣と待機の状況、チームの派遣先、活動状況
の共有が必要と思われるが、情報共有システムを構築するには、原⼦⼒災害医療派遣
チームの活動の具体的運⽤⽅法の整理が必要である。 

また、健康危機管理⽀援ライブラリー（H-CRISIS）は、健康危機管理事態発⽣時の
地⽅公共団体や保健所等への情報配信、健康危機事例のデータベース、災害等健康危
機管理事態発⽣時に被災地へ保健師等を派遣するための広域派遣調整データベース
等から構成されていることから、EMIS と同様にサーバーにホスティングすることで、
遅滞なく必要な情報にアクセスできることが望まれる。 

 

図 4-6  情報共有システムのページの構成案 
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4.3.2.1. 情報共有システムの各ページの概要と機能 
① ログイン画⾯ 
登録者⼀⼈⼀⼈に IDとパスワードを付与。権限は、管理者、個⼈、施設の３
つの区分とする。管理者はシステム全ての設定、管理、IDの発⾏が可能とす
る。個⼈はグループ設定し、所属するグループの掲⽰板等を閲覧可能とする。
施設は拠点病院、原⼦⼒災害医療派遣チーム等の基本情報の⼊⼒、変更が可能
とする。 

② トップページ 
各個⼈でレイアウト変更可能とし、所属するグループに対して許可されてい
るページにアクセスできる（図 4-7）。 

③ 掲⽰板 
所属するグループで情報共有できる。時系列での表⽰、スレッド形式での表⽰
ができる。後からグループに追加された個⼈も過去の情報を閲覧できる。グル
ープの⼊れ替え等は管理者が⾏う。⽂字情報はファイル出⼒可能とし、クロノ
ロジーとして保存できる。 

④ ファイル 
フォルダ型の階層構造があり、そのフォルダにファイルを保管できる。災害時
にも必要なマニュアルや指針、ガイドラインにアクセスできる。 

⑤ 設備の予定 
所属するグループの⾞両や計測器など⼤型の機材の使⽤状況、予定、派遣先が
把握できる。 

⑥ 原⼦⼒災害拠点病院 
全ての原⼦⼒災害拠点病院の所在地等の基本情報、測定器などの資器材の基
本情報を検索、確認できる。 
災害時には、被ばく患者の受け⼊れ可能状況がリアルタイムで確認できる。 

⑦ 原⼦⼒災害医療派遣チーム 
原⼦⼒災害医療派遣チームの所属先、チームの構成員が検索でき、災害時は、
派遣先や派遣期間などリアルタイムの活動状況が確認できる。 

⑧ EMIS 
広域災害救急医療情報システム（EMIS）のサーバーにホスティングする。 
別途、健康危機管理⽀援ライブラリー（H-CRISIS）のサーバにもホスティン
グする。 
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図 4-7 トップページのイメージ 

図 4-8 掲⽰板のイメージ 
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4.3.3. 災害医療との連携 
⽇本 DMAT 事務局が運⽤している既存の広域災害救急医療情報システム（EMIS）

の項⽬等を確認したところ、医療機関の検索結果として、以前の被ばく医療機関の情
報が表⽰される状況であり、現在の原⼦⼒災害時の医療体制で各道府県が指定してい
る原⼦⼒災害拠点病院、原⼦⼒災害医療協⼒機関の情報に更新するための情報提供が
必要であった。このため、DMAT事務局に原⼦⼒災害拠点病院、原⼦⼒災害医療協⼒
機関の公表されている情報を提供したが、EMIS のシステム改修には所管省庁への申
し⼊れが必要であることが判明した。このため本事業では、EMIS に最新の情報が反
映されるように、省庁間での調整を提案する。 
他に災害時の医療派遣チームとしては、集団災害が発⽣した場合、被災地域の精神
保健医療ニーズの把握、他の保健医療体制との連携、各種関係機関等とのマネージメ
ント、専⾨性の⾼い精神科医療の提供と精神保健活動の⽀援を⾏う災害派遣精神医療
チーム(DPAT; Disaster Psychiatric Assistance Team)や、災害発⽣後の健康危機管理・
公衆衛⽣学的⽀援を⾏う災害時健康危機管理⽀援チーム（DHEAT; Disaster Health 
Emergency Assistance Team）などがある。いずれも原⼦⼒災害時の活動については
明確な規定等はない状況である。原⼦⼒災害時に、原⼦⼒災害派遣医療チームと様々
な医療チームが連携するためには、それぞれの活動の場所、活動の内容、役割分担、
相互に協⼒や⽀援を要請する活動を明確にすることが不可⽋である。 

 
4.4. 考察 

検知システムを活⽤した初動対応の現場での検知活動について、クローラーに搭載
し、無線による遠隔操作により、これまで以上に迅速かつ安全に負傷者や現場の状況
が確認できる。実際に運⽤するには⾛⾏経路の選択や遠隔操作の技術の向上が必要で
あり、転倒防⽌あるいは転倒時の復帰⽅法なども課題として残る。従来通りに検知シ
ステムを発災現場に持ち込む場合でも、リモート会議のツールを使⽤することで、現
場の状況や被災者の症状の程度などを、クラウドサーバーを通して遠隔地の専⾨機関
で確認することができることは、放射線の測定結果だけでなく、負傷の程度や被害状
況からも適切な助⾔が可能となることが期待される。さらなる改良ができれば、活⽤
の場が拡⼤する。 

情報共有システムの設計は、これまで量研で実施した訓練やイベントへの専⾨家派
遣で使⽤した情報共有システムの活⽤⽅法をもとに、必要な機能を検討し、量研機構
で運⽤している「緊急被ばく線量評価情報共有・伝達システム」を基として、必要な
機能を⼊れた概要の設計を⾏なった。実際にシステムを構築するには、原⼦⼒災害拠
点病院等の基本情報の⼊⼿、利⽤者の登録といった作業が必要となる。また、実際の
運⽤⽅法についても詳細な検討が必要である。 
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4.5. 結論 

原⼦⼒災害、RN テロ・災害、RI事業所等での労災事故などにおける専⾨的⽀援の
⽅法について、検知システムの活⽤、情報共有システムの利⽤、災害医療との連携の
各項⽬について実際の活動や訓練等によって検討した。検知システムは、さらに改良
することで活⽤の場が増える。また、実際に原⼦⼒災害時に情報共有システムを使⽤
するには、基本的な情報を収集し、システムを構築する必要がある。 
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5. 【検証１】モデル地域での検証 

5.1. 本年度の研究計画 
最終年度である本年度は、【調査研究１】、【調査研究２】で作成した教材や標準テ

キストを使⽤して、原⼦⼒災害対策重点区域（24 道府県）及びそれ以外の地域（23 都
県）で研修等を実施し、調査研究１〜３へ反映し、教材等を完成する。 

 
5.2. 検討の経緯 

本事業で検討し、作成した教材や標準テキスト、フローチャート、マニュアルを使
⽤した研修や訓練を実施し、使⽤したことで得られた課題や参加者等から得られた意
⾒をもとに資料等を改訂し、教材等を完成させた。これらは、研究協⼒者、研究参加
者が 2 回の検討会で検討し、取りまとめた。なお、検討会は、調査研究１および３、
検証１をまとめて開催した。 

 
5.2.1. 初動対応機関の研修 

COVID-19 感染症の全国的な感染拡⼤のため、従来型の集合研修の開催が困難とな
ったことから、オンラインでの研修を含め、感染症拡⼤防⽌対策を講じた実習、訓練
を実施した。量研機構に依頼があった CBRNE 災害対処に関連する研修を活⽤し、原
⼦⼒災害、RN テロ災害での消防や警察等の初動対応、多機関連携に関連する必要な
知識と検知器材の使⽤についての技能を習得できるように教材を作成し、オンライン
での実習を含めた研修を実施した。今年度は感染症対策を始めとする⽣物剤テロにつ
いても関⼼が⾼まったことから⽣物剤テロ対処の教材を新規に作成した（【別添資料】
参照）。さらに、初⼼者が多く参加することもあり、オンラインでの講義向けに講義
時間を 20〜30 分に短縮した化学剤テロ災害対処と放射線テロ災害対処の教材を作成
した。 

また、昨年度作成した初動対応⼿順のフローチャートおよび解説のマニュアルを⾒
直し、この⼿順に沿った CBRNE 訓練での検証により得られた知⾒を初動対応の⼿順
としてフローチャートおよび解説のマニュアルに反映し、資料を完成させた（【調査
研究１】参照）。 

 
【実施した研修と訓練】 

1. CBRNE 災害対処千葉連携研修会 
2. 特殊災害（CBRNE）教育訓練 
3. 放射線テロ想定訓練 
4. ⼀次トリアージ・除染訓練 
5. CBRNE 災害対応訓練 
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6. CBRNE テロ災害図上訓練 
 

5.2.2. 原⼦⼒災害医療の研修 
昨年度【調査研究２】で提案した新たな体系化による研修を、標準テキストを⽤い

て開催し、標準テキストの改訂に反映した。COVID-19 感染症の全国的な感染拡⼤の
ため、従来型の集合研修では、密集回避のためオブザーバーの参加に制限があったり、
各地域の移動が制限されたりしたため、9⽉に実施した原⼦⼒災害時医療中核⼈材研
修と原⼦⼒災害医療派遣チーム研修をオンラインで配信し、研究協⼒者が視聴して、
研修内容と標準テキストによる講義を検証した。さらにオンラインでの原⼦⼒災害医
療基礎研修、原⼦⼒災害医療派遣チーム研修、講師養成研修を実施し、座学、実習、
机上演習について、オンラインでの研修実施の可能性について検証した。⾼度専⾨研
修の染⾊体分析研修、体外計測研修、バイオアッセイ研修は、基幹⾼度被ばく医療⽀
援センターの委託事業の⼀環で実施され、来年度以降も継続される⾒込みである。 

また、オンライン原⼦⼒災害医療基礎研修の開催に際して、令和 3 年度より稼働予
定である被ばく医療ポータルサイトでの受講申込、修了証の発⾏を検証した。 

 
【実施した研修】 

1. 原⼦⼒災害医療派遣チーム研修  
2. オンライン原⼦⼒災害医療基礎研修 
3. オンライン原⼦⼒災害医療派遣チーム研修 
4. オンライン講師養成研修 

 
【ウェブ配信した研修】 

1. 原⼦⼒災害医療中核⼈材研修  
2. 原⼦⼒災害医療派遣チーム研修  
3. オンライン原⼦⼒災害医療基礎研修 
4. オンライン原⼦⼒災害医療派遣チーム研修 
5. オンライン講師養成研修 

 
5.3. 結果 
5.3.1. 初動対応機関の研修 

昨年度までに作成した「放射線テロ災害対処」「化学剤テロ災害対処」「爆発物テロ
災害対処」の教材および今年度作成した「⽣物剤テロ災害対処」と短縮版の「放射線
テロ災害対処」「化学剤テロ災害対処」の教材は、初⼼者から専⾨部隊まで、CBRNE
テロ災害に関する様々な知識レベルの参加者に対応するため基礎知識からやや専⾨
的な内容まで網羅しているおり、講義の対象者に応じて、説明や解説を変更すること
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や講義後の質疑応答によって補⾜することで、多くの初動対応機関の職員に活⽤でき
る教材であった。 

オンラインでの研修は、⼀度に 200〜300名が参加でき、⾮常に効率的に実施でき
た。ただし、検知器等の取扱は、デモンストレーションが中⼼となることから、実践
的に機材の取り扱いを習得するには、オンラインでのデモンストレーションと集合し
ての実習を組み合わせて実施することが、効果的に技術を習得できると考える。 

訓練、机上演習に参加したり、準備したりする段階で、令和元年度（平成 31 年度）
に作成した教材と初動対応⼿順のフローチャートを再検討し、改訂した。この改訂し
たフローチャートを⽤いて、研修や机上演習、実動訓練を実施したところ、初動対応
⼿順と⼀次トリアージ・除染のフローチャートについては、問題なく使⽤できた。 

 
5.3.2. 原⼦⼒災害医療の研修 

使⽤した標準テキストについては、今年度改訂したテキストも含め、問題なく使
⽤できたことを確認し、各 30 分の講義時間も適切であったと確認できた。 

オンライン原⼦⼒災害医療基礎研修の参加者に被ばく医療研修ポータルサイト及
び研修時間、テキストについてアンケート調査した。参加者 26 名中回答者は 11名
（42％）であった。 

アンケート内容は、全体の研修時間と各講義の研修時間について「短い」「ちょう
ど良い」「⻑い」の３択とし、テキストの分量は全体と各テキストについて「多すぎ
る」「ちょうど良い」「少なすぎる」の３択とし、テキストの内容は全体と各テキス
トについて「難しい」「ちょうど良い」「簡単すぎる」の３択とした。 

オンライン研修全体への意⾒として、リモートでの 5 時間の研修は拘束時間が⻑
く⾟い、講師からは参加者の反応がわからず⼀⽅通⾏感があるという意⾒があった。
各講義の時間は 30 分としたが、時間もテキストの分量も全てちょうど良いという
回答であった。原⼦⼒防災体制と放射線の影響に関しては、テキストの内容が難し
いとの回答が 1名ずつあった。 
被ばく医療研修ポータルサイトの使⽤については、「便利である」との意⾒が多か

った。しかし、所属機関を⼊⼒する際にリストでの⾃施設を探すのが困難だった、
操作の説明が必要などの意⾒があった。当サイトについては、量研機構⾼度被ばく
医療センターで次年度以降も引き続き、運営、保守管理、改修などを実施していく
予定であり、操作性の改善などが望まれる。 

 
(1) 原⼦⼒災害医療派遣チーム研修 
⽅式；従来型の集合での研修 
開催⽇：2020 年 9⽉ 25⽇ 
修了⼈数：7名 
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プログラム： 
開始   終了   タイトル 

9:00 - 9:30 講義 1 原⼦⼒災害医療派遣チームの活動 
9:30 - 10:00 講義 2 原⼦⼒災害時の救護所活動 
10:00 - 10:30 講義 3 原⼦⼒災害時のリスクコミュニケーション 
10:30 - 10:40 休憩   
10:40 - 12:10 机上演習   
12:10 - 13:10 昼⾷   
13:10 - 15:10 実習   
15:10 - 15:40 移動   
15:40 - 16:10 閉講式   

 
(2) オンライン原⼦⼒災害医療基礎研修 

開催⽇：2020 年 12⽉ 24⽇ 13:00〜18:00 
⽅式：リモート会議システムを使⽤（Cisco Webex Eventsを使⽤） 

講師側(パネリスト)のビデオは onであり、受講者（参加者）のビデオとマイ
クは offとなっていることから、講師からは受講者の表情が確認できない。 

参加者：26 名(講師含む) 
申込⽅法 被ばく医療研修ポータルサイトから応募 
テキスト；本事業で作成した標準テキストを使⽤した。参加者は事前に⾼度被
ばく医療センターのWebページからダウンロードするように案内した。 
プログラム： 

開始   終了 時間   タイトル 

13:00 - 13:10 0:10 開講式   

13:10 - 13:40 0:30 講義 1 原⼦⼒防災体制 

13:40 - 14:10 0:30 講義 2 放射線の基礎 

14:10 - 14:20 0:10 休憩   

14:20 - 14:50 0:30 講義 3 放射線の影響 

14:50 - 15:20 0:30 講義 4 放射線防護 

15:20 - 15:40 0:20 休憩   

15:40 - 16:10 0:30 講義 5 汚染検査・除染 

16:10 - 16:40 0:30 講義 6 安定ヨウ素剤 

16:40 - 16:50 0:10 休憩   

16:50 - 17:20 0:30 講義 7 避難退域時検査 
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17:20 - 17:50 0:30 講義 8 避難と屋内退避の⽀援 

17:50 - 18:00 0:10 修了式   

 
(3) オンライン原⼦⼒災害医療派遣チーム研修 

⽇時：2021 年 1⽉ 22⽇(⾦)12:30〜17:00 
⽅式：リモート会議システムを使⽤（Cisco Webex Meetingsを使⽤） 
受講者は１箇所の会場に集合し、講師 1名が補助した。受講者と講師は双⽅
向で質疑応答が可能であった。 

参加者：6名(講師含む) 
オブザーバー参加者：7名 

テキスト：本事業で作成した標準テキストを使⽤した。参加者は事前に⾼度
被ばく医療センターのWebページからダウンロードするように案内した。 
机上演習の資料は事前にメール配布した。 
プログラム： 
開始   終了 時間 タイトル 
12:30 - 12:40 0:10 開講式 概要説明 
12:40 - 13:10 0:30 講義 1 原⼦⼒災害医療派遣チームの活動 
13:10 - 13:40 0:30 講義 2 原⼦⼒災害時の救護所活動 
13:40 - 13:50 0:10 休憩   
13:50 - 14:50 1:00 机上演習 
14:50 - 15:10 0:20 休憩   
15:10 - 15:40 0:30 講義 3 原⼦⼒災害時のリスクコミュニケーション 
15:40 - 15:50 0:10 休憩   
15:50 - 16:50 1:00 実習   
16:50 - 17:00 0:10 閉講式   
 

(4) オンライン講師養成研修 
⽇時：2021 年 2⽉ 3⽇(⽔)13:30〜15:50 
⽅式：リモート会議システムを使⽤（Cisco Webex Meetingsを使⽤） 
参加者：16 名(講師含む) 
資料：原⼦⼒災害医療中核⼈材研修の７つの実習の指導のポイントを簡潔にま
とめた資料を配布 
プログラム： 

開始   終了 時間   タイトル 

13:30 - 13:40 0:10 開講式 挨拶、全体の流れを説明 
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13:40 - 13:50 0:10 講義 1 放射線測定器の取り扱い実習のポイント 

13:50 - 14:10 0:20 講義 2 防護装備着脱実習のポイント 

14:10 - 14:20 0:10 講義 3 医療施設養⽣実習のポイント 

14:20 - 14:35 0:15 休憩 移動 

14:35 - 14:45 0:10 講義 4 WBC 計測実習のポイント 

14:45 - 15:00 0:15 休憩 移動 

15:00 - 15:10 0:10 講義 5 傷病者汚染検査実習のポイント 

15:10 - 15:20 0:10 講義 6 除染実習のポイント 

15:20 - 15:40 0:20 講義 7 被ばく医療実習のポイント 

15:40 - 15:50 0:10 閉講式 ご挨拶 

 
 

5.4. 結論 
原⼦⼒災害に関する研修は、原⼦⼒災害対策指針、原⼦⼒災害拠点病院等の施設要
件で、教育研修、訓練等の実施について⾔及されている。しかし、RI 事業所での事故
や RN テロ・災害等に関連する教育は、関係機関の独⾃の研修があるのみで、原⼦⼒
災害の研修や訓練と統⼀されたものは実施されていない。特に初動対応期間において
は、オリンピック・パラリンピックの国際イベントを控え、テロ災害対処への関⼼が
増している。そこで、初動対応機関向けに、CBRNE テロ災害対処の知識習得のため
の教材と対応⼿順のフローチャートを作成し、その内容が現場のニーズに合致してい
ることを確認した。今後は、初動対応の各機関、CBRNE テロ災害対処の専⾨家等に
内容をさらに検証いただき、可能であれば、継続して改訂していきたい。 

原⼦⼒災害医療の研修については、これまで作成した標準テキストは、研修の⽬的
に合致して使⽤できることを確認した。また、新しい研修体系での各研の項⽬につい
ても、研修の⽬的に合致していることが確認できた。 

さらに、需要が増えると思われるオンラインでの研修の⽅法についても、座学のみ
でなく、実習や机上演習についても検証ができ、実習の教材、指導⽅法を⼯夫するこ
とで、研修の⽬的に沿ったオンラインでの実習や机上演習の実施の可能性についても
検証することができた。オンラインでの研修の可能性については、前述のとおりであ
る（【調査研究２】参照）。今後は、オンラインでの研修と集合しての研修の利点を合
わせたハイブリッド形式での研修の開催も検討、実施されると良い。 
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6. まとめ 

本研究事業は、2018 年度から 2020 年度の３年間の計画で、包括的被ばく医療の体制構
築のために、原⼦⼒災害、放射線テロまたは核攻撃（以下、RN テロ・災害）、放射線障害
防⽌法の対象事業所（以下、RI 事業所）での放射線事故や労災事故など、それぞれの相違
を明確にした上で、発⽣場所あるいは CBRNE テロ災害を含む災害の種類によって区別さ
れることなく、その事象に対して All hazards approach による適切な初動対応や緊急被ばく
医療が実施されるように、初動対応機関、医療機関の体制整備、⼈材育成に資する課題、
解決策、システム、教材等を提案することが⽬的である。この包括的な被ばく医療の体制
構築には、これまでの緊急被ばく医療体制、原⼦⼒災害医療体制、原⼦⼒防災体制などを
鑑み、原⼦⼒災害への対応の充実と強化、原⼦⼒災害以外の RN テロ・災害、労災事故、
放射線事故などへの対応能⼒の向上が必要となる。そこで、本研究事業では、初動対応機
関、医療機関、専⾨機関に分けてそれぞれの対応の充実と強化のための⽅策を調査、検討
し、課題の抽出と整理を⾏い、体制構築や⼈材育成に必要な資料、教材の作成、教育⽅法
や専⾨機関と専⾨組織等の⽀援体制や連携について提案した。 

【調査研究１】では、避難退域時検査及び簡易除染マニュアルの実効性のある運⽤につ
いての課題と解決のために必要な情報、All hazards approach も含めた対応⼿順の作成のた
めに必要な情報を整理し、CBRNE テロ災害での初動対応のフローチャートと各項⽬の解説
のマニュアル、搬送時の汚染拡⼤防⽌のための資料を作成した。従来の⽅法での研修の他、
オンラインでの研修でも使⽤できるように初動対応機関等が使⽤できる教材を作成した。 

これらの資料、フローチャート、マニュアルは、今年度の検証等で、複数の初動対応機
関の訓練で使⽤され、訓練参加者等の関係者からの意⾒等のフィードバックをすでに反映
した。 

【調査研究２】では、これまでに提案した原⼦⼒災害での被ばく医療に関する研修の新
たな体系化を⾒直し、量研機構⾼度被ばく医療センターに設置された被ばく医療研修認定
委員会に研修制度として提案した。作成した標準テキストとオンラインでの研修の教材を
⽤いた研修を実施し、標準テキストの改訂を⾏った。標準テキストは令和３年度より、被
ばく医療研修認定委員会が認定する研修での使⽤が必須となり、広く活⽤される予定であ
る。原⼦⼒災害以外の被ばく医療については、初療のためのフローチャートとマニュアル
を作成した。また、パンデミック禍での原⼦⼒災害では、放射線管理と感染症対策の両⽴
が必要であり、これまでのゾーニング、PPE 着脱の教材、資料、教育⽅法が活⽤できた。
今後は、放射線管理と感染症対策の両⽴が標準的な教育となることがこれまで以上に望ま
れる。 

【調査研究３】では、専⾨的⽀援体制として既存のネットワークと検知システムの活⽤
について検討し、情報共有システムによる原⼦⼒災害時の専⾨的⽀援を実施する機関と現
場医療間の情報共有や連携について考察し、課題と解決策を提案した。 
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【検証１】では、本事業３年間で作成した教材、研修内容で、実際に研修や訓練を⾏う
ことで、参加者からのフィードバックが得られ、包括的被ばく医療の体制構築に必要とな
る⼈材育成の⽅法、教材等について調査研究１〜３に反映できる課題を⾒出し、標準テキ
ストや教材を改訂し、完成させた。 

 
本研究事業で作成した教材や資料は、量研機構のWebページで公開し、ダウンロードで
きるようにすることで、全国の初動対応者、医療従事者等の知識、技術の向上、対応機関
が包括的に被ばく医療を実践できる対処能⼒の実効性の向上に貢献できるようにする。ま
た、本研究事業の研究協⼒者は、消防、警察、⾃衛隊、医療機関等でテロ災害、被ばく医
療に携わってきた経歴があり、知⾒が⽣かされた教材、資料となっている。本事業は本年
度で終了するため、次年度以降に第三者評価を事業として実施することはできないが、今
後は、多くの組織や機関で活⽤されることで、第三者による評価とフィードバックが得ら
れることを期待し、最新の知⾒や状況に応じて、更なる改訂ができるように関連する事業
等で継続することも図る。 

さらに原⼦⼒災害医療の研修で使⽤する標準テキストについては、基幹⾼度被ばく医療
⽀援センターで継続して使⽤状況、内容について検証し、改訂していく予定である。 
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令和 2 年度放射線対策委託費 

（放射線安全規制研究戦略的推進事業費） 

放射線安全規制研究推進事業 

 

包括的被ばく医療の体制構築に関する調査研究 

成果報告書 

 

別添資料 

 

 

 

 

令和 3 年 3 ⽉ 

国⽴研究開発法⼈量⼦科学技術研究開発機構 

 

 



 

 

初動対応機関のための教材 

放射線テロ災害対処・・・・・・・・・・・・・・・・・・別-1 

化学テロ災害対処・・・・・・・・・・・・・・・・・・・別-40 

爆発物テロ災害対処・・・・・・・・・・・・・・・・・・別-73 

⽣物剤テロ災害対処・・・・・・・・・・・・・・・・・・別-89 

放射線テロ災害対処（短縮版）・・・・・・・・・・・・・別-128 

化学テロ災害対処（短縮版）・・・・・・・・・・・・・・別-157 

救急⾞・ヘリコプター 搬送時の汚染拡⼤防⽌対策・・・・・別-182 

CBRNE テロ災害初動対応マニュアル・・・・・・・・・・・別-202 

原⼦⼒災害医療研修の標準テキスト（改訂分） 

原⼦⼒災害基礎１-原⼦⼒防災体制・・・・・・・・・・・別-220 

原⼦⼒災害基礎２-放射線の基礎・・・・・・・・・・・・別-245 

原⼦⼒災害基礎４-放射線防護・・・・・・・・・・・・・別-266 

原⼦⼒災害基礎８-避難と屋内退避の⽀援・・・・・・・・別-286 

原⼦⼒災害中核⼈材６-放射線管理要員の役割・・・・・・別-305 

原⼦⼒災害派遣チーム１-原⼦⼒災害医療派遣チーム・・・別-324 

原⼦⼒災害派遣チーム２-原⼦⼒災害医療派遣チームの活動 

・・・・・・・・・・・・・・・・別-342 



 

 

専⾨-WBC・甲状腺５-原⼦⼒災害対応・・・・・・・・・別-362 

専⾨-WBC・甲状腺６-甲状腺簡易検査・・・・・・・・・別-387 

専⾨-WBC・甲状腺７-甲状腺簡易検査実習ハンドアウト・・別-399 

原⼦⼒災害・放射線テロ災害 医療対応対応マニュアル・・・別-415 

 

  



 

 

 



内容
• 初動対応の⽬標
• 放射線、放射性物質、放射能
• 測定器
• 放射線テロ災害対処
• 外部被ばく対策
• 内部被ばく対策
• 汚染対策

• 要救助者対応

別-1



放射線テロ災害に限らず、CBRNEテロ災害が発⽣した場合は、
完璧な対応は難しく、⼤過ない対応が求められる。
放射線テロ災害では、被ばく、汚染だけでは、化学テロとは異
なり、緊急に治療が必要なことはなく、除染は救命処置にならな
いため、放射線以外の脅威（化学剤や爆発、外傷など）に対する
医療処置を優先し、防ぎえた死をなくすことが⽬標となる。次に、
救助者と要救助者、被災者の無⽤な被ばくをしないための安全確
保、被ばく線量管理が⽬標となる。そして、汚染拡⼤防⽌や関係
機関間の安全、危険情報の共有、公衆の保護による⼆次災害の予
防が⽬標となる。

別-2



放射線とは、放射性物質から放出されるエネルギーを持った粒
⼦や電磁波である。種類としては、⾼いエネルギーを持つ電磁波
のガンマ線、エックス線と⾼速で動く粒⼦線のアルファ線、ベー
タ線などがある。中性⼦線は、電荷を持たない放射線である。放
射線は原⼦核が不安定な状態から安定な状態に変化（壊変）する
ときに放出されたり、原⼦核以外では発⽣装置からも放出される。
原⼦は原⼦核とその周りを回る電⼦から構成されており、原⼦
核はプラスの電荷を持つ陽⼦と電荷を持たない中性⼦で構成され
ている。原⼦核がエネルギー的に不安定は場合、安定になろうと
して放射線を放出する。原⼦核から放射線を放出することを壊変
といい、壊変は⼤きく分けるとα（アルファ）壊変と β（ベー
タ）壊変になる。
放射線は五感で感じることができないが、測定器で検知、計測
ができる。

別-3



放射性物質とは、放射線を出す物質のことである。形状としては
気体、液体、固体、エアロゾル（液滴）がある。放射性物質を漏
れないように容器に密封したものを密封線源といい、この放射性
物質を放射線源ということもある。

別-4



放射性物質が放射線を出す能⼒のことを放射能という。放射能
の単位はBq（ベクレル）であり、数値が⼤きいほど放射性物質か
らたくさんの放射線が出ていることになる。
放射能は、単位時間当たりに放射性物質に含まれている原⼦核が
「どれだけ壊れるか」で定義され、１Bqは１秒間当たり１個の原
⼦核が壊れることを表す。Bqは単独で使う以外に、単位体積、単
位⾯積あるいは単位重量当たりの放射能を表す、Bq/cm3、
Bq/cm2、Bq/kgなどで使われる。

別-5



放射線測定器の種類、性能は様々である。測定する⽬的に合っ
たものを選択する必要がある。

活動する場所の外部被ばくの危険性の評価には、ガンマ線の空
間線量率を測定する器材を⽤いる。

表⾯汚染の程度は、単位⾯積当たりの放射性物質の密度に依存
する。そのため、表⾯汚染計で放射能の程度を評価する。
放射性物質を特定するにはスペクトルグラムを分析する。

別-6



放射線テロ災害の現場では、被ばく対策と汚染拡⼤防⽌が重要
である。

別-7



放射線の事故、災害時には、「被ばく」と「汚染」が⽣じる。
被ばくとは、放射線を浴びることであり、体の外から放射線を

浴びるのが外部被ばくであり、放射性物質を⾝体に取り込んで体
の中から放射線を浴びることが内部被ばくである。

別-8



放射線テロ災害の現場対応では、放射線を完全に遮蔽して被ば
くしないようにすることはできない。そのため、外部被ばく対策
は、放射線の測定、被ばく管理が重要になる。

別-9



外部被ばく対策の⼀つは、個⼈線量計を装着し、活動中の被ば
く線量の積算値を管理することである。放射線の関与が疑われる
状況で、個⼈線量計を装着する。被ばく線量は、現場で放射線を
検知した後で測定を開始しても、測定開始前の被ばく線量を確認
することができない。
管理としては、被ばく線量限度以下での活動を補助するために、
アラーム（警報）を設定する。電⼦式個⼈線量計は機種によって
はアラームを2段階に設定することも可能である。アラーム⾳が
⼩さいこともあり、活動中に聞き取れない可能性もあるため、可
能であれば振動による発報の機能があるとよい。

個⼈線量計は汚染させないように防護服の中に装着するか、ビ
ニール袋に⼊れて装着する。装着の⽅向を間違えないようにする。
機種によっては、⾼出⼒トランシーバーやスマートフォンの電
波によって誤計数の可能性があるため、これらの装置と同じポ
ケットには⼊れないなどの注意が必要である。

別-10



消防活動時の被ばく線量限度と個⼈被ばく線量計の警報設定値
を⽰す。

通常の活動時の警報設定値は8〜9mSvとする。緊急時の警報設
定値は、鳴動後に退避する間も被ばくするため、退避時の被ばく
線量も考慮して30〜50mSvとする。

出典
原子力施設等における消防活動対策マニュアル
（2014.3. 消防庁 消防・救助技術の高度化等検討会報告書）
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外部被ばく対策の⼀つとして放射線検知活動がある。
まず、放射線の関与が疑われる現場では、空間線量計や表⾯汚
染計によって放射線の存在を確認する。バックグラウンドレベル
以上の放射線が検知されたら、放射線が関与している。
放射線を検知したら、放射線量率（空間線量率）を測定し、詳

細な危険の程度を分析する。
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線量率に応じてゾーニングと外部被ばく管理を⾏う。外部被ば
く対策のためのゾーニングは、危険区域を100µSv/h以上の区域で
設定し、準危険区域をバックグラウンド以上から100µSv/hの区域
で設定する。準危険区域、危険区域に進⼊する場合は、放射線の
測定器の持参と個⼈線量計の装着は必須である。
また、危険区域あるいは準危険区域では、放射線源からは離れ
るほど放射線量は弱くなるため、安全である。
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先着隊の到着時に放射線測定器がない場合は、状況に応じて暫
定的に安全境界域を設定する必要があり、その⽬安を表に⽰す。
この表の数値は、ある程度⼤きな線源（例えば100TBq Cs-137
など）が存在している場合を想定している。

別-14



活動現場の空間線量率に応じて、各個⼈が被ばく線量限度を超え
ないように活動内容、活動時間を管理する必要がある。また、
100mSv/h以上の空間線量率の場所では、⼈命救助などの緊急作
業のみ⽴ち⼊ることができ、活動時間は30分以内とすることが望
ましい。
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空間線量計は、測定器の機種等によって測定範囲が異なる。放
射線危険区域（100µSv/h以上）を設定する場合は、このレベル以
上を計測できる空間線量計が必要である。

例えば、100µSv/hの場所に１時間滞在した場合の被ばく線量は
およそ100µSvとなり、10時間の滞在で、公衆の年間線量限度の
1mSvとなる程度である。放射線危険区域を設定したら、区域内
に進⼊する場合は、放射線測定器、個⼈線量計を装着し、必ず放
射線管理ができる装備で進⼊する。区域への⼊退域管理をしっか
りと実施する。

100mSv/h以上の場所は、それ以上の線量率の場所が存在する
可能性もあり、場合によっては数分〜1時間程度で急性障害を引
き起こす可能性のある⾼線量被ばくをする可能性があるため、進
⼊は⼈命救助活動のみとし、活動時間は30分以内とすることが望
ましい。
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外部被ばく防護のポイントは「時間」「距離」「遮へい」であ
る。被ばくする時間を短くする、放射線源からの距離をとる、放
射線を遮へいすることで、被ばく線量が低減できる。
放射線にさらされる活動時間を短くすることで被ばく線量を少
なくできる。
放射線は、放射線源からの距離の⼆乗に反⽐例して減少するた
め、放射線源からの距離をとることで被ばく線量を少なくするこ
とができる。逆に、放射線源からの距離が半分の位置(1/2の距離)
に近づくと放射線量は元の位置の4倍になり、急激に空間線量が
上昇することになるため、特に危険区域での活動時には注意が必
要である。
放射線源との間に遮へい物があると放射線量は減少する。コン
クリートの壁、鉄や鉛の⾦属の板などがあれば、遮へい材として
使⽤できる。放射線源の位置、形状が明確であれば、鉛のブロッ
クなどで線源を囲むことによって周辺の空間線量率を低減するこ
ともできる。
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鉛⼊りのインナーベストや放射能防護服があるが、その遮へい
効果を実際に確認した結果を⽰している。防護服⼀式に含まれる
鉛ベストは鉛3mm相当でしかなく、アメリシウム‒241から放出さ
れる低エネルギーの放射線に対しては遮へい率95%前後と、有効
であるが、セシウム ‒137やコバルト‒ 60に対しては遮へい率が
10%以下となる。また、鉛ベストの側⾯(脇腹部分)は鉛が⼊って
おらず、側⾯から被ばくをした場合、遮へい効果は期待できない。
防護服⼀式の総重量等による機動性の低下により、活動時間が

延⻑し、被ばく線量が増⼤することも考えられる。

出典
総務省消防庁 スタート！RI119 消防職員のための放射性物質事
故対応の基礎知識（平成23年3⽉（平成27年3⽉⼀部改定））
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化学防護服は、どのレベルのものであっても放射線の防護効果
はない。⽪膚に放射性物質が付着することを防⽌する効果は、ど
れも同じである。また、陽圧式化学防護服は爆発の危険がある場
所では着⽤しないことが望ましく、ダーティボムの事案では着⽤
しない⽅が良い。
放射線テロ災害の現場では、放射性物質の汚染が付着した場合
に、すぐに脱⾐し、廃棄できる防護服の⽅が望ましく、防護服は
汚染対策のための装備である。
放射線による外部被ばくに関しては、防護服ではなく、個⼈線
量計と放射線測定器による放射線管理と時間管理を⾏う。
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放射線テロ災害の現場での内部被ばく対策は体内に放射性物質
を取り込まないようにすることである。
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内部被ばく対策として、呼吸によって放射性物質を吸⼊しない
ように、呼吸保護が重要である。
屋内で持続的な放射性物質が放出されている場合は、活動中は

常に呼吸保護が必要である。屋外では、⼀時的な放射性物質の散
布であれば、時間が経過すると放射性物質は拡散して、多量の放
射性物質を吸⼊する危険性は低下すると考えられる。
しかし、放射性物質の浮遊がある場合あるいは疑われる場合
（周辺に汚染がある場合など）は、空気呼吸器、防塵フィルタを
使⽤する。汚染検査や汚染した患者の搬送、応急救護などウォー
ムゾーンでの活動は、使い捨て防塵マスクでの対応で良い。医療
機関での処置など放射性物質が浮遊する可能性が少ない場合は、
サージカルマスクでの対応で良い。
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放射線テロ災害での現場活動が終了した後、内部被ばくの有無
を簡易的に検査する⽅法が⿐腔スワブである。
放射性物質を吸⼊した場合、⿐腔や⼝腔の粘膜に放射性物質が
付着する。そこで、⿐腔や⼝腔を⽣理⾷塩⽔等で湿らせた綿棒で
擦り、綿棒に汚染が付着しているか検査する。綿棒に汚染があれ
ば、放射性物質を吸⼊している可能性があるため、より詳細な検
査としてホールボディカウンターやバイオアッセイ法による検査
を実施する。
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汚染とは、体の表⾯や⾐服、資器材に放射性物質が付着するこ
とである。汚染に接触すると汚染は広がって⾏く。また、噴霧、
放出された放射性物質を吸⼊すると内部被ばくすると同時に、頭
部、顔⾯の汚染も存在する場合が多い。このため顔⾯等の汚染が
確認されたら内部被ばくの可能性を疑う。また、汚染を伴う現場
では内部被ばくへの対策として呼吸保護を考慮する。
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表⾯汚染が⽪膚や⾐服にあっても、健康影響が出るような外部
被ばくはしない。
β線核種による⾼濃度の汚染では、放射線⽪膚障害が発症した

事例があるが、通常のGMサーベイメーターで測定できる範囲内
での汚染の程度では、全⾝または⽪膚に被ばくの症状は出ない。
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放射線テロ災害現場の汚染対策は、放射性物質の拡散、汚染の
拡⼤を防⽌することである。
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個⼈防護装備は、⽪膚や⾐類への放射性物質の付着を防⽌する
ものであり、放射線の外部被ばくを防護するものではない。

基本的には不織布の防護服（タイベックスーツ）、ゴーグル、
マスク、ゴム⼿袋（⼆重）、靴カバーを装着する。内側のゴム⼿
袋と靴カバーの端はタイベックスーツに袖や裾にテープで⽬張り
し、放射性物質の侵⼊を防ぐ。
野外での活動では、不織布の靴カバーは破損するため、ゴム製
の靴底の靴カバーを使⽤する⽅が良い。
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表⾯汚染から浮遊した放射性物質を吸⼊することには注意が必
要であり、そのような現場活動時には、呼吸保護を確実に実施す
る。
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資機材に放射性物質が付着するのを防⽌するためにビニール
シート等で器材を被覆する。このことを養⽣ともいう。

特に汚染検査に使⽤する測定器は、汚染され易いので、ビニー
ル袋でしっかりと養⽣する。
資器材を養⽣した場合は、ビニールやテープなどで動作が制限
されていないか、正常に動作するか確認する。
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放射性物質が付着し、除染できない場合は、汚染を直接触らな
いように、ビニールシートや防⽔シートなどで覆い、放射性物質
が拡散しないように封じ込める。
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放射性物質による汚染区域であっても、空間線量率が100µSv/h
まで上昇しないこともあるため、空間線量率による放射線危険区
域以外にも汚染による放射線危険区域を設定する必要がある。汚
染がある現場はホットゾーンであり、汚染検査や除染を⾏う場所
はウォームゾーンとなる。ウォームゾーン、ホットゾーンは汚染
がある区域となるため、進⼊時には汚染対策の個⼈防護装備を着
⽤し、退出時には汚染検査、除染を実施して、コールドゾーンに
汚染を持ち出さないようにする。
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放射性物質の汚染検査は、表⾯汚染計を⽤いて測定し、汚染が
あれば除染して、汚染をコールドゾーンに持ち出さないようにす
る。

隊員や被災者の汚染検査は、全⾝の汚染検査が基本である。全
⾝の汚染検査は、頭からつま先まで検査したら、背部の汚染検査
を⾏う。GMサーベイメーター１台では、10〜15分程度時間がか
かる。前⾯と背⾯を同時に２台のサーベイメーターで測定すると
所要時間は5〜10分程度に短縮される。
汚染検査の対象者の⼈数や状態、測定器の使⽤可能な台数など
の状況に応じて簡易汚染検査を実施する。
簡易汚染検査は、放射性物質が付着しやすい頭部、顔⾯、肩、
⼿指、⾜（靴底）の汚染検査を実施する。これらの⾝体の⼀部分
の検査は、1〜2分程度で実施でき、検査時間を短縮することがで
きる。多数の対象者を短時間で検査する場合に⽤いられる。
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測定器のプローブ（検出部）に放射性物質が付着しないように
通常はビニール袋やラップなどで覆い、汚染したらこのビニール
袋等を交換する。また、被災者の放射線被ばくに対する不安を考
慮して、サーベイメータは消⾳にする。
測定時は、測定の対象物から⼀定の距離を保つこと、⾓度を⼀
定に保つこと、ゆっくり動かすことに注意する。
計測する表⾯からの距離が離れると計数値は⼩さくなる。また、

距離が異なると正確な評価ができなくなる。
GMサーベイメーターは、検出部の窓以外からはベータ線が⼊
射しない。表⾯と検出部の⾓度が異なると検出部との距離も異な
る。そのため、表⾯と検出部の⾓度を⼀定に保つ。

表⾯汚染検査では、検出部は１秒間に5〜10cmの距離を動かす。
速度が速すぎると、指⽰値が表⽰される前に汚染のない箇所に移
動してしまい、汚染を⾒逃してしまう。
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汚染のある⾐服を脱がせることで、体表⾯の汚染の約90%を取
り除くことができる。搬送時に傷病者を包んだ⽑布やシーツ、⾐
類は、取り除いた後にビニール袋へ⼊れ、汚染が拡⼤しないよう
にする。汚染した⾐類などを触った後は、他の箇所を触る前に素
早く外側のゴム⼿袋を交換する。
脱⾐で除染できなかった⽪膚や資器材の汚染は、濡れたガーゼ
やタオルなどで拭き取る。拭き取りに使⽤したガーゼやタオルは
放射性物質が付着しているので、ビニール袋へ⼊れ、汚染が拡⼤
しないようにする。
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放射線テロ災害で要救助者がいる場合は、その対応を優先する。
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放射線災害での現場対応では、要救助者をまず避難、救助し、
発災現場から可能な限り離れた安全な場所に移動させることが優
先である。
外部被ばくについては、現場から離れることで被ばくを低減で
き、内部被ばくも可能な限り吸⼊する放射性物質の量を減らすこ
とができる。体表⾯汚染は、放射性物質の付着する機会を少なく
する。また、放射線以外の化学剤や爆発物等の脅威についても現
場を離れることで危険を回避できる。
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外部被ばくと内部被ばくは現場での症状出現はほぼないため、
被ばくに対する現場の医療活動はない。体表⾯汚染は、⽣命の危
険には関与せず、除染は救命処置にはならない。このため、放射
線テロ災害での現場医療での救命処置は、放射線以外の原因であ
る外傷や化学剤等への症状の改善が⽬的となる。これらの救命処
置は、除染よりも優先される。

特に⼤量出⾎に対する⽌⾎帯の使⽤は、救命に⼤きく関与する。
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放射線の発災現場から避難、救助してきた⼈々には、放射性物
質が付着している可能性がある。応急処置等で状態が安定してい
る（緊急の処置が不要）場合や外傷等がなく医療処置が不要な場
合は、可能な限り汚染検査を実施し、汚染拡⼤防⽌対策を実施す
る。
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要救助者を危険区域から救助し、⼀次トリアージを⾏う。⼀次
トリアージでは、重症度と除染の適応を判断する。重篤な状態で
あれば、安定化のための応急処置を実施し、汚染検査をせずに脱
⾐のみで直ちに医療機関に搬送する。
中等症、軽症であれば、汚染検査を実施し、必要に応じて除染
する。放射性物質の付着では、⽣命に危機的状況となることはな
く、化学剤への対処と異なり、除染は救命処置とはならない。
危険区域で放射性物質による汚染が確認されたら、すべての被
災者に汚染があるとして脱⾐等の対応をする。汚染検査を実施し
ていなくても、脱⾐をすることで、汚染拡⼤防⽌となる。
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放射線テロ災害対処で重要なのは、被災者、活動隊員に対して、
被ばく対策と汚染拡⼤防⽌の措置を実施することである。
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内容
・化学剤の基礎
・化学剤からの防護
・化学剤の検知
・化学テロ災害対応
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有毒化学剤について、その種類と特性、⾝体への影響、防護、検
知について、基本的な内容を解説する。
現場対応として重要なのが、⾃分⾃⾝の安全確保と要救助者の⼈
命救助である。
さらに化学剤には拡散する特性があるため、その⼆次被害拡⼤を
防⽌することが現場対応に求められる。
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化学剤にはいくつかの種類があり、それぞれ特性が⼤きく異なる
ため、種類ごとに対応の仕⽅も異なることを意識しなければなら
ない。
少量で⼈体に影響があるもの、匂いや⾊がないものが危険な化学
剤である。表は軍⽤化学剤である。⾎液剤、窒息剤は産業毒性物
質として、事業所、⼯場などで使⽤されている。神経剤、びらん
剤は殺傷⽬的で合成されたものである。
ほぼ全ての化学剤は空気より重い。そのため、特に室内において
は低い位置に滞留するため低い姿勢でいると危険である。
持久度は、揮発しやすさであり、持久度が短いものは有毒ガスと
して揮発しやすく、持久度が⻑いものは、汚染物質として残留し
除染が必要となる。
半数致死量は数値が⼩さいほど、危険である。産業毒性物質は、
半数致死量が⼤きく、匂いもあるため、何らかの匂いがした時点
で防護措置を講じることにより被害を局限できる。
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新たな神経剤として登場したのが、ノビチョクである。
ソビエト連邦が開発したと⾔われているが、構造式が明らかと
なっており、有機化学合成の技術があれば製造は可能である。
１００種類以上の派⽣型があると⾔われており、基本的には検知
器による検知は困難である。
これまで最も毒性が⾼いと⾔われていたVXのさらに５〜８倍の毒
性と⾔われており、極めて脅威が⾼い。
パウダー状で使⽤された場合、１０数時間後に発症する例もあり、
使⽤されたことすら不明のまま被害が拡⼤する可能性もある。
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神経剤は吸⼊後、時間の経過とともに症状が進⾏する。最初に発
現するのが縮瞳である。その後、流涎、⿐汁の出現があり、呼吸
困難、呼吸停⽌に⾄る。
経路としては、吸⼊が主であるが、液滴が直接⽪膚に触れた場合、
１０数分で浸透し同様の症状を発症する。
通常は無職、無臭で五感による検知は困難である。
持久度が短いサリンは揮発して有毒ガスとなりやく呼吸器保護が
重要となるが、持久度が⻑いVXはほとんど揮発することなく、呼
吸器の保護は重要ではないが、数mgの液滴の付着で致死的である。
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神経剤の⼈体への作⽤としては、神経伝達物質（アセチルコリ
ン）が元に戻ろうとする時必要な物質（コリンエステラーゼ）を
阻害し、筋⾁が元の状態に戻れず、弛緩、収縮できなくなる（筋
攣縮、痙攣）ことで影響が出現し、瞳孔収縮、分泌過多、痙攣、
⼼肺停⽌に⾄る。神経剤とコリンエステラーゼの結合は時間が経
つと離れなくなり、この現象をエージングと⾔う。
この神経剤とコリンエステラーゼの結合を解除するか、過剰な神
経伝達物質の伝達を阻⽌する働きをするのが拮抗剤である。
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神経剤には拮抗薬がある。抗コリン剤であるアトロピンは、末梢
性ムスカリン作動部位（全ての副交感神経末端と、汗腺への交感
神経末端）において過剰のアセチルコリンの効果を阻⽌すること
により作⽤する。
PAMは神経剤とコリンエステラーゼの結合を解除し、コリンエス
テラーゼを再⽣することにより作⽤する。
ジアゼパムは抗痙攣薬で直接神経剤には作⽤しないが、痙攣持続
で⽣じる脳障害を抑制する。
現場で対応できることとして、化学剤を吸⼊する状況から少しで
も早く救出し、清浄な空気を吸⼊させることである。

別-46



神経剤による症状（⿐汁、流涎、視覚異常、眼痛・流涙、呼吸
苦）が発⽣している場合、新鮮な空気を投与する。また⾃動注射
器により拮抗薬（アトロピン、パム）の投与の条件に該当するか
判断する。
＜⾃動注射器の使⽤判断モデル＞

①化学テロの蓋然性；⾃⼒で動くことができない傷病者３
名以上、重症外傷事案以外（爆発や出⾎がない）
②神経剤の症状（⿐汁、流涎、視覚異常、眼痛・流涙、呼
吸苦）
③化学剤検知器で神経剤の陽性アラートの発報
①〜③を満たさない場合は、専⾨家の助⾔

⾃動注射器使⽤の対象者：⼀般市⺠の傷病者、部隊員のうち体調
が悪化した者（⼩児を除く）

出典：化学災害・テロ対策に関する検討会「化学災害・テロ時
における医師・看護職員以外の現場対応者 による解毒剤⾃動注射
器の使⽤に関する報告書」（令和元年 10�⽉ 30�⽇ ）
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びらん剤は第⼆次⼤戦時の化学剤である。国内各地から旧軍の化
学弾が発掘または海中から発⾒されることがある。
症状としては、熱傷の症状と類似した⽪膚症状が出現する。
発⾚の徴候が１時間後、その後２〜３時間で紅斑が現れ、１０数
時間後に⽔疱が発⽣する。
マスタードは当初無痛のため汚染に気づかないが、ルイサイトは
付着すると痛みがあるため、直ぐに覚知することが可能である。
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マスタードには解毒薬はなく、⽪膚のびらんに対する対症療法が
主体となる。
ルイサイトにはBAL（British�Anti-lewisite）が、内部臓器の傷害
を軽減する効果がある。
被服の上からの汚染であれば、汚染⾯を⽪膚に付着させないよう
に脱⾐する。
⽪膚に付着した場合は、迅速な除染剤による除染、または⽔洗、
ふき取りが有効である。
⽪膚細胞の液化壊死の症状に対しては、通常の熱傷と同様の処置
を施す。
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窒息性化学物質の塩化シアン及び⻘酸は、作⽤速度が極めて早く、
細胞の酸素代謝を直接阻害する。
症状としては、眼や⿐、喉に刺激性の痛みを感ずる、頭痛、めま
い、吐き気を起こす、胸部圧迫感、呼吸困難、痙攣がある。
処置は、亜硝酸アミルの吸⼊、呼吸補助の実施である。現場では、
早期に酸素投与、呼吸補助をする。
メッキ⼯場、写真⼯業等での漏洩事故、またはアクリル製品⼯場
等での⽕災で発⽣する。この化学剤は、持久効果はなく、除染の
必要はない。
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窒息剤のホスゲン、塩素、クロルピクリンは、呼吸により肺の中
に⼊り、気道、肺細胞を損傷し、気道、肺胞から組織液が漏出し
肺⽔腫により窒息する。
症状は咳、胸部圧迫感、頭痛、嘔吐、⽪膚の⻘紫変⾊、泡を含む
痰、の症状を呈し、肺⽔腫、呼吸困難、⼼肺停⽌に⾄る。
激しい刺激を伴い即効性であるが、低濃度の場合、２４時間以上
の潜伏期を経て発症する場合がある。
特有の臭気または激しい刺激臭により嗅覚での検知が可能である。
揮発性が⾼いので液体から有毒ガスが発⽣しやすいが、⾝体への
付着物に対する除染の必要はない。
染料、ポリウレタン製品、ポリカーボネート樹脂等の原料に広く
使⽤され、フロンの過熱でも発⽣することがある。
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レベルAは、⾃給式空気呼吸器と耐化学防護服で全⾝を覆い、呼
気による陽圧により汚染物の侵⼊を防護できるため、最も防護性
が⾼いが、⽣理的負担が⼤きいことと、ボンベ交換が困難である
ため、３０分程度の活動時間に限られる。空気呼吸器は防護服の
内側にある。
レベルBは、⾃給式空気呼吸器と耐化学防護服で全⾝を防護し、
空気呼吸器は防護服の外側にあるため、ボンベ交換により⽐較的
⻑時間の活動が可能となるが、完全に気密させるためには、マス
ク、⼿袋、ブーツとの接合部をテープで⽬張りする必要がある。
レベルCは、吸収⽸式の防護マスクに耐化学防護⾐で全⾝を防護
し、吸収⽸の破過（通常１０時間程度）まで活動が可能であるが、
酸素濃度が低い場合、低分⼦量の有害物質（⻘酸等）では使⽤で
きず、⾼濃度の有毒ガス環境下では使⽤時間が短くなる。
どのような危険物質があるか不明だが迅速に要救助者を危険な地
域からショートピックアップするにはレベルAが、被災者の状況
（⽣存者の存在）から判断し、⽐較的⻑時間汚染地域内で活動す
るためにはレベルCが、その中間の⽤途でレベルBが適している。
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⾃衛隊及び警察のNBC部隊が保有する防護⾐は、⻑時間（１０時
間程度）汚染環境内で活動するのに適している。
これを可能にするため、呼吸器は活性炭式の吸収⽸で、微粒⼦状
の有害物質を濾過し、活性炭で有毒ガスを吸着する。
防護⾐は、⽣理的負担を軽減するため機能性の布帛により通気性
を有しつつ、気状・液状の有毒化学剤から防護することが可能で
ある。
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汚染区域から退出してきたら、ウオームゾーンで防護⾐を脱⾐し、
液状の有毒化学剤を拡散させない様に留意する（液体汚染統制
線）。
有毒ガスは流動するので、防護マスクは⾵上側の安全な区域まで
約50m程移動して、コールドゾーン（期待汚染統制線）で呼吸保
護具を外す。
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⾒えない敵をいかに⾒る（知る）か、検知器だけが検出⼿段では
ない。
VXなどはほとんど揮発しないため、ガスを検知する機器では検知
が難しい。検知器だけで全てを検知できるものではない。
最も早く現着する消防隊員が検知器を保有しているとは限らない
ため、検知器以外での化学剤の存在を確認する⼿段を理解してお
く必要がある。
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初動対応者が現着した際、視覚・嗅覚、動植物の状況等、普段と
違う徴候に注意をはらうと共に、⾃覚症状がないかも留意する必
要がある。
また、被災者の状況・様態は危険物質の存在を判断する⾮常に重
要な情報源である。
これらの情報は、関係機関で共有すると共に、保健所、市町村等
関係機関、専⾨機関（⽇本中毒情報センター）情報提供し、原因
物質の特定・分析、対処要領等の⽀援を受けることが重要である。
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検知紙は、液状化学剤に反応して、発⾊する。
液状のものがあるということは、除染が必要ということである。
びらん剤は⾚⾊、G剤は⻩⾊、V剤は濃緑⾊となる。化学剤以外で
も発⾊するので、疑陽性を⽰す場合がある。しかしながら訓練で
は、このような化学物質を擬剤として使⽤し、実戦的な訓練が可
能となる。
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CBRNテロの特性として、⼀度に⼤量の傷病者が発⽣し、現場周
辺から⾵下⽅向への流動や、汚染物質が付着した⼈員の移動によ
り被害が拡散する可能性がある。また、地域・施設が⼀時的に使
⽤不能となり経済的な損失も伴う。
CBRN兵器は軍事的には⼤量破壊兵器（WMD：Weapons�of�
Mass�Destruction）と⾔われているが、 ⽬に⾒えないため、発災
当初の使⽤の認知が困難で、CBRN対応のスイッチが⼊り難い。
また、通常災害の準備で対応すると、対処要員が⼆次被害を受け
ることになる。
したがって、対応に当たり専⾨的知識が必要であり、また、被災
者の救命のためには迅速な判断、対応が必要となり、また、強制
⼒を持った統制、警察、消防、⾃治体、事業所、医療機関、専⾨
機関、⾃衛隊等、多機関の連携も必要となる。
また、被害拡⼤防⽌のため、近隣住⺠等に速やかに危険を伝達し、
避難または屋内退避等を促す必要があるが、パニックを防⽌する
ような情報発信、広報に努めることが重要である。
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化学剤の散布⼿段としては、地下鉄サリン事件で使⽤された携⾏
型は、最も簡単で、閉鎖空間で使⽤すれば甚⼤な被害につながる
が、使⽤者本⼈が⾃爆する可能性もある。
松本サリン事件で使⽤された噴霧装置では、⼤量の化学剤を散布
することが可能で、影響範囲は広範囲（松本サリン事件では
800m×570m）に及ぶ。
爆発物と複合的に化学剤が使⽤された場合、対応に多⼤な労⼒を
要し、テロの⽬的である恐怖を与えるには最も効果的な⽅法であ
る。
ドローンを使⽤した場合は、使⽤者の安全、秘匿を確保しつつ犯
⾏に及ぶことが可能であり、また、警戒を厳重にしている要点で
あっても攻撃が可能となる。
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地下鉄サリン事件では、13名の死亡者と6,300名に及ぶ負傷者が
発⽣した。負傷者の内、99％は⼆次被害であり、救助に当たった
消防隊員も135名が⼆次被害を受けた。このため、⼆次被害を防
⽌するための教育訓練が⾏われてきたが、⼆次被害を恐れる余り、
現場対応に⾮常に時間を要するようになった。CBRNによる被害
は、汚染環境下にいる時間経過と共に重篤化する。
⼆次被害を出さないよう準備し、迅速な対応により、救命率を向
上させなければならない。
また、松本サリン事件では、放出したサリンが南北800m東⻄
570mに拡散して被害者が発⽣しており、⾵下に危険地域が広が
ることがわかる。
また、被害防⽌として、窓を閉めていた部屋からは被害者が出て
おらず、⾵下地域の住⺠は避難するよりも屋内で窓を閉鎖し密閉
した⽅が安全が確保できる。
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事案が発⽣した場合、CBRNテロなのか、通常の事故なのか判断
する必要がある。
通常、可燃物等がない場所での爆発、通常有害物質がない場所で
の中毒症状、同時、同⼀箇所、同⼀症状の複数患者の発⽣等の徴
候は、CBRNテロを疑って対応を開始しなければならない。
CBRNテロを疑った場合、⼆次攻撃、化学剤、放射性物質、⽣物
剤の存在等最悪を想定すべきである。
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CBRN対応装備を保有していれば、化学剤、放射性物質、⽣物剤
に対応できるよう全て携⾏する。
これらを保有しない消防署では、初動の速さが勝負であるので、
とりあえず、空気呼吸器とゴム⼿袋（ニトリルなど耐化学薬品の
もの）、⽕炎防護服等通常の準備の延⻑線上で出動し、現場では、
呼吸器の確実な保護、不審な液体等に絶対に接触しない、⽣存者
のいないような⾼濃度の閉鎖空間には近づかないことに留意する。
当初の情報は不正確、不⼗分、誤報であることが多く、現場の状
況の確認、通報者等からの情報収集が重要となる。
また、安全を確保するため、⾵向に注意し、極⼒⾵上側からの接
近に努める。
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⼊電時に全ての正しい情報が得られるわけではない。何らかの異
常が発⽣していることを察知し、安全対策を講じて迅速な対応が
求められる。
現着後、通報者や施設管理者等からの聞き取りも重要であるが、
被害者の状況からの判断も重要である。
被害者の状況から、有害物質が使⽤されたこと、使⽤された場所、
が判明し、その後速やかな汚染箇所からの被災者のショートピッ
クアップが重要となる。
できれば現着後１０分以内には危険地域から被災者を引き離すこ
とを追及するべきである。
その後の除染も、できるだけ早く脱⾐と⽪膚への付着が確認され
たら、ふき取りを⾏うことも救命のために重要となる。
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以下の条件をホットゾーンとし、ホットゾーンを基準にウオーム
ゾーン及び統制線、コールドゾーンを決定する。
ホットゾーン
• 化学剤収納容器等の残留物が⽬視で確認（液体等）できる場所
及び液体等による曝露危険がある付近⼀帯

• 建物の区画、構造及び空調などの設備上、化学剤が拡散したと
思われる場所

• ⼈が倒れている、⼈がうずくまっている付近⼀帯
• 簡易検知により反応がでる付近⼀帯
• ⼩動物等の死骸や枯⽊草が確認できる付近⼀帯
• 曝露者のものと思われる吐しゃ物、⾎液等がある付近⼀帯

ホットゾーンでの活動時の注意点
• 倒れている者⼜はうずくまっている者を発⾒したら、合図、無
線等で現場指揮本部に報告する。

• 陽圧式化学防護服着装時の曝露者の呼吸状態の観察⽅法の１つ
としてティッシュ等の軽い物を倒れている⼈の⿐に当て呼吸状
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態を確認する⽅法がある。
• 症状の悪化防⽌のため曝露者にエスケープフード等を
着装させ、救助することも考慮する。

• ⾃給式空気呼吸器のボンベの交換は、隊員及び資機材
の除染後、コールドゾーンにて実施する。ただし、使
⽤資機材の除染に時間を要する場合⼜は除染が困難な
場合は、使⽤資機材を１次トリアージポスト付近の活
動に⽀障がなく破損の恐れがない場所に⼀次保管し、
活動終了後除染を実施する（ウォームゾーンでの活動
においても同様）。

• 原因となる物質をそれ以上漏洩、拡散等させないよう
にする。

実施要領
• 実施可能な場合に、ビニール等（容器なら密閉容器に
⼊れる。）で覆う。

• 事後の警察の捜査に⽀障のないよう考慮して処置を⾏
う。

進⼊統制ラインの設定
1. ⽬的

簡易検知活動を経て各ゾーンが設定される前に、危
険な事象が発⽣している若しくは発⽣する可能性があ
る地域と安全な地域とを区別することにより、活動隊
員の安全を確保するとともに、曝露者（疑いがある者
を含む。）の退出を規制し、⼆次曝露（曝露者が媒体
となった被害の拡⼤）を防⽌する。

2.�実施要領
各ゾーンが設定され、ウォームゾーンとコールド

ゾーンの境界が明確にされるまでの間、周囲の状況を
確認し危険がない場所（異常がある場所から⽬安とし
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て120m 以上離れた⾵上側の場所を参考）に進⼊統制
ラインを設定する。

ロープ、標識、カラーコーン、⽴⼊禁⽌テープ等に
加え、⽂字情報より、設定した進⼊統制ラインを関係
機関や要救助者に対しても明確に分かるように表⽰す
る。

3. 留意事項
必ずしも検知結果に基づき設定しなければならない

ものではなく、設定時点の災害状況（臭気の有無、負
傷者のいる位置等）から指揮者が「危険」と判断した
ところを基準に設定し、適宜確認して安全を確保する
とともに、必要に応じて変更を⾏う。

各ゾーンが設定され、ウォームゾーンとコールド
ゾーンの境界が明確にされたとき、当該境界線が危険
側への出⼊りを統制する新たなラインとなる。

各ゾーン設定後は、現地調整所において関係機関と
共有する必要がある。
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救命にあたり最も重要な事は、迅速な医療介⼊である。
まずは、CBRNによる汚染物質が存在する危険な地域からの迅速
な救出であり、ショートピックアップする。この際、⼤量出⾎を
伴っていた場合、⽌⾎を最優先すべきである。
次に⼀次トリアージを実施し、必要に応じて⼼肺蘇⽣、気道確保
である。状況により（縮瞳、分泌亢進、痙攣）の処置（拮抗剤の
投与）を実施する。
汚染検査、除染後に⼆次トリアージを⾏い、状態、緊急度に応じ
て病院搬送の優先順位を決定する。最⼤多数に最善を尽くすため、
様態により治療・搬送の優先順位を決めるが、逐次変化する様態
に注意をはらう必要がある。
⼆次被害の防⽌のためには、除染により原因物質を除去する（病
院前除染）ことが最善であるが、完璧な除染が出来ない場合もあ
るため、医療機関では、簡易マスクによる呼吸保護を実施してお
く。

別-67



救命が⽬的であり、除染を優先したため死亡してしまうことのな
いよう被災者の様態をよく観察し、⽌⾎、⼼肺蘇⽣、気道確保、
神経剤の症状への処置を迅速に判断し対応しなければならない。
除染の⽬的は、被災者の被害を局限することと、⼆次被害の発⽣
を防⽌することであり、現場での除染及び病院での除染（処置室
に搬⼊前の除染）に区別される。汚染された傷病者が⾃⼒で病院
に⾏く可能性があり、病院前除染は必ず必要である。
⼤量の被災者が発⽣した場合、本当に除染が必要な被災者の除染
を待たせることがあってはならない。汚染物質が⾝体に付着した
被災者のみが除染対象であり、有毒ガスを吸⼊して発症した被災
者は除染する物質が付着していないので除染の必要はない。
除染が必要な被災者であっても、脱⾐とふき取りにより現場での
除染は⼗分である。
⽔洗による除染は効果的ではあるが、時間を要する事、汚⽔か発
⽣すること、低体温のリスク等の問題を有している。
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⽔洗による除染は、効果が⾼いが、汚⽔が発⽣し⼆次被害の可能
性があるため下⽔に放出することはできない。
この汚⽔は除染剤により無害化されるが、下⽔への排出基準への
適合を確認するまで放出することはできない。
脱⾐や拭き取りにより発⽣した汚染物はビニール等の密封容器に
⼊れ、ウオームゾーンで⼀時保管し、処置について⾃治体と協議
する。
これら汚染物の処理は、⾼温焼却炉での焼却か、除染剤による無
害化の後、廃棄する等の処置が必要となる。
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最も効率的な除染は脱⾐である。迅速な脱⾐による除染が重要で
ある（理想としては１０分以内）。これにより約９０％の除染が
可能であり、汚染の⽪膚浸透を防ぎ、⾐服からの蒸発・気化によ
る⼆次被害を防ぐことができる。
脱⾐は汚染⾯が⽪膚に触れない様注意し、汚染⾯を包み込むよう
に脱⾐する。可能であればハサミで被服を切断し脱⾐を容易にす
る。
⽪膚の露出部位、または被服を浸透し⽪膚が汚染されている場合
は、ふき取りにより除染をする。この際、紙おむつ等に使⽤され
ている吸着素材または濡れたガーゼで湿らせた後拭き取る⽅法に
より、約９９％の除染が可能である。
⽔的除染は、被服に付着した汚染がシャワーで⽪膚へと移動する
ので、シャワー前に必ず脱⾐することが必要である。
現場での完全除染は、専⽤の除染ユニットや多くの資器材を使⽤
するため準備に時間を要し、除染に当たり汚⽔が発⽣するため、
汚⽔の回収保管が必要となる。
また、救助者を冷たい⽔で除染することは、体温を下げるなど、
状態を悪化させることになるため、全⾝に⽔をかける除染は推奨
しない。
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障害が発⽣している被害者全てが除染対象となるわけではない。
除染が必要な化学剤の汚染物質（液体）に直接触れた被害者は、
発⽣現場のすぐ近くにいた⼈員のみであり、⼤半は除染の必要が
ない有毒化学剤のガスを吸引し発症した被害者である。神経剤の
場合は、ある程度時間が経った後に、歩⾏可能な被災者（神経剤
による症状がない被災者）には⽪膚の汚染はないと判断できる。
被服や靴底が汚染された歩⾏可能被害者は、消防が準備した除染
を待つことなく、⾃⼒でまたはタクシー等を使⽤して病院に向か
うことを⽌めることはできない。
したがって、病院では⼆次被害を防⽌するためゲートコントロー
ルを厳正に実施し、汚染の有無の確認と除染の実施が必要である。
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CBRNテロは⽬に⾒えない有害物質であるため、⾮常に恐怖⼼を
煽り、この恐怖⼼がテロを⾏う側の⽬的でもある。
この⾒えない物質の存在を⾒極め、関連する知識により正しく認
識すれば、安全を確保しつつ被災者の救助が可能である。
しかしながら、CBRNEテロ災害対処は、常に受け⾝であるため、
完璧な阻⽌も完璧な対応も困難である。
これに対応するファーストレスポンダーは、いかなる事態でも、
⼤過ない対応、つまり被災者の防ぎ得る死をいかになくすかであ
る。このため、消防、警察、⾃治体、⾃衛隊、事業所管理者、専
⾨機関の連携が不可⽋であり、この連携を有効に発揮するため、
⽇頃からの関係機関による、最悪事態を想定した机上演習及び実
践的な訓練が重要となる。
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内容
・爆弾テロの概要
・爆弾テロ災害対応
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世界で発⽣しているテロの約７割は爆発物によるもので、誰で
も⼿に⼊れることのできる市販薬とインターネット情報で爆発物
を作成することが可能である。
紛争地域では、軍⽤爆弾と起爆装置を組み合わせたIEDが使われ
ることが多いが、我が国において最も蓋然性が⾼いのは、市販薬
で容易に製造できる有機過酸化物である。
また、テロは対応する側が最も嫌がる⼿段を使うため、爆発の
⼆段攻撃や、爆発物に化学剤や放射性物質を組み合わせたダー
ティボムも警戒する必要がある。
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爆発物テロを未然に防⽌するためには、まず、不審物を設置さ
せる を与えないことである。特に集客施設等テロの対象となる
場所では、監視や不審者への警戒を強化すると共に、イベントへ
の参加者等に対しても、不審物・不審者への警戒の協⼒を促すこ
とも未然防⽌のため重要である。
不審物を発⾒した場合、不⽤意に触れることなく、速やかに遠
ざかり、警察に連絡すると共に、周囲に⼈にも注意喚起を促し、
パニックに陥ることなく冷静に避難することが重要である。
爆発の可能性がある不審物からは⼗分な距離を設けて⽴ち⼊り
禁⽌とし、専⾨部隊である警察の爆発物処理班の出動を待つ。
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爆発物テロは、当初の爆発による被害者を助けるファーストレ
スポンダーに攻撃を与える⼆段階攻撃が⾏われる可能性があ
る。 したがってテロが疑われた場合、爆発物の疑いのある不審物
には掩護物を利⽤する等、⼗分に注意を払う必要がある。
⼈命救助のためやむを得ない場合、前スライドの避難命令距離
以内に⼊ることを避け、爆発物に内包された⾦属⽚から防護する
ため建物等の遮蔽物の最⼤限利⽤、防護盾、⾞両、⼟嚢、⽔⽸等
の遮蔽物を使⽤し、極⼒低い姿勢で要救助者を救出する。
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過去には、花⽕等に使⽤されている⿊⾊⽕薬を集めて密閉容器
にいれて爆破させるケーもあったが、これらは爆燃物質と⾔われ
爆発威⼒は限定的である。
紛争地域における爆弾テロであれば、爆轟物質といわれる軍⽤
のTNTが使⽤されることが多いが、外国からわが国に持ち込み可
能な爆薬としてプラスチック爆薬（RDX、C４）等がある（韓国
⼤統領暗殺未遂、⼤韓航空機爆破など）。
⻄側先進国では、最近はTNTは使⽤されず、パリ、ロンドン、
ブリュッセル、ボストン、ニュ̶ヨークで発⽣した爆発物テロで
は、いずれも有機過酸化物が使⽤されている。
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爆発の影響は、爆⾵による殺傷と爆⾵に伴い⾦属⽚等が⾶散し、
これによる殺傷効果がある。
爆⾵は、爆発物に近い程致命的であり、また閉鎖空間や⽔中で
はその効果が増⼤する。
爆発物の内容物（ボールベアリング等）は初速千m/s以上で⾶散
し、これは拳銃等の弾丸よりも危険である。
また、爆⾵により窓ガラスやテーブル等も数百m/sの速度で⾶散
し⾝体に衝突した場合、⽣命の危険がある。
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爆発による被害の原因は、⼀次爆傷から四次爆傷がある。
⼀次爆傷は、爆発による衝撃波による損傷で、避難命令距離以
内で爆発を受けた場合で、致死的である。
⼆次爆傷は、爆発物に内包なれた⾦属⽚または爆破により破壊
されたガラス⽚等の⾶散物による損傷である。銃で撃たれた場合
と同様の殺傷⼒があり、⾝体の重要部位または穿通・穿刺により
⼤量出⾎した場合、致死的であるが、防護盾等で防護可能である。
三次爆傷は、爆⾵に⾝体が吹き⾶ばされ、床や壁⾯にたたきつ
けられることによる損傷で、低い姿勢または伏せることにより回
避が可能である。また、建物の崩壊による損傷もこれに含まれる
が、堅固な建造物の柱等の活⽤が有効である。
四次損傷は、爆発に伴い発⽣したガス、熱傷、煙、粉塵等によ
る呼吸症状、及び⼀酸化炭素中毒であり、通常の⽕災対応と同様
である。
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避難命令距離は、建物内に避難する場合の距離で、避難推奨距
離は屋外で避難する場合の距離の基準である。
避難命令距離は、建物の強度に依存するが⼤きな被害や崩壊な
どが発⽣しない建物の中にいて、かつ窓から離れている場合の距
離である。⽇本の⽊造家屋は、この避難距離では半壊し、爆破⽚
が壁を貫通する可能性もあることから、この距離はビルなど堅固
な建造物を対象として避難距離と考えたほうが良い。
避難推奨距離は、爆発物に仕込まれた⾦属⽚等が⾶散する距離、
またはガラスの破損等による危険の恐れがある距離に相当する。
⻄側先進国で、空港、地下鉄、バスなどの爆破にはいずれも有
機過酸化物が5kg程度使⽤されている。これは⾃爆ベルトやデイ
バッグなどに⼊れて怪しまれず持ち込める量のためである。
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⼈命救助等⽌むを得ない場合、遮蔽物を最⼤限利⽤する着意が
必要となる。
建造物の頑丈な柱の陰や床が低くなっている構造等を利⽤し、
不審物が爆発した場合であっても⾶散物が⾝体を直撃しないよう
防護することが重要である。
建造物の利⽤が困難な場合、防護盾の使⽤や⼟嚢の設置が有効
である。防護盾は、直径9.5mmの鉄球が500m/sで⾶散すること
を過程した場合、
鋼板であれば約5mm、ポリカーボネートであれ約10mmで防護
可能である。また、⼟嚢であれば砂を詰め約125mmの厚さにする
ことで防護できる。
これは２次爆傷（破⽚効果への防護）であり、防護盾がある場
合であっても避難命令距離以内に⼊ってはいけない。

別-81



爆発による負傷者への対応として、応急救護、現場医療がある
が、医療関係者がテロ現場に派遣された場合は、極⼒爆破地点付
近には近づかないことである。
さらに爆発物の他、化学剤や放射性物質などが同時に使⽤され
る可能性にも留意する。爆発物テロ発⽣時には、多数傷病者が発
⽣するため、救命率の向上にはトリアージも重要なポイントであ
り、現場での迅速な⽌⾎が有効である。さらに爆傷では体表の損
傷が軽微でも臓器損傷が隠れている可能性があることに留意する。
トリアージ、現場医療、搬送、医療機関の選定、広域搬送等に
は、関係機関の連携が必要である。
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爆発が発⽣した場合、多くの被害者が⼀度に発⽣する。このた
め、現場ではトリアージが重要となる。
現場では、⽌⾎及び⼼肺蘇⽣等の応急処置を速やかに実施した
後、医療機関への搬送を⾏う。
この際、気道閉塞、呼吸困難、⾮代償性ショックの徴候のある
患者の搬送を優先し、次いで内臓臓器破損の疑いがある患者とな
る。
多数傷対応の場合、⽣命に影響がない⿎膜破損や難聴等の歩⾏
可能者は⾃⼒による医療機関への受診を推奨する。
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爆発物処理は専⾨部隊の仕事である。その概要は、まず識別で
あり、起爆装置の種類を確認し爆発の緊急度を確認すると共に薬
量を確認し爆発の影響度を推定する。爆発物を移動させることが
可能と判断した場合、耐爆容器に収納し、処理可能な施設へ運搬
する。
移動させることが⾮常に危険である場合、地域住⺠を避難させ、
⼟塁等により周りを取り囲み、誘爆により処理を⾏う。
廃棄は、解体が可能であれば穿孔・切断により爆薬を抜き取り
焼却処理を⾏う。解体が困難な場合、薬量に応じた鋼製チャンバ
の中で爆破処理する。

別-84



不審物は各種探知⽅法により、爆発物か否か、危険性の程度等
を判断する。
トレース検知は、微量な爆薬成分を探知する技術で、pg（ピコ
グラム）オーダーの検知が可能である。これは爆発物を取り扱っ
てた⼈物の⼿や服はもちろんの事、⼿や服が触れた部分にも次々
と痕跡が転写され追跡が可能な程精度が⾼い。
バルク探知は、X線を使⽤するもので、形状から判断する。
液体物検査は容器に⼊った液体爆薬を探知するもので、空港等
で機内持ち込みの場⾯等で⽬にすることが多い。
ボディスキャナはX線または⾝体に影響のないミリ波を使⽤し⾼
速で被服内に隠し持つ不審物を探知するものである。
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爆発物からの防護装備として、ヘルメット、防護盾、また、⾶散
する⾦属⽚等から防護可能な簡易防護服等がある。
専⾨部隊が使⽤し、爆発物に緊迫する際の装備として、遠隔操作
や防弾板で防護されたマジックハンド、⾞両タイプの爆発物処理
⽤具、防爆スーツ等がある。
この他、爆発物から⾝体を防護する着意として、できる限り距離
をとり近付かない、遮蔽物の最⼤限の利⽤、低い姿勢の保持が原
則である。
また、爆発による被災者は四肢切断、動脈損傷等、⼤量出⾎を伴
う場合が多い為、救助にあたりターニケットの準備も重要である。
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耐爆防護容器は、空港や鉄道等公共施設にごみ箱と共⽤で設置
し、爆発物にも対応できるよう設計された容器である。
諸外国では⽐較的多くみられるが、我が国で⾒ることはまだ少
ない。
これは、緊急時の処置として不審物を⼀時的に保管するもので、
この容器内で爆発しても周囲に爆⾵や⾶散物が⾶散せず、被害を
局限することが可能である。
写真の容器で、数ｋｇの薬量の爆発物から防護が可能である。
しかしながら、爆発物をこの容器に⼊れるため移動させる時に危
険が伴う。
耐爆能⼒は⼤きさにより、爆薬TNTで、0.72kg、1.36kg、
2.5kgの3種類あり、建物被害を爆⾵ピーク圧で16kPaとすると、
距離でそれぞれ6.5m、8m、9.5mとなり、重量は200〜300kgと
なる（中村順）

別-87



世界で発⽣するテロの内、約７割は爆発物によるテロである。
爆発は最初の１回だけでは終わらず、続いて起きる２次攻撃の
被害を局限しなければならない。
不審物から迅速に離隔することが原則であるが、１次爆発で負
傷した傷病者の救出のためやむを得ない場合は、遮蔽物を最⼤限
利⽤することが重要である。
救助にあたっては、不審物の爆発の影響のない所で、⽌⾎、⼼
肺蘇⽣を速やかに実施することが優先される。
爆発物の処理は専⾨部隊に任せ、爆発に伴い放射性物質や湯毒
化学剤等が併⽤された複合攻撃も疑う着意が必要である。
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危害を加えるために⽤いられる微⽣物や毒素を⽣物剤と呼び、
また、それを意図的に⽤いることを⽣物剤テロと呼ぶ。パニック
による社会混乱、権⼒構造の破壊等により主義主張を強要を図る
等の⽬的で⽣物剤は使⽤される。本資料は、これら⽣物剤が意図
的に使⽤された場合の初動対応者の基礎的な知識についてまとめ
た。
また、最近の新型コロナウイルス感染症（COVID19）のような
患者対応においても適⽤ができるものと考える。
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⽣物剤テロの特徴は、⼀部の毒素を除き、⼀般に潜伏期が１⽇
〜数⽇あり、この間は⽣物テロに遭遇したことを覚知、認知する
ことは通常困難である。
また、潜伏期間後に症状が出現した場合であっても、⾃然発⽣
の疾病との違いを当初の段階から⾒極めるのは容易ではない。さ
らに潜伏期間に感染性をもつ病原体であれば、より⼀層感染が拡
⼤し、覚知は困難となる。特定の疾患あるいは共通の症状（発熱、
呼吸器症状、消化器症状など）の患者が増加する、流⾏期でない
時期の感染症の多発、患者が１カ所（地域）から多く発⽣、と
いった項⽬は保健所等でのサーベイランスを有効に活⽤すべきで
ある。
⼈為的に発⽣したテロによるものと判定するには、列挙の8項⽬
の特性によく注⽬する必要がある。
当初より判定容易な特異な例として、犯⾏声明があり、明確に
散布の状況が確認できる場合（明⽰的攻撃）、また可視可能な不
審な粉末の散布または郵送等初期段階で認知できる場合がある。
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⽣物剤の種類としては、ウイルス、細菌などの病原体、毒素が
ある。
ウイルスとは、タンパク質の外殻と遺伝⼦である核酸（DNA、
RNA)から構成される、極微⼩な感染性の構造体である。⾃⼰増殖
ができず、他の⽣物の細胞を利⽤して⾃⼰を複製し、増殖する。
ウイルスが感染することで宿主（感染した⽣物）の恒常性、活動
に影響を及ぼし、病原体としてふるまうことがある。
細菌とは、細胞を持ち、⾃⼰複製能⼒を持った微⽣物で、⼀つ
の細胞しかない単細胞⽣物である。糖などの栄養と⽔があり、適
切な環境下では⾃⼰増殖できる。⼈の体には多くの種類の細菌が
おり、⽪膚の表⾯や腸内の環境を保っていたり、発酵などにより
⼈の⽣活に有⽤な細菌も存在するが、⼈体に進⼊して感染症を起
こす有害な細菌もある。
毒素とは、動植物、菌類及び⾙類が⽣産する有毒化学物資で、
化学兵器に似た効果を有するが、⼀般に症状の発症まで半⽇〜数
⽇を要する。また、散布後は増殖せず、⼆次感染はないが、微量
でも死に⾄る極めて強い毒性を有する。
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ウイルス及び細菌は何万種類も存在するが、⽣物テロに使⽤さ
れる可能性が⾼い物は、限定される。⽣物テロに使⽤される条件
は、以下が考えられる。
散布により感染⼒が強く、罹患した場合の重症度、致死率が⾼
く、また⼈から⼈への感染によりパンデミックを引き起こす可能
性が⾼い、いわゆる⾮常に⼤きな恐怖⼼を与えること。
初期の段階において⾃然流⾏の他の疾患との⾒分けがつきにく
く、また潜伏期の無症状において伝染する等、適切な医療対応が
困難であること。
使⽤する側にとって、散布が容易であり、⼤量⽣産・保存が容
易、ワクチンや予防薬により使⽤側の⼈は感染を免れること。
過去に使⽤されており、その効果が既知であることも使⽤され
る蓋然性が⾼くなることが考えられる。

別-93



⽣物剤の散布⼿段としては、戦場における航空機からの爆弾投
下や噴霧、砲弾、ミサイル攻撃から、平時の無⼈機（ドローン）
や⾞両による散布、⽔源や飲⾷物の汚染、郵便物による送付は実
際に⽶国で⾏われて死者も発⽣してる。
感染した昆⾍・動物の使⽤は、旧⽇本軍７３１部隊が研究し実
⽤レベルにあったと⾔われている。
感染した⼈からの拡散は、⾃爆テロの場合と、本⼈が意図しな
い場合、また⾃暴⾃棄に陥った感染者による拡散の場合がある。
これらは、発⽣を明らかにし、脅迫またはパニックを引き起こ
す明⽰的攻撃と、当初の発⽣の覚知が困難で、患者の発⽣拡散と
ともに覚知しパンデミックを引き起こす秘匿的攻撃に区分できる。
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明⽰的攻撃と秘匿的攻撃では、その対応は全く違ったものとな
る。
明⽰的攻撃では、まずパニックを防⽌し冷静に対応することか
ら始まり、⽣物剤の同定、被害拡散防⽌のために除染、曝露者へ
の予防薬投与等医療提供、メンタルヘルス、⼀般市⺠に対する情
報提供による被害拡散・パニック・⾵評被害の防⽌、サーベイラ
ンスの強化による再発防⽌や救助漏れの防⽌が重要となる。
秘匿的攻撃では、まず患者の発⽣を⾃然発⽣かテロによるもの
かの鑑別が重要となる。診断治療情報の共有、患者の隔離、曝露
地点の推定と封じ込めによるパンデミックの防⽌、⼀般市⺠に対
する正確な情報提供による被害拡⼤とパニックの防⽌、サーベイ
ランスの強化による感染広がりの収束、再発防⽌が重要となる。
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⽣物剤により発症する症状の区分として、⽪膚疾患、呼吸器疾
患、胃腸疾患、神経疾患、その他の特異症候群がある。各症候群
の特徴からどのような病原体の可能性があるかを推察し、病原体
に応じた治療⽅針の決定に資することができるが、症状が⽣物剤
テロによるものか否かは、疾病の特殊性、罹患者の発症場所、発
症時期の偏りや傾向の分析が必要となる。

別-96



⽣物テロ対応における考慮すべき３要素は、感染源、感染経路、
罹患した患者への対応である。
感染源への対応は、ウイルス、細菌、毒素のそれぞれの特性に
応じた対応が必要となる。初動対応として、被害の拡⼤防⽌には、
⽣物剤テロにより罹患した患者のテロ被害であることの覚知、散
布された場所や発⽣元あるいは散布⼿段の特定、散布現場の無害
化等をいかに早くするかが重要となる。
感染経路への対応は、空気感染、⾶沫感染、接触感染のそれぞ
れの対策による感染予防策が必要である。空気感染では、N95規
格以上のマスクの装着、⾶沫・接触感染では、⼿洗いの励⾏、⼈
が触れる箇所の消毒の徹底である。さらに⾶沫感染の感染拡⼤防
⽌にはマスク着⽤が有効である。媒介動物が存在する場合は駆除
または刺 防⽌が必要となる。
罹患した患者への対応として、さらなる感染拡⼤を防⽌するた
めの隔離、治療薬の投与、治療薬がない場合は対処療法により早
期の治癒に努める。また、ワクチンがある場合は接種の基準、な
い場合のワクチン開発も重要となる。
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⽣物剤の感染経路は、呼吸による感染、粘膜からの感染、飲⾷
物からの感染、媒介⽣物からの感染、および接触による⼿指を介
し⼝、⿐、⽬等粘膜からの感染がある。
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⽣物剤からの防護⽅法として、これら感染経路の存在を認識し、
⼿洗いの重要性と呼吸器保護による空気感染、⾶沫感染の防⽌、
媒介⽣物の駆除あるいは刺 対策、感染性のある飲⾷物への留意
を徹底することにより防護が可能となる。
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明⽰的攻撃の場合の現場での初動対応の着意事項について下記に
⽰す。
①現地調整所を安全が確保できる位置に設置し、関係者と情報を
共有する。

②呼吸保護具、⼿袋、防護⾐で全⾝を覆い接合部をテープで⽬張
りする。

③室内であれば、空調を停⽌し、窓、出⼊り⼝を閉鎖し汚染拡散
を防⽌する。

④発災現場では発症しないので、曝露の可能性がある⼈員の⾏動
を制限する必要がある。

⑤除染は、脱⾐を基本とし汚染⽔を発⽣させず、露出部位は清拭
し、汚染物はビニール袋に封⼊する。

⑥病院搬送時は、救急⾞を養⽣し、⾞内及び⾞載器材等の汚染を
防⽌する。救急⾞の養⽣をする余裕がない場合、搬送者を養⽣
シート等で包む。

⑦汚染された器材、防護⾐等はビニールに密閉し、現場に⼀時集
積保管する。
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⑧⼿で触れるあらゆる場所が汚染されていると認識し、
⼿指の洗浄が完全に終了するまで、顔（⽬、⿐、⼝）
を⼿で触れない。

⑨施設、器材、廃棄物等を除染剤（アルコール、過酢酸、
次亜塩素酸⽔、オゾンガス等）⽤いて除染する。

⑩対応要員、曝露の可能性がある⼈員等の経過観察を確
実に実施する。
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防護装備の着⾐時の順番はあまり考慮する必要はないが、着⾐
前に必ず⼿洗い、⼿指消毒をしてから着⾐する。
結膜の保護にはゴーグルの⽅が適しているが、顔の露出部分は
フェイスシールドの⽅が少なくなる。マスクはN95以上の⾼性能
マスクを着⽤し、マスクと顔の間 をなくすように密着させて装
着する。防護服は、全⾝を覆うタイプの防護⾐、ガウンタイプの
防護⾐などがあり、基本的に⻑袖、⾜元まで被覆するものがよい。
また、フードあるいは帽⼦で頭髪も覆う。⼿袋は⼆重に装着する
ことを基本として、内側の⼿袋はテープで袖に⽬張りする。外側
の⼿袋は、⼀つの処置後、汚染が付着したと考えられる場合には、
適宜交換する。床⾯は基本的に⾶沫等で汚染されていると想定し、
シューカバーを必要である。シューカバーを着⽤しない場合は、
靴底の除染を確実に実施する。
防護装備の脱⾐時が最も汚染拡⼤のリスクがあり、⼿順が重要
である。
①まず、外側の⼿袋を外す。
②内側の⼿袋のまま⼿指消毒し、脱⾐時に汚染拡⼤のリスクを
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低減させる。
③内側の⼿袋を装着したまま、顔とフェイスシールドの
外側の⾯に触れないようにフェイスシールドを外す。
④内側の⼿袋とシューカバーのテープの⽬張りを外し、
防護⾐が裏返るように、汚染が付着した外側を巻き込みな
がら脱ぐ。この時、シューカバーも同時に脱⾐しても良い。
⑤シューカバーを脱ぐときは、⽚⾜ずつ脱ぎ、清浄な床
⾯に⾜を置くようにする。椅⼦を⽤意して脱⾐すると転倒
防⽌になる。
⑥マスクの外側に触れないようにゴム紐を持ってマスク
を外す。
⑦内側の⼿袋を外し、⼿指を消毒する。
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現場や資器材、⼈体に付着した⽣物剤を除去する、あるいは病原
性をなくす除染⽅法としては、洗浄、消毒、滅菌の3つの操作があ
る。
洗浄とは、対象物から有機物や⾎液、体液などの⽬視できる汚
染である異物を除去することである。⽔や熱⽔、洗剤を使⽤し、
拭き取りや洗い流す。⼗分な洗浄は消毒レベルに匹敵し、⼈体、
器材、汚染区域の⼟壌や建造物等に適応できる。
消毒とは、物理的あるいは化学的⼿段によって、病原微⽣物の感
染性をなくすか、減少させることである。物理的消毒法には、加
熱、紫外線照射、放射線照射がある。⽇本で市販されている消毒
薬はハロゲン系薬剤、酸化剤、アルコール類、アルデヒド類、
フェノール類、四級アンモニウム塩、両界⾯活性剤、クロルヘキ
シジンの8種類で、使⽤に際しては対象とする微⽣物、医療器具、
使⽤部位、毒性を考慮しなければならない。
滅菌とは、芽胞を含むすべての微⽣物を死滅させ、完全に除去す
ることである。滅菌保証レベルは、個々の製品に付着している1個
の微⽣物が滅菌後に⽣き残る確率が100万分の１（10-6）以下と
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されている。滅菌⽅法としては、⾼圧蒸気滅菌（オートク
レーブ）が広く普及している。⾮耐熱性器具の場合は、酸
化エチレンガス滅菌（EOG滅菌）が⾏われてきたが、毒
性、環境汚染が問題となってきており、低温蒸気ホルムア
ルデヒド滅菌（LTSF滅菌）が⼀般的となっている。放射
線照射は、常温、包装の状態で滅菌が可能である。
殺菌とは、病原性細菌などの微⽣物を死滅させる事。程
度は定義されていない。
除菌とは、洗浄や濾過などによって対象物から菌を除い
て減らす事、対象、程度を含まない概念である。
抗菌とは、菌の増殖を阻⽌する事、その程度や対象を含
まない概念、経産省の定義では対象を細菌のみとしている。
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炭疽菌以外の⽣物剤は、⽬視や検知器を使⽤して現場をゾーニ
ングするのは困難である。初動対応では、⽣物剤が付着している
可能性のある区域、物質、⼈を区別して隔離し、感染拡⼤防⽌す
る必要がある。この時の区域は、基本的に汚染区域と⾮汚染区域
に分け、動線が交差しないようにする。
炭疽菌芽胞が散布（封書の開封等）された場合、散布現場では
⽬視可能である場合があるが、⾶散し被服、⽪膚等に付着した炭
疽菌芽胞は⽬視及び検知は困難であり、現場付近にいた関係者は
全て汚染されていることを疑い、また、室内であれは建物ごと汚
染区域とみなして封鎖する必要がある。
毒素により発⽣した被災者の救出に当たっては、毒物の特定と
拡散防⽌に処置は必要であるが、感染者との接触による⼆次汚染
の恐れはなく、ゾーニングと被災者の隔離は必要ない。
患者あるいは遺体に付着している吐物や⾎液などの体液は、感
染性がある可能性があるため、原因が不明で、感染症が疑われる
場合は、汚染物に触らない、汚染拡⼤しない措置が求められる。
汚染物周辺のゾーニング、被覆、消毒をする。
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⽣物剤テロ、化学剤テロ、放射線テロでの初動対応にお
けるゾーニングの相違を表に⽰す。この他、屋内であれば
空調も考慮する必要がある。

参考資料：
事態対処研究会「実戦CBRNeテロ・災害対処」東京法
令出版,�2018
箱崎幸也「CBRNEテロ・災害対処ポケットブック」診
断と治療社,�2020
CBRNEテロ対処研究会「必携NBCテロ対処ハンドブッ
ク」診断と治療社,�2008
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感染症により死亡した遺体には細菌やウイルスなどの病原性の
あるものが付着しているため、体液等が漏洩しないように、⾮透
過性納体袋に収容、密封することが望ましい。
また、通常は死亡後24時間以内の⽕葬は禁⽌（墓地、埋葬等に
関する法律第３条）されているが、感染症法で死亡後24時間以内
の⽕葬が可能とされている(感染症の予防及び感染症の患者に対す
る医療に関する法律第30条第３項)。
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ウイルスとは、タンパク質の外殻と遺伝⼦である核酸（DNA、
RNA)から構成される、極微⼩な感染性の構造体である。⾃⼰増殖
ができず、他の⽣物の細胞を利⽤して⾃⼰を複製し、増殖する。
ウイルスが感染することで宿主（感染した⽣物）の恒常性、活動
に影響を及ぼし、病原体としてふるまうことがある。
天然痘ウイルスは、200〜300nmのエンベロープを有するDNA
ウイルスで、アルコール、ホルマリン、紫外線で容易に不活化さ
れる。
ウイルス性出⾎熱とは、エボラ出⾎熱、マールブルグ病、ラッサ
熱、クリミア・コンゴ出⾎熱の４種類を指す。臨床症状は、発熱
や頭痛、咽頭痛などのインフルエンザ様症状で突発的に発症し、
下痢や腹痛などの消化器症状も認められる。これらの出⾎熱ウイ
ルスはすべてエンベロープを持ち、消毒抵抗性は⾼くない。
0.05%(500ppm)次亜塩素酸ナトリウムなどで速やかに失活され
る。特異的な治療法はなく、対症療法である。
エボラウイルスは、短径が80〜100nm�、⻑径が700〜
1,500nm�で、U字状、ひも状、ぜんまい状等多形性を⽰す。発症
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前の感染者は感染源になることはほとんどない。感染予
防は、感染者や感染動物の⾎液、排泄物などの体液や、感
染者が触れた可能性のある物品に触れないようにする。エ
ボラ出⾎熱では、発症3⽇⽬ごろから⽪下の天井出⾎、躯
幹部出⾎、粘膜・消化管出⾎が出現する。
マールブルグウイルスは、エボラウイルスと酷似してい
る。マールブルグ病では、発症2〜7⽇⽬ごろから躯幹優
位の掻痒を伴わない斑点状丘疹が出現する。重症例では発
症5-7⽇⽬に多部位の出⾎が現れる。
クリミア・コンゴ出⾎熱ウイルスは、粒⼦径90〜
110nmの球状を呈する１本鎖RNAウイルスである。2〜
３⽇ごより粘膜および⽪膚の点状出⾎が⾒られる。
ラッサウイルスは、粒⼦径110〜130nmの球状を呈す
る１本鎖RNAウイルスである。⽐較的緩徐に進⾏する。
SARSコロナウイルスは、径約100nmのスパイクのある
エンベロープを有する、1本鎖RNAウイスルである。ヒト
-ヒト感染は、⾶沫や濃厚な接触感染が主体で、空気感染
も起こりうる。悪寒、発熱、頭痛、筋⾁痛などのインフル
エンザ様症状で発症し、3〜7⽇後に乾性咳嗽が出現する。
約20%は呼吸不全が増悪し、その半数以上が⼈⼯呼吸器
管理を要し、さらにその半数が死亡する。SARSの致死率
は、年齢群によって0〜50%と幅があり、全体では14〜
15%と推定されている。WHOによると24歳以下では1％
未満、25歳〜44歳では6％、45歳〜64歳では15％、65
歳以上では50％以上と推定された。
COVIDー19（新型コロナウイルス感染症）は、2019年
12⽉に中華⼈⺠共和国湖北省武漢市において確認された、
スパイクのあるエンベロープを有する直径約100〜
200nmの1本鎖RNAウイスルである。頭痛、⾼熱、倦怠
感、咳などのインフルエンザ様症状から、重症例では呼吸
困難を主訴とする肺炎に進⾏する。アルコールなどで失活
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する。
感染症法では、天然痘、ウイルス性出⾎熱は⼀類感染症、
SARSは⼆類感染症、新型コロナウイルス感染症は指定感
染症である。

参考資料：厚⽣労働省検疫所FORTH（フォース）ホーム
ページ、国⽴感染症研究所ホームページ、バイオテロ対応
ホームページ
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細菌とは、細胞を持ち、⾃⼰複製能⼒を持った微⽣物で、⼀つ
の細胞しかない単細胞⽣物である。糖などの栄養と⽔があり、適
切な環境下では⾃⼰増殖できる。⼈の体には多くの種類の細菌が
おり、⽪膚の表⾯や腸内の環境を保っていたり、発酵などにより
⼈の⽣活に有⽤な細菌も存在するが、⼈体に進⼊して感染症を起
こす有害な細菌もある。
炭疽の病原体は、炭疽菌（Bacillus�anthracis）であり、炭疽菌は
好気性のグラム陽性桿菌で、芽胞を形成する。⻑さ1〜8µm、幅1
〜1.5µmの⼤型の細菌であり、芽胞も1µm程度である。炭疽菌は
待機中で数時間内に芽胞を形成し、熱、化学物質、pH、紫外線な
どに抵抗性を⽰す。感染経路によって⽪膚炭疽、吸⼊炭疽（肺炭
疽）、腸炭疽の３種類に分類される。炭疽は家畜に起こる疾患で、
⼈畜共通感染症である。炭疽菌は⽣体内に侵⼊し、芽胞が発芽し
て増殖を始めると種々の毒素を産⽣し、それによって出⾎、浮腫、
および壊死などを惹起し、病態は急速に進展する。汚染された可
能性のある⾐服は速やかに脱⾐して、バッグ等に⼊れて消毒や
オートクレーブ処理を⾏う。芽胞を効果的に消毒するのは極めて

別-114



困難であり、消毒作業の効果を確認するのはスワブを採取
して培養によって確かめる。
ペストは、ペスト菌(Yersinia�pestis)に感染して起こる疾
患である。ペスト菌は腸内細菌科のエルシニア属に分類さ
れるグラム陰性の多形形態を⽰す桿菌である。主にマウス、
ラットなどの齧⻭類が保菌し、ノミを介してヒトに感染す
る。ノミの刺し⼝よりペスト菌が感染するとリンパ節に移
⾏し腺ペストを発症し、⾶沫感染を起こすと肺ペストを発
症する。ペスト菌の薬剤感受性は良好であり、主にアミノ
グリコシド系、ニューキノロン系、およびテトラサイクリ
ン系の抗菌薬が⽤いられる。ペスト菌にはすべての消毒薬
が有効で、アルコール、両性界⾯活性剤、第四級アンモニ
ウム塩などを⽤いる。また、80℃・10分間の熱⽔も有効
である。汚染物は、⾼圧蒸気滅菌⽤耐熱性袋に⼊れ、速や
かにオートクレーブで滅菌するか、⾼温焼却する。
野 病は野 病菌 Francisella tularensis による感染症で
あり、グラム陰性の多形性を⽰す桿菌で通性細胞内寄⽣菌
である。本菌は⼤きさ0.2μm�× 0.2〜0.7μmと⼩形の桿
菌である。野 病菌は、エアロゾルでの感染が10〜50個
の少量で成⽴し、罹患率と致死率が⾼い。3⽇間をピーク
とする1週間以内の期間を潜伏期として、悪寒、戦慄、頭
痛、筋⾁痛、関節痛などの⾮特異的な感冒様症状を主体と
して発症する。39〜40℃の発熱に前後して病原菌の侵⼊
部位に関連した局所のリンパ節腫脹が出現する。3週⽬こ
ろに⼀過性に蕁⿇疹様、多形浸出性紅斑などの多彩な⽪疹
（野 病疹）が現れる。ヒト-ヒト感染はない。汚染材料
は焼却あるいはオートクレーブ滅菌、煮沸消毒する。環境
などは0.5％次亜塩素酸ナトリウムをや70％アルコールな
どの清拭で消毒を⾏う。また、野 病菌は塩素で殺菌され
るので、河川や貯⽔池が汚染されても塩素消毒が施されて
いる⽔道⽔が汚染される可能性は低い。

別-115



参考資料：厚⽣労働省検疫所FORTH（フォース）ホーム
ページ、国⽴感染症研究所ホームページ、バイオテロ対応
ホームページ
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細菌、カビ、動物、植物などの毒素は、体内では増殖しないが、
微量でも毒性が強く、死に⾄る。
ボツリヌス症は、ボツリヌス菌が産⽣する毒素により発症する
運動神経・筋の⿇痺性疾患である。ボツリヌス菌は、偏性嫌気性
グラム陽性桿菌で、芽胞を形成する。世界各地の河川の泥、⼟壌
中に存在する。ボツリヌス菌の毒素は、神経伝達部位におけるア
セチルコリン放出を抑制し、全⾝の横紋筋、平滑筋の筋⼒低下に
伴う様々な症状が出現する。潜伏期間は毒素量あるいは芽胞の量、
感染経路に左右され、数時間〜2週間程度とされる。⼤半は12〜
36時間の間に発症。ボツリヌス毒素は消化管あるいは呼吸器系の
上⽪から吸収可能であるが、健常⽪膚からは侵⼊しない。安定性
は低く、空気中では12時間以内、⽇光下では1〜３時間で失活す
る。また、80℃・30分で失活し、⽔中では塩素濃度
3mg/L(3ppm)、20分で失活し、0.4mg/L(0.4ppm)では20分で８
割失活する。治療はボツリヌス毒素に対する抗⾎清の早期投与が
第⼀選択である。
リシンは、トウゴマから抽出され、⽐較的容易に⼤量の毒素を
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得られる。リシンのエアロゾルの吸⼊では、8時間の潜
伏期後に息切れ、胸部圧迫感、咳嗽、発熱、悪寒、筋⾁痛
を起こす。36〜72時間で肺⽔腫による呼吸不全で死亡す
る。リシンの経⼝摂取では、嘔吐、下痢、腹痛、ショック
を起こす。致死率は常に⾼い。熱や次亜塩素酸で失活する。
ブドウ球菌エンテロトキシンB（staphylococcal�
enterotoxin�B;�SEB）は⻩⾊ブドウ球菌により産⽣され、
⾷物中に産⽣された毒素により毒素型⾷中毒を起こす。熱
に対して抵抗性が強く、100℃、30分程度の加熱では消
失しない。次亜塩素酸塩は毒素を無効にする効果がある。
トリコセシンマイコトキシン（trichothecens
mycotoxins;�T2）は、カビのfusarium,�trichoderma,�
myrotecium,�stachybotrysなどが産⽣する毒素である。こ
の毒素はタンパクと核酸の同化を阻害し、細胞成⻑を直接
障害する。吸⼊、接触、経⼝で暴露され、数分〜数時間で
症状が出現する。⽪膚では、灼熱感、発⾚、 痛、びらん
出⾎が出現し、上気道症状では⿐や咽頭の痛み、⿐汁、⿐
出⾎が出現する。下気道症状では呼吸困難、喘鳴、⾎痰が
出現し、他に流涙、眼のかすみがあり、⾼濃度暴露では、
めまい、協調障害、低⾎圧などのショックを引き起こし、
死亡する。抗毒素などの治療薬はなく、次亜塩素酸塩で除
染する。
サキシトキシン（⿇痺性⾙毒）は、⾚潮の原因である渦
⽑藻が産⽣する毒素で、マガキ、ホタテガイ、ムラサキ
ガイ、アサリなど、主に⼆枚⾙がこれを接触して体内に蓄
積し、毒化する。フグ毒のテトロドトキシンに構造が似て
おり、毒性発現機序は同じである。毒素が細胞膜のNa
チャンネルに付着し、Naの細胞内への流⼊を妨げ、興奮
の伝達を妨げることで中毒症状を呈する。死因は、呼吸⿇
痺で経過が早いが、迅速で適切な呼吸管理が⾏われれば、
24時間後に呼吸は回復し、四肢⿇痺も5⽇⽬には消失する。
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調理加熱では毒素は失活しない。中性あるいは弱酸性溶液
中では加熱に対して安定だが、アルカリ性では不安定であ
る。

参考資料：
CBRNEテロ対処研究会「必携NBCテロ対処ハンドブッ
ク」(診断と治療社、2008)
Ramesh�C.�Gupta;�Handbook�of�Toxicology�of�
chemical�warfare�agents�(Elsevier,�2015)
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化学物質と毒素のマウスに静注した場合のLD50（半数致死量、
50%のマウスが死亡する⽤量）を⽰す。この表から、⽣物が産⽣
する毒素は、⾮常に毒性が強いことが分かる。

参考資料：Ramesh�C.�Gupta;�Handbook�of�Toxicology�of�
chemical�warfare�agents�(Elsevier,�2015)
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この過去の使⽤例であるが、古くは紀元前から蛇毒による殺害
を始め、感染者が使⽤していた⽑布や病死した遺体を感染させる
⽬的で使⽤する等、古くから攻撃⼿段として使⽤されている。第
⼆次世界⼤戦以降では、戦争で⽤いる兵器として開発されており、
戦後も毒素や菌を使⽤したテロが発⽣、及び兵器⽬的で貯蔵中の
炭疽菌の漏洩事故が発⽣している。
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我が国では、オウム真理教がバイオテロを計画し、具体的にそ
の準備を⾏っており、⼀部使⽤もされた。
幸いにも、培養や菌株の差異、散布要領の不備等により被害者
は出ていないが、松本サリン事件（1994年）、地下鉄サリン事件
（1995年）による検挙がなければ、その後研究を継続しサリン事
件以上の被害者が発⽣してた。
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過去の⾃然発⽣によるパンデミックでは、⼈⼝の３分の１にも
及ぶ極めて多くの⼈が死亡している。
現在も世間を騒がせている新型コロナウイルス感染症
（COVID19）も⾃然発⽣が⼈為的かは定かでないが、まさにこの
⽣物剤によるパンデミックである。
これらの病原体がテロにより作為的に使⽤された場合、同様の
規模の被害が発⽣する可能性がある。
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それぞれの感染経路の特性と対応を詳しく解説する。
⾶沫感染は咳や声を発する際、咽喉より発する⾶沫で、粒径は
５µm以上で、⾶距離数mで沈降する。新型コロナウイルス感染症
やインフルエンザ、⾵疹などがある。
空気感染は、粒径５µm以下の微細な粒⼦で空気中に⻑時間浮遊
し呼吸により感染する。天然痘や結核、⿇疹等がある。
接触感染は⾶沫や体液等により汚染された部位に触れ、汚染さ
れた⼿指から⽬、⿐、⼝粘膜、または⼝腔より体内へと侵⼊する
もので、感染経路としては最も多い。新型コロナウイルス感染症
の主要な感染経路でもあり、冬季の嘔吐下痢症の原因であるノロ
ウイルスや⻩⾊ブドウ球菌、流⾏性⾓結膜炎などがある。
担体感染は、毒素や病原体を含んだ飲⾷物を⾷することによっ
て体内に侵⼊するものである。毒素や⾷中毒がこれにあたる。
媒介⽣物感染は、保菌⽣物に刺 されることにより罹患する。
マラリア、ジカウイルス、⻩熱病、⽇本脳炎などがある。
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それぞれの感染経路に応じた対策を⽰す。
⾶沫感染では、数m離隔した場合感染することはない。そのため
⾶沫が⾶ぶ距離以上離れることで感染防⽌となり、概ね２m程度
の離隔を推奨している。新型コロナウイルスの感染拡⼤防⽌の⼀
つである「ソーシャルディスタンス」という概念である。
空気感染では、完全に密閉された部屋での隔離、またはN99規格
等⾼性能のマスクによる呼吸器保護が必要となる。
接触感染は、⼿指衛⽣により防護できるため、こまめな⼿指洗浄、
⼿指消毒が極めて有効である。
担体感染は、安全が確保された飲⾷物以外は⾷しないことで防護
できる。
媒介説物感染は、媒介⽣物の駆除、⻑袖等の着⽤による⽪膚の露
出を避けることである程度の防護可能であるが、媒介⽣物が⾐服
の中に侵⼊することもあり、完全に防護することは困難である。
蚊などは⾍除けスプレーなどで防護することも可能である。
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⽣物テロの場合、病原体の特定と感染症の診断の⽅法として、
上記表の検査があげられ、いずれも試料の採取が必要である。
PCR検査は、試料から病原体の遺伝⼦を抽出し、病原体特有の
遺伝⼦配列を増幅して検出する。感度、特異度により診断の精度
が左右される。感度は感染者のうち、検査結果で陽性となる割合
で、検体採取によって病原体の採取量が⾮常に少ない場合は感度
が低下する。特異度は感染していない者のうち、検査結果で陰性
となる割合で、試料の処理等で変わることがある。
抗原検査は、対象となる病原体に特異的に反応する抗体を使⽤
して検出する。多くの場合、感度は⾼くなく、未知の病原体に対
しては特異的な抗体の⽣産に時間を要する。
抗体検査は、感染者の体内で⽣産された抗体を検出する。抗体
の種類により検体採取時の感染の有無、過去の感染の有無（既往
歴）を診断できるが、未知の病原体については、抗体を同定する
までに時間を要する。
質量分析は、採取した試料にレーザー照射し、遊離、浮遊した物
質の浮遊時間と重さから⽣物剤を識別する。測定器材は⼤型であ
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り、ライブラリの整備が必要となり、検知感度が低く、実
⽤化に⾄っていない。
採取した試料をプレパラートに固定、染⾊し、顕微鏡で
観察することで細菌を判定することは⽐較的容易である。
ウイルスや毒素は検鏡できない。病原体を培養することで、
増殖する培養液や培地の違いにより特定することも可能で
ある。培養により増殖した病原体を検鏡することでウイル
スの種類を特定することもできる。
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内容
• 初動対応の⽬標
• 放射線、放射性物質、放射能
• 測定器
• 放射線テロ災害対処
• 外部被ばく対策
• 内部被ばく対策
• 汚染対策

• 要救助者対応
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放射線テロ災害に限らず、CBRNEテロ災害が発⽣した場合は、
完璧な対応は難しく、⼤過ない対応が求められる。
放射線テロ災害では、被ばく、汚染だけでは、化学テロとは異
なり、緊急に治療が必要なことはなく、除染は救命処置にならな
いため、放射線以外の脅威（化学剤や爆発、外傷など）に対する
医療処置を優先し、防ぎえた死をなくすことが⽬標となる。次に、
救助者と要救助者、被災者の無⽤な被ばくをしないための安全確
保、被ばく線量管理が⽬標となる。そして、汚染拡⼤防⽌や関係
機関間の安全、危険情報の共有、公衆の保護による⼆次災害の予
防が⽬標となる。
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放射線テロ災害の現場では、被ばく対策と汚染拡⼤防⽌が重要
である。
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放射線の事故、災害時には、「被ばく」と「汚染」が⽣じる。
被ばくとは、放射線を浴びることであり、体の外から放射線を
浴びるのが外部被ばくであり、放射性物質を⾝体に取り込んで体
の中から放射線を浴びることが内部被ばくである。
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汚染とは、体の表⾯や⾐服、資器材に放射性物質が付着するこ
とである。汚染に接触すると汚染は広がって⾏く。また、噴霧、
放出された放射性物質を吸⼊すると内部被ばくすると同時に、頭
部、顔⾯の汚染も存在する場合が多い。このため顔⾯等の汚染が
確認されたら内部被ばくの可能性を疑う。また、汚染を伴う現場
では内部被ばくへの対策として呼吸保護を考慮する。
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表⾯汚染が⽪膚や⾐服にあっても、健康影響が出るような外部
被ばくはしない。
β線核種による⾼濃度の汚染では、放射線⽪膚障害が発症した
事例があるが、通常のGMサーベイメーターで測定できる範囲内
での汚染の程度では、全⾝または⽪膚に被ばくの症状は出ない。
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放射線テロ災害の現場対応では、放射線を完全に遮蔽して被ば
くしないようにすることはできない。そのため、外部被ばく対策
は、放射線の測定、被ばく管理が重要になる。
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外部被ばく対策の⼀つは、個⼈線量計を装着し、活動中の被ば
く線量の積算値を管理することである。放射線の関与が疑われる
状況で、個⼈線量計を装着する。被ばく線量は、現場で放射線を
検知した後で測定を開始しても、測定開始前の被ばく線量を確認
することができない。
管理としては、被ばく線量限度以下での活動を補助するために、
アラーム（警報）を設定する。電⼦式個⼈線量計は機種によって
はアラームを2段階に設定することも可能である。アラーム⾳が
⼩さいこともあり、活動中に聞き取れない可能性もあるため、可
能であれば振動による発報の機能があるとよい。
個⼈線量計は汚染させないように防護服の中に装着するか、ビ
ニール袋に⼊れて装着する。装着の⽅向を間違えないようにする。
機種によっては、⾼出⼒トランシーバーやスマートフォンの電
波によって誤計数の可能性があるため、これらの装置と同じポ
ケットには⼊れないなどの注意が必要である。
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消防活動時の被ばく線量限度と個⼈被ばく線量計の警報設定値
を⽰す。
警報が鳴動したら、速やかに安全な場所に退避する。
通常の活動時の警報設定値は8〜9mSvとする。緊急時の警報設
定値は、鳴動後に退避する間も被ばくするため、退避時の被ばく
線量も考慮して30〜50mSvとする。

出典：原⼦⼒施設等における消防活動対策マニュアル
（2014.3.�消防庁 消防・救助技術の⾼度化等検討会報告書）
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外部被ばく対策の⼀つとして放射線検知活動がある。
まず、放射線の関与が疑われる現場では、空間線量計や表⾯汚
染計によって放射線の存在を確認する。バックグラウンドレベル
以上の放射線が検知されたら、放射線が関与している。
放射線を検知したら、放射線量率（空間線量率）を測定し、詳
細な危険の程度を分析する。
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線量率に応じてゾーニングと外部被ばく管理を⾏う。外部被ば
く対策のためのゾーニングは、危険区域を100µSv/h以上の区域
で設定し、準危険区域をバックグラウンド以上から100µSv/hの
区域で設定する。準危険区域、危険区域に進⼊する場合は、放射
線の測定器の持参と個⼈線量計の装着は必須である。
また、危険区域あるいは準危険区域では、放射線源からは離れ
るほど放射線量は弱くなるため、安全である。
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活動現場の空間線量率に応じて、各個⼈が被ばく線量限度を超
えないように活動内容、活動時間を管理する必要がある。また、
100mSv/h以上の空間線量率の場所では、⼈命救助などの緊急作
業のみ⽴ち⼊ることができ、活動時間は30分以内とすることが望
ましい。
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空間線量計は、測定器の機種等によって測定範囲が異なる。放
射線危険区域（100µSv/h以上）を設定する場合は、このレベル
以上を計測できる空間線量計が必要である。
例えば、100µSv/hの場所に１時間滞在した場合の被ばく線量
はおよそ100µSvとなり、10時間の滞在で、公衆の年間線量限度
の1mSvとなる程度である。放射線危険区域を設定したら、区域
内に進⼊する場合は、放射線測定器、個⼈線量計を装着し、必ず
放射線管理ができる装備で進⼊する。区域への⼊退域管理をしっ
かりと実施する。
100mSv/h以上の場所は、それ以上の線量率の場所が存在する
可能性もあり、場合によっては数分〜1時間程度で急性障害を引
き起こす可能性のある⾼線量被ばくをする可能性があるため、進
⼊は⼈命救助活動のみとし、活動時間は30分以内とすることが望
ましい。
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外部被ばく防護のポイントは「時間」「距離」「遮へい」であ
る。被ばくする時間を短くする、放射線源からの距離をとる、放
射線を遮へいすることで、被ばく線量が低減できる。
放射線にさらされる活動時間を短くすることで被ばく線量を少
なくできる。
放射線は、放射線源からの距離の⼆乗に反⽐例して減少するた
め、放射線源からの距離をとることで被ばく線量を少なくするこ
とができる。逆に、放射線源からの距離が半分の位置(1/2の距
離)に近づくと放射線量は元の位置の4倍になり、急激に空間線量
が上昇することになるため、特に危険区域での活動時には注意が
必要である。
放射線源との間に遮へい物があると放射線量は減少する。コン
クリートの壁、鉄や鉛の⾦属の板などがあれば、遮へい材として
使⽤できる。放射線源の位置、形状が明確であれば、鉛のブロッ
クなどで線源を囲むことによって周辺の空間線量率を低減するこ
ともできる。
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化学防護服は、どのレベルのものであっても放射線の防護効果
はない。⽪膚に放射性物質が付着することを防⽌する効果は、ど
れも同じである。また、陽圧式化学防護服は爆発の危険がある場
所では着⽤しないことが望ましく、ダーティボムの事案では着⽤
しない⽅が良い。
放射線テロ災害の現場では、放射性物質の汚染が付着した場合
に、すぐに脱⾐し、廃棄できる防護服の⽅が望ましく、防護服は
汚染対策のための装備である。
放射線による外部被ばくに関しては、防護服ではなく、個⼈線
量計と放射線測定器による放射線管理と時間管理を⾏う。
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放射線テロ災害の現場での内部被ばく対策は体内に放射性物質
を取り込まないようにすることである。
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内部被ばく対策として、呼吸によって放射性物質を吸⼊しない
ように、呼吸保護が重要である。
屋内で持続的な放射性物質が放出されている場合は、活動中は
常に呼吸保護が必要である。屋外では、⼀時的な放射性物質の散
布であれば、時間が経過すると放射性物質は拡散して、多量の放
射性物質を吸⼊する危険性は低下すると考えられる。
しかし、放射性物質の浮遊がある場合あるいは疑われる場合
（周辺に汚染がある場合など）は、空気呼吸器、防塵フィルタを
使⽤する。汚染検査や汚染した患者の搬送、応急救護などウォー
ムゾーンでの活動は、使い捨て防塵マスクでの対応で良い。医療
機関での処置など放射性物質が浮遊する可能性が少ない場合は、
サージカルマスクでの対応で良い。
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放射線テロ災害現場の汚染対策は、放射性物質の拡散、汚染の
拡⼤を防⽌することである。
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個⼈防護装備は、⽪膚や⾐類への放射性物質の付着を防⽌する
ものであり、放射線の外部被ばくを防護するものではない。
基本的には不織布の防護服（タイベックスーツ）、ゴーグル、
マスク、ゴム⼿袋（⼆重）、靴カバーを装着する。内側のゴム⼿
袋と靴カバーの端はタイベックスーツに袖や裾にテープで⽬張り
し、放射性物質の侵⼊を防ぐ。
野外での活動では、不織布の靴カバーは破損するため、ゴム製
の靴底の靴カバーを使⽤する⽅が良い。
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資機材に放射性物質が付着するのを防⽌するためにビニール
シート等で器材を被覆する。このことを養⽣ともいう。資機材へ
の放射性物質の付着を未然に防⽌する。
特に汚染検査に使⽤する測定器は、汚染され易いので、ビニー
ル袋でしっかりと養⽣する。
資器材を養⽣した場合は、ビニールやテープなどで動作が制限
されていないか、正常に動作するか確認する。
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放射性物質が付着し、除染できない場合は、汚染を直接触らな
いように、ビニールシートや防⽔シートなどで覆い、放射性物質
が拡散しないように封じ込める。
放射性物質が付着した物や⼈から、汚染が拡⼤しないようにする。
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放射性物質による汚染区域であっても、空間線量率が
100µSv/hまで上昇しないこともあるため、空間線量率による放
射線危険区域以外にも汚染による放射線危険区域を設定する必要
がある。汚染がある現場はホットゾーンであり、汚染検査や除染
を⾏う場所はウォームゾーンとなる。ウォームゾーン、ホット
ゾーンは汚染がある区域となるため、進⼊時には汚染対策の個⼈
防護装備を着⽤し、退出時には汚染検査、除染を実施して、コー
ルドゾーンに汚染を持ち出さないようにする。
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放射性物質の汚染検査は、表⾯汚染計を⽤いて測定し、汚染が
あれば除染して、汚染をコールドゾーンに持ち出さないようにす
る。
隊員や被災者の汚染検査は、全⾝の汚染検査が基本である。全
⾝の汚染検査は、頭からつま先まで検査したら、背部の汚染検査
を⾏う。GMサーベイメーター１台では、10〜15分程度時間がか
かる。前⾯と背⾯を同時に２台のサーベイメーターで測定すると
所要時間は5〜10分程度に短縮される。
汚染検査の対象者の⼈数や状態、測定器の使⽤可能な台数など
の状況に応じて簡易汚染検査を実施する。
簡易汚染検査は、放射性物質が付着しやすい頭部、顔⾯、肩、
⼿指、⾜（靴底）の汚染検査を実施する。これらの⾝体の⼀部分
の検査は、1〜2分程度で実施でき、検査時間を短縮することがで
きる。多数の対象者を短時間で検査する場合に⽤いられる。
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汚染のある⾐服を脱がせることで、体表⾯の汚染の約90%を取
り除くことができる。搬送時に傷病者を包んだ⽑布やシーツ、⾐
類は、取り除いた後にビニール袋へ⼊れ、汚染が拡⼤しないよう
にする。汚染した⾐類などを触った後は、他の箇所を触る前に素
早く外側のゴム⼿袋を交換する。
脱⾐で除染できなかった⽪膚や資器材の汚染は、濡れたガーゼ
やタオルなどで拭き取る。拭き取りに使⽤したガーゼやタオルは
放射性物質が付着しているので、ビニール袋へ⼊れ、汚染が拡⼤
しないようにする。
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放射線テロ災害で要救助者がいる場合は、その対応を優先する。
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放射線災害での現場対応では、要救助者をまず避難、救助し、
発災現場から可能な限り離れた安全な場所に移動させることが優
先である。
外部被ばくについては、現場から離れることで被ばくを低減で
き、内部被ばくも可能な限り吸⼊する放射性物質の量を減らすこ
とができる。体表⾯汚染は、放射性物質の付着する機会を少なく
する。また、放射線以外の化学剤や爆発物等の脅威についても現
場を離れることで危険を回避できる。
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外部被ばくと内部被ばくは現場での症状出現はほぼないため、
被ばくに対する現場の医療活動はない。体表⾯汚染は、⽣命の危
険には関与せず、除染は救命処置にはならない。このため、放射
線テロ災害での現場医療での救命処置は、放射線以外の原因であ
る外傷や化学剤等への症状の改善が⽬的となる。これらの救命処
置は、除染よりも優先される。
特に⼤量出⾎に対する⽌⾎帯の使⽤は、救命に⼤きく関与する。
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放射線の発災現場から避難、救助してきた⼈々には、放射性物
質が付着している可能性がある。応急処置等で状態が安定してい
る（緊急の処置が不要）場合や外傷等がなく医療処置が不要な場
合は、可能な限り汚染検査を実施し、汚染拡⼤防⽌対策を実施す
る。
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放射線テロ災害対処で重要なのは、被災者、活動隊員に対して、
被ばく対策と汚染拡⼤防⽌の措置を実施することである。
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内容
・化学剤の基礎
・化学剤からの防護
・化学剤の検知
・化学テロ災害対応
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有毒化学剤について、その種類と特性、⾝体への影響、防護、
検知について、基本的な内容を解説する。
現場対応として重要なのが、⾃分⾃⾝の安全確保と要救助者の

⼈命救助である。
さらに化学剤には拡散する特性があるため、その⼆次被害拡⼤

を防⽌することが現場対応に求められる。
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化学剤にはいくつかの種類があり、それぞれ特性が⼤きく異な
るため、種類ごとに対応の仕⽅も異なることを意識しなければな
らない。
少量で⼈体に影響があるもの、匂いや⾊がないものが危険な化

学剤である。表は軍⽤化学剤である。⾎液剤、窒息剤は産業毒性
物質として、事業所、⼯場などで使⽤されている。神経剤、びら
ん剤は殺傷⽬的で合成されたものである。
ほぼ全ての化学剤は空気より重い。そのため、特に室内におい

ては低い位置に滞留するため低い姿勢でいると危険である。
持久度は、揮発しやすさであり、持久度が短いものは有毒ガス

として揮発しやすく、持久度が⻑いものは、汚染物質として残留
し除染が必要となる。
半数致死量は数値が⼩さいほど、危険である。産業毒性物質は、

半数致死量が⼤きく、匂いもあるため、何らかの匂いがした時点
で防護措置を講じることにより被害を局限できる。
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新たな神経剤として登場したのが、ノビチョクである。
ソビエト連邦が開発したと⾔われているが、構造式が明らかと

なっており、有機化学合成の技術があれば製造は可能である。
100種類以上の派⽣型があると⾔われており、基本的には検知

器による検知は困難である。
これまで最も毒性が⾼いと⾔われていたVXのさらに５〜８倍の

毒性と⾔われており、極めて脅威が⾼い。
パウダー状で使⽤された場合、10数時間後に発症する例もあり、

使⽤されたことすら不明のまま被害が拡⼤する可能性もある。
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神経剤は吸⼊後、時間の経過とともに症状が進⾏する。最初に
発現するのが縮瞳である。その後、流涎、⿐汁の出現があり、呼
吸困難、呼吸停⽌に⾄る。
経路としては、吸⼊が主であるが、液滴が直接⽪膚に触れた場

合、10数分で浸透し同様の症状を発症する。
通常は無職、無臭で五感による検知は困難である。
持久度が短いサリンは揮発して有毒ガスとなりやく呼吸器保護

が重要となるが、持久度が⻑いVXはほとんど揮発することなく、
呼吸器の保護は重要ではないが、数mgの液滴の付着で致死的であ
る。
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神経剤の⼈体への作⽤としては、神経伝達物質（アセチルコリ
ン）が元に戻ろうとする時必要な物質（コリンエステラーゼ）を
阻害し、筋⾁が元の状態に戻れず、弛緩、収縮できなくなる（筋
攣縮、痙攣）ことで影響が出現し、瞳孔収縮、分泌過多、痙攣、
⼼肺停⽌に⾄る。神経剤とコリンエステラーゼの結合は時間が経
つと離れなくなり、この現象をエージングと⾔う。
この神経剤とコリンエステラーゼの結合を解除するか、過剰な

神経伝達物質の伝達を阻⽌する働きをするのが拮抗剤である。
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神経剤には拮抗薬がある。抗コリン剤であるアトロピンは、末
梢性ムスカリン作動部位（全ての副交感神経末端と、汗腺への交
感神経末端）において過剰のアセチルコリンの効果を阻⽌するこ
とにより作⽤する。
パム（PAM）は神経剤とコリンエステラーゼの結合を解除し、

コリンエステラーゼを再⽣することにより作⽤する。
ジアゼパムは抗痙攣薬で直接神経剤には作⽤しないが、痙攣持

続で⽣じる脳障害を抑制する。
現場で対応できることとして、化学剤を吸⼊する状況から少し

でも早く救出し、清浄な空気を吸⼊させることである。
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神経剤による症状（⿐汁、流涎、視覚異常、眼痛・流涙、呼吸
苦）が発⽣している場合、新鮮な空気を投与する。また⾃動注射
器により拮抗薬（アトロピン、パム）の投与の条件に該当するか
判断する。
＜⾃動注射器の使⽤判断モデル＞
①化学テロの蓋然性；⾃⼒で動くことができない傷病者３
名以上、重症外傷事案以外（爆発や出⾎がない）
②神経剤の症状（⿐汁、流涎、視覚異常、眼痛・流涙、呼
吸苦）
③化学剤検知器で神経剤の陽性アラートの発報
①〜③を満たさない場合は、専⾨家の助⾔

⾃動注射器使⽤の対象者：⼀般市⺠の傷病者、部隊員のうち体
調が悪化した者（⼩児を除く）

出典：化学災害・テロ対策に関する検討会「化学災害・テロ時
における医師・看護職員以外の現場対応者 による解毒剤⾃動注射
器の使⽤に関する報告書」（令和元年 10�⽉ 30�⽇ ）
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びらん剤は第⼆次⼤戦時の化学剤である。国内各地から旧軍の
化学弾が発掘または海中から発⾒されることがある。
症状としては、熱傷の症状と類似した⽪膚症状が出現する。
発⾚の徴候が１時間後、その後２〜３時間で紅斑が現れ、１０

数時間後に⽔疱が発⽣する。
マスタードは当初無痛のため汚染に気づかないが、ルイサイト

は付着すると痛みがあるため、直ぐに覚知することが可能である。
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マスタードには解毒薬はなく、⽪膚のびらんに対する対症療法
が主体となる。
ルイサイトにはBAL（British�Anti-lewisite）が、内部臓器の傷

害を軽減する効果がある。
被服の上からの汚染であれば、汚染⾯を⽪膚に付着させないよ

うに脱⾐する。
⽪膚に付着した場合は、迅速な除染剤による除染、または⽔洗、

ふき取りが有効である。
⽪膚細胞の液化壊死の症状に対しては、通常の熱傷と同様の処

置を施す。
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窒息性化学物質の塩化シアン及び⻘酸は、作⽤速度が極めて早
く、細胞の酸素代謝を直接阻害する。
症状としては、眼や⿐、喉に刺激性の痛みを感ずる、頭痛、め

まい、吐き気を起こす、胸部圧迫感、呼吸困難、痙攣がある。
処置は、亜硝酸アミルの吸⼊、呼吸補助の実施である。現場で

は、早期に酸素投与、呼吸補助をする。
メッキ⼯場、写真⼯業等での漏洩事故、またはアクリル製品⼯

場等での⽕災で発⽣する。この化学剤は、持久効果はなく、除染
の必要はない。
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窒息剤のホスゲン、塩素、クロルピクリンは、呼吸により肺の
中に⼊り、気道、肺細胞を損傷し、気道、肺胞から組織液が漏出
し肺⽔腫により窒息する。
症状は咳、胸部圧迫感、頭痛、嘔吐、⽪膚の⻘紫変⾊、泡を含

む痰、の症状を呈し、肺⽔腫、呼吸困難、⼼肺停⽌に⾄る。
激しい刺激を伴い即効性であるが、低濃度の場合、２４時間以

上の潜伏期を経て発症する場合がある。
特有の臭気または激しい刺激臭により嗅覚での検知が可能であ

る。揮発性が⾼いので液体から有毒ガスが発⽣しやすいが、⾝体
への付着物に対する除染の必要はない。
染料、ポリウレタン製品、ポリカーボネート樹脂等の原料に広

く使⽤され、フロンの過熱でも発⽣することがある。
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レベルAは、⾃給式空気呼吸器と耐化学防護服で全⾝を覆い、
呼気による陽圧により汚染物の侵⼊を防護できるため、最も防護
性が⾼いが、⽣理的負担が⼤きいことと、ボンベ交換が困難であ
るため、30分程度の活動時間に限られる。空気呼吸器は防護服の
内側にある。
レベルBは、⾃給式空気呼吸器と耐化学防護服で全⾝を防護し、

空気呼吸器は防護服の外側にあるため、ボンベ交換により⽐較的
⻑時間の活動が可能となるが、完全に気密させるためには、マス
ク、⼿袋、ブーツとの接合部をテープで⽬張りする必要がある。
レベルCは、吸収⽸式の防護マスクに耐化学防護⾐で全⾝を防

護し、吸収⽸の破過（通常10時間程度）まで活動が可能であるが、
酸素濃度が低い場合、低分⼦量の有害物質（⻘酸等）では使⽤で
きず、⾼濃度の有毒ガス環境下では使⽤時間が短くなる。
どのような危険物質があるか不明だが迅速に要救助者を危険な

地域からショートピックアップするにはレベルAが、被災者の状
況（⽣存者の存在）から判断し、⽐較的⻑時間汚染地域内で活動
するためにはレベルCが、その中間の⽤途でレベルBが適している。
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汚染区域から退出してきたら、ウオームゾーンで防護⾐を脱⾐
し、液状の有毒化学剤を拡散させない様に留意する（液体汚染統
制線）。
有毒ガスは流動するので、防護マスクは⾵上側の安全な区域ま

で約50m程移動して、コールドゾーン（期待汚染統制線）で呼吸
保護具を外す。
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初動対応者が現着した際、視覚・嗅覚、動植物の状況等、普段
と違う徴候に注意をはらうと共に、⾃覚症状がないかも留意する
必要がある。
また、被災者の状況・様態は危険物質の存在を判断する⾮常に

重要な情報源である。
これらの情報は、関係機関で共有すると共に、保健所、市町村

等関係機関、専⾨機関（⽇本中毒情報センター）に情報提供し、
原因物質の特定・分析、対処要領等の⽀援を受けることが重要で
ある。
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検知紙は、液状化学剤に反応して、発⾊する。
液状のものがあるということは、除染が必要ということである。
びらん剤は⾚⾊、G剤は⻩⾊、V剤は濃緑⾊となる。化学剤以外

でも発⾊するので、疑陽性を⽰す場合がある。しかしながら訓練
では、このような化学物質を擬剤として使⽤し、実戦的な訓練が
可能となる。

別-172



化学剤の散布⼿段としては、地下鉄サリン事件で使⽤された携
⾏型は、最も簡単で、閉鎖空間で使⽤すれば甚⼤な被害につなが
るが、使⽤者本⼈が⾃爆する可能性もある。
松本サリン事件で使⽤された噴霧装置では、⼤量の化学剤を散

布することが可能で、影響範囲は広範囲（松本サリン事件では
800m×570m）に及ぶ。
爆発物と複合的に化学剤が使⽤された場合、対応に多⼤な労⼒

を要し、テロの⽬的である恐怖を与えるには最も効果的な⽅法で
ある。
ドローンを使⽤した場合は、使⽤者の安全、秘匿を確保しつつ

犯⾏に及ぶことが可能であり、また、警戒を厳重にしている要点
であっても攻撃が可能となる。
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地下鉄サリン事件では、13名の死亡者と6,300名に及ぶ負傷者
が発⽣した。負傷者の内、99％は⼆次被害であり、救助に当たっ
た消防隊員も135名が⼆次被害を受けた。このため、⼆次被害を
防⽌するための教育訓練が⾏われてきたが、⼆次被害を恐れる余
り、現場対応に⾮常に時間を要するようになった。CBRNによる
被害は、汚染環境下にいる時間経過と共に重篤化する。
⼆次被害を出さないよう準備し、迅速な対応により、救命率を

向上させなければならない。
また、松本サリン事件では、放出したサリンが南北800m東⻄

570mに拡散して被害者が発⽣しており、⾵下に危険地域が広が
ることがわかる。
また、被害防⽌として、窓を閉めていた部屋からは被害者が出

ておらず、⾵下地域の住⺠は避難するよりも屋内で窓を閉鎖し密
閉した⽅が安全が確保できる。
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事案が発⽣した場合、CBRNテロなのか、通常の事故なのか判
断する必要がある。
通常、可燃物等がない場所での爆発、通常有害物質がない場所

での中毒症状、同時、同⼀箇所、同⼀症状の複数患者の発⽣等の
徴候は、CBRNテロを疑って対応を開始しなければならない。
CBRNテロを疑った場合、⼆次攻撃、化学剤、放射性物質、⽣

物剤の存在等最悪を想定すべきである。

別-175



CBRN対応装備を保有していれば、化学剤、放射性物質、⽣物
剤に対応できるよう全て携⾏する。
これらを保有しない消防署では、初動の速さが勝負であるので、

とりあえず、空気呼吸器とゴム⼿袋（ニトリルなど耐化学薬品の
もの）、⽕炎防護服等通常の準備の延⻑線上で出動し、現場では、
呼吸器の確実な保護、不審な液体等に絶対に接触しない、⽣存者
のいないような⾼濃度の閉鎖空間には近づかないことに留意する。
当初の情報は不正確、不⼗分、誤報であることが多く、現場の

状況の確認、通報者等からの情報収集が重要となる。
また、安全を確保するため、⾵向に注意し、極⼒⾵上側からの

接近に努める。
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⼊電時に全ての正しい情報が得られるわけではない。何らかの
異常が発⽣していることを察知し、安全対策を講じて迅速な対応
が求められる。
現着後、通報者や施設管理者等からの聞き取りも重要であるが、

被害者の状況からの判断も重要である。
被害者の状況から、有害物質が使⽤されたこと、使⽤された場

所、が判明し、その後速やかな汚染箇所からの被災者のショート
ピックアップが重要となる。
できれば現着後１０分以内には危険地域から被災者を引き離す

ことを追及するべきである。
その後の除染も、できるだけ早く脱⾐と⽪膚への付着が確認さ

れたら、ふき取りを⾏うことも救命のために重要となる。

別-177



救命にあたり最も重要な事は、迅速な医療介⼊である。
まずは、CBRNによる汚染物質が存在する危険な地域からの迅

速な救出であり、ショートピックアップする。この際、⼤量出⾎
を伴っていた場合、⽌⾎を最優先すべきである。
次に⼀次トリアージを実施し、必要に応じて⼼肺蘇⽣、気道確

保である。状況により（縮瞳、分泌亢進、痙攣）の処置（拮抗剤
の投与）を実施する。
汚染検査、除染後に⼆次トリアージを⾏い、状態、緊急度に応

じて病院搬送の優先順位を決定する。最⼤多数に最善を尽くすた
め、様態により治療・搬送の優先順位を決めるが、逐次変化する
様態に注意をはらう必要がある。
⼆次被害の防⽌のためには、除染により原因物質を除去する

（病院前除染）ことが最善であるが、完璧な除染が出来ない場合
もあるため、医療機関では、簡易マスクによる呼吸保護を実施し
ておく。
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救命が⽬的であり、除染を優先したため死亡してしまうことの
ないよう被災者の様態をよく観察し、⽌⾎、⼼肺蘇⽣、気道確保、
神経剤の症状への処置を迅速に判断し対応しなければならない。
除染の⽬的は、被災者の被害を局限することと、⼆次被害の発

⽣を防⽌することであり、現場での除染及び病院での除染（処置
室に搬⼊前の除染）に区別される。汚染された傷病者が⾃⼒で病
院に⾏く可能性があり、病院前除染は必ず必要である。
⼤量の被災者が発⽣した場合、本当に除染が必要な被災者の除

染を待たせることがあってはならない。汚染物質が⾝体に付着し
た被災者のみが除染対象であり、有毒ガスを吸⼊して発症した被
災者は除染する物質が付着していないので除染の必要はない。
除染が必要な被災者であっても、脱⾐とふき取りにより現場で

の除染は⼗分である。
⽔洗による除染は効果的ではあるが、時間を要する事、汚⽔が

発⽣すること、低体温のリスク等の問題を有している。
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最も効率的な除染は脱⾐である。迅速な脱⾐による除染が重要
である（理想としては10分以内）。これにより約90％の除染が可
能であり、汚染の⽪膚浸透を防ぎ、⾐服からの蒸発・気化による
⼆次被害を防ぐことができる。
脱⾐は汚染⾯が⽪膚に触れない様注意し、汚染⾯を包み込むよ

うに脱⾐する。可能であればハサミで被服を切断し脱⾐を容易に
する。
⽪膚の露出部位、または被服を浸透し⽪膚が汚染されている場

合は、ふき取りにより除染をする。この際、紙おむつ等に使⽤さ
れている吸着素材または濡れたガーゼで湿らせた後拭き取る⽅法
により、約99％の除染が可能である。
⽔的除染は、被服に付着した汚染がシャワーで⽪膚へと移動す

るので、シャワー前に必ず脱⾐することが必要である。
現場での完全除染は、専⽤の除染ユニットや多くの資器材を使

⽤するため準備に時間を要し、除染に当たり汚⽔が発⽣するため、
汚⽔の回収保管が必要となる。
また、救助者を冷たい⽔で除染することは、体温を下げるなど、

状態を悪化させることになるため、全⾝に⽔をかける除染は推奨
しない。
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CBRNテロは⽬に⾒えない有害物質であるため、⾮常に恐怖⼼
を煽り、この恐怖⼼がテロを⾏う側の⽬的でもある。
この⾒えない物質の存在を⾒極め、関連する知識により正しく

認識すれば、安全を確保しつつ被災者の救助が可能である。
しかしながら、CBRNEテロ災害対処は、常に受け⾝であるため、

完璧な阻⽌も完璧な対応も困難である。
これに対応するファーストレスポンダーは、いかなる事態でも、

⼤過ない対応、つまり被災者の防ぎ得る死をいかになくすかであ
る。このため、消防、警察、⾃治体、⾃衛隊、事業所管理者、専
⾨機関の連携が不可⽋であり、この連携を有効に発揮するため、
⽇頃からの関係機関による、最悪事態を想定した机上演習及び実
践的な訓練が重要となる。
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救急車・ヘリコプター
搬送時の汚染拡大防止対策

国立研究開発法人　量子科学技術研究開発機構
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本資料は、原子力規制庁令和２年度放射線対策委託費（放射線安全規制研究戦
略的推進事業費）放射線安全規制研究推進事業（包括的被ばく医療の体制整備
に関する調査研究）において作成されました。
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1.	 目的

放射性物質が付着した傷病者を搬送するにあたっては、放射性物質の汚染拡大防止と資器材の早
期の復旧（放射性物質の付着がなく、通常の業務に使用できるようにする）のため、搬送車両等（救
急車やヘリコプター、航空機）への汚染拡大防止対策を講じることが望ましい。対策は、搬送車両
や搭載機材等への放射性物質の付着の防止のためのシートなどを使用した「養生」をする。本資料
はその対策について解説する。
なお、車両や航空機の養生は、現着までに実施していることが望ましいが、傷病者の状態が緊急

性が高く、養生が間に合わない場合は、傷病者の汚染拡大防止対策を行い、養生は、医療器材、床
部分など最低限にとどめ、省略することも考慮する。

2.	 準備
（1）	 資器材

ビニール養生シートやポリエチレンろ紙シートは、予め必要な長さにカットしてそれぞ
れの搬送車両に準備しておくことで、短時間で養生作業が可能となる。形状に合わせてシー
トをカットしておく場合は、どの部分のシートか明示しておく。

•	 ビニール養生シート
ビニール養生シートは、床や器材に放射性物質の液が浸透して拡散するのを防止する。
床には厚み 0.2~0.3mm、器材等には厚み 0.1~0.2mmなど、使用する場所の必要な強
度によってシート厚を変えることも考慮する。

•	 ポリエチレンろ紙シート
特殊シート状のろ紙の片面に、ポリエチレンをラミネート加工したもの。ろ紙面を上
にして使用し、床面に放射性物質の液が浸透して拡散するのを防止する。

•	 不織布シート（防水加工）
防水加工された不織布のシートで、医療機関等ではドレープやシーツなどとして使用
されている。ロール状になっているものもある。ポリエチレンろ紙シートの代用として
も使用出来る。

•	 テープ付養生シート
養生テープがシートの端面にラミネートされており、壁等に貼り付けた後、折り畳ま
れたシートを広げることで、養生作業が効率的にできる。

•	 養生テープ
粘着力が弱く、剥がしても粘着剤が残らない。複数の色のテープを準備することで、
エリアの範囲をテープで示すことができる。

•	 ビニール袋
資器材の養生に使用する。様々な大きさの袋を準備する。傘用の細長いビニール袋も
ベルト等の養生に使用できる。
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•	 ハサミ
養生の作業を複数で実施する場合は、複数のハサミを準備しておくと効率よく作業が
できる。

（2）	 その他
車両の養生とストレッチャーや座席など同時に手分けして実施すると効率よく作業がで

きる。

3.	 傷病者の汚染拡大防止対策
搬送する傷病者に放射性物質が付着している場合は、その部分をシートやガーゼなどで被覆して

接触による汚染拡大を防止する（図 1）。放射性物質の付着が全身あるいは広範囲におよび、個別
の被覆が困難である場合は、全身を搬送シート等で被覆して汚染拡大を防止する（図 2）。事業者
によっては、搬送用の袋状になったシート等を保有していることもあり、使用可能な場合もある。
このシートは全身の被覆ができるとともに複数箇所にファスナーがついており、血圧測定などで腕
のみをシートの外に容易に出せる。
搬送する傷病者の放射性物質の付着部位や全身が搬送シート等で被覆され、汚染拡大防止の処置

が講じられている場合は、車両や航空機の養生は状況に応じて不要となる場合がある。

図 1.	 傷病者の汚染拡大防止対策の例

シーツ等で放射性物質が
付着している部分を被覆
する。
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4.	 救急車の養生の手順

（1）	 概要
内部の次の箇所を養生する。取り外し可能な機器等は、車外で養生する方が作業効率が

良い。運転席側は基本的に養生しないが、座席などの部分に養生シートや大きめのビニール
袋を被せて養生しても良い。
•	 床
•	 壁
•	 ドア
•	 搭載機器（医療機器等）
•	 座席、椅子
•	 ストレッチャー

養生シート、ポリエチレンろ紙シート、ビニール袋などを養生テープで固定する場合は、
テープの隙間から放射性物質が内側に入り込まないように、辺縁を貼り付ける。また、ハン
ドルの操作など動かして使用する器材は、養生後に通常の動作が可能か、確認をすること。

（2）	 床の養生
床は養生シートで養生後にポリエチレンろ紙シートで二重に養生する。雨天時などで床

面や靴が濡れている場合は、養生シートが滑りやすくなるため、特に注意が必要である。
ストレッチャーの架台が動かせる場合は、架台を動かし、架台の下の部分に養生シート

を敷き、シートの辺縁をテープで床に固定する。
架台を元に戻し、人が乗車して移動する部分の床を養生シートをテープで床に固定する。

養生シートの上にポリエチレンろ紙シートを敷き、テープで固定する。床面に凹凸がある場
合は、形状に合わせて養生シートとポリエチレンろ紙シートで養生する。
架台を動かしてもテープやシートが剥がれないことを確認する。ストレッチャーの架台

は、養生シートで養生する。ストッパーの部分は、シートを切り抜き、隙間ができないよう
にテープで辺縁を固定する。
乗車口のステップ部分の養生は、養生シートを大きめにカットし、ステップの形状に合

うように切り込みを入れながら、大きさを合わてテープで固定する。シートの裏側にテープ
を貼って床に固定すると、シートがずれにくくなる。足を乗せる部分には、ポリエチレンろ
紙シートを敷き、テープで固定する。ドアの留め具部分は、シートを切り取り、四辺をテー
プで固定し、ドアのロック、開閉に支障がないようにする。
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図 2.	 救急車の床の養生

図 3.	 ステップ部分の養生

ストレッチャーの架台の下は、養生シートで養生し、そのほかの部分は、養生シート
とポリエチレンろ紙シートで二重に養生する。

ステップ部分は、養生シートを大きめにカットし、ステップの形状に合わせて切り込
みを入れながら、テープで固定する。ドアの留め具部分は、シートを切り取り、辺縁
をテープで固定する。

図 4.	 テープの使い方
養生シートの内側を車両の床などに固定する場合、テープの粘着面が外側になるよう
に折り曲げて貼付すると、両面テープのように使用できる。

人が乗車する部分は、形状
に合わせて養生する。

架台を動かして架台
の下を養生する。

シートの辺縁は隙間がで
きないようにテープで床
に固定する。

架台の下は養生シート
のみで養生する。

ステップの上面に
ポリエチレンろ紙
シートを貼る。

ステップの段差がある場合は、養生シートがずれないように、シー
トの内側をテープで床に固定する。
テープは粘着面が外側になるように折り曲げて貼付する。

ドアの留め具部分は、
シートを切り取り、辺縁
をテープで固定する。
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図 5.	 壁の養生
養生する壁の端から、天井側にテープ付養生シートを貼り付ける。その後、シート部
分を下に広げ、側面と下側はテープで床の養生シートに貼付する。

テープ付養生シートを三面に一度
に（切らずに）貼り付けても良い。

シートを下に広げる。

側面と下面はテープで固定する。

（3）	 壁の養生
壁は、テープ付養生シートを使用して養生する。テープ付養生シートは、後方ドア以外

の車内の壁の３面を覆うことが可能である。天井側にテープ付養生シートのテープを貼付し、
壁３面に貼付した後、シートを広げる。シートの側面、下側を壁と床にテープで固定する。
通気口は塞がないようにする。
モニター等の医療器材が設置されている側の養生は、モニターの操作やケーブルを出す

ための切り込みをシートにいれる。フラップ状の切り込みを入れても良い。切り込みを入れ
る部分にテープを貼付し、テープの部分に切り込みを入れる。
天井の養生は基本的に不要であるが、搬送時に天井に触れる可能性があれば、空調が妨

げられないようにテープ付養生シートあるいは養生シートで養生する。
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図 6.	 天井の養生
空調の通気口を塞がないようにテープ付養生シートを貼る。取手や資機材を吊り下げ
る部分は使用できるように別途シートで養生する。

図 7.	 運転席との隔離
運転席側とはテープ付養生シートで隔壁を作り、放射性物質が運転席側に拡散しない
ようにする。

テープ付養生シートの下面は、
床にしっかりとテープで固定す
る。
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図 9.	 ドアの養生
ドアのハンドル部分は、開閉時に使用できるようにシートに余裕を持たせて養生する。
ドアの四辺のテープ付養生シートは、風で煽られないようにテープで固定する。

風で剥がれないように、テープ付養生シートの辺縁
はテープでしっかりとドアに貼り付ける。

図 8.	 ドア部分の養生
空調の通気口を塞がないようにテープ付養生シートを貼る。取手や資機材を吊り下げ
る部分は使用できるように別途シートで養生する。

ドア部分のテープ付
養生シートに切り込
みを入れる。

内側にもう１枚テープ
付養生シートを貼り、
カーテン状にする。

（4）	 ドアの養生
側面のドア部分は、人の出入りがあるため、壁のテープ付養生シートに切り込みを入れる。

その内側に新たにテープ付養生シートを被せるように天井側から貼付する。ドアは、養生シー
トあるいはテープ付養生シートで全体を養生する。取手部分は、握ってシートやテープが剥
がれない程度に余裕を持たせる。
後方ドアはテープ付養生シートで全面を養生し、辺縁を風で煽られないようにテープで

ドアに貼付する。
ドアの養生後、開閉の動作に支障がないか確認する。
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図 10.	医療器材の養生
医療器材は器材ごとにビニール袋で養生する。ビニールで被覆後はモニター画面の操
作が可能なことを確認する。

切込みを入れる部分に養生テー
プを貼り、テープの真ん中に切
込みを入れる。

図 11.	医療器材部分の壁の養生
医療器材の前面の壁のテープ付養生シートには、切込みを入れて、器材を使用できる
ようにする。切り込みはフラップ状にすると、使用時以外は、養生しておくことが可
能となる。切り込み部分からケーブルなどを引き出す。

（5）	 搭載機器（医療機器等）の養生
医療器材は、個別にビニール袋などで被覆しておくと使用時の放射性物質の付着を防止

できる。ケーブルなどは、細長いビニール袋で養生する。
モニター類の前面の壁のテープ付養生シートには、モニター類を使用する際にケーブル

などを引き出したり、器材を操作したりするために切り込みを作る。

テープ

切り込み
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ビニール袋の継目は、隙間がで
きないようにテープで貼り合わ
せる。

図 12.	搭載器材の養生

椅子は、座席部分と背もたれ部分に大きめのビニール袋を被せ、繋ぎ目をテープで隙
間がないように貼り合わせる。
座った時にビニールがずれないようにする。

図 13.	椅子の養生

モニター類以外の救急車に搭載している器材も可能な限りビニール袋等で養生する。

（6）	 座席、椅子
大きなビニール袋を被せて、ビニールの口部分を隙間ができないようにテープを貼付す

る。ベルトは細長いビニール袋で養生する。
座面のビニール袋は破損することがあるため、不織布シートやポリエチレンろ紙シート

で二重に養生する方が良い。
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図 14.	クッションの養生
クッションは、ビニール袋で全体を被覆し、ベルクロ部分を切り抜いて担架に固定で
きるようにする。

ビニール袋の余った部分は、
ずれないようにテープで固定
する。

赤線のように切込みを入れ、
折り曲げて、穴の四辺をクッ
ションにテープで固定する。

図 15.	担架部分の養生
養生シートを全体に被せ、ずれないようにシートの内側と担架をテープで固定する。
ベルクロ部分を切り抜いて担架に固定できるようにする。

座面や背面等を立てたりして使
用する場合も考慮し、シートは
余裕を持たせて被せる。
シートがずれないように、動作
の妨げにならない部分の数カ所
をテープで固定する。

ベルクロ部分は、クッション
と同様に切込みを入れ、テー
プで四辺を固定する。

ビニール袋等で、別に被覆し
ても良い。

（7）	 ストレッチャーの養生
ストレッチャーは、クッション、担架部分、本体に分けて養生する。
クッション部分は、ビニール袋で全体を被覆する。担架部分に固定するベルクロ部分は、

穴を開けて、固定できるようにする。
ベルトは細長いビニール袋で被覆する。
担架部分は、養生シートで養生する。
本体は、養生シートを上からかけて、手が触れる部分を被覆する。
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図 16.	ストレッチャー本体の養生
担架部分と同様に、養生シートを全体に被せ、ずれないようにシートの内側とストレッ
チャーの枠の部分をテープで固定する。

赤線部分を、シートの内側と
ストレッチャーの枠部分を
テープで固定している。

図 17.	ベルトの養生
ベルトは細長いビニール袋で被覆する。ベルトの長さ調整ができるようにビニール袋
を長めにしておく。

図 18.	ストレッチャーの養生
ストレッチャー本体に担架部分とクッションを取り付ける。養生シートは２枚重なっ
ている。

クッションは不織布シートで
さらに養生すると、滑りにく
くなる。

担架部分の固定用の器具の部分
は、テープを貼り、テープの真
ん中に切り込みを入れる。

養生シートは 2枚
重なる。
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図 19.	ヘリコプター養生のパーツ
養生シートをヘリコプターの形状に合わせて、パーツを作成する。パーツ同士を貼り
合わせる部分はベルクロテープを貼付しておくと養生の作業が効率的にできる。機体
にもパーツの貼付位置の印を付けておくと良い。

ベルトや器具などの部
分は、切り抜いておく。

5.	 ヘリコプターの養生

（1）	 概要
ヘリコプターの養生は、運行に支障のない範囲で次の箇所を実施する。取り外し可能な

機器等は、機外で養生する方が作業効率が良い。操縦席側は基本的に養生しない。

•	 床
•	 座席、椅子
•	 天井、壁、操縦席側との境界
•	 ドア
•	 搭載機器（医療機器等）

ヘリコプターの形状に合わせた養生シートのパーツを予め作成しておき、養生を実施す
るときは、パーツを貼り合わせると、効率的に実施できる。パーツを準備する場合は、厚め
の養生シート（シート厚 0.3mm）を使用するのが良い。
養生シート、ポリエチレンろ紙シート、ビニール袋などを養生テープ（養生テープ、以

下「テープ」）で固定する場合は、風で煽られて剥がれたりしないように、またテープの隙
間から放射性物質が内側に入り込まないように、辺縁を貼り付ける。また、ハンドルの操作
など動かして使用するドアや器材は、養生後に通常の動作が可能か、確認をすること。
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（2）	 床の養生
機外に出せる搭載器材は取り外した方が効率よく養生ができる。床は基本的に養生シー

トのみで養生する。床が広く、滑り易い場合は、ポリエチレンろ紙シートで二重に養生して
も良い。床にある器具の部分は使用できるように、養生シート等を切り抜いておく。辺縁は
テープで機体に貼付する。

（3）	 座席、椅子の養生
機体に固定したまま養生する場合は、養生シートで養生し、ベルトが使用できるように

しておく。座面あるいは椅子全体を、養生シートの上からポリエチレンろ紙シートまたは不
織布シートで被覆しても良い。

図 20.	ヘリコプター座席の養生
座席は、養生シートで全体を覆う。ベルトを着用できるようにしておく。ベルトは細
長いビニール袋で養生しても良い。養生シートの上から不織布シートあるいはポリエ
チレンろ紙シートで覆っても良い

座席は養生シートで養生
する。
座面はさらに不織布シー
トで覆う。

養生シートの上からポリ
エチレンろ紙シートで覆
う。

（4）	 天井、壁、操縦席側との境界の養生
天井、壁は養生シートで養生し、辺縁はテープで機体にしっかり貼付する。必要な器材

が使用できるように、養生シートを切り取る。切り取る部分にテープを貼付し、テープの中
央に切り込みを入れると、シートの辺縁が補強される。
操縦席との間は、天井から床まで隔壁を作るように養生シートを貼付する。

（5）	 ドアの養生
ドアが取り外せる場合は、取り外して養生すると効率が良い。全体的に丸みがあるため、

養生シートに余裕を持たせて、貼り付ける。留め具やハンドル部分は、養生シートを切り取
り、使用できるようにする。養生後に機体の取り付け、動作確認をする。
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図 21.	ヘリコプター天井と操縦席との境界の養生
天井部分も養生シートで養生する。危惧がある部分は、使用の妨げにならないぐらい
の穴を養生シートにあけ、穴の四辺をテープで機体に固定する。
操縦席との境界は養生シートで隔壁を作る。

器具の部分は、シートを切り抜く。
辺縁は風であおられないようにテー
プで機体に貼付する。

操縦席との境界は、天井から床まで
隔壁を作るように養生シートを貼
る。

図 22.	ヘリコプター壁の養生
壁を養生シートで養生したら、辺縁は風であおられないようにしっかりと機体にテー
プで貼り付ける。

ロック部分やハンドル部分は養生
シートに切り込みを入れる。

切り取った部分の上から、フラップ状に
養生シートを貼り付ける。

図 23.	ヘリコプタードアの養生
ドアは可能であれば機体から外して養生すると効率的にできる。全体として丸みがあ
るため、養生シートに余裕を持たせて、貼り付ける。ロックやハンドルの部分は、切
り込みを入れて、使用できるようにする。
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図 24.	ヘリコプター養生の完成後
大型のヘリコプターの養生後の状態。座席や担架を設置している。
なお、この養生では壁は下半分の部分を養生しており、床は養生シートの上にポリエ
チレンろ紙シートで二重に養生している。

（6）	 搭載機器の養生
搭載機材は、養生シート、ビニール袋など、器材の形状に合わせて養生する。担架ある

いはバックボードなどは、ビニール袋で養生し、傷病者が滑らないように、ビニール袋の上
からポリエチレンろ紙シートまたは不織布シートで養生する。
モニター類は、救急車の医療器材と同様に、ビニール袋を被せて養生した後、動作確認

する。
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6.	 搬送後の汚染検査と除染

搬送終了後には、養生シートを放射性物質が付着している可能性のある内側の面（車内側）を包
み込むように、ゆっくり丁寧に剥がす。その後、車両または機体内部、資機材の汚染検査を行う。
汚染があれば拭き取りで除染する。
養生シート等を剥がす時は搬送時と同様に個人防護装備を着用する。使用済みのシート等は放射

性物質が付着している場合は、放射性物質が付着した廃棄物として、処理する。シートの汚染検査
が確実に実施できており、放射性物質の付着がない場合は、通常の廃棄物として処理することも可
能であるが、廃棄方法は、自治体等の指示に従う。

7.	 空調
全身の被覆、防護装備の着用の状況では、長時間の搬送による熱負荷での発汗、体温上昇による

生理的負荷を回避するため、搬送中の空調は基本的に使用する。環境への放射性物質の放出がない
場合は外気循環、環境への放射性物質の放出がある場合は内気循環でエアコン使用する。エアコン
の送風口は塞がない。環境中への放出の有無が不明な場合は、内気循環を原則とする。
エアフィルタは、汚染の可能性があるため、交換することが必要となる。

8.	 最後に
放射性物質が付着している傷病者の搬送おける車両等の汚染拡大防止対策について解説した。車

両等の養生については、傷病者の緊急度、災害の規模、準備にかかる時間などを考慮して、傷病者
の被覆のみにする、あるいは床面の養生のみに省略することも可能である。養生にかかる時間は、
あらかじめ訓練等で確認しておくことが望ましい。
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⼀次トリアージ・除染フローチャート（詳細） 

 
※ 化学剤による呼吸停⽌の場合は、呼吸なしでの⿊タグの判定ではなく、緊急性有りとし

て、蘇⽣することを原則とする。 
 
参考資料 

Vassallo J, Smith JE, Wallis LA Major incident triage and the implementation of a new 
triage tool, the MPTT-24 BMJ Military Health 2018;164:103-106. 
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災害現場、災害医療の CSCATTT 
災害時には、「医療ニーズ」が「供給能⼒」を上回った状態であり、最⼤多数の救命、⼀

⼈でも多くの救える命を救うことが⽬標になる。そのために、トリアージ（Triage）を⾏
い、医療資源を投⼊すべき傷病者を選別し、治療（Treatment）や搬送（Transportation）
の順位を決定します。これらの医療⾏為を⾏う体制を整えるために、指揮命令系統の確⽴
（Command & Control）、安全確保（Safety）、情報収集と伝達（Communication）、評価
（Assessment）が重要とされ、このコンセプトが CSCATTT である。 
    C S C A T T T 

  項⽬  指揮と調整 安全 情報共有 評価 トリアージ 治療 搬送 

1 現場対応       ○       

2 通報・⼊電 ○   ○ ○       

3 CBRNE テロの可能性       ○       

4 通常出動   ○           

5 特殊災害出動   ○           

6 被害状況の把握       ○       

7 ⽀援要請等 ○             

8 エリア設定   ○           

9 爆発物の存在   ○           

10 進⼊   ○           

11 空間線量率の上昇   ○   ○       

12 救助・救出   ○           

13 ⼀次トリアージ         ○     

14 処置・簡易除染           ○   

15 汚染の有無       ○       

16 除染       ○       

17 応急救護・現場医療           ○   

18 搬送先調整・要救助
者搬送 ○           ○ 

19 驚異の特定       ○       

20 情報の共有 ○   ○         

21 被害拡⼤防⽌ ○ ○ ○         

22 活動隊員の退域   ○           

23 現場の処理 ○ ○   ○       

24 地域の安全化 ○ ○           
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1. 通報・現場対応 
(1) 施設管理者または現場警備担当者等 

可燃物のない場所での爆発、同症状の複数患者の発⽣、異臭や不審物、不審な液体
等を確認した場合、CBRNE テロを疑って⾏動する。 

(2) 通報 
発⽣場所、被災者数、被災者の様態、原因（爆発、⽕災、異臭、煙、不審な液体）
を通報する。 

(3) 避難誘導 
    発災場所の⾵上⽅向を基準に、避難⽅向を明確に⽰し、冷静沈着な⾏動を促す。 

(4) 応急救護 
CBRNE テロを疑った場合、発災場所に不⽤意に近づかない。周辺の被災者の様態
を確認し、化学剤の徴候がなければ、⼤量出⾎及び⼼肺停⽌患者については応急的
な⽌⾎及び蘇⽣を⾏う。 
 

2. ⼊電 
(1) 被害状況の確認 
不正確、不⾜した情報であることが多い、また多数傷病者が発⽣した場合は、複数
の通報となる。 

(2) 確認項⽬ 
発⽣場所、被災者数、被災者の様態、原因（爆発、⽕災、異臭、煙、不審な液体） 

 
3. CBRNE テロの可能性の判断 

(1) 化学テロ 
同⼀場所での複数の同⼀症状、異臭、不審な液体、可燃物等扱っていない場所での
爆発 

(2) ⽣物テロ（秘匿的攻撃、パンデミックは含まない） 
不審な粉 

(3) 放射線テロ（核兵器によるテロ等は含まない） 
不審な粉、可燃物等扱っていない場所での爆発、不審物の放置 

(4) 爆発物テロ 
可燃物等扱っていない場所での爆発、不審物の放置 

 
4. 通常出動 

(1) 携⾏品、装備等 
通常出動となった場合でも、呼吸保護装備、防護⼿袋（ニトリル系）は携⾏し、事
象の変化が⽣じた場合、あるいは化学テロを疑った場合は直ちに着⽤する。 
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(2) 継続的な情報収集 
    専⾨機関及び警察等関係機関との情報共有、及び現場状況の変化等継続的な情報

収集に努める。 
(3) 現着後特殊災害と判明した場合 

呼吸保護装備を装着し、⾝体の露出部位をなくし、特に⼿袋は⼆重に装着し、不審
な液体等に絶対に触れないように注意して⾵上側から接近し、被災者のショート
ピックアップが可能であれば短時間で実施する。また、可能な範囲で応急救護を実
施し、専⾨部隊の応援を要請する。 

 
5. 特殊災害出動準備 

(1) 携⾏資材の準備 
    CBRNE テロ発⽣を判断し、特殊災害出動となった場合、複合使⽤等最悪を想定し

全ての CBRNE 脅威に対応できるよう準備する。 
(2) 防護服 

a レベル A 防護服 
     化学テロ災害時、現場到着後直ちに発災場所に進⼊し、最も危険な発災点から歩

⾏不能被災者を迅速にショートピックアップする場合に適する。 
    b レベル B 防護服 

    化学テロ災害時、ホットゾーン及びウオームゾーンにおける被災者の搬送、除染、
検知をする場合に適する。（30分以上⾏動する場合はボンベ交換が必要） 

  c レベル C 防護服 
   化学テロ災害時、ホットゾーン及びウオームゾーンにおける被災者の搬送、除染、

検知をする場合に適する。しかしながら、⻑時間（⼀般的に１２時間有効、⾼濃
度の有毒ガスが存在する場合はこれより短時間となる）⾏動する場合は吸収⽸
の交換が必要となる。また、酸素が⽋乏している場合及び吸収⽸の適⽤ガス以外
の有毒ガスが存在している場合は使⽤できない。 

  d 簡易防護服（タイベック） 
   放射線テロまたは⽣物テロ災害時、⾝体の汚染を防⽌する場合に適する。なお、

ゴム⼿袋、靴カバー、防護マスク（N９５以上）を装着し、結合部はテープによ
る⽬張りをする。 
化学テロ災害時は、化学防護服としての性能を有する簡易防護服を着⽤し、防毒
マスクによる呼吸保護を実施する。 

(3) 検知器 
原因となる脅威が特定できていない場合は、全ての検知器材を活⽤する。特に放
射線の個⼈線量計は、どの場合でも必ず装着する。 
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a 化学剤 
 化学剤検知器、分析器、検知紙、可燃性ガス測定器、酸素濃度測定器、有毒ガス
測定器 
b 放射線 
 個⼈線量計、線量率計（空間線量測定⽤、汚染密度測定⽤） 
 個⼈線量計および空間線量率計は出動時から電源を⼊れ、測定を継続しながら
出動する。 
c ⽣物剤 
 簡易検査チケット、テストストリップ 

(4) 除染器材 
a 乾的除染 
 ビニール袋（汚染物回収⽤）、はさみ、ふき取り⽤紙タオル、⽑布等 
b ⽔的除染 

     除染剤（器資材除染⽤）、紙タオル、ビニール袋（汚染物回収⽤）、除染テント、
⽑布、汚⽔回収⽤ポンプ、汚⽔回収⽤容器等 

   
6. 被害状況の把握 

(1) 優先事項 
発災現場に残された被害者の迅速なショートピックアップを最優先とし、到着後
の情報取集、現場確認及び測定器による確認は、努めて速やかに実施する。 

(2) 情報収集 
通報者、現場施設責任者、⽬撃者等から情報を収集する。 

(3) 現場確認 
被害者の概数及び被害様相により化学剤の可能性の有無を判断し、放射線の有無
については検知器により迅速に確認する。さらに不審物（爆発物、化学剤など）に
注意し、⼆次攻撃に留意する。 
 

7. 被害甚⼤時の対応 
(1) 地域内の関係構築（顔の⾒える関係構築） 

先着隊の活動計画では対応ができないほど被害が甚⼤である場合は、県内外の 
消防本部、警察、⾃衛隊等へ⽀援要請をすることとなるが、各組織への⽀援要請の
⽅法、⼿順は事前に把握し、カウンターパートを確認しておく必要がある。 

(2) 現地調整所の開設；情報共有 
当初現着消防隊の指揮所に情報を集約・共有し、逐次現着する関係機関の各指揮所
を当初の現場指揮所近傍に開設する。⾃治体による担当者の現着後、現地調整所と
して開設し、情報の集約、現状把握、⾏動⽅針の決定、役割分担の調整、広報等を
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組織的に実施する。 
(3) 広域⽀援要請 

多数被害、汚染物質の存在及び被害拡⼤の可能性が確認された場合、直ちに消防本
部に通報し、増援、NBC 災害対応部隊の⽀援を要請する。⾃衛隊への⽀援要請は、
⽀援要請の内容、⽬的等を明確にし、地区担当⾃治体担当者から都道府県防災担当
者（知事権限）へ連絡し、都道府県防災担当者（知事権限）から災害派遣要請をす
る。 

 
8. エリア設定 

(1) 進⼊統制ライン 
発災現場の状況を確認し、各ゾーンが設定される前に、危険な事象が発⽣している
もしくは、発⽣する可能性がある地域と安全な地域とを区別し、活動隊員の安全を
確保する。また、この進⼊統制ラインから発災現場への進⼊は防護装備の着⽤、検
知器材の携⾏が必須である。 
放射線テロ災害の場合は、バックグラウンドレベル以上の空間線量率が検知さ
れる、あるいは放射性物質の⾶散による汚染が疑われる地域との境界で設定する
のが原則である。 

化学テロ災害の場合は、要救助者が倒れている場所から⾵上 120m で設定する
のが原則である。 

(2) ⽴⼊禁⽌区域等 
現場での消防活動、捜査等を効果的に⾏うために必要なエリアを確保し、住⺠や

⼀時滞在者等の安全確保を図り、外周を標識等により明⽰する。消防警戒区域、⽴
⼊禁⽌区域等がそれぞれ担当の消防、警察により設置される。区域内からの退避お
よび区域内への出⼊りを禁⽌または制限する。 

(3) 交通規制の範囲 
緊急⾞両、救急⾞の傷病者搬送等の円滑な通⾏の確保、住⺠や通⾏者の⼆次災害

防⽌のため、発災現場を中⼼に⼗分広い区域において、交通規制する。交通規制は
警察によって実施される。 
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9. 爆発物存在時の対処 
(1) 安全距離の確保 

不審物の⼤きさから概略を判断（⼈員可搬型のテロの場合、薬量 5kg 以下が⼤
半）し、爆発物の薬量に応じた安全距離を確保する（下表）。なお、いつ爆発する
かわからないことを常に意識して⾏動する。 

爆発物の種類 
(容器、⾞両等の種類) 

爆発物 
TNT 換算薬量

(kg) 

避難命令距離 
(m) 

避難推奨距離 
(m) 

鉄パイプ、圧⼒鍋 2.3 21 366 
ベスト 9.2 34 518 
スーツケース 23 46 564 
軽⾃動⾞ 227 98 580 
バン、RV ⾞ 454 122 732 
２t トラック 1,814 195 1,159 
４t トラック 4,536 263 1,555 
⼤型トレーラー 27,216 479 2,835 

出典：⽕薬学会爆発物探知専⾨部会編 爆発物探知・CBRNE テロ対策ハンドブック 
(2) 専⾨部隊への⽀援要請 

    警察（爆発物処理班）への出動を要請する。専⾨部隊到着までの間、要救助者の様
態（⼤量出⾎、化学剤併⽤による症状の出現等）の確認し、専⾨部隊到着時間と要
救助者の救命のための時間的猶予を判断する。 

(3) 遮蔽物等を利⽤した救出 
    建築物、構築物の壁、柱、堅固な施設付帯物、ソファー等の遮蔽物、防爆盾、⾞両

等遮蔽に活⽤できるものは全て活⽤し、救命のための時間的余裕のない被災者の
ショートピックアップに努める。遮蔽物があっても 20m以内に近付いてはいけな
い。 

 
10. 進⼊ 

(1) ⾝体の防護 
呼吸器と⽪膚が防護されていれば化学剤及び⽣物剤からは防護可能である。レベ
ル A 防護服であれば、爆発、強度の放射線を除き、⾝体の防護は可能である。 

(2) 迅速な救助 
CBRNE テロ災害の場合の被災者は、汚染物質からの離隔、及び拮抗剤の投与（神
経剤の場合）、⼼肺蘇⽣、⽌⾎（⼤量出⾎の場合）、を可能な限り迅速に⾏うことが
救命率を向上させる。 
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11. 空間線量率の上昇 
(1) 空間線量率の測定 

出動時から放射線の測定を実施し、バックグラウンド以上の放射線を検知した 
場合、あるいは個⼈線量計で数値が上昇した場合は、放射線の測定を継続する。
100mSv/h以下の地域では、個⼈線量計による被ばく線量管理を⾏い、被ばく線量
が 100mSvを超えないように活動計画を⽴て、救助等必要な活動を実施する。 

(2) 100mSv/h を超える地域での活動 
100mSv/h以上の地域では、活動時間を 30分以下に制限し、⼈命救助のみを⾏い、
迅速なショートピックアップを⾏う。 

(3) 放射線防護の３原則 
a 時間の原則 
 時間に⽐例し被ばく線量が蓄積されるため、迅速な活動に徹する。 
b 距離の原則 
 放射線源から離れれば著しく低減するため、放射線発⽣源の近くを避ける。 
c 遮蔽の原則 
 建造物、⾞両等が遮蔽物として利⽤できれば努めて活⽤する。 
 

12. 救助・救出 
(1) 処置の優先順位 
拍動性出⾎を確認した場合、⽌⾎を最優先する。原因物質（化学剤）により汚染さ
れている地域における⼼肺停⽌患者は、⾵上側にショートピックアップした後、あ
るいはウォームゾーンに救助した後、速やかに⼼肺蘇⽣の処置を⾏う。  

(2) 歩⾏不能患者 
化学剤または放射性物質が存在する地域からの離隔を迅速に実施する。多数傷の
場合、レスキューキャリーマット（患者を包み込みロープで引きずるタイプの救出
具）を活⽤すると効率的である。 

(3) 歩⾏可能患者 
避難⽅向を明確に⽰し、冷静沈着な避難を促す。視覚障害、意識レベルの低下、錯
乱している場合、歩⾏を補助する。  

 
13. ⼀次トリアージ 

(1) 緊急度の判断 
⽣命維持に必要なバイタルサイン（⼤量出⾎、意識状態、呼吸、⼼拍、痙攣）を確
認し迅速な処置を実施する。詳細は⼀次トリアージ・除染フローを参照のこと。呼
吸数、⼼拍数の判断基準の数値は各機関の数値に合わせる。 

(2) 拮抗薬投与の判断 
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神経剤による症状（⿐汁、流涎、視覚異常、眼痛・流涙、呼吸苦）が発⽣している
場合、新鮮な空気を投与する。また⾃動注射器により拮抗薬（アトロピン、パム）
の投与の条件に該当するか判断する。 
＜⾃動注射器の使⽤判断モデル＞ 
① 化学テロの蓋然性；⾃⼒で動くことができない傷病者３名以上、重症外傷
事案以外（爆発や出⾎がない） 

② 神経剤の症状（⿐汁、流涎、視覚異常、眼痛・流涙、呼吸苦） 
③ 化学剤検知器で神経剤の陽性アラートの発報 
④ ①〜③を満たさない場合は、専⾨家の助⾔ 
※対象者：⼀般市⺠の傷病者、部隊員のうち体調が悪化した者（⼩児を除く） 

(3) 除染の必要性の判断 
歩⾏の可否と汚染物質の付着状況により除染要領（脱⾐、ふき取り、⽔洗）を分類
する。汚染物質が付着していない有毒ガスを吸引しただけの患者（顔⾯等に汚染物
質の付着がない場合）は除染の必要がなく、速やかコールドゾーンに誘導する。 
 

14. 処置・除染 
⼀次トリアージ において緊急性があると判断された場合は、直ちに⽌⾎、呼吸補助

を⾏い、脱⾐と被覆による汚染拡⼤防⽌措置を実施する。 
拮抗薬の投与の条件を満たしている場合は、直ちに⾃動注射器を使⽤する。 
 

15. 汚染の有無 
(1) 化学剤による汚染の検査 

化学剤による汚染は液体の付着によるものであるため、⽬視、検知紙による検査が
有効である。化学剤検知器による検査はウオームゾーン内では汚染空気の存在の
可能性があり、汚染検査において疑陽性の誤報が出る場合がある。 

(2) 放射性物質による汚染の検査 
放射線測定器を体表⾯から１cm の距離を維持し、１秒間で５〜６cm の速度で動
かし確認する。また、α線放出核種による汚染の場合、汚染検査は難しく、汚染拡
散予測等の状況によっても汚染の有無を判断せざるを得ない。 

(3) ⽣物剤による汚染の検査 
炭疽菌の場合、⿐腔スメア、または被服等に付着した⽩い粉のスメアにより検査で
きる場合があるが、それ以外の⽣物剤の場合、除染の要否を確認するための汚染検
査は困難である。⽣物剤テロが発⽣した場合、その近傍の拡散予測範囲にいた⼈員
は全員除染対象となる。 
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16. 除染 
(1) 脱⾐による除染 

⼀番外側の⾐服の脱⾐及び脱靴で概ね 90%の除染が可能であり、脱⾐した被服等
はビニールの袋に⼊れてウオームゾーンに⼀時保管する。 

(2) 拭き取りによる除染 
露出⽪膚及び被服の浸透が疑われる場合、ふき取りにより除染する。この際、RSDL
等の除染具があれば使⽤する。脱⾐とふき取りにより 99％の除染が可能である。 

(3) ⽔洗による除染 
⽔洗が最も効果があるが、時間を要し、低体温、汚⽔発⽣等の問題を有する。 
⼤⼈数の迅速な除染の要領として、消防⾞等からシャワー状に放⽔し汚染⼈員を
通過させて除染をする⽅法（ラダーパイプ）もある。 

(4) 除染後の確認 
化学剤は化学剤検知器あるいは検知紙を⽤い、放射性物質は表⾯汚染計で除染効
果を確認する。 

 
17. 応急救護・現場医療 

(1) 応急救護 
    呼吸補助、⽌⾎、創傷の応急処置を実施する。 

(2) 現場医療 
現場に医療チームがいる場合は、気管挿管、拮抗薬の投与などを実施する。 

 
18. 搬送先調整、要救助者搬送 

(1) 搬送先調整 
    地域の災害医療体制、計画に基づいて、搬送先を選定、調整する。 

(2) 要救助者搬送  
放射性物質が付着している場合は、汚染拡⼤防⽌として被覆し、搬送する。 
通常の救急搬送と同様の⾞内活動は実施する。 
搬送後には、救急隊員と救急⾞内の汚染検査を実施する。 

 
19. 脅威の特定 

(1) 検知活動 
a 化学剤の検知 
 化学剤検知器及び検知紙等を使⽤し、汚染物質の特定及び汚染範囲の決定を⾏う。

この際、被災者の症状、証⾔、不審物の状況等も総合的な判断要素とする。 
b 放射線の検知 
 放射線量率計により放射線強度を測定し危険範囲を決定する。また、スメア法（ふ
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き取り）により汚染の有無、範囲を決定する。核種が判明できる検知器があれば
その結果を医療従事者に通報する。 

c ⽣物剤の検知 
 ⽩い粉の散布等、明⽰的なテロ以外では発災現場での検知は困難である。明⽰的

な散布の場合、抗原抗体反応を利⽤した簡易検査チケットやテストストリップで
特定の⽣物剤の検知が可能である。秘匿的な散布の場合、数⽇から⼗数⽇経過後
発症するため、保健機関による疫学調査により特定せざるを得ない。 

(2) ゾーニング 
a 危険区域（ホットゾーン） 

     原因物質に直接接触する可能性のある区域で、不審物の存在、検知器による反応
を⽰す⼀帯、歩⾏不能者が倒れている⼀帯で、発災地点から約 100m距離を⽬安
とする地域に設定し、⽴ち⼊り禁⽌テープ、カラーコーン等で表⽰する。有毒ガ
スを発⽣する原因物質が存在する場合（液滴など）は、汚染拡散防⽌のシート等
で覆う。           
b 準危険区域（ウォームゾーン） 
 直接的な危険は少ないが、救出活動等により⼆次汚染の可能性がある地域で、ホ
ットゾーンの⾵上側 100m〜120m の地域に設定し、除染活動等を⾏う。 

c 安全区域（コールドゾーン） 
 危害が及ばない安全な区域で救護所や現場指揮本部、現地調整所等を設置する。 

(3) 原因物質の特定 
分析装置または専⾨機関に採取試料を後送し剤種を特定する。 

 
20. 情報の共有 

(1) 現地関係機関の活動に関する情報 
現地関係機関の部隊等の編成、装備、能⼒、救出、検知等活動状況の現状、⽀援要
請、増援部隊等の状況等について関係機関で情報を共有し、効率的・効果的な活動
に資する。 

(2) 災害に関する情報 
被害者の⼈数、様態、歩⾏不能者の位置、有害物質の特性、散布量、汚染範囲、⼆
次被害、被害拡⼤の状況等の情報を集約し、迅速な救出活動による救命率の向上に
資する。 

(3) 住⺠に関する情報 
現場付近に存在した歩⾏可能者の状況、危険が予測される区域の住⺠等の状況、警
報発令、避難誘導、避難場所の状況等の情報を共有し、被害の拡⼤を防⽌する。 

 
21. 被害拡⼤防⽌ 
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(1) 周辺の安全確保 
CBRNE テロ災害では危険区域は発⽣現場だけでなく⾵下⽅向に拡散し、⼤気の状
態が安定しており⾵速２〜５m/s の場合、⾵下数 km に拡散する場合がある。 
スマホアプリ の WISER(The Wireless Information System For Emergency 
Responders)を使⽤し、気象、化学剤等の条件の⼊⼒で⾵下危険区域が算定できる。 

(2) 警報伝達 
発災現周辺では、拡声器等により避難を呼びかけ、迅速な避難を促す⾃治体を通じ、
周辺住⺠に対し警報を伝達し、屋内待機⼜は避難指⽰を徹底すると共に、警察によ
る交通統制、地域封鎖との連携を図る。伝達⼿段としてエリアメール、テレビ、ラ
ジオ、防災無線などを活⽤する。 

(3) 避難誘導 
汚染の流動⽅向から迅速に離脱する⽅向に誘導するため、避難⽅向、避難場所、危
険個所の回避を明確に伝わるよう努める。また、パニックによる⼆次被害を防⽌す
るため、冷静沈着な対応を促す。 

(4) 広報 
周辺住⺠の安全を確保するための情報発信を最優先し、住⺠の不安を除去するた
め、適時・正確な情報発信に努める。この際、広報の窓⼝を⼀本化し、整理された
公式⾒解の発表を⾏う。 
 

22. 活動隊員の退域 
(1) ⼆次汚染の有無の確認 

活動時に付着した汚染の有無を検知器、検知紙を⽤いて確認する。特に靴、要救助
者に触れた箇所は汚染されていると判断する。 

(2) 防護⾐の脱⾐ 
汚染⾯に⾝体が触れないように脱⾐する。また、化学テロ対応時は、脱⾐した場所
から⾵上側に約 50ｍ移動した地点で呼吸保護具を外すことが望ましい。脱⾐した
防護⾐は⼗分に除染するかビニール袋に⼊れウォームゾーンに⼀時保管する。 

(3) 残留汚染の確認と除染 
防護装備の脱⾐後は、化学剤検知器及び放射線測定器により、⾝体の汚染の有無を
確認する。 
⾝体に汚染を確認した場合、直ちに洗浄（⽯鹸⽔の使⽤が望ましい）し、被服に汚
染を確認した場合は、直ちに脱⾐しビニール袋に封⼊しウォームゾーン内で⼀時
的に保管する。 
汚染地域内で使⽤した検知器、救助具等はウオームゾーンで確実に除染する。 

(4) 汚染状況及び汚染物質等の表⽰ 
退域時には、汚染された地域・施設等はその後の除染を容易にするため可能な範囲
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で汚染状況及び汚染範囲を表⽰する。また、活動により発⽣した汚染廃棄物等は、
密閉容器等により安全化し所要の表⽰をする。 

 
23. 現場の処理 

(1) 汚染物（廃棄物）の処理 
救助活動、検知活動等で発⽣した汚染物、及び発災現場の汚染物等は、密閉容器へ
の封⼊により危険物質の漏洩がないことを確認後、焼却処分できる施設に移送す
る。移送が困難な汚染物は、現場にて除染剤により無害化する。この際発⽣する汚
⽔についても回収する。輸送の可否、⼀時保管、処分要領等について⾃治体の指⽰
に従い実施する。 

(2) 汚⽔の処理 
除染により発⽣した汚⽔は極⼒回収して密閉容器に封⼊し、じ後の処置について、
⾃治体の指⽰に従う。 
回収した汚⽔を放出する場合は、専⾨機関による安全性と排出基準への適合につ
いて確認し、安全の確認後、⾃治体の許可を得て下⽔に放⽔する。 

(3) 資器材の処理 
養⽣が施されている場合、汚染⾯を包むように養⽣シートを外しビニール袋に密
封する。 
放射性物質による汚染がある場合は、原則としてふき取または⽔洗を実施する。除
染できない場合は、廃棄、交換することが原則となる。化学剤による汚染があり、
養⽣が施されていない場合、５％次亜塩素酸でのふき取りを実施する。布製部位は
原則として廃棄し交換することが望ましい。 
⽔除染が不適な精密器材等は事前にビニール等で養⽣することが望ましい。 

 
24. 地域の安全化 

(1) 地域等の除染 
化学剤により汚染された地域の除染は、⼤量の除染剤が必要となるため⾃衛隊の
⽀援を要請する。地域の除染により発⽣する汚⽔は通常回収が困難であるため、除
染開始前に⾃治体と除染要領について協議する。 
除染剤は腐⾷性があるため、除染が適さない部位については、化学剤の種類により
放置して揮発させることが適する場合もある。 
放射性物質による地域の汚染を除去する場合は、吸引、除⼟、⽔洗（汚⽔回収）等
の⼿段がある。 

(2) 安全宣⾔ 
除染後、検知器等を使⽤し残留する危険物質の有無を確認する。 
安全宣⾔は、専⾨機関の助⾔を得ながら⾃治体が判断する。 
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参考資料 
1. 消防庁 「テロ災害等の対応⼒向上としての⽌⾎に関する教育テキスト(受講者⽤)」平
成 30年 3⽉ 

2. 消防庁 「テロ災害等の対応⼒向上としての⽌⾎に関する教育テキスト(指導者⽤)」平
成 30年 3⽉ 

3. 化学災害・テロ対策に関する検討会 「化学災害・テロ時における医師・看護職員以外
の現場対応者による解毒剤⾃動注射器の使⽤に関する報告書」令和元年 10 ⽉ 30 ⽇ 
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時間：30分
内容

• 放射線 様々 利⽤
• 放射線事故・災害 種類
• 原⼦⼒災害
• 関連⽂書
• 原⼦⼒災害対策指針
• 原⼦⼒災害対策重点区域
• 緊急事態 段階
• 緊急事態区分及 緊急時活動 (EAL)
• 運⽤上 介⼊ (OIL)
• OIL 初期設定値 防護措置 内容
• 原⼦⼒災害時 防護 考 ⽅・基準
• 安定 素剤 予防服⽤ 体制
• 緊急時
• 避難退域時検査及 除染
• 原⼦⼒災害時 医療体制
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放射線 、医療 、農業、⼯業 様々 分野 利⽤
。
医療 分野 、診断 利⽤ Ｘ（ ）線撮影、Ｘ（ ）
線 透過度 差 臓器 画像化 ＣＴ（ 断層撮影）、注
射器、⼿術⽤ ⼿袋 滅菌、 治療 利⽤
。
農業分野 、放射線 照射 突然変異 惹起 、病気 強
品種 栄養価値 ⾼ 品種 開発 品種改良 発芽防⽌
利⽤ 。 、不妊化 成⾍ 野外 放 、繁殖 抑制

害⾍ 駆除 役⽴ 。
⼯業 分野 、⾃動⾞ ⾼分⼦化合物 放射線 当
、熱 強 、機械的強度 増 。 、医療 Ｘ（ ）線
撮影 同 物 壊 内部 検査 ⾮破壊検査 連続的 物
厚 密度 測 利⽤ 。

、半減期 使⽤ 年代測定 放射性物質 熱 使⽤
電池等 利⽤ 。

出典：原⼦⼒・ 図⾯集2016
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原⼦⼒災害 、原⼦⼒発電所 原⼦⼒施設 事故・災害 。原⼦⼒
災害対策特別措置法 、原⼦⼒災害 、原⼦⼒緊急事態 国⺠ ⽣
命、⾝体 財産 ⽣ 被害 指 。 原⼦⼒緊急事態
、原⼦⼒事業者 原⼦炉等 運転等 放射性物質 放射線 異状
⽔準 当該原⼦⼒事業者 原⼦⼒事業所外 放出 事態 指 。
他、放射線 事故・ ・災害 、放射線源 外部被 、放

射性物質 拡散 汚染 内部被 ⽣ 。爆発物
使⽤ 放射性物質 拡散 場合 、被災者 放射性物質 汚染 体内
吸⼊等 内部被 加 爆傷 被害 ⽣ 。 原⼦⼒施

設 破壊⾏為 核兵器 使⽤ 、外部被 、内部被 、汚染 全
混在 。
放射線事故 災害 種類 、
原⼦⼒施設 事故
放射性物質及 放射線 使⽤施設 事故
核物質 放射性物質 輸送中 事故
⼩規模 核兵器
原⼦⼒発電所 放射線使⽤施設 破壊⾏為、
放射性物質 意図的 散 、 、 、

様々種類 考 。
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原⼦⼒発電所 、 核分裂 発⽣ 熱 発電 利⽤
。 核分裂 ⽣ 核分裂⽣成物 、 放射性物質 多 含

。主 、 、 放射性希 、 素−１
３１、 素 １３３、 −１３４、 −１３７、
−９０ 粒⼦状物質 気体 液体 ⽣ 。事故 燃料

被覆管 破損 、 放射性物質 外部 漏 出 。
福島第⼀原⼦⼒発電所 事故 、津波 全電源 喪失 、
原⼦炉 冷却 、原⼦炉内 温度 圧⼒ 上昇 ⼤量 放

射性物質 環境中 放出 。放出 気体状 放射性物質 、雲
状態 ⼤気中 流 。 降 放射性物質

地表 沈着 、野菜 ⾷物 取 込 。 、
通過 地域 汚染 、 線 地表
線 外部被 、吸⼊ ⾷事 内部被

。
原⼦⼒災害時 医療対応 、通常 救急医療、災害医療 加
被 医療 考 ⽅ 必要 。 、被 線量、被 影
響 及 範囲、汚染 可能性等 考慮 、被災者等 必要 医療 迅速、
的確 提供 事 。
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原⼦⼒災害 他 災害 同 「災害対策基本法」 、「災害対策基
本法」等 特別法 、「原⼦⼒災害対策特別措置法」 基本 。

、「災害対策基本法」 基 、中央防災会議 、内閣 重要政策
関 会議 ⼀ 、内閣総理⼤⾂ 全閣僚、指定公共機
関 代表者及 学識経験者 構成 、防災基本計画 作成 、防災
関 重要事項 審議等 ⾏ 。

防災基本計画 、政府 防災対策 関 基本的 計画 、災害 種
類 応 、 災害予防・事前準備、災害応急対策、災害復旧・復興 災
害対策 時間的順序 沿 記述 、 国、地⽅公共団体、住⺠等、各主体
責務 明確 、 ⾏ 対策 具体的
記述 。 第12編 原⼦⼒災害対策 。

、原⼦⼒災害対策指針 、 「原⼦⼒災害対策特別措置法」 基 、
原⼦⼒規制委員会 、原⼦⼒災害策 円滑 実施 、専⾨的・技術
的事項 定 。

防災基本計画及 原⼦⼒災害対策指針 基 、指定⾏政機関及 指
定公共機関 防災業務計画 、地⽅公共団体 地域防災計画 作成 、災害
備 。
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本指針 、原⼦⼒災害対策特別措置法(平成11年法律第156号。以下「原災
法」 。)第6条 2第1項 基 、原⼦⼒事業者、指定⾏政機関 ⻑及
指定地⽅⾏政機関 ⻑、地⽅公共団体、指定公共機関及 指定地⽅公共機
関 他 者 原⼦⼒災害対策 円滑 実施 定
。
本指針 ⽬的 、「国⺠ ⽣命及 ⾝体 安全 確保 最 重要

観点 、緊急事態 原⼦⼒施設周辺 住⺠等 対 放
射線 重篤 確定的影響 回避 ⼜ 最⼩化 、及 確率的影響

低減 防護措置 確実 」 。
指針 ⼗分 理解 、関係者 間 共通認識 、原⼦⼒

災害 対応 、極 重要 。 、様々 防護措置等
基本的事項、実施体制等 策定 。
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予防的防護措置 準備 区域（PAZ：Precautionary Action Zone）
PAZ 、急速 進展 事故 放射線被 重篤 確定
的影響 回避 ⼜ 最⼩化 、緊急事態 区分 応 、即時避難
実施 等、通常 運転及 停⽌中 放射性物質 放出量 異 ⽔準
放射性物質 放出 前 段階 予防的 防護措置 準備 区域 。
発電⽤原⼦炉施設 係 PAZ 具体的 範囲 、IAEA 国際基準

、PAZ 最⼤半径 原⼦⼒施設 ３〜５ｋｍ 間 設定
（5km 推奨） 等 踏 、「原⼦⼒施設 半
径5km」 ⽬安 。
緊急防護措置 準備 区域（UPZ : Urgent Protective Action Planning
Zone）
UPZ 、確率的影響 低減 、緊急防護措置 準備
区域 。発電⽤原⼦炉施設 係 UPZ 具体的 範囲 、IAEA
国際基準 、UPZ 最⼤半径 原⼦⼒施設 5〜30km 間 設定

等 踏 、「原⼦⼒施設 半径30km」 ⽬安
。
、炉規法第４３条 ３ ３３ 規定 基 廃⽌措置計画 認可

受 、 、照射済燃料集合体 ⼗分 期間冷却 原⼦⼒規
制委員会 定 発電⽤原⼦炉施設 、原⼦⼒災害対策重点区域
範囲 原⼦⼒施設 半径5km ⽬安 、当該原⼦⼒災害対策重
点区域 全 UPZ 。
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緊急事態 、事態 進展 応 、関係者 共通 認識 基
意思決定 ⾏ 重要 。

、緊急事態 対応 状況 、準備段階・初期対応段階・中期対
応段階・復旧段階 区分 、各段階 対応 詳細 検討
有効 。
・準備段階 、原⼦⼒事業者、国、地⽅公共団体等 ⾏動計
画 策定 関係者 周知 、 訓練等 検証・評価 、改
善 必要 。
・初期対応段階 、情報 限 中 、放射線被 重篤
確定的影響 回避 ⼜ 最⼩化 、及 確率的影響 低減

、迅速 防護措置等 対応 ⾏ 必要 。
・中期対応段階 、放射性物質⼜ 放射線 影響 適切 管理
求 、環境放射線 解析 放射線状況 ⼗分 把握
、 基 、初期対応段階 実施 防護措置 変更・解除 ⻑期
防護措置 検討 ⾏ 必要 。

・復旧段階 、 段階 移⾏期 策定 被災 地域 ⻑期的 復
旧策 計画 基 、通常 社会的・経済的活動 復帰 ⽀援 ⾏ 必要

。
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緊急事態 初期対応段階 、情報収集 事態 把握 、原⼦
⼒施設 状況 当該施設 距離等 応 、防護措置 準備 実施等
適切 進 重要 。 対応 実現 、以下
、原⼦⼒施設 状況 応 、緊急事態 、 警戒事態、施設敷地緊急事

態及 全⾯緊急事態 3 区分 、各区分 、原⼦⼒事業者、国及
地⽅公共団体 果 役割 明 。 緊急事
態 区分 判断 基準 ⽤ 緊急時活動
(Emergency Action Level；EAL) 。

緊急事態区分 該当 状況 否 原⼦⼒事業者 判断
基準 、原⼦⼒施設 深層防護 構成 各層設備

状態、放射性物質 閉 込 機能 状態、外的事象 発⽣等 原⼦⼒施設
状態等 基 緊急時活動 (Emergency Action Level；EAL) 設定

。
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緊急時活動 （EAL） 他 、放射性物質 放出後、緊急時
結果等 実測値 基 防護措置 実施 必要 。

防護措置 実施 基準 、運⽤上 介⼊ （OIL） 。
次項 初期設定値 防護措置 内容 記載 。
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※１「初期設定値」 緊急事態当初 ⽤ OIL 値 、地上沈着
放射性核種組成 明確 時点 必要 場合 OIL 初期設定
値 改定 。

※２ 本値 地上1m 計測 場合 空間放射線量率 。実際 適⽤ 当
、空間放射線量率計測機器 設置場所 線量率 地上1m

線量率 差異 考慮 、判断基準 値 補正 必要 。
※３ 我 国 広 ⽤ β線 ⼊射窓⾯積 20cm2 検出器

利⽤ 場合 計数率 、表⾯汚染密度 約120Bq/cm2相当
。他 計測器 使⽤ 測定 場合 、 表⾯汚染密度 ⼊
射窓⾯積 検出効率 勘案 計数率 求 必要 。

※４ ※３ 同様、表⾯汚染密度 約40Bq/cm2 相当 、計測器 仕様
異 場合 、計数率 換算 必要 。

※５ 「地域⽣産物」 、放出 放射性物質 直接汚染 野外
⽣産 ⾷品 、数週間以内 消費 （例 野菜、
該当地域 牧草 ⾷ ⽜ 乳） 。

※６ 実効性 考慮 、計測場所 ⾃然放射線
寄与 含 値 。

※７ 他 核種 設定 必要性 含 今後検討 。 際、IAEA
GSG-2 OIL6値 参考 数値 設定 。

※８根菜、芋類 除 野菜類 対象。
※９ IAEA 、飲⾷物摂取制限 効果的 効率的 ⾏ 、飲⾷物
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中 放射性核種濃度 測定 開始 間 暫定的 飲⾷物摂取制限
実施及 当該測定 対象 決定 係 基準 OIL3等 設定
、我 国 、放射性核種濃度 測定 区域 特定

基準 「飲⾷物 係 基準」 定 。
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緊急時活動 （EAL）、運⽤上 介⼊ （OIL） 基 防護措
置 。
【警戒事態：EAL（AL）】
・PAZ 施設敷地緊急事態要避難者 、避難 準備 ⾏ 、 住
⺠ 情報収集 ⾏ 。
・UPZ 住⺠ 、情報収集 ⾏ 。
【施設敷地緊急事態：EAL（SE）】
・PAZ 施設敷地緊急事態要避難者 避難 、 住⺠ 避難 準
備 安定 素剤 服⽤ 準備 ⾏ 。
・UPZ 住⺠ 、屋内退避 準備 ⾏ 。
【全⾯緊急事態：EAL（GE）】
・PAZ 住⺠ 、国 地⽅公共団体 指⽰ 従 、安定 素剤 服
⽤ 、避難 。
・UPZ 住⺠ 、屋内退避 ⾏ 。 、避難 準備 安定
素剤 服⽤ 準備 ⾏ 。

緊急事態 全⾯緊急事態（EAL（GE）） ⾄ 、異常 量 放射性物
質 放出 場合 、緊急時 結果 、適切
防護措置 実施 。
●放射性物質 異常 量 放出後 防護措置
UPZ 住⺠ ⾏ 防護措置 実施 判断基準 、空間放射線量率
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環境中 放射性物質 濃度 表 「運⽤上 介⼊ 」
（ OIL:Operational Intervention Level ） 設 定 。

基準値 、緊急事態当初 ⽤ 、地上 沈着 放射性物質
種類 明確 時点 必要 応 改定 。
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原⼦⼒発電所 事故 発⽣ 場合、防護措置 開始 。
防護措置 、緊急時活動 （EAL） 基 緊急事態区分 基
予 定 防護措置 、緊急時 等 得 測定値
基準値 運⽤上 介⼊ （OIL） 基 実施 。
緊急時活動 （EAL） 基 防護措置 考 ⽅
予防的防護措置 準備 区域（PAZ） 、確定的影響 回避

、警戒事態 、施設敷地緊急事態要避難者 避難準備 ⾏ 、
施設敷地緊急事態 、施設敷地緊急事態要避難者 避難、住⺠避難
準備及 安定 素剤 服⽤ 準備 ⾏ 、全⾯緊急事態 場合 、
住⺠避難及 安定 素剤服⽤ 指⽰ 。

、緊急時防護措置 準備 区域（UPZ） 、確率的影響
低減 、施設敷地緊急事態 、屋内退避 準備 ⾏

、全⾯緊急事態 、屋内退避及 安定 素剤 服⽤ 準備 ⾏
。

放射性物質 放出後、UPZ及 UPZ外 、OIL 基 、防護
措置 実施 。
施設敷地緊急事態要避難者
避難 実施 通常以上 時間 、 、避難 実施 健康 ⾼
災害時要援護者等（傷病者、⼊院患者、⾼齢者、障害者、外国⼈、乳幼児、妊産婦
他 災害時 援護 必要 者 。）、安定 素剤 事前配布

者及 安定 素剤 服⽤ 不適切 者 、施設敷地緊急事態 早期 避
難等 防護措置 実施 必要 者 。
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原⼦⼒発電所 事故 発⽣ 場合、放射性 素 含 放射性物質 環
境中 放出 場合 。 放射性 素 体内 取 込 甲
状腺 集積 、将来 発⽣ 可能性 。

、事前 安定 素剤 服⽤ 、⾎中 素濃度 ⾼
、甲状腺 合成 ⼀時的 抑 、甲状腺 素 取 込
抑制 。 、安定 素剤 予防服⽤ 。

安定 素剤 服⽤ 当 、甲状腺 対 被 防⽌以外 効果
、 抑制効果 １⽇程度 続 、服⽤ 重要

、副作⽤ 可能性 、避難 屋内退避等 防護措置 組 合
実施 注意 。

通常 、市販 丸薬 ⼤⼈ 2丸、⼩児 1丸、3歳未満 、
化 剤 化 末 調整 ⽔薬 服⽤

。
服⽤ 指⽰ 、原⼦⼒規制委員会 判断 、予防的防護措置 準備 区
域（PAZ） 、事前 配布 避難 際 服⽤ 。緊急時防護措
置 準備 区域（UPZ） 、 状況、空間放射線量率等
応 避難 ⼀時移転等 防護措置 講 、 際 服⽤ 指⽰
。
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施設敷地緊急事態 、国 、地⽅公共団体 協⼒ 得 、緊急時
⽴ 上 、動員計画 基 必要 動員 要請 ⾏ 、

緊急時 開始 等 初動対応 ⾏ 。

別-236



⽴地道府県等 、OIL 基 防護措置 避難⼜ ⼀時移転 指⽰
住⺠等( 、放射性物質 放出 前 予防的 避難 住⺠等 除
。) 対象 避難退域時検査及 簡易除染 実施 。 、避難退域時
検査及 簡易除染 、避難 ⼀時移転 迅速性 損 ⼗分留意
⾏ 。 、避難退域時検査及 簡易除染 健康 ゙⾼
判断 住⺠等 、体調等 悪化 ⼗分配慮

。

別-237



原⼦⼒災害時 医療対応 、被 線量、被 影響 及 範
囲、汚染 可能性等 考慮 、被災者等 必要 医療 迅速、的確 提供

必要 。 、各地域 状況 勘案 、各医
療機関等 各々 役割 担 必要 、平時 救急・災害医療機
関 被 医療 対応 体制 指揮系統 整備・確認 重
要 。
次 体制 整備 。

• 原⼦⼒災害時 、被災地域 原⼦⼒災害医療 中⼼ 機能
、汚染 有無 傷病者等 受 ⼊ 、被 場合
適切 診療等 ⾏ 「原⼦⼒災害拠点病院」

• 原⼦⼒災害医療 ⽴地道府県等 ⾏ 原⼦⼒災害対策等 ⽀援 「原⼦
⼒災害医療協⼒機関」

• 拠点病院 対応 ⾼度専⾨的 診療及 ⽀援並 ⾼度専⾨教育
研修等 ⾏ 「⾼度被 医療⽀援 」

• 複数 ⾼度被 医療⽀援 中⼼的・先導的 役割 担 「基幹
⾼度被 医療⽀援 」

• 平時 、拠点病院 対 ⽀援 関連医療機関
構築 ⾏ 原⼦⼒災害時 原⼦⼒災害医 療派遣 派
遣調整等 ⾏ 「原⼦⼒災害医療・総合⽀援 」

• 拠点病院等 所属 、原⼦⼒災害 発⽣ ⽴地道府県等内 救急
医療等 ⾏ 「原⼦⼒災害医療派遣 」
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量⼦科学技術研究開発機構 、基幹⾼度被 医療⽀援 ⾼度被
医療⽀援 指定 。

弘前⼤学、福島県⽴医科⼤学、広島⼤学、⻑崎⼤学 、⾼度被 医療⽀
援 原⼦⼒災害医療・総合⽀援 指定 。
原⼦⼒災害医療・総合⽀援 担当地域 次 。

• 弘前⼤学；北海道、⻘森県、宮城県
• 福島県⽴医科⼤学；福島県、新潟県、茨城県、神奈川県、静岡県
• 広島⼤学；富⼭県、⽯川県、福井県、岐⾩県、滋賀県、京都府、⼤阪府、
⿃取県、島根県、岡⼭県、⼭⼝県、愛媛県

• ⻑崎⼤学；福岡県、佐賀県、⻑崎県、⿅児島県
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国際的 、重篤 確定的影響 回避 為 包括的判断基準Generic
Criteria（以下GC）、確率的影響 低減 関 緊急 GC、確率的
影響 低減 関 早期 GC、飲⾷物制限 関 GC、 4
GC 定 、GC 達成 種々 基準値 定 。
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確率的影響 関 包括的基準 関 、ALARA 概念 従 、可能
限 無理 達成 ⽬標 。
ALARA 、国際放射線防護委員会 1977年勧告 ⽰ 放射線防護 基
本的考 ⽅ ⽰ 概念 、”as�low�as�reasonably�achievable” 略語 。
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⾷品、⽜乳、飲料⽔ 制限 、脱⽔症状、深刻 栄養失調、 他
深刻 健康 影響 ⽣ 可能性 。 、必要不可⽋
⾷品、⽜乳、飲料⽔ 、代替品 場合 限 制限 。
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出典：平成 30�年 4�⽉ 11�⽇ 原⼦⼒規制庁 資料2 「包括的判断基準（GC)
及 運⽤上 介⼊ （OIL) 」
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講義時間；30分
内容

• 放射線、放射能、放射性物質
• 放射線 種類
• 放射線 性質
• 原⼦ 構造 周期律
• 壊変
• 物理学的半減期
• 放射性核種 半減期
• 放射線 作⽤
• 放射線 作⽤ 放射線測定器
• 放射線 単位
• 補助単位
• ⾝ 回 放射線
• ⼤地 放射線
•
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放射線 事故、災害対応、 使⽤ 際 、放射線、放射性
物質、放射能 ⽤語 知 必要 。
放射線 、放射性物質 出 。種類 、⾼

持 電磁波 線、 線 ⾼速 動 粒⼦線
線、 線 。中性⼦線 、電荷 持 放射線

。放射線 原⼦核 不安定 状態 安定 状態 変化（壊変）
放出 、原⼦核以外 発⽣装置 放出 。
原⼦ 原⼦核 周 回 電⼦ 構成 、原⼦核
電荷 持 陽⼦ 電荷 持 中性⼦ 構成 。原⼦核

的 不安定 場合、安定 放射線 放出 。原⼦
核 放射線 放出 壊変 、壊変 ⼤ 分 α（
）壊変 β（ ）壊変 。

放射線 五感 感 、測定器 検知、計測
。
放射性物質 、放射線 出 物質 。形状 気体、液体、
固体 。放射性物質 放射線源 。
放射性物質 放射線 出 能⼒ 放射能 。放射能 単位
Bq（ ） 、数値 ⼤ 放射性物質 放射
線 出 。
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放射線 、物質 構成 原⼦ 電離（＋電荷 -電荷 電⼦
分離） 能⼒ 持 電離放射線 原⼦ 電離 能⼒ 持 ⾮電離放
射線 。
放射線 ⼀般的 場合 、電離放射線 指 。
電離放射線 、粒⼦ 粒 流 粒⼦線 光 仲間 電磁波 。
粒⼦線 仲間 、α（ ）線、β（ ）線、中性⼦線等 含

。
α（ ）線 、原⼦核 放出 陽⼦2個 中性⼦2個 ⼀

、 原⼦核 流 。β（ ）線 、原⼦核 放
出 電⼦ 流 。
中性⼦線 、原⼦核 構成 、中性⼦ 流 。
電磁波 、X（ ）線、γ（ ）線 。X（
）線 原⼦核 外側 発⽣ 、γ（ ）線 原⼦核 内側 発⽣ 、
発⽣機構 区別 。
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放射線 、物質 通過 際 、物質 構成 原⼦ 分⼦ 互 影響
与 合 。 放射線 物質 相互作⽤ 。
放射線 物質中 通過 場合、持 、原⼦ 持
軌道電⼦ 出 、陽電荷 帯 状態 原⼦（ 陽 分
⼦） ⾃由 電⼦（⾃由電⼦） 分離 。軌道電⼦ 原⼦ 外 弾
出 電離 ⾔ 。
軌道電⼦ 原⼦ ⾶ 出 、外側 軌道 移 励起 ⾔ 。
励起原⼦ 、外側 軌道電⼦ 内側 空 軌道 移 。内側
軌道電⼦ 持 ⼩ 、電⼦ 余分 光（電
磁波） 形 放出 。 励起原⼦ 出 光 蛍光 呼 。
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放射性物質 放射線 光 同様 全⽅向 均⼀ 放出 、 等
⽅性 。
電球 近 明 、遠 暗 同様 、放射性物質 近
放射線 量 多 、遠 少 。放射線 密度 放射性物質
距離 ⼆乗 反⽐例 「逆⼆乗則」 。

例 、１m 距離 放射線量率 １ 、２m 距離 ４分 １、
３m 距離 １／9 。

、逆⼆乗 放射線源 点線源 近 場合 、点線源
場合 、必 当 注意 必要 。（例

、地表 沈着 放射性物質 空気中 放射性物質 放射線、
、 線源形状、加速器等 状 放射線

等）
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放射線 物質 通 抜 ⼒（透過⼒） 。物質内 ⼊ 放
射線（電荷 持 粒⼦ 電磁波） 、電気、磁気 作⽤
失 、最終的 ⽌ 。 、遮 物 放射線 遮

。
線 、透過⼒ 弱 、紙⼀枚 ⽌ 。

線 、核種 依存 、
薄 板 ⽌ 。 線、X線 、透過⼒ ⼤ 、密

度 ⾼ 鉛 鉄 板 弱 。中性⼦線 、電荷 持
、透過⼒ ⼤ 、⽔素原⼦ 弾性衝突 ⽌ 。
、⽔素原⼦ 密度 ⾼ 、⽔ 弱

。
出典：環境省「放射線 健康影響等 関 統⼀的 基礎資料平成29
年度版」 改変
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原⼦ 原⼦核 周 回 電⼦ 構成 。原⼦核
電荷 持 陽⼦ 電荷 持 中性⼦ 構成 。

原⼦ 化学的性質 陽⼦ 数 決 。例 炭素 陽⼦ 6�個 元素
、中性⼦ 5�個 、6�個 、7�個 、8�個 炭素 存

在 。
陽⼦ 中性⼦ 数 ⾜ 質量数 呼 。
例 陽⼦ 6�個 炭素 、中性⼦ 5�個 質量数11、中性⼦ 6�個

質量数12�、中性⼦ 7�個 質量数13�、中性⼦ 8�個
質量数14 。陽⼦ 数 同 、中性⼦ 数 異 元素 放射性
同位元素 ⾔ 。

原⼦ 区別 呼 場合 、元素名 質量数 付 、炭
素11，炭素12、炭素13、炭素14� 呼 。
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原⼦核 的 不安定 場合、安定 放射線 放出
。原⼦核 放射線 放出 、別 原⼦核 変化 現象 壊変
。壊変 ⼤ 分 α壊変 β壊変 。

α壊変 、原⼦核 陽⼦２個 中性⼦２個 ⼀塊 粒⼦（ 原
⼦核） 放出 壊 ⽅ 、 原⼦核 α（
）線 。多 場合、α線 放出 伴 電磁波 γ線 放出
。⽐較的質量数 ⼤ 原⼦核 起 、質量数 ４，原⼦番号（陽

⼦ 数） ２ 減 。
β壊変 、原⼦核 電⼦ 放出 壊 ⽅ 、 電⼦ β線 。
α壊変同様、多 場合、β線 放出 伴 電磁波 γ線 放出
。α壊変 起 質量数 ⼩ 原⼦核 起 、質量数 変 、

原⼦番号（陽⼦ 数） １ 増 。中性⼦線
核分裂 、α壊変 伴 放出 中性⼦ 。
例 、炭素14� 、窒素14� 宇宙線 ⼀ 中性⼦ 当 、陽⼦
追 出 ⾃然界 存在 放射性物質 。原⼦核 陽⼦ 6�個、
中性⼦ 8�個 、両者 数 悪 、 的 不安
定 状態 。⼀ 中性⼦ 陽⼦ 変 、陽⼦ 中性⼦ 7個

安定 。 、余分 電⼦ 放出 。
β線 正体 。 、炭素14� β線 出 、陽⼦数 7�個

窒素 戻 、 的 安定 。
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放射能 単位 Bq（ ） ⽤ 。放射能 、単位時間当
放射性物質 含 原⼦核 「 壊 」 定義 、

１Bq １秒間当 １個 原⼦核 壊 表 。Bq 単独 使
以外 、単位体積、単位⾯積 単位重量当 放射能 表 、
Bq/cm3、Bq/cm2、Bq/kg 使 。
放射性核種 壊 別 原⼦核 変 、時間 経過
放射性物質 含 放射性核種 数 段々減 。

、放射能 段々減 。 変化 時間 、核種(放射性物
質） 種類 決 、元 放射性物質 半分 減少 期
間 「物理学的半減期」 呼 。
半減期 放射性核種 種類 異 、数⼗億年 ⻑ １
秒以下 短 ⾊々 。
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U-235原⼦核 低速 中性⼦ 当 複合核 形成 後、２個
核分裂⽚X Y 分裂 、 際２〜３個 中性⼦ 放出 。
核分裂 伴 膨⼤ 熱 発⽣ 。 核分裂反応 、
核反応 ⼀ 。核分裂 U-235 、Th-232 U-233、U-238、Pu-
239 起 。
核分裂⽚ 核分裂⽣成物（FP;�Fission�Products） 呼 。核分裂⽣
成物 ⼤部分 、強 放射能 帯 、放射性廃棄物 。核分
裂 、原⼦番号 和 質量数 和 、 分裂 前後 保存
、A、B、a、b 値 ⼀意的 定 、分裂 多様化 、核分
裂⽣成物 質量数 、72〜162 広 分布 。

238、 40 半減期 ⻑ 放射性物質 、遠 昔 宇宙
作 、地球 誕⽣ 時 地球 取 込 。

137、 90、 素131、 239 、原⼦⼒
発電所 事故 起 環境中 放出 。
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核分裂 際 放出 中性⼦ 、近 U-235原⼦核 当 、
核分裂 起 。 中性⼦ 担 ⼿ 算式
次々 増⼤ 進 反応 連鎖反応 ⾔ 。
原爆 連鎖反応 瞬時 進 、原⼦炉 連鎖反応
徐々 進 、 制御 装置 。
中性⼦ 数 増 、減 状態 、核分裂 連鎖反応 ⼀定
持続 状態 臨界 ⾔ 。U-235 濃度 量 少 核分裂 ⽣
中性⼦ 次 U-235 当 、連鎖反応 起 。連鎖反応
起 、⼀定量以上 U-235 必要 。 最⼩量 臨界
量 ⾔ 。
臨界量 、核燃料 種類、濃度、量、形状、溶液 有無 変
。 、臨界量以上 核燃料 １箇所 集 、連鎖反応 ⼀気
進 、危険 。 臨界事故 。
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放射線 物質中 通過 場合、持 、原⼦ 持
軌道電⼦ 出 、陽電荷 帯 状態 原⼦（ 陽
分⼦） ⾃由 電⼦ 分離 。 電離作⽤ 。
電離放射線 中 、直接物質 電離 、間接的 電離

。
α（ ）線、β（ ）線等 電気 持 粒⼦線 、物質 直
接電離 。特 α線 、β線等 数百倍 密度 電離 引 起 。
γ（ ）線、Ｘ（ 線 、物質 相互作⽤ 発⽣
⼆次電⼦ 、物質 間接的 電離 。
蛍光作⽤ 、紫外線 放射線 特別 物質 当 時、 物質
特殊 光 出 働 。

透過作⽤ 、前述 通 物質 通 抜 作⽤ 。物質 通 抜
、放射線（電荷 持 粒⼦ 電磁波） 、電気、磁気 作⽤

失 、最終的 ⽌ 。
放射線 他 作⽤ 写真作⽤ 化学作⽤ 。写真作⽤ 原理
、原則 写真 同 。放射線 写真乳剤中 原⼦・分
⼦ 電離作⽤ 及 ⾃由電⼦ 発⽣ 。 還
元 像 残 。 像 現像、定着 放射線 写真
。

出典；「原⼦⼒・ 図⾯集2015」 改変
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放射線 ⼈間 五感 感 、 ⼿段 検出 必
要 。放射線 検出（測定器） 、電離作⽤、蛍光作⽤ 利⽤
、放射線 検出 、測定 。

放射線 検出⽅法 測定器 例及 主 測定対象放射線 ⽰ 。
気体 電離作⽤ 利⽤ 放射線測定器 、電離箱式
。電離箱式 、放射線 電離作⽤ ⽣ 、電

離箱内 空気中 流 電流 測定 、放射線 量 測 測定
器 。
GM計数管式 放射線 電離作⽤ 利⽤ 測定器 、
GM計数管 信号 増幅 電離箱 感度 、微量 放射線
測定 適 。
個⼈線量計 ⼀ 電⼦式 線量計 固体（半導体） 電離作
⽤ 利⽤ 測定器 。同 作⽤ 利⽤ 、γ線
違 放射性核種 種類 判別 ⽤ 半導体
γ線 。
蛍光作⽤ 利⽤ 放射線測定器 、 式

。 式 呼
蛍光物質 出 光 電気信号 変 計測 、放射線 量 測
定 測定器 。
TLD（熱 線量計）及 蛍光 線量計 、放射線 照射
後 所要 処理 施 蛍光 発 作⽤ 利⽤ 。
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放射線 物質 当 場合、放射線 「 物質 吸
収 」 表 量 吸収線量 。吸収線量 単位 Gy（
） ⽤ 。１Gy 、物質１kg当 １ 吸収

放射線量 。
⼈ 被 、放射線 ⼈体 与 影響 ⼤ 表 単位 Sv
（ ） 。⼈体 影響 、各組織・臓器 対 影響 全⾝
対 影響 分 評価 。各組織・臓器 対 影響 「等価線
量」、全⾝ 対 影響 「実効線量」 。等価線量、実効線量
Sv 表 。

放射線 各組織・臓器 影響 、吸収線量 同 、受 放射
線 種類 異 知 。 放射線
種類 影響 違 （放射線荷重係数） 考慮 、各組
織・臓器 影響 評価 線量 等価線量 。甲状腺 等価線量、⽔晶
体 等価線量 使 。各組織・臓器 、受 等価線
量 同 、 部位 影響 現 ⽅（感受性） 異 。各組
織・臓器 等価線量 影響 現 ⽅ 違 （組織荷重係数） 加味
全⾝ 合計 実効線量 。防災業務活動 実効線量 測
定 。
Sv 単独 使 以外 、単位時間当 線量 Sv/h（1時間当
線量） Sv/年（年間当 線量） 使 ⽅ 。⾃然界

線量率 μSv/h⼜ ｎSv/h 表 、緊急時 防護対策
ｍSv/h ｍSv 多 使 。
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出典：環境省「放射線 健康影響等 関 統⼀的 基礎資料平成29
年度版」 改変
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⼈ 被 、放射線 ⼈体 与 影響 ⼤ 表 単位 Sv
（ ） 。
⼈体 影響 、各組織・臓器 対 影響 全⾝ 対 影響 分
評価 。各組織・臓器 対 影響 「等価線量」、全⾝ 対 影
響 「実効線量」 表 。等価線量、実効線量 単位 Sv 。
放射線 各組織・臓器 影響 、吸収線量 同 、受 放射
線 種類 異 知 。 放射線
種類 影響 違 （放射線荷重係数） 考慮 、各組
織・臓器 影響 評価 線量 等価線量 。甲状腺 等価線量、⽔晶
体 等価線量 使 。
各組織・臓器 、受 等価線量 同 、 臓器 影響 現
⽅（感受性） 異 。各組織・臓器 等価線量 影響 現 ⽅
違 （組織荷重係数） 加味 全⾝ 合計 実効線量 。
防災業務活動 実効線量 測定 。
出典：環境省「放射線 健康影響等 関 統⼀的 基礎資料平成29年
度版」 改変
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Bq、Sv、Gy 単位 他 、接頭語 使 。
、放射線 分野 扱 数値 ⾮常 ⼤ ⼩

、 数値 表現 分 、特 、Ｍ（ 、
百万倍）、ｍ（ 、千分 ⼀）、μ（ 、百万分 ⼀）、ｎ（ 、
⼗億分 ⼀） 接頭語 多 使 。
1Sv 1000mSv 、1,000,000µSv 。
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⽇常⽣活 中 、知 識 、私 放射線 受 。
宇宙 ⼤地 受 ⾃然放射線 外部被 、⾷物 空
気中 受 ⾃然由来 放射性物質 受 内部被 、合
計 年間 2.4mSv� (世界平均）。 ⽇本 放射線
検査等 受 医療被 割合 ⼤ 知 。 ⼀
回 検査 被 量 ⼤ CT検査 広 普及 胃
検診 上部消化器検査 ⾏ 考 。
⽇本⼈ 欧⽶諸国 ⽐ ⾷品 線量 ⾼ 理由 、⿂介類 多 摂取
⽇本⼈ ⾷⽣活 関係 。⿂介類 ２１０ 多

含 、 分、実効線量 ⼤ 。⼀⽅、
・ 被 少 、⽇本家屋 通気性 良 、地中
屋内 侵⼊ ・ 速 屋外 拡散 考

。
出典；環境省「放射線 健康影響等 関 統⼀的 基礎資料平成29
年度版」
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⽇本国内 、⼤地 放射線 差 。
関東 層 ⼤地 放射線 遮 関東平野 、 ⼤
地 放射線量 少 。⼀⽅、花崗岩 直接地表 露出
地質 多 ⻄⽇本 、東⽇本 ⼤地 放射線 量 ⾼ 傾向
。

最 ⾼ 岐⾩県 最 低 神奈川県 年間0.4 差
。 、 、⻄⽇本 住 ⼈達 、

放射線 悪影響 、 。 事実
。 ⾼低差 、低 ⾃然放射線 中 ⾼低

差 、⽇常⽣活 範囲 話 。事故時 、
⾼ 。

⾃然放射線量 計算 求 、⼤地 含
（放射性K-40） 濃度 ⽤ 、 公表 元素 濃

度分布図 地球化学図 ⽤ 。
地上1m ⾼ 線量率D(nGy/h) 計算
D =�13.0 CK +�5.4 CU +�2.7 CTh

CK(%), CU(ppm), CTh(ppm) 、 、
濃度 。単位 (nGy)

(μGy) 換算 表 上図 。
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出典：環境省「放射線 健康影響等 関 統⼀的 基礎資料平成29
年度版」（⽇本地質学会 引⽤）

産総研地質調査総合
（http://www.geosociety.jp/hazard/content0058.html）
参考：https://gbank.gsj.jp/geochemmap/

https://gbank.gsj.jp/geochemmap/setumei/radiation/setumei-
radiation.htm
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時間：30分
内容

• 原子力災害時 放射線防護 目的
• 防護 三原則
• 被 線量限度
• 放射線測定器
• 外部被 防護 三原則
• 外部被 対策
• 空間線量率個人被 線量
• 個人被 線量計
• 個人被 線量管理
• 遮 効果
• 遮 屋内退避
• 放射能防護服
• 内部被 経路 防護
• 吸入摂取 防護
• 鼻 検査
• 汚染対策
• 汚染 被 線量
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原子力災害時 放射線防護 目的 、外部被 防護 内部被 防護
無用 被 、二次災害 予防 。具体的 、確定

的影響 防止 確率的影響 合理的 達成 程度 減少
。 、原子力災害時 、放射線防護 実施 。

放射線防護 方法 、外部被 防護 内部被 防護 分
。 二次災害 予防 汚染拡大防止対策 講 。
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遺伝性影響 、影響 現 方 確率的 、現在 放射線防護
、低線量域 直線 値 (LNT) 適用 、安

全 危険 明確 区分 。 、国際放射線防護委員
会(ICRP) 、 小 有限 、「
容認 」 基準 、防護 考 推奨 。
防護 三原則 、「正当化」「線量限度 最適化」「線量限度 適用」
。

正当化 、放射線 使 、被 変化 行為 活動 対 、
便益（ 、 ） 放射線 上回 場

合 認 。
放射線 伴 行為 放射線 上回 場合 、合理的
達成可能 限 被 量 減 、放射線 利用 。 ALARA
原則 。防護 最適化 、社会的、経済的 考慮 、

被 少 努力 、必 被
最小化 。
線量限度 計画被 状況 適用 。ICRP 2007年勧告 、職業
人 実行線量限度 5年間 100mSv、特定 1年間 50mSv 定 。
一般公衆 場合 、実行線量限度 年間1mSv 。線量限度 、管理 対象

放射線源 被 合計 、 値 超 管
理 基準値 、安全 危険 境界 示 線量 。
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ICRP 放射線防護 考 方及 勧告 基 、放射線障害 防止 関
法令 放射線 職業的 扱 人（放射線業務従事者） 対 、線量限度
定 。国家公務員 場合 、人事院規則10-5（職員 放射線障害
防止） 被 線量限度 定 。 、放射線業務従事者
個人 線量 、公衆 対 線量 寄与 把握 、事業所

境界 、放射線 取 扱 管理区域 境界 、場所 線量 定
。

放射線業務従事者 線量限度 、男性 1年間 50mSv、5年間 100mSv、
女性 場合 、3 月 5mSv 定 。人命救助 緊急作業
100mSv 。一般公衆 線量限度 、 1年間 1mSv 。

原子力災害 放射線事故、災害 現場活動 、被 ”0（ ）”
。 、線量限度 越 活動計画 被

線量 管理 。 、無用 被
対処 重要 。
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放射線 測定 場合、測定 目的 測定 対象 放射線 種類
、適切 測定機器 選 必要 。適切 放射線測定器 選択

、過剰 被 、身体汚染 起 、注意
必要 。

放射線 測定 目的 、
・空間放射線量率 測定
・表面汚染 測定
・個人被 線量 測定 。

空間放射線量率 測定 適 測定器 、 (γ)線 測定 場合
、NaI 式、電離箱式、GM計数管式 。中性子線 空間
放射線量率 測定 場合、３He計数管式（ ） 。

(α)線 放出 放射性物質 表面汚染 測定 適 、
ZnS 式 、 (β) 線（ (γ)線） 放出 放射性
物質 表面汚染 測定 適 GM計数管式 。
個人被 線量 測定 使用 、電子式個人線量計 、活動中 被
線量 、 、設定 線量 至 等 警報 発 、
警報付個人線量計（ ） 。
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外部被 防護 「時間」「距離」「遮 」 。被
時間 短 、放射線源 距離 、放射線 遮 、
被 線量 低減 。
放射線 活動時間 短 被 線量 少 。
放射線 、放射線源 距離 二乗 反比例 減少 。 放
射線源 距離 被 線量 少 。逆
、放射線源 距離 半分 位置(1/2 距離) 近 放射線量 元
位置 4倍 、急激 空間線量 上昇 、特 危険区域
活動時 注意 必要 。

放射線源 間 遮 物 放射線量 減少 。
壁、鉄 鉛 金属 板 、遮 材 使用 。放射線
源 位置、形状 明確 、鉛 線源 囲
周辺 空間線量率 低減 。
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外部被 対策 、空間線量率 測定 、活動 場所 安全確認
管理 。
個人被 線量計 装着 、被 線量管理 行 。
活動時間 、活動 場所 空間線量率 応 、線量限度 越
管理 。
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実効線量 計算 算出 量 、直接測定 。
、被 管理 、実効線量 代 実際 測定 量（実

用量） 、周辺線量当量 個人線量当量 用 。
空間線量計 周辺線量当量 示 、個人線量計 個人線量当量 示
。
周辺線量当量 、人体 組織 模 直径30cm 球 表面 １cm 深

線量（１cm線量当量） 表 。人体 組織 多 体表面
１cm 深 、結果的 周辺線量当量 実効線量
高 値 。 周辺線量当量 用 、安全側 被
管理 。
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電子式・直読式 個人線量計 用 、被 積算線量
表示 、一定期間 、 作業 、自分 線量 知

。 、被 線量 設定 値 達 、
振動 着用者 知 、 付 線量計
。放射線 事故 災害 緊急時 対応 付

線量計 使用 。
男性 胸部 、女性 妊娠 可能性 考慮 腹部 付 一般的
。個人線量計 汚染 防護服 内側 、向 確認 装着
。誤計数 可能性 、携帯電話、PHS、高出力
装置 近辺 使用 十分注意 。

個人線量計 、光刺激 （OSL）線量計、 線量計
。 、一 月等 一定期間、身

、積算線量 測定 、 値 表示 （現像
分 写真 、 近 ）。
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活動時 個人被 線量 記録 。
個人線量計 中 、電源 切 測定結果

戻 、注意 必要 。
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遮 材 遮 効果 表 半価層及 1/10価層 用
。半価層 入射γ線 線量率 1/2 減 必要 遮 物 厚 、

1/10価層 入射 （γ）線 線量率 1/10 減 必要 遮 物
厚 。

（γ）線 、実効線量透過率 1/10程度 、鉛 鉄 用
数cm 厚 必要 、 同程度 遮 効果 得
、20cm前後 厚 必要 分 。

実効線量透過率 遮 体 場合 （γ）線 実効線量率
遮 体 場合 （γ）線 実効線量率 比 。 図
、線源 ５ｍ離 場所 遮 物 置 、 後方
実効線量透過率 低下 示 。例 、Co-60線源 場合、
厚 30cm 鉄 、 後方 実効線量透過率 約10-4、 、１万分
１ 低下 。

出典；JAERI-Data/Code 2000-044 実効線量評価 光子・中性子・
線制動輻射線 対 遮 計算定数
総務省消防庁 ！RI119 消防職員 放射性物質事故

対応 基礎知識（平成23年3月（平成27年3月一部改定））
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原子力災害時 防護措置 屋内退避 。 、屋内 建
材 遮 効果、床下 汚染 屋外 空間線量率
低 。
屋内 線量率 求 場合 、建築物 遮 床下 汚染
考慮 、近 屋外線量率 値 低減係数 乗 、屋内 空間線

量率 推定 。
低減係数 、建材 種類 異 。木造家屋 、外 放射
線 約６割 低減 。 家屋、鉄筋 家屋

遮 効果 高 。 、高層階 従 、土壌表面
放射性物質 距離 離 、放射線量 少 。

出典；環境省「放射線 健康影響等 関 統一的 基礎資料平成29年
度版」
原子力安全委員会「原子力施設等 防護対策 」（昭和55年6月（平成
22年8月一部改訂））
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鉛入 放射能防護服 、 遮 効果 実
際 確認 結果 示 。防護服一式 含 鉛 鉛3mm
相当 、 ‒241 放射線 低 放射線
対 遮 率95%前後 、有効 言 、 ‒137

‒ 60 対 遮 率 10%以下 。 、鉛
側面(脇腹部分) 鉛 入 、側面 被 場合、遮 効果
期待 。
防護服一式 総重量等 機動性 低下 、活動時間 延長 、被
線量 増大 考 。

出典；総務省消防庁 ！RI119 消防職員 放射性物質事故対
応 基礎知識（平成23年3月（平成27年3月一部改定））
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内部被 経路 、経口摂取、吸入摂取、傷口 皮膚 体内 入
経皮摂取 三 。 、内部被 防 、 三
経路 、放射性物質 体 取 込 。

経口摂取 防 、汚染 区域 飲食、喫煙等 、手 物
品 舐 、口 使 作業 。
吸入摂取 防止 、次 例示 、必要 応 、呼
吸保護具 着用 。
経皮摂取 防止 、傷口 皮膚 放射性物質 取 込 防
、傷口 保護（ 、覆 ） 、皮膚 、次
例示 身体用 防護装備（ 服、 手袋等） 着用
、放射性物質 直接、皮膚 接触 。

以上 ３ 、人 内部被 三 経路 断 、身
体 関 防護 、放射性物質 対 防護 、「閉
込 」、「除染」、「整理・整頓（線源 管理）」 、内部被 防護 三
原則 （数 諸説 ）。 、「汚染状況 把握
拡大・飛散 防止」 、 原則 基 、考 方 難

、 放射線計測・測定 伴 、放射性物質 取扱
・管理 不明 場合 、放射線管理要員 助言 得

。
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吸入摂取 防護 、呼吸保護具（ ） 装着 。 性
能 表 数値 防護係数 。防護係数 高 内
粉 漏 混 少 示 。
原子力災害時 対応 、使用 、空気中 舞 放射性
物質 種類 濃度 、汚染 程度 低 、
N95 対応 。
放射性物質濃度 高 場合、放射性 素、α線放出核種等 場合 、

（活性炭 ）等 過可能 、半面
全面 使 。
、派遣 標準的 利用 想定 、事業所内

状況 、陽圧式呼吸保護具 、特殊 装備 使
。
着用 際 注意点 、写真 例 、 ・N95
、鼻筋 当 部分 密着 （針金部 曲 調整 ） 、

面体 （写真 例 全面 ） 、顔 密着
。
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放射性物質 吸入 場合、鼻腔 粘膜 放射性物質 付着 。
、内部被 可能性 確認 場合 鼻腔 汚染検査 確認
方法 。綿棒 生食 湿 、鼻腔 擦 （綿棒 生食等
湿 方 粘膜 傷 。）。綿棒 汚染 、放射
性物質 吸入 可能性 、 計測
、詳細 検査 行 。
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表面汚染対策 、防護衣、 、 、 手袋、靴
装着 。
適切 防護装備 選択 、作業環境 線量率、汚染（表面汚染密度）、
放射性物質 種類（核種）等 勘案 。
例 、汚染 低 場合 、白衣、綿手及 等 十分 、汚染
高 場合 、 重 装備 選択 必要 。対象 放射
性物質 種類 、作業環境 情報 得 、不明 場合 、重装備
選 。
汚染 前提 場合 可能性 高 場合 、 手袋 二重
、外側 手袋 交換 運用 必要 。
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皮膚 被 線量 計算式； Ｈ＝Ａ・Ｄ・Ｔ・Ｋ（nSv）
Ａ：単位皮膚表面汚染密度 吸収線量
〔（nGy/h）/（Bq/cm2）〕（皮膚表面 70μm直下） 図（参
考資料 参照） 読取

Ｄ：汚染 箇所 表面汚染密度（Bq/cm2）
Ｔ：皮膚被 継続時間（h）

例 、I-131 表面汚染密度120 Bq/cm2 汚染 、汚染 除
染 完了 ２時間 、皮膚 被 線量 0.34mSv

。
放射線業務関係者 皮膚 関 等価線量限度500mSv（緊急時
1Sv(1,000mSv)） 、小 分 。
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時間；30分
内容

• 原⼦⼒発電所事故 影響
• 原⼦⼒災害時 防護措置
• 原⼦⼒発電所事故時 防護
• 防護措置 効果
• 屋内退避時 注意点
• 医療・福祉施設 避難
• 避難時 注意点
• 避難退域時検査
• 汚染検査
• 原⼦⼒災害時 病院避難
• 避難時 防護対策
• ⾞椅⼦ 汚染検査
• 受 ⼊ 先医療機関 対応
• 屋内退避・避難時
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原⼦⼒発電所 、 核分裂 発⽣ 熱 発電 利⽤
。 核分裂 ⽣ 核分裂⽣成物 、放射性物質 多

含 。
原⼦⼒災害 、事故 燃料 被覆管 破損 、⼤量 放
射性物質 環境中 放出 。
放出 気体状 放射性物質 、雲 状態 ⼤気中 流 。

降 放射性物質 地表 沈着 、野菜 ⾷
物 取 込 。 、 通過 地域 汚染 、

線 外部被 、吸⼊ ⾷事 内部被
。 、原⼦⼒施設周辺 住⺠等 対 放射線

重篤 確定的影響 回避 ⼜ 最⼩化 、及 確率的影響
低減 防護措置 講 必要 。
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原⼦⼒発電所 事故 発⽣ 場合、防護措置 開始 。
緊急時活動 （EAL） 基 防護措置 考 ⽅
予防的防護措置 準備 区域（PAZ） 、確定的影響 回避

、警戒事態 、施設敷地緊急事態要避難者 避難準備 ⾏ 、
施設敷地緊急事態 、施設敷地緊急事態要避難者 避難、住⺠避難
準備及 安定 素剤 服⽤ 準備 ⾏ 、全⾯緊急事態 場合 、
住⺠避難及 安定 素剤 服⽤ 指⽰ 。

、緊急時防護措置 準備 区域（UPZ） 、確率的影響
低減 、施設敷地緊急事態 、屋内退避 準備 ⾏

、全⾯緊急事態 、屋内退避及 安定 素剤 服⽤ 準備 ⾏
。 、放射性物質 放出後 ⼀時移転等 必要 場合 備

、安定 素剤 緊急配布 準備、避難退域時検査及 簡易除染 準備、
⾷品摂取制限 準備 ⾏ 。放射性物質 放出後、UPZ及 UPZ外

、OIL 基 、防護措置 実施 。
PAZ 医療機関 施設敷地緊急事態 、避難 開始 。

施設敷地緊急事態要避難者
避難 実施 通常以上 時間 、 、避難 健康
⾼ 要配慮者等（傷病者、⼊院患者、⾼齢者、障害者、外国⼈、乳幼児、
妊産婦 他 災害時 援護 必要 者 。）、安定 素剤 事
前配布 者及 安定 素剤 服⽤ 不適切 者 、施設敷
地緊急事態 早期 避難等 防護措置 実施 必要 者 。
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放射性物質 環境中 放出 場合、⼤気中 地表 放射性物質
線 外部被 。屋内 滞在 場合 、建物

壁 屋根 放射線 遮 、被 線量 低減 。建
物 ⽊造建屋 建屋 ⽅ 放射線 遮 効果 。

、窓 扉 閉 、⼤気中 放射性物質 建物 中 ⼊
防 、放射性物質 吸⼊ 防 内部被 防護
。

原⼦⼒災害 起 時 防護 基本 、屋内退避 避難 。
⾏動 基準 、原⼦⼒災害対策指針（原⼦⼒規制委員会） 定 、
国 地⽅公共団体 指⽰ 。医療機関 介護福祉施設等 避難
⽀援 必要 機関 、地域防災計画等 定 屋内退避
避難 。
原⼦⼒災害時 、空間線量率 毎時500 超 地域
、直 避難 。 、毎時20 超 地域 、
１週間 ⽬処 ⼀時移転 。 、防護措置 実施 判断 基準

運⽤上 介⼊ (OIL) 設定 。
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屋内退避 防護効果 ⽰ 。 、 137 100
、 他核種 137 同 割合 換算 量、 希 類
全量、環境中 放出 仮想的 事故 想定 。
防護措置 場合 ⽐ 、屋内退避 被 線量 低減

。 ⽊造家屋 、 構造物 ⽅ 被 線量 低
減効果 ⾼ 。

、⼀時的 、屋内退避 防護効果 期待 、
PAZ 、予防的 避難 ⾏ 、 健康 ⾼

要配慮者 、無理 避難 ⾏ 、屋内退避 ⾏ 、
適切 安定 素剤 服⽤ 合理的 。
病院等 建物 対 放射線防護機能 付加 、
⼀層 低減効果 期待 。
避難勧告・避難指⽰、屋内退避 ⻑期 及 予想 場合 、避難
切 替 必要 。

出典：緊急時 被 線量及 防護措置 効果 試算 （案） 平
成２６年５⽉２８⽇ 原⼦⼒規制委員会
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屋内退避 甲状腺 被 線量 低減効果 ⽰ 。
⽊造家屋 屋内退避 場合 、 建屋 屋内退避 安定
素剤 服⽤ 併⽤ 、 甲状腺 被 線量 低減 効果
⾼ 。

出典：緊急時 被 線量及 防護措置 効果 試算 （案） 平
成２６年５⽉２８⽇ 原⼦⼒規制委員会
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屋内退避 指⽰ 注意事項 、外気 取 ⼊
。

・窓 扉 閉 。
・換気扇 ⽌ 。（空気 流 ⽌ 。）
・冷暖房器具 ⽌ （外気 取 込 ⽌ ）。 熱中症 危
険 場合 、冷房器具 使⽤ 継続 。家庭⽤
外気 取 ⼊ （熱交換 ⾏ 物） 、使⽤
。

・⼤ 建物 設置 、換気装置 ⽌ 。

他
・ 、 、防災無線、広報⾞等 、正確 最新 情報 ⼊⼿

。
・外 建物 中 ⼊ 、⼿洗 等 ⾏ 。
・⾷品 汚染 、⾷品 、 、冷蔵庫等 保管

。
・避難、⼀時移転 防護措置 指⽰ 場合 備 、避難 際 持

出 物品 準備 。
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避難 ⼀時移転 実施 ⽅ 良 、避難 健康 ⾼ 災
害時要配慮者（傷病者、⼊院患者、⾼齢者、障害者、外国⼈、乳幼児、妊産
婦等）等、実施 困難 場合、国及 地⽅公共団体 指⽰ 屋内退避
実施 。 際、⼀般的 遮 効果 建家 気密性 ⽐較的⾼

建屋 屋内退避 有効 。 、空気 清浄装置 遮
材 設置 考慮 。
特 、屋内退避 実施 期間 、⾷料、医薬品及 ⽇常⽣活 必需
品等⽀援 受 必要 、事前 市町村 道府県等 関係機関 ⼗
分調整 、実効性 計画 策定 必要 。
原⼦⼒緊急事態 発⽣ 場合 、道府県 市町村 災害対策本部 連絡
密 、上記 ⽀援物資 提供 放射線防護 留意 、必要 情報
提供 絶 受 。情報 提供 場合 、退避者側 取
⾏ ⼤切 。
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病院 福祉施設 、屋内退避 避難 防護措置 切 替
、避難者 医師 看護師 同⾏ 。

医師 看護師 、避難先 避難者 関 情報 早 段階 提
供 必要 。
防災計画 、避難先 受 ⼊ 調整 事前 実施 推
奨 。
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原⼦⼒災害 起 時 防護 基本 、屋内退避 避難 。避難 時
、放射性物質 、万 ⼀、環境中 放出 場合 対策 必要 。

外部被 対策 、屋外 滞在時間 短 。避難
場合 、⾞ 使⽤ 。
内部被 対策 、放射性物質 吸⼊ 使⽤
。 場合 、 ⼝ 覆 放射性物質 吸⼊

少 。
汚染 対策 、帽⼦、⼿袋、 ⻑袖 ⾐類 ⼀枚多 着⽤
。 、汚染 髪 ⽪膚 付着 防 、汚染 場合

脱⾐ 放射性物質 取 除 。
避難 際 、⼾締 、電気 落 、 ・⽔
道 元栓 閉 、近所 ⼈ 声 必要 。
医療・衛⽣関係 、常⽤薬、 薬⼿帳、粉 、紙 忘
必 携⾏ 。
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避難時 国 基準 超 汚染 確認 、避難
退域時検査 ⾏ 。特 、避難 初期 迅速性 重 、避難⾞
両 検査 中⼼ ⾏ 、検査結果 OIL 基準 超 場合 、除染
実施 。
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汚染検査 、GM 表⾯汚染計 使⽤ 。⼈
汚染検査 場合、⼿ 靴底 汚染検査 重要 、⼿指 汚染 内部被
可能性 ⽰唆 、靴底 汚染 、歩⾏ 範囲 汚染 ⽰唆 。

⾞椅⼦ 避難時 限 汚染検査 実施 。
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⼊院患者 、施設敷地緊急事態要避難者 、PAZ ⽴地
医療機関 介護福祉施設 、施設敷地緊急事態 時点 避難 開
始 。 、避難先 選定 時間 要 、平時

避難先病院群 選定 、調整 望 。
搬送⼿段 、原則地元⾃治体 確保 。
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医療・福祉施設 避難時 、外部被 、内部被 防護対策 必要
。 防護対策 ⼊院患者 病院職員 同 。

搬送時 、使 捨 上 、⽑布 ⾐
服 汚染防⽌ 。
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⾞椅⼦ 使⽤ 避難者 汚染検査 、⾞椅⼦ 乗 ⾏ 、
⾞椅⼦ 移動 場合 、別 椅⼦ ⾞椅⼦ 移動 汚染検査
⾏ 。
⾞椅⼦ 養⽣ 場合 、⾞輪 養⽣ 難 、汚染 付着 。
、汚染 区域 汚染 区域 移動 場合 、⾞椅⼦ 変
汚染拡⼤防⽌ 。 、移動中 ⼿ ⾐類 ⾞輪 触
注意 必要 。

搬送 場合 同様 。
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新型 感染症 感染症流⾏下 、避難所 感染症対
策 不可⽋ 。災害時 、避難者 避難所運営 感
染拡⼤防⽌ 感染予防 重要 。
１）⼿指衛⽣
避難者 避難所運営 、頻繁 ⽯鹸 使⽤
⼿洗 ⼿指衛⽣ 徹底 。⽔ 使⽤ 場合 、⼿指消毒
薬 使⽤ 。

、物品 等 、定期的 、 ⽬ ⾒ 汚 時 、
洗剤等 ⽤ 清掃 、避難所 衛⽣環境 限 整 。
２）換気
UPZ外 避難所 、外気 取 ⼊ 場合 、周辺 放射線状況 確認
、 到達 、内部被 危険 少 、
感染症対策 、⼗分 換気 努 。
３）咳 、
⾶沫 拡散防⽌ 、 着⽤ 推奨 。 咳
等 基本的 感染対策 徹底 求 。
４） ・距離 確保
避難者同⼠ ⼗分 距離（最低限１m以上） 確保 避難所

調整 。 、 区画表⽰、 、
、 利⽤ 、⾶沫感染 防 ⼯夫 求 。

、新型 感染症 発症 疑 避難者 、
専⽤ 確保 必要 、軽症者等 原則 ⼀般
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避難所 滞在 適当 留意 必要 。

出典
内閣府：避難所 新型 感染症 対応
内閣府：避難所 新型 感染症 対応

内閣府：避難所 新型 感染症 対応 参考資料

URL�http://www.bousai.go.jp/taisaku/hinanjo/（内閣府 防災情報
）
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医療・福祉施設等 避難 場合、⼊院患者 ⾼齢者 ⻑距離 避難
負担 。 、屋内 滞在 、⾞両 避難 場
合 、⾝体表⾯ 汚染 予想 。 、受
⼊ 先 医療機関等 、汚染検査 時間 、避難 ⼊
院患者 ⾼齢者等 負担 増幅 。
避難者 汚染 想定 場合 、汚染検査 実施 、必要 応 除
染 。
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時間：30分
内容

• 放射線管理要員
• 放射線防護 必要性
• 放射線防護 放射線管理
• 放射線施設
• 放射性同位元素等 規制 関 法律
• 放射線障害 防⽌ 関 他 主 法令
• 放射線安全管理 組織
• 放射線安全管理技術
• 線源管理
• 環境管理
• ⾮密封放射性同位元素 取扱 施設 安全管理
• 個⼈管理
• 記帳・記録
• 健康診断
• 教育・訓練
• 緊急時・危険時 対応
• 医療処置 放射線管理
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放射線管理要員 放射性物質 取 扱 事業所内 、放射性物質
⼈ 影響 考慮 、安全 合理的 管理 ⾏ 専⾨家 。放射線
管理要員 、放射線⽣物学、物理学、化学、法令 知識 有 。
放射線管理要員 、被 患者 ⾝体汚染検査、除染及 被 線量 測定、
並 医療機関 搬送⾞両等 設備、資機材 汚染防⽌及 汚染検査 協⼒

。 、被 患者 医療機関 搬送 際 、汚染 状況 測定
、傷病 状態 勘案 、 限 汚染 拡⼤防⽌措置 講 。
、患者 随⾏ 、事故 状況、患者 被 ・汚染状況 搬送先 医療

機関 提供 、汚染 拡⼤防⽌等 協⼒ 。
事業所 、積極的 放射線管理要員 育成 務 求 。

、 放射線取扱事業所 放射線管理 説明 。
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1895年 博⼠ X線 発⾒ 以降、1896年 博
⼠ 放射能 発⾒ 、以後多 放射線 関 研究 進 。

同時 1896年 博⼠ 放射線 ⽪膚 紅斑 ⽣
報告 、1901年 博⼠ ⽪膚障害 報告 、以

降 放射線 ⽪膚 、⽩⾎病 報告、
⾻⾁腫、 肝 、⽩⾎病 様々 放射線障

害 報告 。 放射線 発⾒直後 、研究者 放射
線 ⽪膚 紅斑 脱⽑、潰瘍 ⽣ 認 。放
射線 医学利⽤ 発展 、他⽅ 、放射線利⽤ 伴 障害
問題 。 、放射線利⽤ 関 線量
定義 、放射線 影響 量的関係 知 、効率的 利⽤ 促進
障害 防 動 起 。 国際放射線単位測定委員会
（ICRU)、国際放射線防護委員会（ICRP)、原⼦放射線 影響 関 国連
科学委員会（UNSCEAR)、国際原⼦⼒機関（IAEA）、経済協⼒開発機構原⼦
⼒機関（OECD/NEA) 国際機関 設置 ⾄ 。
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放射線・ 利⽤ 際 、放射線防護、放射線安全 確保
常 ⼼ 、 ⽅策 実践 。
利⽤ 直接携 者 成果 早急 求 、時 防護・安全
⽅策 懸念 。 防⽌ 、第三
者 放射線管理 必要 。 管理 、防護・安全
確保 困難 、利⽤者 安全 取扱 実⾏ 必要
。
安全管理 担当者 、利⽤者 安全取扱 徹 態勢 協議 必要
応 教育・訓練 醸成 、個々 作業 ⾒守 、複数 作
業 対 、総括的 対処 求 。 利⽤者 安全
管理 重要性 理解 積極的 管理実務担当者 協⼒ 関係 構築

強 求 。
医療機関 放射線・ 利⽤ 場合 、放射線 安全管
理 求 。 医療機関 放射線安全 、専⾨部署
診療放射線技師 医師 業務 傍 ⾏ 現

状 。医療機関 被 医療 実施 場合 、診療放射線技師 放射
線管理 役割 担 求 。
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放射線施設 多種多様存在 。
• 放射線発⽣装置使⽤施設
• 密封 （密封）放射性同位元素使⽤施設
• 密封 （⾮密封）放射性同位元素使⽤施設
• 核燃料物質・核原料物質使⽤施設
• 医療施設
• 他施設

複数 許可 所持 施設 。例 、放射線発⽣装置使⽤施設
⾮密封放射性同位元素使⽤施設 。
、放射線事故・災害 汚染患者 対応 救急外来等 、通常放射

線施設 許可 場所 施設、区域 実施
。対応者 安全、 他 施設 利⽤者等 安全 確保 、患者
受 ⼊ 時 放射線管理 重要 。
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我 国 原⼦⼒平和利⽤ 関 基本 法律 1955年 制定・公布
。 、「原⼦⼒基本法（昭和30年12⽉19⽇ 法律第186号）」 、

原⼦⼒利⽤ 社会福祉 ⽣活 向上 寄与 ⽬的 、原⼦
⼒ 研究、開発、 利⽤ 平和⽬的 限 、安全 確保、⺠主・⾃主・
公開 原則 、国際協⼒ 資 基本⽅針 。原⼦
⼒利⽤ 、 利⽤ 放射線・ 利⽤ ⼤別 。

利⽤ 個別法 、「核原料物質、核燃料物質 原⼦炉 規
制 関 法律」（原⼦炉等規制法） 、放射線・ 利⽤ 個別
法 、「放射性同位元素等 規制 関 法律」 定 。
放射性同位元素等 規制 関 法律関係法令 、法律、 条項 受
細⽬ ⽰ 施⾏令、施⾏規則 構成 、 補完

特定 事項 告⽰ 定 。
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⾏政機関 放射線障害 防⽌ 防護 関 事項 、各関係 関係法
令 組 込 、放射性同位元素等 規制 関 法律 技術
的基準 。
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事業所 放射線安全管理 体制 、最⾼責任者 事業所 ⻑
頂点 、放射線安全 施策 関与 組織 放射線安全管理 実務 担
当 組織 構成 。

、事業所 ⻑ 放射線安全 確保 、 事業所 実態 適
合 管理組織、管理基準等 定 、法令（法第２１条、則第２１条） 基
放射線障害予防規程 作成 、原⼦⼒規制委員会 届 出 。
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放射線 防護・安全 確保 管理対象 放射線源 環境 ⼈ 、
放射線管理 線源管理、環境管理、個⼈管理 。事業所

内部 ⾏ 放射線安全管理 、⽇常的 ⾏ 教育・訓練、放射線施設 点
検 、異常時・危険時 措置 臨機 ⾏ 業務 遂⾏
。
線源管理 、密封放射性同位元素、⾮密封放射性同位元素、放射線発
⽣装置、放射性廃棄物 管理 ⾏ 。環境管理 、作業環境 管
理、周辺環境 管理 ⾏ 。個⼈管理 、教育訓練 実施、定期
的 健康診断、管理区域 ⼊退域記録、外部被 線量 内部被 線量
管理 ⾏ 。

別-313



密封放射性同位元素（密封線源） 、通常 使⽤ 放射性同位元素 容
器 外部 漏出 、放射線（外部被 ） 防護（時間、
距離、遮 ） 留意 管理 。
⾮密封放射性同位元素（⾮密封線源） 、放射性同位元素等 汚染
関連 発⽣ 体内摂取 内部被 起 得 、

発⽣ 放射線 防護 留意 管理 。
放射性発⽣装置 、運転 停⽌ 放射線 発⽣ 停⽌ 。運転中
⽣成 放射化物 残留 。前者 放射線 留意 、
後者 放射線 残留 放射化物 放射線防護措置 必要 。
放射性廃棄物 ⾮密封放射性同位元素 汚染 物 。放射性
汚染物 汚染 除去（除染） 、汚染除去 ⾏為 発⽣
、⼆次放射性汚染物 取 扱 。極 低濃度 気体状・液体状
放射性廃棄物 、法令 定 排気中 排⽔中 放射性同位元素
種類 対 濃度限度以下 放射線利⽤施設 排気・排⽔設備 ⼀
般環境 放出 。
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放射線 防護・安全 関 放射線管理 ⽬的 、放射線障害 防⽌ 特
定放射性同位元素 防護 、公共 安全確保 。放射線障害防⽌ 放
射線業務従事者 作業環境 管理 、放射線施設、特 管理区域 境界
放射線管理 。公共 安全確保 公衆 ⽣活 ⼀般環境 保全
管理 、公衆 ⽣活圏 境界 線量 、公衆 被 限度

（1mSv/年） 越 。放射線量 場
所 、管理区域内、管理区域境界、事業所 境界 。空気汚染

、管理区域特 作業室 排気設備 排気⼝ 空気中
排気中 放射性同位元素 濃度 測定 。⽔汚染 、排⽔設備
排出 放射性廃液中 放射性同位元素 濃度 測定 。表⾯汚染

管理区域 境界 持 出 物品等 表⾯ 放射性同位元
素 密度 測定 。
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管理区域 、密封放射性同位元素 取 扱 施設 放射線
管理 ⾏ 区域 、⾮密封放射性同位元素 取 扱 施設 放射
線 汚染 管理 ⾏ 区域 。
⾮密封放射性同位元素 取 扱 施設 、汚染 管理 床、物品
表⾯密度、空気中 放射性同位元素 濃度 管理 ⾏ 。表⾯汚染
、直接法 法（直接物品 表⾯ 測定） 間接法
法（物品 表⾯ 紙等 、 紙等 測定） 。
上図 、⾮密封放射性同位元素 取 扱 施設 作業環境 周辺環
境 測定 ⽰ 。
放射線管理区域 、外部放射線量 実効線量 ３⽉間 1.3mSv 超 、
3⽉間 空気中 放射性同位元素 平均濃度 告⽰別表第2、第4欄
⽰ 濃度限度 1/10 超 、表⾯密度限度 1/10 超 場所
定 。

空気中 放射性同位元素 平均濃度 告⽰別表第2
http://www.mext.go.jp/component/a_menu/science/anzenkakuho/micro_detail
/__icsFiles/afieldfile/2012/04/02/1261331_15_1.pdf
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放射線障害防⽌法 、「放射性同位元素等 取扱 、管理
付随 業務」 、厚⽣労働省令 ⼈事院規則 X線装置 使
⽤・検査、原⼦炉 運転 含 業務 放射線業務 。
事業所 所⻑ 放射線業務従事者、取扱 等 業務従事者
者 教育・訓練 健康診断 受 。管理区域⽴⼊後 健康診断
⼀定期間 、 教育・訓練（再教育） 前回 教育訓練 ⾏ ⽇
属 年度 翌年度 開始⽇ 1年以内 受 。
管理区域 ⽴ ⼊ 者 、⼊退域 時刻等 記録 、管理区域 受 放
射線 量 外部被 線量 内部被 線量 測定 。
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記帳・記録 ⽬的 、単 過去 事実 書 記 、集積 、
現在 将来 状況 想定・評価 役⽴ 。
基本的 記帳・記録 種類 、下記 通 。
個⼈（放射線業務従事者）

健康診断 記録 永年保存
被 線量 測定記録 永年保存
教育・訓練 記録 1年 閉鎖、5年間保存

線源（放射性同位元素、放射線発⽣装置） 1年 閉鎖、5年間保存
放射性同位元素 受⼊ 、保管、使⽤、運搬、廃棄、払 出
放射性発⽣装置 使⽤

環境（放射線施設 内外） 1年 閉鎖、5年間保存
放射線 量、汚染 状況（表⾯ 放射性同位元素 密度）
排気中、排⽔中 放射性同位元素 濃度
放射線施設 点検及 保守・管理
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放射線 取 扱 業務 就 場合 、放射性同位元素等 規制
関 法律
、労働安全衛⽣法 ⼈事院規則 法令 特定 健康診断 受診

義務付 。
実施時期 、放射線障害防⽌法 1年 越 期間 、労働安全衛⽣
法（電離則）・⼈事院規則 ６⽉以内 。
健康診断 内容 、初 管理区域 ⽴ ⼊ 前 ⾏ 者 、放射線 被
歴 有無、末梢⾎ ⽩⾎球数、⽩⾎球百分率、⾚⾎球数、⾎⾊素量

値、⽩内障（眼） 検査、⽪膚 検査 ⾏ 。定期健
康診断 、初 管理区域 ⽴ ⼊ 前 実施 健康診断 項⽬ 変

、放射性同位元素等 規制 関 法律 、問診以外 医師
判断 必要 認 場合 限 実施 。
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事業者等 、管理区域 ⽴ ⼊ 者 放射性物質 放射線発⽣
装置 取 扱 業務 従事 者 対 、次 項⽬ 教育訓練 ⾏

。
（1）放射線 ⼈体 与 影響
（2）放射性同位元素等 放射線発⽣装置 安全 取扱
（3）放射線障害 防⽌ 関 法令及 ゙放射線障害予防規程
教育訓練 時期 、放射線業務従事者 対 、管理区域 初 ⽴ ⼊
前、 ⽴ ⼊ 後 前回 教育訓練 ⾏ ⽇ 属 年度 翌
年度 開始⽇ 1年以内 ⾏ 。取 扱 等 業務従事者 、取 扱
等 業務 開始 前、 開始後 前回 教育訓練 ⾏ ⽇ 属
年度 翌年度 開始⽇ 1年以内 ⾏ 。

教育訓練 時間数 上記 表 ⽰ 。
放射線業務従事者 放射性物質 取 扱 業務従事者

、放射線 ⼈体影響 放射線障害予防規程 知識 技術 有
。
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事業所 被 患者 発⽣ 場合 、放射線管理要員 、被 患者
⾝体汚染検査、除染 被 線量 測定、医療機関 搬送⾞両等 設備、
資機材 汚染防⽌ 汚染検査 協⼒ 。 、被 患者、搬送
機関関係者、医療関係者、処置室、搬送⾞両等（船舶及 航空機 含 。）
汚染 拡⼤防⽌措置等（養⽣ ） 含 放射線管理 必要 措置 ⾏
、事業者 含 関係機関 汚染 有無 報告 。
、患者 随⾏ 、事故 状況、患者 被 ・汚染状況 関 情報

搬送先 医療機関 提供 。
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医療機関 被 患者 受 ⼊ 場合、 医療機関 放射線等 取
扱 施設 場合 、放射線施設 責任者 放射線管理 担当 者、
診療放射線技師 、放射線管理、放射線防護、放射線計測 理解
職員 、被 医療 放射線管理 役割 担 望 。 、
事業所 随⾏ 放射線管理要員 調整、協⼒ 必要 。
汚染 被 患者 受 ⼊ 際 通常状態 、通常
法放射線管理 違 認識 必要 。医療処置 ⾏ 際
、蘇⽣ 救命処置 最優先 、被 患者 傷病 状態 勘案 、
限 汚染拡⼤防⽌措置 講 必要 。 、災

害・事故対応、医療処置 他 対応 連携、調整 ⼤切 。 、
管理区域 退出基準 、平常時 電離則第31条、⼗分 実績、治
療法 確⽴ 内⽤療法 退出基準 。被 医療 、傷
病者 状態 必要 処置 勘案 、 基準 参考 対応 。

別-322



別-323



時間；30分
内容

• 基本⽅針
• 関係機関・組織
• 派遣 準備
• 資機材
• 派遣 受⼊準備
• 原⼦⼒災害発⽣時 活動 流
• 待機要請
• 派遣要請・出動
• 基本的活動
• 安全確保
• 連絡、記録 作成 保管
• 活動 終了
• 費⽤ ⽀弁
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原⼦⼒災害医療派遣 （以下「派遣 」 。） 活動 、平
時 派遣 保有 医療機関 当該医療機関 管轄 道府県 間
締結 協定（以下「協定」 。）及 地域防災計画等 基
。
原⼦⼒災害医療・総合⽀援 、⾮被災道府県 派遣 出動

基本 。 、被災道府県 原⼦⼒災害医療調整官
必要性 判断 場合 、被災道府県内 派遣 出動

。
派遣 出動先 、被災道府県 原⼦⼒災害拠点病院 基本 、派
遣先 機関 ⻑ 指揮下 ⽀援活動 ⾏ 。

活動 、例 汚染 患者 対 救急医療等 提供 、原⼦
⼒災害医療 係 活動 ⽀援 基本 、出動先 原⼦⼒災害拠点病
院 対応 被 傷病者等 発⽣ 場合 、⾼度被 医療⽀援

原⼦⼒災害医療・総合⽀援 搬送 際 搬送⽀援
⾏ 。 、原⼦⼒災害 発⽣時 被災道府県 被災道府県内
市町村 事前 策定 原⼦⼒防災 係 各種計画 実⾏ 際 、他 関
係 対処要員 派遣 対応 ⽅ 適切 判断 場
合（例 医療機関 避難計画 実施 際 避難所等
救護活動 ⾏ 際 計画上 ⼈員確保 困難 判断 場合）等
、必要 応 原⼦⼒災害時 医療 可能 範囲 柔軟 対応
。
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緊急時活動 （EAL）、運⽤上 介⼊ （OIL） 基 防護措置
。

【警戒事態：EAL（AL）】
・PAZ 施設敷地緊急事態要避難者 、避難 準備 ⾏ 、 住
⺠ 情報収集 ⾏ 。
・UPZ 住⺠ 、情報収集 ⾏ 。
【施設敷地緊急事態：EAL（SE）】
・PAZ 施設敷地緊急事態要避難者 避難 、 住⺠ 避難 準
備 安定 素剤 服⽤ 準備 ⾏ 。
・UPZ 住⺠ 、屋内退避 準備 ⾏ 。
【全⾯緊急事態：EAL（GE）】
・PAZ 住⺠ 、国 地⽅公共団体 指⽰ 従 、安定 素剤 服
⽤ 、避難 。
・UPZ 住⺠ 、屋内退避 ⾏ 。 、避難 準備 安定
素剤 服⽤ 準備 ⾏ 。

緊急事態 全⾯緊急事態（EAL（GE）） ⾄ 、異常 量 放射性物
質 放出 場合 、緊急時 結果 、適切
防護措置 実施 。
●放射性物質 異常 量 放出後 防護措置
UPZ 住⺠ ⾏ 防護措置 実施 判断基準 、空間放射線量率
環境中 放射性物質 濃度 表 「運⽤上 介⼊ 」
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（OIL:Operational Intervention�Level） 設定 。
基準値 、緊急事態当初 ⽤ 、地上 沈着 放射性物質

種類 明確 時点 必要 応 改定 。
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原⼦⼒災害 、原⼦⼒施設 事故等 起因 放射性物質 放射線
環境 異常 放出 ⽣ 被害 意味 。原⼦⼒災害対策特別
措置法（以下「原災法」） 、原⼦⼒施設外 放射性物質 放
射線 放出 ⼀定 ⽔準 超 場合 、原⼦⼒緊急事態（原災法第２条
第２号 規定 「原⼦⼒緊急事態」 。） 該当 、緊
急事態応急対策 講 。 事態 原⼦⼒災害医療 対
応 、通常 救急医療、災害医療 加 被 医療 考 ⽅ 必要

。 原⼦⼒災害医療 提供 、原⼦⼒災害拠点病院、原⼦⼒
災害医療協⼒機関、原⼦⼒災害医療・総合⽀援 、⾼度被 医療⽀
援 、基幹⾼度被 医療⽀援 。 中 、原⼦
⼒災害拠点病院、原⼦⼒災害医療協⼒機関、原⼦⼒災害医療・総合⽀援

原⼦⼒災害医療派遣 保有 。⾼度被 医療⽀援
専⾨派遣 保有 。
、原⼦⼒災害医療調整官 、地域 医療事情 詳 者 、原⼦⼒

災害医療調整官 ⻑ 複数者 組織 ⽴地道府県等
設置 災害対策本部内 配置 。 原⼦⼒災害
医療調整官 、医療機関、消防機関等 対 搬送 患者 汚染 推定被
線量 基 、 搬送先 適切 迅速 指⽰ 。 際、救

急医療体制 活⽤ 、医療機関 対 傷病者 受 ⼊ 指⽰ 、
受⼊ 確認 。特 、重篤 傷病者 指定 原⼦⼒

災害拠点病院等 搬送 。 、原⼦⼒災害医療調整官
、必要 応 、他 ⽴地道府県等 対 派遣 派遣要請 ⾏
、⽴
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地道府県等内 原⼦⼒災害拠点病院等 派遣 。
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原⼦⼒災害医療派遣 （以下、派遣 ） ４名以上 、原⼦⼒災
害 発⽣ 場合 提供 医療 必要 知識、技能
保有 医師、看護師、放射線防護関係者、業務調整員等 構成
。
資機材 、移動時間 含 ７⽇程度 活動 必要 分量 基本 整
備 、定期的 点検 ⾏ 。
派遣 編成 招集、資機材 ⾞輛 管理及 整備、安否確認 情報
共有、連絡体制、補償 関 事項 必要 規程 院内
整備 。 、派遣 出動⼿続 活動⼿順、連絡⽅法等 定

類 事前 院内 整備 望 。
原⼦⼒災害医療・総合⽀援 主催 派遣 研修 教
育・研修 定期的 受講 、派遣調整訓練 派遣訓練等、道府県内 構築
医療 会議等及 担当地域 原⼦⼒災害医療・総合⽀援
主催 地域原⼦⼒災害時医療連携推進協議会等 積極的 参加

。
派遣 保有 医療機関 、管轄 道府県 派遣 運⽤
関 協定 締結 。 、派遣 構成員 教育・研
修 受講記録 作成、保管 。

参考：「原⼦⼒災害医療派遣 活動要領」 平成29年3⽉29⽇ 原⼦⼒規
制庁原⼦⼒災害対策・核物質防護課
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原⼦⼒災害医療派遣 資機材 。
放射線測定器等 、定期的 点検、校正 、常 使⽤ 確認

。 、⽣活必需品 、移動時間 含 7⽇程度 活動 必要
分量 備蓄 。

参考 DMAT隊員養成研修会 DMAT標準資器材
http://kenkyuukai-
113.skillupjapan.tv/images/sys%5Cinformation%5C20110510100123-
6B6B6D40DD150D47D0FB91F8E7521B5C6FD7E359DEF65B6C1DEF4A07C6
57661C.pdf#search='DMAT資器材
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派遣 ⽀援 受 ⼊ 可能性 原⼦⼒災害拠点病院等 医療
機関 、複数 派遣 ⽀援 受 ⼊ 想定 、外部 原
⼦⼒災害医療 ⽀援受⼊ 関 院内原⼦⼒災害医療 （以
下「院内 」 。） 定 。 、、必要 応 、
医師、看護師、診療放射線技師、薬剤師 職種 受⼊ 関 職
種別院内 定 。
体制整備 、派遣 受⼊待機場所、活動控室、宿泊 ⾷事
提供場所等、災害対策 係 体制、職種別 院内関係者名簿、院外 ⽀
援者名簿、資機材等 配置場所 情報提供体制、原⼦⼒規制委員会 「緊急
情報 」、管轄 道府県 連絡 原⼦⼒災害 発⽣、
事態推移等 速 把握、共有 体制、原⼦⼒災害医療・総合⽀援
、⾼度被 医療⽀援 連絡体制 構築 。
、複数 派遣 協働 活動 ⾏ 研修 実施 、他

機関 主催 訓練等 積極的 参加 。
派遣 緊密 医療 構築 ⽬的 道府県内 医療

係 会議 地域 担当 原⼦⼒災害医療・総合⽀援
主催 地域原⼦⼒災害時医療連携推進協議会等 積極的 参加

。
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原⼦⼒規制委員会防災業務計画 基 、事故警戒本部 原⼦⼒規制庁緊
急時対応 （ERC） 設置 場合 、警戒事態 発⽣ 道府
県 担当 原⼦⼒災害医療・総合⽀援 事務局員 当該⽀援

緊急参集 派遣 派遣調整⼿続 開始 体制
速 構築 。 、原⼦⼒統合防災 接続
確認 、ERC�及 警戒事態 発⽣ 道府県 原⼦⼒災害医療調
整官 緊急 連絡 体制 構築 。
原⼦⼒災害医療・総合⽀援 派遣 保有 医療機関 調
整 、派遣候補 派遣 選定 、医療機関 対 出動待機 依
頼 。 後、派遣 活動 必要 資機材等 準備 、派遣要請

場合 、出動 。
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原⼦⼒災害 発⽣ 場合 、⾮被災道府県
原⼦⼒災害医療 係 活動 ⽀援 必要 可能性 ⾼ 被災道府

県 判断 場合 、被災道府県 原⼦⼒災害医療調整官 被災道府県
担当 原⼦⼒災害医療・総合⽀援 （以下、総合⽀援 ）
対 、⾮被災道府県 派遣 派遣準備 調整 依頼 同時 OFC
医療班 通 ERC 連絡 。
被災道府県 担当 総合⽀援 、⾮被災道府県 派遣
保有 医療機関 調整、派遣 選定 、派遣 保有 医療
機関 対 当該 出動待機 依頼 。 派遣
情報 被災道府県 原⼦⼒災害医療調整官、出動待機 依頼 医療機関
管轄 道府県及 ERC医療班 伝達 。
被災道府県 原⼦⼒災害医療調整官 、⾮被災道府県 派遣 待機
要請 ⾏ 、⽀援受⼊医療機関 対 、派遣 受⼊準備 要請 ⾏
。受⼊準備 要請 受 派遣 ⽀援受⼊医療機関 、速

院内 受⼊準備 開始 。
管轄 ⾮被災道府県 待機 要請 受 医療機関 ⻑ 、派遣候補
派遣 構成員 対 待機 指⽰ 、派遣 構成員 、活

動 必要 資機材等 準備 、出動 備 。
国 被災道府県 派遣要請 場合 、緊急 必要性
認 、⾮被災道府県 対 派遣 待機 要請

。
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⾮被災道府県 原⼦⼒災害医療 係 活動 ⽀援 直 必要
被災道府県 判断 場合 、被災道府県 原⼦⼒災害医療調整官 被
災道府県 担当 総合⽀援 対 、必要 派遣 数、
派遣先、活動内容、原⼦⼒災害 状況等 関 情報 提供 、派遣
派遣調整 依頼 同時 OFC医療班 通 ERC 連絡 。被
災道府県 担当 総合⽀援 、原⼦⼒災害 規模、被災道府県
所在地 派遣先 原⼦⼒災害拠点病院等 地理的 位置関係等 考慮 、
出動待機 要請 派遣 中 必要 派遣 迅速
適切 選定 、当該 保有 医療機関 対 、派遣 出動
依頼 。 、選定 派遣 情報 被災道府県 原⼦⼒災害
医療調整官、当該 保有 医療機関 管轄 道府県及 ERC�医療
班 伝達 。
被災道府県 原⼦⼒災害医療調整官 、出動 依頼 派遣 保
有 医療機関 管轄 ⾮被災道府県 対 、派遣 派遣 要請
。 、派遣 ⽀援受⼊医療機関 対 、派遣 受⼊

要請 。受⼊医療機関 、受⼊体制 整 段階 旨 被災道府県
原⼦⼒災害医療調整官 伝達 。
管轄 ⾮被災道府県 派遣要請 受 派遣 保有 医療機関
⻑ 、派遣 構成員 対 出動 指⽰ 、出動 指⽰ 派遣

構成員 活動 必要 資機材等 携⾏ 出動 。
派遣 出動 医療機関 、管轄 道府県、被災道府県 担当
総合⽀援 通 、派遣 出動時刻 現地到着予定時刻等

、被災道府県 原⼦⼒災害医療調整官 伝 。
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派遣 １ 活動期間 移動時間 除 概 ５⽇間 基
本 。 、 ⻑期 活動 必要 判断
場合 、被災道府県 原⼦⼒災害医療調整官 、派遣 派遣調整
⼿続 同様、被災道府県 担当 原⼦⼒災害医療・総合⽀援
協⼒ 得 、活動期間 延⻑ 交替 調整 。
⽀援受⼊医療機関 活動 、 医療機関 ⻑ 指揮下 ⾏ 。汚
染 患者 対 救急医療等 提供、⾼度被 医療⽀援 等
搬送⽀援 原⼦⼒災害医療 係 活動 ⽀援 基本 。 、
事前 策定 各種計画 、派遣 対応 ⽅
適切 判断 場合（例 医療機関 避難計画 実施
際 避難所等 救護活動 ⾏ 際 計画上 ⼈員確保 困難
判断 場合）等 、必要 応 原⼦⼒災害時 医療 可能
範囲 柔軟 対応 。

、原⼦⼒災害医療・総合⽀援 派遣 出動 場合 、
出動先 組織 ⻑ 指⽰ 、複数 派遣 活動 統括

、必要 応 他 保健医療関連 活動調整 ⾏ 。
関係機関 ⽀援 単独 活動 続 、派遣
移動時間及 活動期間 必要 ⾷料・飲料⽔、 他 ⽣活必需品等
、派遣 ⾃ 準備・調達 基本 。 、後⽅

⽀援 業務 担 業務調整員 同⾏ 望 。
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国、被災道府県及 原⼦⼒災害医療・総合⽀援 、原⼦⼒災害
発⽣ 原⼦炉施設等 状況、緊急時 結果 原⼦炉施設等
状態予測、⽀援受⼊医療機関 活動状況 必要 情報 迅速 的確 把
握 、 情報 派遣 定期的 伝達 体制 確保

。 、緊急 対応 必要 場合 迅速 連絡 体制 確保
。
派遣 出動 医療機関 ⻑ 構成員⼀⼈ 対 、線量管
理 観点 個⼈線量計 貸与 、作業時間、累積線量等 記録 。
、放射性物質 汚染 恐 場合 、 、防護服等 装着
。原⼦⼒施設 状況 放射性 素 含 放射性物質 放出 可能

性 ⾼ 場合 備 、安定 素剤 携⾏ 。
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出動先 活動状況 、派遣 放射線防護関係者 派遣
出動 医療機関 ⻑及 医療機関 通 被災道府県 担当 原

⼦⼒災害医療・総合⽀援 対 定期的 報告 。 、可能 範
囲 詳細 記録 作成 、紛失 他 改 等 受 措
置 講 努 。
派遣 放射線防護関係者 、活動終了後 派遣 出動
医療機関 ⻑ 活動記録 提出 。 、個⼈情報保護 配慮 上
医療機関 通 被災道府県 担当 原⼦⼒災害医療・総合⽀援
活動記録 概要 提出 。
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出動 個々 原⼦⼒災害医療派遣 活動 終了 、派遣調整
派遣中 段階 調整 （計画 ）活動 終了時点 基
本 。
被災道府県 派遣 全体 活動 終了 、被災道府県 医療
等 勘案 、被災道府県 担当 原⼦⼒災害医療・総合⽀援
助⾔ 踏 、被災道府県 原⼦⼒災害医療調整官 決定 。

被災道府県 派遣 全体 活動 終了 決定 場合 、被災道府県
派遣 出動 医療機関 管轄 道府県 対 、派遣
活動 終了 伝達 。
派遣 活動 終了 伝達 道府県 、派遣 出動
医療機関 対 、派遣 活動 終了 伝達 。派遣 出動

医療機関 ⻑ 、被災道府県 全 派遣 活動終了後
、 全記録 集約 被災道府県 担当 原⼦⼒災害医療・総合⽀援

報告 。
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派遣 活動 要 費⽤ 、原則 、派遣 出動 医
療機関 医療機関 管轄 道府県 締結 協定 基 、管
轄 道府県 当該医療機関 ⽀弁 。派遣 出動 医療機関
管轄 道府県 、派遣 派遣要請 ⾏ 被災道府県 対 、費
⽤ 求償 。
災害救助法 適⽤ 場合 、要請 受 ⾮被災都道府県 、災害救
助法第20条 基 、被災道府県 対 費⽤ 求償 、被災道府県 、
同法第18条 求償 ⾮被災道府県 対 費⽤ ⽀弁 。
災害救助法 適⽤ 場合 、⾮被災都道府県 協定 基 医療機
関 費⽤ ⽀弁 時 、⾮被災都道府県 、被災道府県 対 費⽤
求償 。協定 締結 時 、被災道府県 、当該医療機関
対 活動 要 費⽤ 直接⽀弁 。派遣 活動費⽤ 、原則
、原⼦⼒事業者 賠償責任 負 。

別-340



別-341



時間；30分
内容

• 原⼦⼒災害医療協⼒機関 ⽀援活動
• 原⼦⼒防災体制 救護所活動
• 救護所活動 流
• 、導線１
• 、導線２
• 役割分担
• 救護所活動 必要 防護装備
• 救護所活動 資機材
• 受付・ ・
• 被災地住⺠⾏動記録票（例）
• ⾝体汚染
• 甲状腺簡易検査 ⽅法
• ⾏動調査
• ⾏動調査・問診 内容
• 住⺠対応 外部被 線量推定
• 移動型WBC⾞両 紹介
• 多数傷病者発⽣時 救護所活動
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原⼦⼒災害医療協⼒機関 、原⼦⼒災害時 ⽴地道府県等 原⼦⼒災害拠
点病院 ⾏ 原⼦⼒災害対策 協⼒ 機関 、次 ⽀援活動
⼀ 以上 ⾏ 。
1. 被 傷病者等 初期診療及 救急診療
2. 被災者 放射性物質 汚染 測定
3. 原⼦⼒災害医療派遣 保有 、派遣
4. 救護所 医療従事者 派遣
5. 国 指⽰ 基 、避難住⺠等 対 、防護措置 実施 基準以
下 否 確認 検査（避難退域時検査） 実施 放射性物
質 検査 派遣

6. ⽴地道府県等 ⾏ 安定 素剤配布 ⽀援
7. 他、原⼦⼒災害発⽣時 必要 ⽀援

中 、原⼦⼒災害時 緊急時 設置 救護所 ⾏ ⽀援活動
、２ 4〜6 。 、 他 ⽀援 、救護

所・避難所等 ⾏動調査 聴取 避難者等 ⼼理的不安 解消、事故 関
正確 情報 伝達 。

、救護所・避難所等 実施 医療 関連 ⽀援活動 解説
。
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地⽅公共団体 関係機関 協⼒ 得 、必要 応 救護 ⾏ 場所等
指定 、周辺住⺠等 対象 簡易 測定等 ⾏

、以下 情報 収集等 ⾏ 。
(i)避難 周辺住⺠等 対 放射線被 健康影響 説明 ⾏

、住⺠ 健康相談 対応 ⾏ 。 、新型
感染症 感染症流⾏下 、発熱 咳嗽、呼吸苦、 他症状

有 確認 、感染 疑 場合 、保健所 医療機関等
連携 、他 者 距離 確保 導線 分離、医療機関 搬送 感染
拡⼤防⽌ 対策 講 。
(ii)体表⾯ 汚染 甲状腺等 体内 汚染 測定 、避難所等
到達 汚染状況 把握 。汚染 程度 応 、 取 等
簡易 除染等 処置 医療機関 搬送 決定 ⾏ 。
(iii)避難 周辺住⺠等 登録 超 周辺住⺠等
把握 ⾏ 。
(iv)�安定 素剤 服⽤指⽰ 場合 、安定 素剤 服⽤ ⽀援 ⾏

。 、安定 素剤 服⽤ 関連 問診 ⾏ 、安定 素剤
服⽤ 被災者、慎重投与 被災者 把握 。
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救護所 基本的 流 、周辺住⺠ 登録、移動中 怪我 具合 悪
⼈ 応急処置 ⾏ 、 感染症流⾏下 感染 疑 者
感染拡⼤防⽌対策 実施 、汚染 有無 測定

除染 必要 ⼈ 除染及 再測定、外部被
線量 推定 ⾏動調査・問診、最後 救護所 ⾏

結果等 説明 。
特 傷⼝ 汚染 場合 除染 場合、 、⼤量 被
可能性 場合 、被 傷病者等 初期診療及 救急診療 実施
登録 原⼦⼒災害医療協⼒機関 原⼦⼒災害拠点

病院等 医療機関 搬送 。 、⼤量 被 可能性 場合
、原⼦⼒災害拠点病院 搬送 。
避難退域時検査 、除染 必要 無 場合 、 実施
、⾏動調査 移 場合 。

状況 応 、安定 素剤 服⽤ ⽀援 ⾏ 。
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被災者 集 避難所 等 ⾏ 救護所 開設
。
救護所 、受付、待機場所、 、除染、⾏動調査、説明、
応急処置等 設 。次 汚染 ⼈ 通路 汚染 ⼈
通路 区別 。汚染 拡⼤ 検査 流 ⼀⽅通⾏
。
待機場所 汚染 ⾮汚染 中間 、緩衝地帯 役
割 果 。検査 流 円滑 ⾏ 各 標識 表⽰
、被災者 誘導 要員 配置 重要 。汚染 ⼈ 通路 、

等 覆 。 、傷病者 応急処置 場所
確保 。
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優先 実施 場合 例 。
汚染 避難者 汚染 避難者 導線 極⼒重 ⼯夫

。 、除染 使⽤
、 袋 ⼊ 汚染拡⼤ 、部屋 隅 ⽅

保管 。
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救護所 活動 円滑 効率的 実施 、以下 設
考 。

①設置運営
救護所 開設 運営、被災者 受付及 登録、 、誘導、情
報収集、連絡

②
放射性物質 汚染検査、開⼝部 汚染検査 内部被

被災者 分
③除染
除染、脱⾐後 再検査、甲状腺計測、⿐腔 検査実施、汚染⾐服
保管

④調査・説明 及
⾏動調査、説明、被 医療機関 搬送 判断、健康相談

⑤医療
医療処置 必要 被災者 応急処置、安定 素剤配布
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要員 服装例
⾝体表⾯汚染検査 、 ⾏ 、検査員、記録者

。要員 、帽⼦、綿⼿袋、⽩⾐ 作業着 着⽤ 、個⼈線量
計等 所定 位置 装着 。検査員 検査 受 ⼈ 触
、 汚染 注意 。

除染要員 服装例
除染 、住⺠ 誘導、汚染検査、除染介助、記録 ⾏ 。
要員 汚染防護服（例 、 ® ）、 、 、

綿⼿袋、 ⼿袋、⻑靴（ 靴 ） 着⽤
。 、要員 個⼈線量計 男性 胸部、⼥性 腹部 着装 。

被災者 ⾃分 除染 間 、指導 ⾏ 、汚染拡⼤防⽌ ⼼
。 、随時 要員⾃⾝ ⾐服等 汚染 検査 、
⼿袋 汚染 場合 交換 。

新型 感染症 感染症流⾏下 、⾶沫感染 予防策
使⽤ 考慮 。
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救護所活動 必要 資機材 ⽰ 。救護所 活動内容
適宜必要 資機材 準備 。
感染症流⾏下 、感染拡⼤防⽌・感染予防対策 、医療資機材 他
、避難者 使⽤ 、⼿指衛⽣ 消毒薬（消毒⽤
） ⾶沫拡散防⽌ 準備 。 、 衛⽣材

料 、新型 感染症以外 ⾷中毒 流⾏下
積極的 活⽤ 望 。
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救護所 避難 被災者 、 受付 登録 ⾏ 。 際、傷
病者 登録 優先的 ⾏ 、受付 住⺠ ⼾惑
誘導 担当者 置 必要 。登録⼿続 、被災者登録票等
⽤ ⾏ 。 ⾏動調査票等 汚染検査記録票等 渡 、
登録票 被災者１⼈ １組 登録票 渡 。

記⼊ 際 助⾔ 指導 必要 、 ⼈員 配置 必要 。
登録 、後 追跡調査 ⼤切 資料 。受付 被災者本

⼈ ⽒名、住所 簡単 記⼊ ⾏ 、 被災者 受付前
⻑時間待 。

、被災者登録票 汚染検査記録票 、項⽬ 重複 避 平常時
様式等 検討 重要 。

被災者登録 上記 ⾏ 、救護所 数⼗ 数百⼈
多数 被災者 避難 。 中 避難中
、具合 悪 ⼈ 。

場合 早期 医療処置 必要 、外傷 創傷汚染 有無 速
評価 。 、汚染検査 ⾏動調査 ⾏ 際 介助 必要 被災
者 。受付 段階 多数 被災者 中 処置 優先
必要 傷病者 的確 選別 （ ） 必要 。

医療処置 必要 応急処置 誘導 。創傷
全⾝状態 問題 速 汚染検査 誘導 、創

傷汚染 有無 含 、汚染検査 優先 ⾏ 。介助 必要 被災者
誘導要員 付 添 検査 ⾏ 。創傷部 汚染 、
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速 医療機関 移送 。
、新型 感染症 感染症流⾏下 、発熱 咳嗽、

呼吸苦 症状 発症 確認 、感染 疑 場合 、
他 避難者 距離（最低１m以上） 、 着⽤ 、可能
、医療機関 搬送 。

登録 完了 被災者 、市町村係員 指⽰ 従 、
、⾝体汚染 有無 分 （ ） 検査

受 。被災者登録票等 汚染検査記録票等 、汚染検査 処置 終了
被災者本⼈ 持 。
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被災地住⺠⾏動記録票 例 。
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除染 汚染検査後、出来 早期 ⾏ 重要 。時間 経過
放射性物質 落 、体内 ⼊ 。 、

創傷部 、 汚染 否 判断 、創傷部 汚染 被
災者 最優先 除染 必要 。 、創傷汚染 被災者 創傷
応急処置 ⾏ 、汚染拡⼤防⽌ 汚染部位 被覆 、速 原⼦⼒災
害医療協⼒機関等 医療機関 搬送 。
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放射性 素 放出 場合 開⼝部周囲 汚染 認
場合 放射性 素 吸⼊ 疑 場合 、頸部 除染 後、

甲状腺 線量 γ線量率測定⽤ NaI（Tℓ） 式
（例 、TCS-161、171等） ⽤ 、頸部 密着 測定 。甲

状腺 位置 形状 ⽰ 。
甲状腺 被 線量 100mSv 場合、放射性 素131 3,000Bq程度摂取

推定 。実際 指⽰値(μSv/h) 放射
性 素131 甲状腺沈着量(Bq) 求 換算係数 求
必要 。 量 超 被 医療機関 検査 必要
。
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⾏動調査 、被災者 健康状態 確認 、 外部被 線量 推定 、
残存汚染 程度 考 合 被災者 被 医療機関 送 判断

⽬的 ⾏ 。⾝体汚染検査後 未満
場合、 除染後 再検査後 ⾏ 。
外部被 線量 ⾏動調査 環境 情報等 推定 。
⾏動調査 、除染 医療 中 、保健師 看護師等 医療

職 従事 者 ⾏ 望 。
被災者登録票 汚染検査記録票等 参照 、下記 項⽬ 聞
取 、⾏動調査票等 記⼊ 。聞 取 者 、⽩⾐ 着 、⽩⾐ 胸

（⼥性 腹部） 個⼈線量計等 装着 被災者 応対 。
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現在 健康状態；急性放射線症 前駆症状 現 確認 、
⾼線量被 可能性 。 、 他 健康上 問題
確認 。

事故発⽣後 、救護所 来 、以下 確認 。
情報 、外部被 線量評価 ⾏ 。

• （場所、屋外 屋内 、建物 種類 ⽊造
）。

• 時間 。
• 服装 。
• 居場所 時間的 変 、 ①、② 確

。
• 天候 、⾬ ⽔ 濡 否 。
• 飲⾷ 。授乳婦 場合授乳 ？回答 、以後

授乳 継続 ⼈⼯乳 指導 必要 。
、安定 素剤 服⽤指⽰ 出 、服⽤ 必要 場合 、安

定 素剤 服⽤ 被災者、服⽤ 注意 必要 被災者 確認
問診 実施 。
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東京電⼒福島第⼀原⼦⼒発電所 、福島県⺠ 対象 原発事故発⽣直後
各個⼈ ⾏動 調査 情報 時系列 作成 線量分布

図 情報 統合 、各個⼈ 被 線量 推計 。
外部被 線量 推定 、事故発⽣直後 ⾏動調査 不可⽋

。 救護所 外部被 線量推計 ⾏動調査 実施 。
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⾃治体 、救護所 内部被 検査 ⾏ 、移動型WBC
⾞輌 導⼊ 。救護所 ⾝体表⾯汚染検査 、顔⾯ 汚染 検出

、放射性 吸⼊ 疑 場合 、 移動型WBC⾞輌
搭載 WBC 内部被 検査 。

移動型WBC⾞輌 検査 、簡易検査 、体内 放射性物質
検出 場合 、原⼦⼒災害拠点病院等 搬送 、内部被 精密
評価 必要 。
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多数 汚染 被災者 発⽣ 、多数 負傷者 発⽣ 場合 救護
所 活動 流 ⼀例 ⽰ 。状況 変更 必要 。

、被災者 状態 確認 同時 ⾼線量被 可
能性 場合 、前駆症状等 有無 確認 。
⾼線量被 内部被 、外傷等 複合障害 、状態 応 搬
送先医療機関 選定 。汚染 傷病者 汚染 傷病者 別 医
療機関 搬送 調整 望 。
多⼈数 実施 場合 、頭部、顔⾯、⼿指 汚染 付
着 部位 汚染検査 実施 、短時間 多⼈数
可能 体制 実施 。頭部 顔⾯ 汚染 、⿐腔 等 検査
、内部被 可能性 場合 、速 内部被 精密 検査、
処置 医療機関 搬送 。
⾏動調査 問診 、避難所 移動後 実施 、救護所 多⼈数
滞留 、対処 。
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原⼦⼒発電所では、ウランが核分裂して発⽣する熱を発電に利⽤していま
す。この核分裂によって⽣じたものが核分裂⽣成物で、放射性物質を多く含
んでいます。主に、キセノン、クリプトンなどの放射性希ガス、ヨウ素−１
３１、ヨウ素ー１３３、セシウム−１３４、セシウム−１３７、ストロンチ
ウム−９０など粒⼦状物質の気体や液体が⽣じます。事故で燃料のペレット
や被覆管が破損すると、これらの放射性物質が外部へ漏れ出ます。
福島第⼀原⼦⼒発電所の事故では、津波によって全電源が喪失し、そのた
めに原⼦炉を冷却できなくなり、原⼦炉内の温度や圧⼒が上昇して⼤量の放
射性物質が環境中に放出されました。放出された気体状の放射性物質は、雲
のような状態で⼤気中を流れます。このプルームから降ってきた放射性物質
が地表に沈着したり、野菜などの⾷物に取り込まれます。そこで、プルーム
が通過した地域にいると汚染したり、プルームからのガンマ線や地表からの
ガンマ線による外部被ばくをしたり、吸⼊や⾷事から内部被ばくをしたりし
ます。
原⼦⼒災害時における医療対応には、通常の救急医療、災害医療に加えて
被ばく医療の考え⽅が必要となります。すなわち、被ばく線量、被ばくの影
響が及ぶ範囲、汚染の可能性等を考慮して、被災者等に必要な医療を迅速、
的確に提供する事です。
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原⼦⼒災害も他の災害と同じように「災害対策基本法」と、「災害対策基
本法」等の特別法である、「原⼦⼒災害対策特別措置法」が基本になります。
また、「災害対策基本法」に基づき、中央防災会議は、内閣の重要政策に
関する会議の⼀つとして、内閣総理⼤⾂をはじめとする全閣僚、指定公共機
関の代表者及び学識経験者により構成され、防災基本計画の作成や、防災に
関する重要事項の審議等を⾏います。
この防災基本計画は、政府の防災対策に関する基本的な計画で、災害の種

類に応じて、災害予防・事前準備、災害応急対策、災害復旧・復興という災
害対策の時間的順序に沿って記述され、国、地⽅公共団体、住⺠等、各主体
の責務を明確にするとともに、それぞれが⾏うべき対策をできるだけ具体的
に記述されています。その第12編が原⼦⼒災害対策についてです。
さらに、原⼦⼒災害対策指針は、「原⼦⼒災害対策特別措置法」に基づき、
原⼦⼒規制委員会が、原⼦⼒災害策を円滑に実施するために、専⾨的・技術
的事項について定めたものです。
この防災基本計画及び原⼦⼒災害対策指針に基づき、指定⾏政機関及び指
定公共機関は防災業務計画を、地⽅公共団体は地域防災計画を作成し、災害
に備えます。
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本指針は、原⼦⼒災害対策特別措置法(平成11年法律第156号。以下「原災
法」という。)第6条の2第1項に基づき、原⼦⼒事業者、指定⾏政機関の⻑及
び指定地⽅⾏政機関の⻑、地⽅公共団体、指定公共機関及び指定地⽅公共機
関その他の者が原⼦⼒災害対策を円滑に実施するために定められたものです。
本指針の⽬的は、「国⺠の⽣命及び⾝体の安全を確保することが最も重要で
あるという観点から、緊急事態における原⼦⼒施設周辺の住⺠等に対する放
射線の重篤な確定的影響を回避し⼜は最⼩化するため、及び確率的影響のリ
スクを低減するための防護措置を確実なものとする」とあります。
この指針を⼗分に理解し、関係者の間で共通認識としておくことは、原⼦⼒
災害に対応するにあたって、極めて重要です。また、様々な防護措置等につ
いても基本的事項、実施体制等が策定されています。
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原⼦⼒災害対策指針の主な内容を⽰しています。
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予防的防護措置を準備する区域（PAZ：Precautionary Action Zone）
PAZとは、急速に進展する事故においても放射線被ばくによる重篤な確定
的影響を回避し⼜は最⼩化するため、緊急事態の区分に応じて、即時避難を
実施する等、通常の運転及び停⽌中の放射性物質の放出量とは異なる⽔準で
放射性物質が放出される前の段階から予防的に防護措置を準備する区域です。
発電⽤原⼦炉施設に係るPAZの具体的な範囲については、IAEAの国際基準に
おいて、PAZの最⼤半径を原⼦⼒施設から３〜５ｋｍの間で設定すること
（5kmを推奨）とされていること等を踏まえ、「原⼦⼒施設からおおむね半
径5km」を⽬安としています。

緊急防護措置を準備する区域（UPZ : Urgent Protective Action Planning 
Zone）

UPZとは、確率的影響のリスクを低減するため、緊急防護措置を準備する
区域です。発電⽤原⼦炉施設に係るUPZの具体的な範囲については、IAEAの
国際基準において、UPZの最⼤半径は原⼦⼒施設から5〜30kmの間で設定さ
れていること等を踏まえ、「原⼦⼒施設からおおむね半径30km」を⽬安とし
ています。
ただし、炉規法第４３条の３の３３の規定に基づく廃⽌措置計画の認可を

受け、かつ、照射済燃料集合体が⼗分な期間冷却されたものとして原⼦⼒規
制委員会が定めた発電⽤原⼦炉施設については、原⼦⼒災害対策重点区域の
範囲は原⼦⼒施設からおおむね半径5kmを⽬安とし、当該原⼦⼒災害対策重
点区域の全てをUPZとしています。
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緊急事態においては、事態の進展に応じて、関係者が共通の認識に基づき
意思決定を⾏うことが重要です。
すなわち、緊急事態への対応の状況を、準備段階・初期対応段階・中期対
応段階・復旧段階に区分し、各段階の対応の詳細について検討しておくこと
が有効です。

・準備段階では、原⼦⼒事業者、国、地⽅公共団体等がそれぞれの⾏動計
画を策定して関係者に周知するとともに、これを訓練等で検証・評価し、改
善する必要があります。

・初期対応段階では、情報が限られた中でも、放射線被ばくによる重篤な
確定的影響を回避し⼜は最⼩化するため、及び確率的影響のリスクを低減す
るため、迅速な防護措置等の対応を⾏う必要があります。

・中期対応段階では、放射性物質⼜は放射線の影響を適切に管理すること
が求められ、環境放射線モニタリングや解析により放射線状況を⼗分に把握
し、それに基づき、初期対応段階で実施した防護措置の変更・解除や⻑期に
わたる防護措置の検討を⾏う必要があります。

・復旧段階では、その段階への移⾏期に策定し被災した地域の⻑期的な復
旧策の計画に基づき、通常の社会的・経済的活動への復帰の⽀援を⾏う必要
があります。
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緊急事態の初期対応段階においては、情報収集により事態を把握し、原⼦
⼒施設の状況や当該施設からの距離等に応じ、防護措置の準備やその実施等
を適切に進めることが重要です。このような対応を実現するため、以下のと
おり、原⼦⼒施設の状況に応じて、緊急事態を、 警戒事態、施設敷地緊急事
態及び全⾯緊急事態の3つに区分し、各区分における、原⼦⼒事業者、国及び
地⽅公共団体のそれぞれが果たすべき役割を明らかにしています。この緊急
事態の区分を判断するための基準として⽤いるのが緊急時活動レベル
(Emergency Action Level；EAL)です。
これらの緊急事態区分に該当する状況であるか否かを原⼦⼒事業者が判断
するための基準として、原⼦⼒施設における深層防護を構成する各層設備の
状態、放射性物質の閉じ込め機能の状態、外的事象の発⽣等の原⼦⼒施設の
状態等に基づき緊急時活動レベル(Emergency Action Level；EAL)を設定して
います。
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緊急時活動レベル（EAL）の他に、放射性物質の放出後、緊急時モニタリン
グの結果等の実測値に基づいて防護措置を実施する必要があります。この防
護措置を実施すべき基準が、運⽤上の介⼊レベル（OIL）です。
次項に初期設定値と防護措置の内容を記載しています。
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※１「初期設定値」とは緊急事態当初に⽤いるOIL の値であり、地上沈着し
た放射性核種組成が明確になった時点で必要な場合にはOIL の初期設定
値は改定される。

※２本値は地上1mで計測した場合の空間放射線量率である。実際の適⽤に当
たっては、空間放射線量率計測機器の設置場所における線量率と地上1m
での線量率との差異を考慮して、判断基準の値を補正する必要がある。

※３我が国において広く⽤いられているβ線の⼊射窓⾯積が20cm2 の検出器
を利⽤した場合の計数率であり、表⾯汚染密度は約120Bq/cm2相当とな
る。他の計測器を使⽤して測定する場合には、この表⾯汚染密度より⼊
射窓⾯積や検出効率を勘案した計数率を求める必要がある。

※４※３と同様、表⾯汚染密度は約40Bq/cm2 相当となり、計測器の仕様が
異なる場合には、計数率の換算が必要である。

※５「地域⽣産物」とは、放出された放射性物質により直接汚染される野外
で⽣産された⾷品であって、数週間以内に消費されるもの（例えば野菜、
該当地域の牧草を⾷べた⽜の乳）をいう。

※６実効性を考慮して、計測場所の⾃然放射線によるバックグラウンドによ
る寄与も含めた値とする。

※７その他の核種の設定の必要性も含めて今後検討する。その際、IAEAの
GSG-2におけるOIL6値を参考として数値を設定する。

※８根菜、芋類を除く野菜類が対象。
※９ IAEAでは、飲⾷物摂取制限が効果的かつ効率的に⾏われるよう、飲⾷物
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中の放射性核種濃度の測定が開始されるまでの間の暫定的な飲⾷物摂取制限
の実施及び当該測定の対象の決定に係る基準であるOIL3等を設定してい
るが、我が国では、放射性核種濃度を測定すべき区域を特定するための
基準である「飲⾷物に係るスクリーニング基準」を定める。
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原⼦⼒発電所の事故が発⽣した場合、防護措置が開始されます。
防護措置は、緊急時活動レベル（EAL）に基づいた緊急事態区分に基づいて

予め定められている防護措置と、緊急時モニタリング等で得られた測定値を
基準値とした運⽤上の介⼊レベル（OIL）に基づいて実施されます。

緊急時活動レベル（EAL）に基づいた防護措置の考え⽅
予防的防護措置を準備する区域（PAZ）においては、確定的影響を回避す
るために、警戒事態において、施設敷地緊急事態要避難者の避難準備を⾏い、
施設敷地緊急事態において、施設敷地緊急事態要避難者の避難、住⺠避難の
準備及び安定ヨウ素剤の服⽤の準備を⾏い、全⾯緊急事態にいたった場合は、
住⺠避難及び安定ヨウ素剤服⽤が指⽰されます。
また、緊急時防護措置を準備する区域（UPZ）においては、確率的影響の
リスクを低減するために、施設敷地緊急事態において、屋内退避の準備を⾏
い、全⾯緊急事態において、屋内退避及び安定ヨウ素剤の服⽤の準備を⾏い
ます。
放射性物質の放出後、UPZ及びUPZ外においては、OILに基づいて、防護措
置が実施されます。

施設敷地緊急事態要避難者
避難の実施に通常以上の時間がかかり、かつ、避難の実施により健康リスクが⾼まら

ない災害時要援護者等（傷病者、⼊院患者、⾼齢者、障害者、外国⼈、乳幼児、妊産婦
その他の災害時に援護を必要とする者をいう。）、安定ヨウ素剤を事前配布されていな
い者及び安定ヨウ素剤の服⽤が不適切な者のうち、施設敷地緊急事態において早期の避
難等の防護措置の実施が必要な者をいいます。
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緊急時活動レベル（EAL）、運⽤上の介⼊レベル（OIL）に基づく防護措置
のイメージです。
【警戒事態：EAL（AL）】

・PAZの施設敷地緊急事態要避難者は、避難の準備を⾏い、そのほかの住
⺠は情報収集を⾏います。

・UPZの住⺠は、情報収集を⾏います。
【施設敷地緊急事態：EAL（SE）】

・PAZの施設敷地緊急事態要避難者は避難し、そのほかの住⺠は避難の準
備および安定ヨウ素剤を服⽤する準備を⾏います。

・UPZの住⺠は、屋内退避の準備を⾏います。
【全⾯緊急事態：EAL（GE）】

・PAZの住⺠は、国や地⽅公共団体からの指⽰に従い、安定ヨウ素剤を服
⽤し、避難します。

・UPZの住⺠は、屋内退避を⾏います。また、避難の準備および安定ヨウ
素剤を服⽤する準備を⾏います。

緊急事態のうち全⾯緊急事態（EAL（GE））に⾄り、異常な量の放射性物
質が放出された場合には、緊急時モニタリングの結果などによって、適切な
防護措置を実施します。
●放射性物質の異常な量の放出後の防護措置
UPZの住⺠が⾏う防護措置を実施する判断基準として、空間放射線量率や
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環境中の放射性物質の濃度などで表される「運⽤上の介⼊レベル」
（OIL:Operational Intervention Level）が設定されています。
これらの基準値は、緊急事態当初に⽤いられ、地上に沈着した放射性物質の
種類が明確になった時点で必要に応じて改定されます。

12
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それぞれの地域で、緊急時の対応として広域避難や避難の経路が計画され
ています。避難経路の途中に避難退域時検査の会場が設置される計画もあり
ます。
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原⼦⼒災害が発⽣し、放射性ヨウ素等の放射性物質が環境中に放出された
場合、周辺住⺠の内部被ばくの状況を速やかに確認し、防護措置を講じる必
要があります。その⼀環として、甲状腺に集積した放射性ヨウ素を簡易的な
⽅法で測定することにより、被ばく線量の程度を迅速に把握するための検査
が甲状腺簡易測定です。
事故発⽣から概ね１週間以内に、空間線量率測定⽤NaI(Tl)シンチレーショ
ンサーベイメータを⽤いて⾏うことが想定されます。また、実施の時期は、
放射性ヨウ素が甲状腺に集積するまでに約１⽇かかることも考慮する必要も
あります。
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本研修では、この甲状腺簡易測定の⽅法を学びます。フォローチャートの
甲状腺測定、⼤腿部測定、正味値の計算を実習で⾏います。

別-378



2011年の福島第⼀原⼦⼒発電所事故において、環境中へ放出された放射性
核種の推定値を⽰しています。原⼦⼒発電所の事故では様々な放射性核種が
環境中に放出されます。放射性ヨウ素であるI-131、I-132、I-133も放出され
る放射性核種です。
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ヨウ素は甲状腺ホルモンの成分で、体内ではほとんどが甲状腺内に存在し
ます。
甲状腺ホルモンは、新陳代謝を促したり、⼦供では成⻑を促進します。甲
状腺ホルモンは、全⾝の細胞に作⽤して、呼吸量、エネルギー産⽣量が増⼤
します。
甲状腺は、頸部前⾯に位置し、⼤⼈では15〜20g、3〜5cmの蝶が⽻を広げ
たような形をしています。
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放射性ヨウ素を吸⼊または経⼝摂取した場合、肺や消化管から⾎液中に⼊
り、吸収された放射性ヨウ素の10〜30％が甲状腺に集積します。甲状腺に集
積しなかった放射性ヨウ素は腎臓から尿中に排泄され、体の外にでます。甲
状腺に集積した放射性ヨウ素からはベータ線が放出されるので、甲状腺の細
胞が障害を受けやすくなります。

安定ヨウ素剤を適切なタイミングで服⽤しておくと、放射性ヨウ素が甲状
腺へ集積するのが阻害されます。このため、原⼦⼒災害時に放射性ヨウ素の
環境中への放出の可能性がある場合は、事前に安定ヨウ素剤を服⽤します。

別-381



この表は単位摂取量Bqあたりの被ばく線量mSvを表しています。同じ摂取
量でも、甲状腺重量が⼩さいほど甲状腺吸収線量は⼤きくなります。
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チェルノブイリ原発事故による⼦供たちの内部被ばく線量と甲状腺がんの
リスクの関係に関しては、図のような研究結果が⽰されています。
それは、甲状腺が１グレイの放射線を受けると、甲状腺がんになる可能性が
約３倍になるというものです。この研究では、この３倍という数値は18歳ま
での⼦供たちの平均であり、幼児（＜４歳）の場合には、これよりも⾼くな
る（図の■）とされています。
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チェルノブイリ原発事故に際して避難を余儀なくされた⼈々では、甲状腺
の被ばく線量は⾼く、平均で約490ミリグレイと推定されています。避難地
域以外の旧ソビエト連邦に居住していた⼈々の平均甲状腺被ばく線量は約20
ミリグレイであり、そのほか欧州諸国に暮らす⼈々の線量（約１ミリグレ
イ）よりもはるかに⾼い結果になりました。
⼦供では平均甲状腺被ばく線量がさらに⾼いと推定されています。これは、
事故直後から２〜３週間にわたって、ヨウ素131で汚染した⽜乳を飲んだこ
と等が主な原因です。
甲状腺被ばく以外の内部被ばくと外部被ばくの実効線量は、平均で約31ミリ
シーベルトでした。それぞれベラルーシでは約36、ロシアでは約35、ウクラ
イナでは約30ミリシーベルトでした。平均甲状腺被ばく線量同様、平均実効
線量はウクライナやロシアよりもベラルーシにおいて⾼いことが分かってい
ます。
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東京電⼒福島第⼀原⼦⼒発電所事故で、⼦供たちの甲状腺が放射性ヨウ素
によりどのくらいの被ばくをしたのか、正確に評価することは⼤変難しいで
すが、事故後約２週間の時点で⾏われた⼩児甲状腺被ばく線量のスクリーニ
ング調査の結果を⽤いると、おおよそのことが推定できます。
この事故後２週間の時点でのスクリーニング調査は、甲状腺線量が⾼いと予
想された川俣、いわき、飯舘の15歳以下の1,080⼈の⼦供たちに対し、サー
ベイメータを⽤いて⾏われたものです。
その結果、原⼦⼒安全委員会（当時）が設定したスクリーニングレベルを超
える⼦供はいないこと、検査を受けた⼦供全員の甲状腺被ばく線量が50ミリ
シーベルト以下であることが分かりました。
国連科学委員会（UNSCEAR）によるチェルノブイリ原発事故での甲状腺被
ばく線量に関する解析では、50ミリシーベルト以下の線量域は最も⼩さい線
量域として扱われています。⼩児甲状腺がんの発⽣の増加が⾒られたベラ
ルーシでの⼩児甲状腺被ばく線量は、特に避難した集団で0.2〜5.0あるいは
5.0シーベルト以上といった値が⽰されており、福島県で調査された甲状腺被
ばく線量より⼆桁も⼤きい値となっています。
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原⼦⼒災害 環境中 放出 放射性 素 内部被 状
況 把握 、甲状腺簡易検査 実施 必要 。
想定 対象者 、避難住⺠ 退域時検査 有意 汚染 認
、概 事故後1週間以内 NaI(Tl) ⽤ 実施

。
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素 甲状腺 合成 必要 元素 、原⼦⼒災害 放出
I-131 放射性 素 甲状腺 選択的 取 込 。
I-131 物理学的半減期8.02⽇ 崩壊 、 γ線
放出 、 体外 設置 放射線検出器 測定 甲
状腺 残留 I-131 放射能 定量 。
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吸⼊ I-131 、肺 ⾎液中 吸収 、徐々 甲状腺 移⾏
。
⽰ 、I-131 甲状腺残留率 吸⼊摂取 約1⽇ 上昇
、 以降 早 時期 甲状腺計測 実施 望

。
甲状腺以外 全⾝ 分布 素 他 核種 甲状腺計測 影
響 補正 、被験者 BG測定 実施 必要 。
甲状腺 対象 測定値 、被験者BG 測定値 引 正味 測定値
算出 、 値 基 甲状腺線量 評価 。
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甲状腺簡易検査 、取 扱 簡便 NaI(Tl) 使⽤ 。
波⾼ G関数 演算 計算 線量率（µSv/h） 読 取
、 直接⽐較 、詳細検査 必要

性 有無 判断 。
測定時間 約30秒 。

詳細検査 、⾼純度Ge半導体検出器 測定 波⾼ 、
I-131 放出 365keV 数 解析 。
鉛遮蔽等 使⽤ 数分間 測定 、 正確 評価 可能
。
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環境中 放出 放射性 素 吸⼊ 疑 場合 、頸部 体表⾯汚
染 確認 後 、NaI(Tl) 頸部 密
着 測定 。
甲状腺 対象 測定値 ⼤腿部 対象 被検者BG測定値 引
正味値 ⽐較 。
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甲状腺簡易検査 実施 、通常 線量率 ⾼
場合 、 限 低 場所 探 測定 不確

低減 。
被検者 受付 、⽒名、年齢、性別、住所等 情報 登録 、体表⾯汚染
検査 進 。
体表⾯検査 汚染 認 場合 簡易除染 実施 、汚染

確認 甲状腺測定、⼤腿部 被検者BG測定 実施 。
甲状腺 測定値 被検者BG 測定値 差 引 正味値

以下 、結果 説明 終了 、
上回 専⾨機関 相談 上、詳細検査等 実施
。
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甲状腺 測定 際 、 頸部 密着 測
定 。

、特 1歳児 場合 頸部 短 密着
可能性 。

状況 正確 測定 難 、不確 ⼤
、 良 測定⽅法 検討 課題 。
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甲状腺測定場所 例 ⽰ 。
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甲状腺簡易検査 記録様式 例 ⽰ 。
使⽤ NaI(Tl) 、定期点検 1年以内 ⾏

確認 必要 。
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、甲状腺等価線量100mSv 相当 摂取 後 甲状腺計測
実施 場合 指⽰値（µSv/h） 変化 年齢別 ⽰ 。
例 、 0.5µSv/h 設定 場合、甲状腺計測

下回 、特 甲状腺
⾼ 0歳児、1歳児及 5歳 甲状腺線量 100mSv未満 判断

。
、甲状腺簡易検査 線量評価 不確 伴 、
考慮 設定 今後 検討 必要 。
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実習 ⽬的 、参加者 NaI(Tl) 使⽤ 甲状腺簡易検
査 ⽅法 習得 、同時 甲状腺簡易検査 技術⾯・運
⽤⾯ 問題点 特定 解析 実施 。

⽰ 、平成29年度実習 測定 正味値
対 測定 間 （1SD） ⽰ 。
正味値 0.2 μSv h-1以上 場合、通常BG（~0.06μSv�h-1 ） ⾼ BG
（~0.5μSv�h-1） 環境下 、20%未満 安定
測定 可能 ⽰唆 。
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模擬被検者 発泡 製 12体 使⽤ 。
12体 、10体 頸部下部 内部 甲状腺中放射性 素 模
擬 密封線源 設置 、2体 。
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模擬被検者 測定 、甲状腺及 ⼤腿部 想定 1回 実施 。
甲状腺 想定 測定 、 頸部下部 正⾯ NaI

軽 密着 。
⼀⽅、⼤腿部 想定 測定 、 頸部内部 設置 密封線源
影響 受 指定 位置 実施 被検者BG測定値 。
甲状腺 測定値 被検者BG測定値 差 引 正味値 、

（例 0.5 μSv h-1） ⽐較 。
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前駆症状

症状出現の有無確認

なし 24 時間嘔吐の
有無をフォロー

リンパ球減少
他の症状

4-6 時間毎に白血球
分類を再評価

あり
専門機関へ連絡

被ばく 24 時間後
染色体分析用血液採取あり

なし 鑑別診断

嘔吐
なし

あり

脱衣

汚染検査

受入準備

患者の退域

職員の退域

施設の復旧

受入要請

蘇生・外傷診療

外部被ばくの評価

① 創傷の汚染
② 頭部・顔面の汚染
③ 他部位の汚染

試料採取

除染の優先順位評価
① 創傷部
② 開口部
③ 健常皮膚

除染

・汚染なし
・容認レベル

最終の全身汚染検査

いいえ
はい

未確認の汚染

除染部位の汚染検査

なし

汚染拡大防止処置

氏名 （ 男 ・ 女 ） 年齢

受傷日時 年 月 日 時 分

来院日時 年 月 日 時 分

事故概要ID

All copyrights © reserved by Q  - NIR .

来院時バイタルサイン BP ／ mmHg HR /min RR /min pO
2

% (O
2
   L/min)

B ℃ JC GC (E V M )

汚染残存 □ 無 □ 有

外部被ばくの可能性 □ 無 □ 有

内部被ばくの可能性 □ 無 □ 有

評価・診断

担当医 看護師

型式

B.G.レベル

B.G.測定日時

表面汚染計測定器

機器効率
窓面積

空間線量計

min-1 µSv/h

表面密度＝
Bq/cm2

（測定値ーB.G.）／60
校正定数

機器効率×窓面積×線源効率

Vital 確認
◎バイタルの安定化を優先
◎可能な範囲で汚染検査・
除染

◎鼻腔スワブ
◎ガーゼ試料

あり
なし

鼻腔汚染

内部被ばく
可能性あり

専門機関へ連絡

あり

なし

内部被ばくの
可能性なし

鼻腔スワブは左右別
々に採取
両側陽性で汚染あり

内部被ばくの評価

バイオアッセイ用試料採取

現場状況
から内部被ばく
の可能性

あり

なし

◎ガーゼ試料は核種同定に使用
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